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1節 研 究 の 背 景 と 意 義

本 研 究は 、社 会 的技 術1)と して の都市 計 画 を基 礎 と して、大 都市 圏 に おけ る住 宅地 の形 成 と変 容 を

計画 的 に規 制 ・誘導 あ る いは建 設 ・整備 す るた めの基 礎 的条件 を明 らか にす るこ とを 目的 と して い る。

こ の点 に関 して は次 節 に お いて一 層 具体 的に検 討 す ること
,にな るが 、本 節 で はそ の背 景 と意 義 にっ い

て 整 理 して お きた い。

近 代都 市計 画 の 考 え方 が わが 国に 導入 された のは 明治維 新 以降 の こ とで あ り、 制度 的確 立 は大 正8

年(1919年)の 旧都 市 計画 法 の制 定 に よ るこ と は衆 知 の と ころで あ る。 そ の後 の 昭和 戦前 ・戦 後 期 を

も含 め た近代 化 の過 程 に お いて、 実践 的要 請へ の対 応 に偏 り2)っ っ も技 術 的充 実が は か られて きた。

この こ とは昭 和30年 代 以 降 の高度 経 済成 長 期 にお いて 特 に著 しく、近 代 産業 国家 と しての 基盤 施 設整

備 と空 間 的 ・社会 的矛 盾 の解 決 に応 用 され て きた。 しか し1960年 代 後 半 のア メ リカ、1970年 代前半

のイ ギ リスに お け る近 代 都 市計 画パ ラダイ ムへ の批 判3)と 、 オ イル シ ョッ ク以 後 の低成 長 経済 へ の移

行 は、わが 国にお ける一 定 の都市 化 の完 了を もふ まえて、 新 た な計 画技 術 の開 発 とそ の 理論化 を 必要 と

させて い る。 さ ら に、 これ まで の計画 と実 施 、研 究 の蓄 積 を も含 めて 抱括 的な 理論 化 の必要 性 も指 摘

されて い る。そ こで 本研 究 は、大 阪 都 市 圏 にお け る中 高層 集合 住宅 の立 地 に よ る居住 地構 造 の 変容 を

分析 し、 そ の規 制 ・誘 導 と計画 化 の条 件 を 明 らか にす る とと もに、 都市 計画 理論 構 築の ひ とっ の方 向

を 提示す る もので あ る。 従 って 、本 研 究 の背 景 と意 義は 、 都市 計画 の必要 性 を 支え る社会 的背 景 と、

都市 計 画研 究 の方 法 あ るいは理 論的 基 礎を 検 討す る こと の必要 性 に もとつ く もの と考 えて よ い。

そ こで前者 、 す な わ ち今 日のわが 国 にお け る都 市構 造 を 中高 層集 合 住宅 の立地 と居 住 地構造 の側 面

か ら分析 し、 計画 化 あ る いは規 制 ・誘 導す る必要 性 の根 拠 は どこに求 め られ るで あろ うか。基 本 的な

問題 点 のみ に 限 って整 理 す れば 以下 のよ うに な る。

(1)都 市 化 の速度

こ こでの都 市 化 は、 空 間 的な 意味 で の都 市化(市 街 化)を 意 味す る。.そ の都市 化 の最 も代 表 的な 指

標 のひ とっで あ る都 市 人 口 をみ ると、 今 日の わが 国 の1億2千 万 人 の人 口の うち、76%が 都市 に住ん

で い る4)0昭和35年 に は都 市人 □の比 率 は63%で あ っ たが 、50年 まで の15年 間 に著 しい上 昇 を示 した。

こ の傾向 を人 口集 中地 区人 口で み る と昭和35年 に44%で あ った比 率が55年 に は60%に ま で上 昇 し

て い る。 このよ うな急 激 な都市 化 の 進展 は 、昭和30年 代後 半以 降の 高度 経 済成 長 政策 の 展開 に よ って

推 進 され た もの で あ り、 社会 的、 経済 的、 空間 的適 応 あ るいは 調整 の 困難 な 問題 を多 く発 生 させ て き

た。 昭和50年 代 に入 って都 市 化 の速度 は低下 しっっ あ るカ5)未 解 決 の ま まで残 され た課 題 は 多 い。 従

って、 居住 環境 と して の都 市空 間 の変 容 を 計画 化、 あ るいは規 制 ・誘 導 す るこ とに よ って 調整 す る必

要性 は大 き く、 そ の た め の主 要 概念 の ひ とっ と して 中 高層 住宅 立 地 に注 目す る必要 が あ る。
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表 一1人 口の都 市 化度 の推 移(大 正9年 一.昭和55年)

年 次 市 部人 口陶 人口集中地区人口陶

大 正9年 18.0 30.2

昭 和5年 24.0 33.7

15年 37.7 36.4

25年 37.3 33.8

30年 56.1 38.5

35年 63.3 43.7

40年 67.9 48.1

45年 72.1 53.5

50年 75.9 57.0

55年 76.2 59.7

表 一2都 市 化 の 速度 の推移(大 正9年 一 昭和55年)

期 間 人 口集 中 地 区00 市 部00
「 印

大正9年 ～昭和5年 1.10 2.86

昭和5年 ～15年 0.77 4.53

15年 ～25年 △0.74 △0.11

25年 ～30年 2.60 8.13

30年 ～35年 2.53 2.41

35年 ～40年 1.93 1.40

40年 ～45年 2.13 1.14

45年 ～50年 1.27 1.03

50年 ～55年 0.93 o.os

都 市 化 の 速 度Tは 、 次 に よ り計 算 され る。

InUt+n-InUtT=
n

Ut+n:t+n年 の都 市化 度

Utlt年 の都 市 化度

n:期 間 の年 数

② 都 市 圏 の過 大化 、 高 密化

この よ うな人 口 の都市 集 中は、 東京 、大 阪 、名 古 屋 を中 心 とす る大 都市 圏で 著 しく、最 近20年 間 の

東 京 都市 圏の 人 口は 約1,060万 人増 加 して2,630万 人、 大 阪 都市 圏 の人 口 は約510万 人増 加 して

1,540万 人 に 達 して い る。 わが 国 の人 口約1億1,700万 人 の うち、 両 巨大 都 市 圏 に住 む人 口の 割合 は

一4一



1980年10月 現在 で東 京圏22.5%、 大 阪 圏13.2と 、 国土 面 積 の4%に す ぎ ない地域 に全人 口の

36%が 居 住 して い る60)その 人 口密度 は、1"方 キ ロメー トル当 た り、東京 圏3,439人 、大 阪 圏2,082

人 と、 全国平 均 の314人 に対 し著 しく高密 度 と化 す に い た って いる。 東京 、大 阪 な どの大 都 市 圏地 域

の拡大 は 都心 業 務地 区 で の都 市機 能や 昼 間 人 口 の集 中激化 を まね き、一 方 で は郊 外住 宅 立地 の 遠隔化

が 著 し く、 都 心 周辺 部 に は広大 な居 住環 境 水準 の低 い声 密度居 住 地 が形 成 されて い る。 この よ うな 居

住地 の環境 整 備 あ る いは改 善 の た めの基 礎 的研 究 と して、 物 的 ・社 会 的都 市構 造 の変 容分 析 が 必要 と

されて い る。

(3)住 宅 ス トックの量 と水準

戦 後 の急 速 な 世帯 数増 加 に もか かわ らず、昭和43年 住宅 統計 調 査 時点 で 住宅 数が 世 帯数 を上 まわ り、

昭 和53年 に は空 家率7.6ｰ/aに な って い る。 この よ うな 住宅戸 数の 増大 に もかか わ らず、 低 水準 の民営

借 家 の再開 発 ・整 備 は必 ず しも順 調 に進行 せず 、 資 源 の有 効利 用 の観 点 か らは計画 的 再開 発 の必要 性

は一 層 高 ま る もの と考 え られ る。 従 って、 既 存 の 中高 層集 合住 宅 の再 開 発 も含 めて、 民 間 の中 高 層集

合 住 宅 の立 地 に よ る住 宅 市街 地 の 高密 化 を適 切 に誘 導 ・規 制す るた め の計画 立 案が 必要 で あ る。

表 一3東 京 、大 阪 、名 古 屋 の50キ ロ圏の 人 口 と人 □密度(昭 和35年 一55年)

人 口(1,000人) 面 積 と 密 度

地 域 昭 和

35年
40年 45年 50年 55年

面 積

(Km)

全 国面 積

に 占め る

割合00

人 口密度

(人/Km)

東京50キ ロ圏 15,788 18,908 21,954 24,761 26,339 7,658 2.0 3,439

大 阪50キ ロ圏 10,323 12,054 13,640 14,872 15,422 7,407 2.0 2,082

名 古 屋50キ ロ圏 5,392 6,096 6,774 7,430 7,828 7,320 1.9 1,069

50キ ロ 圏 計 31,503 37,057 42,368 47,063 49,589 22,385 5.9 2,215

その他 の 地域 62,799 62,152 62,29? 64,877 67,468 355,323 94.1 193

全 国 94,302 99,209 104,665 111,940 117,057 377,708 100.0 314

表 一4東 京 、大 阪、 名 古屋 の・50キ ロ圏 の人 口比率

.

全 国 人 口 を100と し た 比 率
地 域

昭和35年 40年 45年 50年 55年

東 京50キ ロ圏 16.7 19.1 21.0 22.1 22.5

大 阪50キ ロ圏 10.9 12.2 13.0 13.3 13.2

名 古屋50キ ロ圏 5.7 6.1 6.5 6.6 6.7

50キ ロ 圏 計 37.4 37.4 40.5 42.0 42.4

その他 の地 域 66.6 62.6 59.5 58.0 57.6

全 国 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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(4}民 間 セ ク ターの比 重

わが 国 の住 宅 供給 と住 宅 市 街地 形成 の 大 部分 が民 間 資金 に よ る もの で あ った こ とは言 うま で もない。

最近 約10年 間 の着 工 新 設 住宅 にっ いて も、 初期 に は資 金 別で は約70%が 民 間 セ ク ター で あ り、 約30

%が 公 的 資金 で あ った。 しか し、 昭 和531一,1降 、 公 的資 金 に よ る着 工戸 数 が約40%J%(上 を 占め、56

年 には 約47%に まで上 昇 して い る0)と こ ろが、公 的資 金 に よ る着 工戸 数 の 中 で も公営 ・公 団住 宅 な ど

の直 接 的建 設は 急激 に減 少 し、 公庫 資金 融 資に よ る建 設戸 数 の比 率 が著 しく上 昇 して きて い る。 公 的

資金 住 宅 の うち、公 庫 資金 に よ る もの は昭 和46年 に は45.5%で あ ったが 、56年 ・に は77.4%ま で上

昇 して い る。 従 って、 昭和56年 に おけ る公 営 ・公 団住 宅 は8.4%を 占め るにす ぎず8)住 宅 供給 ・住宅

市 街 地形 成 に お け る民間 セ クタ ーの比 重 の大 き さは明 らかで あ る。 都市 建 設事 業 にお け る民間 活 力

(よ り一 層 の 民 間資 金導 入 と考 え て よ いで あ ろ う)の 導入 が 叫 ば れて い る今 日、本 論 文 で 検 討す るよ

うな住 宅市 街 地形 成 の計 画 的 規制 ・誘 導 と、 その た めの 基礎 的研 究 の必 要 性 は高 い。

㈲ 居住 地 移 動 の多様 化

戦 後 の高 度経 済 成長 期 を通 じて 増大 した わが 国 の人 口移 動 は、昭 和48年 を「ピー クに減 少 傾 向を 示 し

っ っ あ る。 そ して昭 和57年 に はす で に30年 で の移 動 率 に まで低 下 して い る90)し か し、 国 勢調 査 の 昭

和45,55年 の比 較 に よれ ば、 狭 域 移 動 は必 ず しも減 少せ ず 、む しろ相 対 的 には 増大 しっ っ あ ると考

え られ る。 両 年次 の前住 地 別調 査 前1年 間 の入 居者 数 と比率 に よ れば、 移 動全 数 が1,254万 人か ら

1,113万 人 へ と減少 して い るた め、 自市 区 町村 内 移動 、 自市 内 他区 移 動 と もそれ ぞれ493万 人か ら

450万 人 、74万 人か ら73万 人 へ とや や 減 少 して い るが 、比 率 は39.3%か ら40.5%、5.9%か ら6.5

表 一5前 住 地 別調 査前1年 間 の入 居 者ii)一 全 国(昭 和45年 、55年)

層

人 口(1,000人) 前住地別割合 囲
年 次 ・前 住 地

総 数 男 女 総 数 男 女

昭和45年

総 数 12,535 6,561 5,974 100.0 100.0 100.0

自 市 区 町 村 4,929 2,470 2,459 39.3 37.6 41.2

自 市 内 地 区 741 396 344 5.9 6.0 5.8

県 内 他 市 町村 3,020 1,532 1,487 24ユ 23.4 24.9

他 県 3,816 2,146 1,670 30.4 32.7 28.0

国 外 29 16 13 o.z o.a 0.2

昭和55年
i)総 数

11,130 5,767 5,362 ioo.o 100.0 100.0

自 市 区 町 村 4,502 2,233 2,269 40.5 38.7 42.9

自 市 内 地 区 729 372 357 6.5 6.4 6.7

県 内 他 市 町村 2,761 1,392 1,369 24.8 24.1 25.5

他 県 3,078 1,739 1,338 27.7 30.2
雪25

.0

国 外 49 25 24 0.4 0.4 0.5

1)前 住地 「不詳 」を含 む。
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表 一6

移 動 数

(×10人)

8

7

6

5

4

3

2

1

1)年 次 は暦年 。S.30年 ～S.48*ま で は沖 縄 を 除 く

iz)図
一1移 動数 と移 動率 の推 移

住 宅 需 要 実態 調 査 にみ る住 み か え移 動 の量

数

i

移動数
移動 率

囲

8

7

6

5

4

3

2

1

イ
一 一 鴨'

'!

'

へ＼ ＼
ノノ'

'

'

9墾!＼
一＼ 、～、

.一 一一 一

こ'

、h
隔

■ 1

.30S.35 S.40 S.45

1*

5.4848S.50 S.55S.57

S.49-S.53.9 S.54-S.58.9 S.54-

S.58.9

年 平 均A.世 帯数
B.住 み か

え 世 帯 数
B/A A.世 帯数

B.住 み か
え 世 帯 数

B/A

全 国 32,288.3 8,671.0 26.9 34,815 8,950 25.7 5.4

北 海 道 1,504.3 570.5 37.9 1,760 665 37.8 2.6

東 北 2,997.1 663.4 22.1 3,177 635 20.0 4.2

関 東 10,770.3 3,228.5 30.0 11,685 3,336 28.5 6.0

東 海 3,382.4 757.6 22.4 3,791 831 21.9 4.6

北 陸 753.9 129.4 17.2 820 144 17.6 3.7

近 畿 5,619.2 1,530.2 27.2 5,784
'

1,545 26.7 5.6

中 国 2,143.7 515.4 24.0 2,221 511 23.0 4.8

四 国 1,214.5 269.0 22.1 1,241 233 18.8 4.0

九 州 ・ 沖 縄 3,902.9 1,001.3 25.7 4,336 1,053 24.3 5.1

全 国 支 部

郡 部

DID地 区

25,242.2

7,046.1

'LO
,492.9

7,416.7

1,254.3

6,114.8

29.4

17.8

29.8

27,360

7,455

21,879

7,5&3

1,386

6,258

27.6

18.6

28.6

5.8

3.9

6.0

持 ち 家 21,492.8 3,430.8 16.0 22,630 3,611 16.0 3.4

一戸建 ・長屋建 20,671.7 3,110.5 15.0 21,421 3,029 14.1 3.0

共同建 ・その他 821.1 320.5 39.0 1,209 581 48.1 10.1

公 的 借 家 2,145.0 761.4 35.5 2,842 895 31.5 6.6

民 営 借 家 6,715.0 3,388.3 50.5 7,087 3,345 47.2 9.9

給 与 住 宅 1,739.2 1,036.6 59.6 1,679 950 56.6 11.9

非 住 宅 ・同 居 172.9 48.4 28.0 260 63 24.2 5.1

■
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%へ と上 昇 して い るioO)

この傾 向を、 住 宅需 要 実態 調 査 によ る移 動 世帯 数 と して み る と、 昭和49-53年9月 の間 の住 み か

え世 帯率26.9%か ら、 昭 和54-58年9月 の間 の25.7%へ と若干 の比 率 低下 とな って い る。 しか し、

世 帯数 が3,230万 世帯 か ら3,480万 世 帯へ と増大 して い るた め、 住み か え 世帯数 も867万 世 帯 か ら

895万 世帯 へ と増 加 して い る。こ の よ うな傾 向 は、地 方 に よ り若 干 の差 は あ るが ・ 関 東・ 近 畿 な どの

大 都市 圏 を 含む 地 方 では住 み か え世 帯数 は増 加 して い る。

大 都 市 へ の著 しい人 口集 中 現象 は終 息 しっ っ あ り、 人 口移 動 量 の減 少 は明 らかで あ るが、 世 帯規 模

の縮 小 や 類型 の 多様化 に よ って 世帯 数 の増 加 は継 続 し、 世 帯 の居 住地 移 動 の絶対 量 も急激 には 減少 し

な い もの と考 え られ る。 む しろ、 都 市 的生 活 様式 の普 及 に と もな って 、選 択 的居 住 地移 動 が増 加す る

こ と も考 え られ る。 従 って、 移動 性 の 高 い都 市 社会 に適 合 しう る都市 空 間や 都 市社 会 の仕 組 み を 明 ら

か にす る必 要 が あ る。

(6)都 市 空 間構 成理 論 の転 換

J%(上の要 因 はす べて 、 戦後 の都市 計 画 ・住 宅 政策 で の一 貫 した問 題点 と して 指摘 され て き た。 しか

し、最 近 数 年 間 にお いて 新 た に再検 討 を せ ま られ、 本研 究 を 意義 づ け る重 要 な視点 と して は都 市 空間

構成 の基 礎 と して の土 地 利 用原 則 の修 正 が あ る。 そ れ は主 と して都 心 部の 商業 業務 利 用 専 用化 や 郊外

の住 宅地 利 用純 化 にっ いて の防 犯 ・防 災上 や 都 市 的ア メニ テ ィ欠 除 あ 問題 と して指 摘 され 、事 務所 や

店 舗 と住 居 の 複合 化 の 再評価 と して あ ら われて い る。 この よ うな動 向 は、 既成 市 街地 の 更 新 と住 宅供

給 、 都市 施 設 整備 な どの一 体化 の 必要 性 を背 景 とす る もので あ り、 都 市計 画 と住 宅供 給 の総合 化 を 改

めて 重 視す るこ とを求 めて い る。

以 上 の 社会 的背 景 に対応 して 関連研 究 分 野 にお け る理 論 的基 礎 の再 検討 が 展 開 されて お り、 都市 計

画 にお い ては 社会 的技術 と しての 「都市 計 画学 」の模 索13)人 文 ・社会 科学 分野 で は総 合科 学 と して の

「都 市学 」14)の 成 立や 規範 学 と して の 「都 市 法学 」15)の 編成 の必要 性 が指 摘 され て い る。 一 方、近

代 か ら現 代都 市 に お け る居 住 地形 成 や維 持 ・管 理 の 問題 を 住宅 供給 計 画 論 と して体 系 化す る試 み もあ

る160)この よ うな研究 展 開 の背 景 の もとで、本 論 文 は 「技 術 学 」と して の都市 工 学 あ る いは環 境 工学 の

分 野 に 属 す る もの で あ るが 、 現代 都 市 社会 の構 造 の複 雑化 、 高度 化 に と もな って必 要 と され る他分 野

との 関連 を 意 図的 に 組み込 々 だ もの とな って い る。 そ の理 論 的 な背 景 は以下 の よ うに考 え るこ とが で

き る。

本 研 究 で は、 第2次 世界 大 戦後 、 そ の中 で も特 に最近 の約30年 間 に焦点 を あて て 都 市計 画 コン トロ

ール の対 象 と して の居 住 地構 造 と集 合 住宅 立 地 にっ いて検 討す る もの で あ るが、 そ の最 大 の 焦点 は変

動 あ る いは変 容 の計 画化 に あ る。 こ の よ うな空 間構 造 の 変動 の 理論 化、 計 画理 論 の 検討 の た め には、

上 に も述 べ た よ うに、 そ の基礎 的 作業 と して社 会構 造 、 経済 構 造、 政治 過 程 の全 体 的 関連 の 検討 が 必

要 で あ る。 そ の理 由は、 都 市お よび生 活 とい う概 念が き わ めて 包括 的な概 念 で あ る こと に もとつい て

い る。

一 方 、す で に多 くの論者 によ って 指摘 され て い るよ うに、 近 代 科学 は細 分化 と専 門分 化 の 方 向で 発
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展 して きた。 この こ とは 自然科 学 のみ な らず、 人 文 ・社 会科 学 にお いて もあ る程 度妥 当す る と考 え て

よ い。 とこ ろが、 ここ で対 象 と して い る都市 あ るいは地 域、 生活 は、 社会 学 で の全 体社 会 と して の特

徴 を有 し、 さ らに 自然科 学、 人 文 ・社会 科 学 の いず れ に よ って も考 察対 象 と され る包 括 的概 念 で あ る。

この よ うな 対象 に関 す るアプ ロー チ にお いて 、都 市 計画 ・地 域計 画 と、 その 基礎 科学 と して の経 済 学、

社会 学、 地 理学 な どと の関係 は不幸 な対立 あ るいは 無視 の 関係 に あ るこ とが 少な くなか った と指 摘 さ

れ て い る170)この点 に 関す る問題 意識 は応 用 に 偏重 して いた都 市計 画 分 野 よ り も基 礎科 学分 野 で比 較 的

早 くか ら表 明 され て お り、 日本 都市 学会 にお いて は1966年5月 の第13回 大 会(松 本 市)で 「都市 学成

立 の理論 と展望 」を共 同 テ ー マと して とりあ げて い る。 ま た、 こ の点 に 関す る検 討 は高橋 勇悦 も指摘

して い るよ うに現 在 も継 続 中で あ り、最 近 で は1983年 の 日本 都 市学 会 第30周 年 記念大 会 での課 題 テ

ー マ とされ て い る18
0)そ こで は経済 学 、建 築 学、都 市 計画、 行 政学 な どの立 場 か ら、 総合 科 学 と して の

都市 学成 立 の可 能性 が 模 索 され てお り、 そ の共 通 の論 点 は人 間生 活 の場 と して の都市 にっ いて の理念 、

法則 、政 策 を追 求す べ きで あ る、 と い うこ とと考 え て よい。 ま た、 別 の意 見 と してSeinとSollenの

総合 学 と して都 市学 を構 想す べ き とす る もの もあ るisO)前者 は法 則 に、後 者 は 理念 と政 策 に対応 す る も

の と考え て よ い。 いず れ に して も、 都市 生 活 を総 合 的に 見 きわめ 、 そ れ に も とつ いて物 的計 画 と社会

的計 画 の 目的 ・目標が 立 て られ なけ れば な らな い:o)そ の都市生 活 を 見 きわ め るとい うこと こそ 、社会

構 造 の理 論 的追 求 の主 要 な 目的 と されて い る2]0)また、個 人や 家族 、集 団な どの レベルで 生活 の総 合 的

分析 を 目標 と して い るの が社 会学 の行為 の 理論 や 生活 構造 論 で あ る。 こ のよ うな視 点 か ら考 え る と、

22)は厳 密す ぎ る もの と考 え られ る
。彼 自身の比 較都 市 計画 研 究 の渡辺 俊一 の 「都 市 計画 」概念 の 規定

必要 のた め 設定 され た狭 義の 「都 市 計画 」概念 と考え るべ きで あ ろ う。一 方、 本研 究で は 現代 都 市 に

おけ る個 人 の生活 か ら全 体社 会 まで のす べ て の レベ ル におけ る活 動 を理 論化 す る方法 と して構 造 機能

分 析 の可 能 性を 検 討す る。 この こ とに よ って、 本研 究 は広 義 の社 会 的技 術学 の ひとっ と して、 都 市工

学 、 環境 工学 の 成果 と して位 置づ け られ る。

さ らに、 こ の研究 の 方 法論 的背 景 を求 め ると、 ドク シ ァデ ィスの エ キ ステ ィックス理 論 、富 永 健一

の社会 変 動 論、大 久 保 昌一 の空 間計 画論 が あ げ られ る。 ドク シ ァデ ィス は人 間活 動の 展開 され る空間

に もい くっ かの 段 階構 成 の存 在 を設 定す るこ とが で き ると し23)富永健 一 は構 造 機能 分析 によ って 社会

の変 動を 理 論化 す る こ とが可 能 であ ることを示 した290)だとす れば 、全 体 社会 の ひ とっ と して の都 市 の

変動 を理 論化 す るこ と も可能 で あ り、地 区 市街 地 レベ ル での 変動 を こ の方 法 で考 察 した先 駆 的事 例 も

存 在す る250)本研究 で は社 会変 動 に関す る富 永健 一 の理 論 と、空 間 変 動 に関 す る大 久保 昌一 の 枠組 に も

とつ いて 、 図 一zの よ うな枠 組 を背 景 と して 設定 した。

この よ うな枠 組み を背 景 と して本 研究 で は、 主 と して 社会 体 系 と空間 体 系 との 関連 を検 討す る もの

で あ り、 住み か え あ る いは居住 地 移 動 と居住 地 志 向 を行為(行 動)の 理論 と生 活構 造 の理論 によ って 、

地 域 社会 と都 市 を社 会構 造 ・社会 変 動の 理 論 に も とつ いて分析 す る。

以上 を ま とめ ると、本 研究 の 意義 と して は市 街地 変 動 の も とにお け る集合 住 宅 立地 の適 正化 と、 そ

の理 論化 に あ る と言 え る。
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表一7都 市社会変動分析の枠組み

体系理論 経済体系 政治過程 社会体系 空間体系

行動の理論 経済行動 政治行動 社会行動 生活空間

構造の理論 経済構造 政治構造 社会構造 空間構造

変動の理論 経済変動 政治変動 社会変動 地域変動

計画の理論 経済計画 行政計画 社会計画 空間計画

経 済 構 造
! 、

刈

1社 会 構 岐
・・政 治 構 造[
1

!

空 間 構 造

図一2都 市構造概念図

2節 研 究 の 目的 と方法 ・概 念 規 定

2-1研 究の目的と方法

前節で検討したように、本研究は広義の社会的技術26)としての都市計画 ・地域計画を基礎として、

大都市圏における住宅地の形成と変容を計画的に規制 ・誘導あるいは建設 ・整備するための基礎的条

件を明らかにすることを目的としている。その具体的研究対象としては大阪都市圏をとりあげ、既成

市街地の高密化とその矛盾が著 しくなった昭和40年 代後半以降の民間企業による中高層分譲住宅立地

を主要指標としている。

このように本研究での主要対象を民間分譲中高層集合住宅と、それによって形成される住宅市街地

とした場合、検討領域は居住地としての市街地環境の問題 と、その建設や変容 ・変動を動機づける住

宅需給関係の問題に大きく分けられる。そ して前者は居住地構造とその変動として、後者は生活行為、

生活構造、生活意識の分析として把握す ることが可能である・従って・供給主体としての施主 ・売主

の開発行為は、分譲中高層集合住宅の立地として現象化 した動向によって検討されることになる。

一方、本研究で検討される居住地構造は、現代都市においては経済合理的土地利用構造に規定され

て、巨視的には同心円構造となることが多く、大阪都市圏にも妥当 していると考えてよい。通勤圏内

に京都、神戸の2大 都市が存在するため歪みが生じているが、同心円構造の大都市圏が想定できる。

それは1っ の核を中心に、全域がいわば機能的に統一された一種の機能地域であり、その圏内各地域

は密接にその申心に結びっいていると同時に、この都心との結びつきを介 して各地域間にも相互に機

能上の分担が行われ、全体として1っ の圏域にまとまっている2TO)この大都市圏を居住機能の立地パタ
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一 ンか ら把 握 した ものが 居住 地構 造 で あ り、岸 本28)住 田29)などの研 究 に よって も巨視 的 には 同心 円パ

ター ンが示 されて い る。

本 研 究で は、 この よ うな 既往 研究 をふ まえ て市 街化 度 と住 居水 準 に関 す る指 標 を 中心 と して大 阪 都

市圏 の 圏域 区分 の 若干 の試み を提示 して い る。 これ は各 自治 体 の市 街地 形 成 の段 階 と、居 住地 と しそ

の環 境条 件 を示 す 区分 と もな り、 今 後 の住 宅供 給 を も含 め た市街 地 整備 の 内容 と方 法 を判 断す る基 礎

的条 件 とな る もの で あ る。 従 って本 研究 で の居 住地 変 容 分析 は、 この 圏域 区分 に もとつ いて 展開 され

て い る。 しか し、 中 高層 集合 住 宅の 立地 によ る市 街地 形成 を 観察 す ると、 都市 構造 の 同心 円パ ター ン

は不 明確 に な りっっ あ り、発 展 の方 向性 と発展 速度 の明瞭 な 相違 が 認 め られ る。 この点 で はバ ー ジ ェ

ス の同 心円理 論 よ りもホ イ トの放 射状 セ クタ ー理 論 の妥 当性 が大 きい地 域 も存 在す るので あ り、地 下

鉄御 堂筋 線 に よ る北 大 阪へ の都市 軸 の展 開 傾 向が そ の例 であ る。 この よ うな都 市構 造 の発展 理 論 は、

特 に昭和30年 代 以 降 の高 度経 済成 長 期 にお け る都 市 計画 ・地域 計 画策 定 との適 合性 が 高か ったが、 低

成 長経 済 の もとで 自治 体 の人 口 増減 も多様 なパ ター ンを示 しっ っ あ る今 日で は、各地 区 の もっ 特 質や

問 題点 に もとつ く計 画 策定 が 必要 で あ る。 そ こで本 研究 では、 同 じく同 心 円理 論 に適合 的パ ター ンを

抽 出 して い る牛見30)岸 本、住 田 な どの成 果 の 中で も、基 礎 自治 体 に最 も重点 を 置 いて い る住 田の方 法

に類似 の もの とな って い る。

この よ うに、 経済構 造 や 地 理 的構 造 と して妥 当性 の 高 い大 都 市 圏構 造 の存 在 を認 めっ っ も、 分析 単

31)が詳 細 に検 討 した都 市(社 会)構 造分 析 の対 象 と して位 と して 自治 体 に重点 を お くの は
、 高橋 勇悦

最 も妥 当性 が 高 い と考 え られ るか らで あ る。 高 橋 は多 くの社会 学者 の理 論 を批判 的に整 理 した うえ で、

コ ミュニ テ ィ(自 治 体)の 構 造 分析 を 提 案 して い る。

さ らに本 研究 の最 終 的 目的 と して い る変動 の 計画 化 の単 位 と して も、 基礎 的 自治 体が 最 も有効 に機

能 しうると考 え られ る。 本 研究 で検 討 す る都 市居 住 、生 活行 為 、居 住 地 移 動、 地域 社会 な どの 現代 都

市 にお け る著 しい変 動 は、 す べて産 業 化が もた ら した人 々の 多様 な欲 求 と知 性 の展 開 に もとつ く もの

で あ り、 今 日で は技術 革 新 に伴 な う副次 的産 物 と して、 社会 変 動 を と らえ るの でな く、 社会 変 動そ れ

自体を 主題 化 しデザ イ ンす る社 会へ の移行 を示 唆 して い る32)と も言 われ る。 この よ うな 変動 に 対 して

社会 計 画を 変動 の 計画 と定 義 し、構 造 一機 能 分析 の立場 か ら理 論化 しよ うとす るメイ ヤー のア イデ ア

を 今 田高俊 が紹 介 して い る。 この背 景 に は政 策 を科 学に す るこ との可 能性 の一 般 化 があ るが33)「計 画

され た社会 変動 」を 「漸 増主 義 」・と して推 進す るに は計 画主 体(あ る いは制 御 セ ンタ ー)と 個 々の 活

動主 体 との 関係 を組み 込 ん だ 「指 示 的 計画 」(IndicativePlanning)が 必 要 で あ り、 さらに、計 画

の策 定過 程 にお いて人 々の合 意 を形 成す るた め には 「弁 護 論的 計画 」(advocacyplanning)が 望

ま しいので あ る340)この方 向で の計画 推進 には、地域 社 会 の居住 者 の 生活 や 意識 に密着 した 自治体 が 最

も有効 に機 能 しうる のは 言 うまで もな い。 こ の こ とは昭 和40年 代 以 降 の市 町 村 によ る開発 指 導要 綱、

環 境保 全や 都市 景観 条 件 な どに よ る計画 行 政が 顕著 な成果 を あ げて きた こ とに も示 され て い る。 従 っ

て 、本 研究 で の 民間 分 譲 中高 層集 合 住宅 の立 地 分析 にお い ては大 阪大 都 市 圏 と して の立地 傾 向 と 自治

体 あ るいは地 区段 階 で の立 地 傾 向が 同時 に 示 され て お り、 民 間 開発 業者 が 販 売広 告 な どで 採 用 して い
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る住 宅 立 地上 の利点 を積極 的 に利 用 し、 欠点 を改 善 ・整備 しっっ 民 間 開発 を規 制 ・誘 導す る 自治 体 の

都 市計 画 行 政 の展 開が 必要 と考 え てい る。

一 方 、 この よ うな大都 市 圏 の居 住地 構 造 と居 住者 の 生活 行 為、 生活 構 造 、生活 意 識 との 関連 は どの

よ うに考 え られ るで あろ うか。 例 え ば社 会学 の行為 の 理論 にお け る行為 を左 右す る要 因 と して の第一

次 的要 因 と第 二 次 的要 因 に よ って 住宅 購 入行 為 を分析 す る こ とを考 え てみ る350)第一 次 的 要 因 と して は、

よ り遠 い 目的、 価 値 の実 現、欲 求 の充 足 が あ げ られ、 第二 次 的要 因 と して は 目標 達成 を促 進 も しくは

阻 害す る与 件(促 進す る与件 は用 具)お よび知 識(技 術を 含 む)が 指 摘 され て い る。 これ らの要因 の

うち、 前 者 の3要 因で住 宅 購入 行 為を 考 え ると して も、感 情 的行 為 と して の欲 求 の充 足(例 え ば住 宅

規模 の拡大)が 強 く作 用 して い る場合 もあ れば 、 目的 合理 的側面 や 価値 合 理 的側面 が 強 く意 識 され て

い るこ と もあ る。 この よ うな住 宅 購入 や 居住 地 移 動の 複合 的で 多面 的 な価値 実 現 行為 と して の 側面 は、

必然 的 に 生活 様 式や 生活 構 造 との か か わ りの 中で の分 析や 評 価 を必 要 とさせ て い る360)行為 の理 論そ の

もの も、 個人 や 世 帯の 生活 行 為 を体系 的、構 造 的に把 握す るこ とを試 みて きた生活 構 造 論 の理 論 的背

景 とされミ7)高度 経済 成 長期 に お け る生 活 の変 動 を 具体 的、 統 一 的 に理解 す る方 法 と して 発 展 して きた380)

これ に 対応 して建 築計 画 ・都市 計画 分 野 に お いて は、 佐 々木 嘉彦 に よる農 家生 活 に 関す る注 目す べ

き研 究が あ り39;)青木 ・本 間に よ る構 造把 握 の試 み が あ る400)しか し、いずれ も行 為 理 論 の中 で も特 に動

機 の 理論 に よ る側面 が 強 く、 静態 的構 造 分析 に と どま って い る。 一 方、 見 田宗 介 の指 摘 す る41)ような

主 体 的 ・意識 的選 択過 程 を も含 めた生 活 行 為 の把 握 を 目標 と した ものに井 関利 明42)や 栗 田靖 之43)の

研 究が あ り、 都 市 計画 や 地域 計画 に お け る環 境意 識お よ び生 活 意識 分析 モデル も目的志 向 性 と動機 づ

け の 両方 を 含む 必 要が あ る。 この方 向 は、 も と もと労 働 力 の再 生 産過 程 と して の生 活 問題 研究 か ら出

発 した生 活構 造 研 究が 、都 市 居住 者 全 体 の経 済 的生活 水 準 の著 しい上 昇 に伴 な って、 生活 難 や生 活 困

窮 に もとつ く動機 的側 面 ばか りで な く、 多様化 した 目的的側 面 の 強 い生活 行 為 の研 究 を も必要 とされ

る状 況 に対応 す る もの と も言 え る。 この よ うな ライフ ス タイル 論 と呼ば れ る研究 方 法 に対 して は、生

活 財 に 関す る次 元 と、 生 活者 の心 理的 側面 に関す る次元 の 、無 限に も近 い組 み合 わせ のパ ター ンの中

か ら、現 代 社会 の変 動を 規定 す る、 あ るい は予 測 し判 断す る基 本 的要 因 が抽 出で き るの か、 と いう疑

問 も出 さ れて い る490)

建 築 ・都 市 計画 分 野で は 都市 の居 住 環境 あ る いは環 境意 識分 析 と して梶秀 樹45)久 野 覚46)斎 藤 平 蔵47)

な どの 研究 が あ り、本 研 究 の7章 もそ れ に 属す る。 これ らは上 記 の他 分 野に お け る研究 展開 を もふ

まえ て、 全体 と して広 義 の生 活 構 造論 研究 と して 位置 づ け るこ とが 可能 で あ る。 そ の中 に は ラィ フス

タ イル 論 的方 法、 生活 様 式 論 的方 法、 生 活構 造 論 的方法 が 含 ま れ、 生活 と行為 と意識 の一 般 的 法則 を

明 らか に し、 さ らに生活 意 識や 環 境評 価 の一 般 的構 造 を 明 らか にす るこ とを 目標 と して い る。 しか し・

梶 の研 究 は統 計 的手 続 きを 採 用す るこ とに よ り、 都市 内居 住 環境 に対す る居住 者 の満 足 度 か ら、地 区

環境 の 評価 の ため の客観 的基 準 を提 示す る方法 が 示 され て お り、生 活構 造 を シ ステ ム的 に 分析 す るこ

とは考 え られ て いな い。 これ は、 建 築 や都 市計 画 な どの 物 的環 境研 究 を主 目的 とす る分 野 に お いて、

対 象 とす る空 間や 地 区 の改 善 計画 立 案 のた めに物 的指 標 や居 住 者 意識 、行 動 な どの 調査(ア ンケー ト
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調 査 が多 い)を 展 開 して きた系 譜 に属す る もの であ る。

一 方、 久野 や 斎藤 、 本 論 文 の7章 の研 究 は生 活 様式 論 的研 究 と考 え るべ きで あ る。 そ の根 拠は 、現

代獅 社会での生活鞄 括的・体系的分析鞭 みとしての生瀦 造論鶴 欄 した綱 髄 の研究48)

に よれば 理解 しやす い。 彼 は、生 活 構造 論で は社会 財 処理 過程 を生 活 主 体 の整 序化 の 営み と して と ら

え、生 活 様式 論 で は、 こ れを 地域 社会 ・地域 住 民 を共 通 に刻 印づ け る処 理 システ ム と して とらえ た、

と して い る。 この こ とは都 市 的生 活様 式 と して 集住 ・商 品消費 ・社会 的共 同消費 と い う3っ の特 徴を

指 摘 して い る宮本 憲一 の社会 的共 同 消費 の概 念 と も共通 して い る490)また 、上 記 の梶 の分析 も安全 性 、

利 便性 、保 健 性、 快 適性 の4っ の概 念 抽 出 と して、 都市 的生 活 様式 の 条件 を提示 して い る もの と位 置

づ け られ る。

こ のよ うな生 活構 造論 的研 究 を批 判 し、 居 住者 の生 活 や住 要 求を 階 層 的 かっ発 展 的に把 握 す るこ と

を主 張 してき た研 究 と して住 田50)や 梶 浦51)広 原52)な どの成 果が あ る。 その他 に都市生 活 や 住宅 ・居

住環 境 に関す る多 くの生 活構 造 ・生 活 行為 ・生 活 意識 か らのア プ ロー チが あ るが 、基 本 的に は生 活構

造 ・生活 様 式論 と住 宅 ・居 住 地 階層 論 の2っ の立場 に分 け る こ とが で き る。 そ の間 の最 も重 要 な対立

点 は生 活構 造 分析 を は じめ とす る意 識調 査分 析 を研 究 ・計画 ・設 計 過程 の中 でい かに位 置づ け るか に

あ る。 す な わ ち、意 識 調 査を 具 体的 な都 市環 境 の把 握 や意 識 ・要 求 の一 般 的構 造分 析 の手段 と して位

置 づ け、 そ の統 計 的処 理 に重点 をお く立 場 と、 ア ンケー トを 含め た 意識 調 査を 改善 主体 と して の 個 々

の居住 者 あ るい は世 帯 の生 活構 造、生 活行 為 、生 活 意識 な どの把 握 の方 法 と位置 づ け る立 場で ある。 梶

浦 は 「住 要 求」を 家 族や 家族 員、居 住者 の住居 観 の なか の一 部 分 とし、主 観 的 要求 とみ なす 立 場を と り、

そ れ を改善 過程 に と り入 れ た居 住地 改 善 理論 、 町づ くり論 の必 要性 を 主 張 して い る530)この よ うに改 善

主 体 と して の居 住者 の住 要 求、 改善 要 求 の重 要 性 を指摘 す る立 場 は、 必 然 的 に居 住 地整備 や 町づ くり

にお け る住 民参 加 の重 視 へ と展開 して い く。

以上 の検 討を ま とめ る と、 都 市居 住者 の住要 求や生 活 要求 と都市 環境(居 住地 構造)と の関係 を 分

析 す るアプ ロー チに は、 生活 構 造 ・生活 様 式 論 的方法 と、住 宅 ・地 域 階層 論 的方 法が あ る。 前者 は都

市環 境や 意 識 の一般 的構 造 の抽 出を 目標 と し、 後 者 は改 善主 体 と して の居 住 者 自身 の環境 整備 や 町 づ

くりへ の参加 を 重視 して い る。 従 って、 自治 体段 階 で の市街 地整 備 計 画 の推進 には後 者 の方 法が 適 合

的で あ ると考え て よ い。

しか し、 居住 地構 造 は 都市 居住 者 の 目的 志 向 的移 動 の要 因 と もな り、 それ を住宅 需要 と して顕 在化

させ る開発 業 者 の活 動 の要 因 と もな って い る。 大都 市 圏 の居 住地 構 造 と生 活行 為、 生活 構造 、 生 活 意

識 との関 連 の、 この側 面 は前 記 の井 関や 政治 学 の古 城 利 明の ライフ ス タ イル研 究59)池 内一 などの市 民

55)意 識研 究 にお いて特 徴が よく示 されて い る
。 これ らの研 究 で は主 体 的 ・意識 的選 択過 程を も含 め た

生 活行 為 の解 明を 目的 と して お り、 それが まち づ くり運動56)や 住 宅 改善 活 動 と して 現住 地で 展 開 され

るこ と もあれ ば、 居住 地 移 動 と して顕 在化 す るこ と もあ る。 河 村が 引用 して い る川 勝久 の 「ライ フ ・

57)ス タ イルは 能動 的 で あ り
、生 活 者み ず か ら が作 りあげ て い く もの な ので あ る」 や 、飽戸 の 「生 き方

の基 本 的パ ター ン 」と して の ライ フ ・ス タイ ル の定 義58)に示 され て い るよ うに、現代 社会 で は消費 行
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動 と して の住 宅 購入 と、 そ れ に も とつ く居 住 地移 動 を も含 め た都市 計 画、 環境 計画 の基礎 的研 究が 必

要 と され て い るので あ る。

本 研究 では、 生 活構 造 論 とライ フ スタ イル 論 の根 底 に おける問題 意 識 の差異59)を 認 め つっ も、そ の

基 礎 的 理論 構成 にお け る シス テム分 析 的方 法 の共 通 性を ふ ま え、都 市居 住 者 の生 活環 境 意識 と居住 地

移 動 の分 析 に適 用 す るもの で あ る。

2-2本 研 究 の主要 概 念

前 項 で述 べ た よ うに、 本研 究 は主 と して分 譲方 式 の 中高 層集 合住 宅 の立 地 に よ る居 住 地構 造 の 変容

を、 空 間 的側面 と居住 地 移動 的側 面 か ら明 らか にす るこ とを 目的 と して い る。 そ こ で、 この両 側面 の

関係 を分 析 す るため の主 要概 念 を示 せ ば次 の とお りであ る。

(1)居 住 地構 造

都 市 を構 造 的 に把握 す る場 合、 都 市 活動 の巨視 的集 積 や流 動 を意 味 す る場合 と、物 的 要素 によ って

構 成 され る状 態 を意味 する場 合が あ り60)全 体 的枠 組 の例 は図 一2に 示 され て い る。 これ らの活 動 を土

地 利 用 の上 で詳 細 に検 討 し、 都市 地 域 の空 間 的パ ター ン と して 理論 化 を試 み た例 と してE.wバ ー ジ

ェス の同 心 円説、H.ホ イ トの 扇形 説、R.D.マ ッケ ンジ ーの 多核論 な どが あ り、 そ の う ちの居 住活 動

の空 間 的パ ター ンを 居住 地構 造 とす る。従 って、 居住 地 構造 とは、 住居 周 辺 の居住 環境 も含 めた住 宅

事情 の 地域 的構 造 を 意味 し、 絹 谷11)住 田62)牛 見63)な どの 既往 研究 をふ まえ て、本 研究 で は図 一3の

よ うな構 造 と、 そ の変容 分析 の 仮説 を 設定 して い る。

住宅
都市

'

/住 宅都市

住宅
都市

＼

i

＼'

　 も　ノ　
ヒ 三=ゴ ＼

コア

ー,
、 一 ノ

＼ 都心周辺部/

縁辺部

.一 一1
!

ノ

ア ウ ター エ リア

住宅
都市

中高層集合住宅街

メ トロポ リタン リー ジ ョン

図一3居 住地構造概念図
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〔2)都 心周 辺 部地 域

都 市構 造 をマ ク ロに把 握 す るとわが 国の 都市 で も同心 円構造 に該 当す る場合 が 多 い。そ の中 心 部、

64)都 市活 動 の 中枢 部
で、 大会 社 ・銀 行 ・行 政機 関が 集 中 して い る地 区 を 都心(コ アあ るい はCBD)

とす れば 、そ れ を取 りま く遷 移地 帯、 労 働 者住 宅 地帯 を都 心周 辺 部 地域 と考 えて よ い650)もと もとイ ン

ナー エ リア、 ア ウタ ーエ リア とい う相 対的 地域 区 分 の前者 に対 応 す る概念 と して想定 され た もので あ

り66;)居住環 境 と住 居 水 準 の良 好 な郊 外住 宅 地の 対 概念 で あ るか ら、 都 心周 辺 の広 大 な居住 環境 悪化 地

区をす べ て含 む もので あ る。 従 って、本 研 究で は大 阪 市 の都 心4区 の 中で も、 特 に御 堂筋 沿 い の 中枢

管 理 業務 の 高集 積地 区 を都 心 と し、 そ の周 辺 の大 阪市 内と隣 接都 市 を 含む 地域 をす べ て都 心 周辺 部 と

して設定 した。 そ の た め、 これ まで の諸 研 究 にお いて近郊 住宅 都市 と して位置 づ け られ て いた都 市 で

も、 居住 環境 悪 化地 区 を含 み 、 そ の対 策を 必要 と され る比重 が大 き い場合 は、 都 心周 辺部 地域 と して

い る。

(3)近 郊(郊 外)住 宅 都市

近 代社 会 にお いて は職場 と住居 が分離 す る。 これ は近 代社会 にお け る都市 内部 の機 能 分化 の一 側 面

で あ り、 管 理 的機 能や 流通 機 能 は都 心 を指 向 し、 生 産機能 や 住居 は外 周 に分 散す る傾向が あ る。 特 に

高速度 交 通機 関の 発達 に よ って 地域 的 分化 ・分 散 は いっそ う促 進 され る670)大阪都 市 圏で は明 治 末か ら

大 正時代 にお け る都市 交 通機 関 の発 達 に伴 な って都 市 圏外 周部 へ の住 居 の分 散 が進行 し、郊 外 住宅 地

が形 成 され 、郊 外 住宅 都 市 の 出現 をみ た。 この よ うに居 住機 能 に特 化 した住 宅 都市 の一 般化 は 、第2

次 世界大 戦 以後 の 高度 成 長 期 にお け る都市 へ の大 量 の人 ロ 集 中に よ って もた ら され た。 本研 究 で は、

そ のよ うな住 宅 都市 の うちで も市 街 地化 の進行 が 終了 し、 都 心 周辺 部地 域 と しての 特徴 を示 す 地域 が

出現 して い る こ とを明 らか にす る。

(4)中 高 層集 合 住宅

集合 住宅 とは、 住棟 形 式上 複 数 の住 戸が 集 合 して1棟 を構 成 す る住 宅 を い う680)設計や 現 実 の集 合状

態 が 多様 であ るため 、必 ず しも明 確 に区 分 可能 で はな いが 、3～5階 程 度 の もの を中層 住 宅、6階 建

以上 の ものを 高層 住 宅 とす る690)本研 究 で は、そ の分 譲形 式 の ものを分 譲 マ ンシ ョン と も言 う。

(5)ア メニ テ ィ

この概念 は 思想 的に は、 環境 衛 生、 快 適 さ と生活 環境 美 、 そ して保 存 と い う3つ の 相を もっ 複合 的

概 念 と され て い る700)本研 究 で も安全性 、保 健性 、利 便 牲な どの シ ビル ・ミニマム基準 を こえ た、 各 地域

固 有 の快適 性 と し、 前 記 の居住 地構 造 に対応 して整 備 され るべ き住 み心 地 の よ さと規 定す る。 従 って、

都 心部 、都 心 周辺 部 、郊 外 住宅 地 に はそ れ ぞれ の 個有 の ア メニ テ ィ要件 が 存在 し、 それを 有 効 に生 か

した居 住環 境 整備 が 必要 と されて い る。 ま た居 住 者 の居 住地 志 向や居 住 地 移動 、 住意 識 にお いて も志

向要 因や転 出 ・転 入 要 因 と して ア メニ テ ィ要 件 が 作用 しっ っ あ ると考 え られ る。 言 うまで もな く、 ア

メニ テ ィ概 念 提 唱 の根 底 に は、 市 民生 活基 準 と して の シ ビル ・ミニ マ ム71)の 普 遍 的実 現が 前 提 と され

て い る。
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⑥ 居住地移動牲向

居住地移動の問題を「住みかえ 」の研究として展開した岸本幸臣は、住みかえの積極的意義や住宅

計画領域への適用の可能性を明らかにすることを試みている乙2)しか し、具体的事例研究地区はいずれ

も計画的開発地であり、また居住条件改善行為の1っ と位置づけられている「住みかえ」も実際には

住宅条件に重点がおかれざるを得ず、住宅の物的条件以外の居住地条件と住みかえとの関連の検討は

必ず しも十分とは言えない。彼の「住みかえ」概念はかなり広いものであるため、本研究での居住地

移動の概念と重なる部分が多い。ただ、本研究では住宅の物的条件の比重は小さく、また都市内に非

計画的に立地する中高層集合住宅購入者が主要な研究対象であるため、一層自由度の大きい居住地選

択を実現させていると考えられる。従って、居住地移動性向とは、そのような自由度の高い選択条件

のもとで、都市居住者の居住地移動として現象化 しやすい一定の傾向である。このような居住地移動

性向は居住地構造に規定されると同時に、それを形成 ・維持あるいは崩壊 ・喪失させ る要因ともなっ

ている。

(7)住 意 識

都市計画において72)も住宅計画において73)も意識の概念は大変あいまいである。このことは社会

学や政治学における市民意識74)や住民意識にっいても同様である。これを主体の生活過程における具

体的な態度、意見、意向、要求として把握 したものが生活意識、生活要求であり、その中で住宅や居

住環境などの住生活の方向にでてくるものを住意識、住要求と規定する。また、一般に人間行動が存

在 コ 意識;≧ 行動の基本的枠組を前提として理解され説明されることから考えると・、住意識・住要

求は住宅購入、居住地移動、環境改善行動を説明 し、予測する重要な手がかりを与えると考えてよい。

本研究では住意識概念に、住要求、住意見、居住環境意識 ・要求 ・意見を含めている。その理由は、

これらのすべてが広義の意識概念に含まれるからである。

世 帯 属 性

住意識(広 義)

住 要 求

住 意 見

住 居 観

1居住地志向1

環 境 意 識

環 境 要 求

居 住 地 移 動 性 向

居 住 地 構 造

IGn層A住 宅街1

図一4主 要概念関連図
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(8)居 住 地志 向

この概 念 も住 意識 の一 側面 で あ り、 現住 地定 住 を も含 め た居 住地 移動 要 求 の強 さと 目標 居 住地 条件

で あ る。 これは 職業 や 年齢 、 親族 関 係 な どの主 体 の属 性 と、 現住 地 や 目標 地 の居 住条 件 とそ の情 報 に

ょ って規 定 され る。

(9)都 市型 社 会 ご、

都 市化 社会 が一 定 の 段 階 に入 った形態 で あ り、 そ の判定 規 準 と して3点 が あ げ られ る。 第1は 、 基

盤 的な生 活環境 条件 が 整備 され て い るこ と。 昭和40年 代 に 目標 とされ た シ ビル ・ミニ マ ム と しての 都

市 施 設は もち ろん 、 集 会所 、 教育 機 関 な どの社 会 教育 ・レク リェー シ ョン施設 の充 実 が な され た地 域

社 会 で あ るこ と。 第2は 、 急 激 な人 口の 都市 集 中 が終 了 し、社 会 全体 と して の高齢 者 の比 率が 高 ま り、

成 熟型 の年 齢 別人 口構成 を示す 社会で あ るこ と。 第3は 、 都市 的 生活 様 式 と して の新 しい生活 ル ール

の形成 が 必要 とされ 、 推進 されっ っ あ る社会 。 わ が国 で は昭和40年 代 後 半 か ら都市 化 の一定 の レベル

に 達 し、 昭和50年 代 には 都市 型社 会 に入 りっ っ あ る もの と考 え られ る。

㈹ 中 高層 集合 住宅 街

本 研 究で は 昭和40年 代 中頃 か ら都 心周 辺 部地 域 に形成 され 始 めた 中 高層 集合 住 宅 の集 中立地地 区 を

中 高層 集合 住宅 街 とす る。 そ れは 低層 部 に都 市 型 社会 で必 要 とされ る各 種 生活 施 設を併 設 し、街 と し

て新 しい近 隣 居住 環境 単 位 を形 成す る。

さらに、 こ の近 隣居 住 環 境単 位 を コ ミュニテ ィと仮 設 し、 そ の施 設構 成 と社会 活 動組織 を 中心 と し

て コ ミュニテ ィ構 造 を分 析 してい る。 そ の よ うな地 域 社会 活 動 の展 開が 、 居 住地 環境 の維 持 ・管理 や

生 活 ル ール の形 成 に いか に関連 して い るかが 、 考 察 目標 であ る。 従 って、 伝統 的地 域 社会 にお け るよ

うな、成 員大 部 分 の、 日常生 活 で の共 同性 や 感 情 的一 体感 の 継続 を 条 件 と して いな い。む しろ、 活 動

的 な成 員 グル ープ の機 能 的側 面 と、そ の機 能 自体 の継 続性 を重 視 して い る。

3節 論 文 の 構 成 と要 約

本研 究 では、集合住 宅街 の形成 にょる大都 市居 住地構 造 の変 容を計 画 化 す るため に、地域 別の変容 の実

態 を明 らか にす る。さ らに、そ の変 容 を 支え る中高 層集 合住 宅 の需 要 要 因を 、購 入者 の 居住 地移 動性 向

と住 意識 の側 面 か ら分析 して いる。 本論 文 の構 成 は以下 の よ うにな る。

序 章

研究の意義、 目的と方法、概念規定

1章

第2次 大戦後のわが国における都市発展を支えた地域政策 ・都市政策の展開過程をあとづけ、既成

市街地内での中高層集合住宅街形成の必然性と意味を検討した。
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2章

大 阪都 市 圏 の居住 地構 造 を主 要 統 計 資料 に よ り時系列 的 に分析 し、 居住地 構 造 に よ る地 域 区分 を行

った。 そ の結 果 と して 、大 阪 都市 圏 に お け る都 心 部(コ ア)、 都 心周 辺 部、 イ ンナ ー ・エ リア(広 義

には都 心 周辺 部 に含 め る)、 ア ウ ター ・エ リア、 メ トロポ リタ ン ・リー ジ ョンの 地域 区 分 を設 定 し、

各 地域 を 居住 水 準指 標 を 含め て更 に細 区 分 し、 そ れ ぞれ の地 区 の居 住地 特性 を 明 らか に した。

3章

大阪都市圏の居住地変容を昭和53年 以降3年 間の民間分譲マンションの立地形態、住居水準、立地

分布によって明らかにした。その結果、大阪市内、とくに都心部での高密度低水準立地と、阪神間地

域、北大阪地域での低密度高水準立地の傾向が示された。それを最 も強く規定 しているのは地区の市

街地形成上の歴史と用途地域制 ・容積制であることも明らかになった。

4章

大 阪市 内で は昭和40年 代 前 半 か ら中 ・大 規 模工 場 の著 しい減 少 が顕 在化 した。 そ の 工場 跡地 が 公営 、

公 団、 公 社 な どの 公 的住 宅供 給 用地 に 転換 され る と同時 に、 民 間 分譲 マ ンシ ョン用 地 と して の利 用 も

増加 した。 本章 では、 都 心周 辺 部 の住 工混 在 市街 地 にお け る中高 層集 合 住宅 立地 と工場 転 出跡 地 との

関連 を明 らか に し、 全体 と して 中 高層 住宅 市 街地 化が 著 しい こ とを示 した。 ま.た、民 間分 譲 マ ン シ ョ

ン立 地 の敷 地面 積 が小 規 模化 しっっ あ る ことを示 した。

5章

昭和40年 代後半以降の民間分譲マンション立地の増大は、郊外住宅地形成の景観変容と新たな住商

混在市街地の形成を招いた。本章では、北大阪地域の吹田市域と箕面市域を事例として、中高層集合

住宅立地による景観変容と、農家の市街化への対応を明らかにした。その結果、区画整理事業による

基盤整備のみでは良好な居住地の形成を実現できないこと、従って土地利用や建築行為に関する共同

や協定が必要であることを考察 した。

6章

昭 和53-56年 の4年 間 の 民間 分譲 マ ン シ ョン販売 価格 の距 離圏 別 分布 構造 か ら、 居 住 地 と して の

空間 価 値構 造 の特 徴 を 明 らか に した。 す な わ ち、 都心 か らの直 線距 離5～10㎞ 圏 、本 研 究 で の都 心周

辺 部地 域 で比 較 的低 価格 の分 譲 マ ン シ ョンが 立地 して い るこ と、 さ ら に阪 神 間や 北大 阪 地 域 で はマ ン

シ ョン販 売広 告 の キ ャ ッチ フ レー ズに 示 され る環境 条 件 評価 と関連 して、 分譲 価 格 が 相対 的に 高 いこ

とを示 した。 これ は、 後 に述 べ る居 住地 移 動性 向や居 住 地志 向を 規定 す る主 要 因 と考 え られ る。
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7章

前章までに検討した中高層集合住宅の集中立地地区を、都市型集合住宅街としての特徴を有するも

のと考え、その可能性と問題点崇考察した。その問題点は都市的地域施設への利便性、居住者の移動

性、居住管理と生活ルールの必要性にもとつ くものが多い。

8章

大 阪都市 圏 内の6地 区 の居住 者 を対 象 とす る居住 環境 要求 調査 に よ り、 環境条 件 の基 盤性 と高次 性

を示す 軸 を抽 出 した。 居 住 地 と して の基 盤 的施 設整 備 を こえ て、 よ り高 次 の施 設が 、 そ の地 域 の歴 史

をふ まえ て住 民参 加 の も とで整 備 され るほ ど、 そ の地 区 のア メ、ニ テ ィは高 ま ると考え られ る。

9章

住 宅 購入 者 の住 意 識 を購 入 動機 の側 面 か らみ る と、欲 求 の充 足、 価 値 の実現、 よ り遠 い 目的の 実現

な どの複合 され た もの と考 え るこ とがで きる。 この購入 動 機 と前住 宅 で の 困窮 理 由か ら住 宅改 善 志 向

(購 入 志 向)の 型 分 け を 設定す る と、 狭 小改 善 型、 持 家経 済型 な ど9っ の型 が 設定 され る。 ま た、 現

住 宅 での居 住 志 向 にお い て も狭 小 改善 志 向 が 多 く、 定住 志 向 の低 い最大 の要 因 とな って い るこ とが明

らか に され た。

10章

都心周辺部中高層集合住宅のうち、公営、公団、公社などの住宅では高度経済成長期に地方から転

入してきた若年労働者の市内移動を吸収 し、最近の都心周辺部民間分譲マンションは、親子近接居住

などの多様な都市内居住様式の実現を可能に していることを明らかにした。

11章

都心周辺部中高層集合住宅街のうちでも、縁辺部での居住者の意識調査結果から、分譲方式、賃貸

方式、給与住宅方式を問わず、職住近接志向型の住宅需要が比較的多いことを明らかにした。特に賃

貸や給与住宅では転勤や出張などの就業上の理由で居住地移動の予定される階層が多い。また、これ

らの階層では都心への通勤の利便性を重視す る世帯が多いことも示された。

12章

北大阪地域の豊中市寺内地区(緑地公園地区)を事例として基盤計画型中高層集合住宅街の形成過程

を明らかにし、地区でのフォーマル、インフォーマルな集団活動の展開を分析す ることにより、都市

型集合住宅街としての必要条件を明らかにした。
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図 一5研 究 の内容 構 成

結 章

本 研究 で 得 られ た 知見 を ま とめ、 さ らに都 心 部 、都 心 周辺 部(イ ンナ ー ・エ リア)、 ア ウタ ー ・エ

リア の各 地域 にお け る 中高 層 集合 住宅 街 の形 成 を 分析 ・評価 し、計 画 化 の単 位 と して 「地 区環 境 整 備

単 位 」の設 定 を提 案 した。 この 「地 区環 境整 備 単 位 」で の整 備計 画 に も とつい て地 区詳 細 計 画 あ るい

は 中心再 開 発計 画 と して 中 高 層集 合住 宅 街(ス トリー ト)の 形成 が 計 画化 され る方 向を 提 示 した。 さ

らに、 この よ うな整 備 計 画 が、 広範 な 都 心周 辺 部地 域 で必 要 と され て い る状 況 につ いて 考 察を 加 え た。
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1章

戦 後 日本 の 都 市 発 展 と 中 高 層 集 合 住 宅 街 の 形 成

1節 戦後 日本 の地 域政策 と都市形成

2節 中高層集合 住宅 の系譜

3節 都市型社会 の中高層集合 住宅街



1節 戦 後 日本 の 地 域政 策 と都 市 形成

最近、各方面で中高層集合住宅を主とする都市型住宅あるいは都市的生活様式、都市内居住などの

概念が、いろいろな意図や期待をこめて取りあげられている1,20)これまで、くりかえし取りあげられ

てきたこの概念が、ここで改めて論議されだしたのは何故であろうか。この背景には、第2次 世界大

戦終了後、現在にいたるまでの約40年 間の経済的、社会的、技術的変化の過程があり、その間には都

市人口の急増と都市化の進展段階に応 じて都市居住のあり方が問われてきた。この都市人口の急増と

都市化の著 しい進展は、昭和30年 代中頃以降の高度経済成長政策と工業優先の地域開発事業にょって

推進されたものであり、昭和40年 代の3大 都市圏における著 しい人口増加と、東海道メガロポ リスと

も呼ばれる都市化地域の形成をもたらした。この過程はさらに、昭和40年 代以降のわが国における地

域社会の急激な構造変動としてもとらえることができる。一方、このような都市も農山村も含めた急

激な地域社会の変動に対応 して、特に都市における新 しい居住様式としての都市型住宅のあるべき方

向がいくたびか模索されてきた。

しかし、わが国の戦後の地域政策では産業政策、経済政策に重点がおかれ、それと連動すべき都市

政策、住宅政策はきわめて貧弱であった。言いかえれば、産業政策の一環と しての所得政策や住宅建

設計画は存在したが、その過程で実現あるいは蓄積されるべき都市生活や都市空間の具体的イメージ

は明確にされていなかった。従って、都市型住宅や都市内居住の方向が模索されるのも、大部分が建

築や住宅関係の計画家 ・研究者によるものであって、市民的課題とされることは少なかった。そこで

本節では、昭和30年 前後から今日までの地域政策の展開と都市形成の過程を検討 し、最近の都市型住

宅論議の時代的背景を明らかにする。この作業によって、都市型中高層集合住宅概念の明確化のため

の経済的、社会的条件が抽出されるものと考えられる。

(1)資 源開発中心主義の段階(昭 和23-30年)

戦後の地域政策は昭和25年 の国土総合開発法の制定以降に本格化する。それは、敗戦による植民地

の喪失、領土の縮小という現実を前に して、その経済的復興の道が国内市場の発展、後進地域の開発

に求められたことを示すものであった。従って、いかなる意味でも都市政策的考え方は出ていないと

考えてよいであろう。当初は治山 ・治水等の国土保全、農林業 ・電源開発等の資源開発を緊急の課題

として河川総合開発として進められ、 しかも地元の自発性や自主性をもとにして、経済的格差の是正

や社会福祉の向上 もある程度意図されたらしいが、日本資本主義の変貌にともなって、地域政策 も大

きく方向転換することになる。

(2)工 業開発中心の段階(昭 和31-35年)

前期の資源開発が後進地域を主たる対象としていたのに対 して、昭和30年 代以降になると、大企業

の経済活動により直接関係する産業基盤整備が地域政策の中心となってきた。この開発の対象とされ

た地域の多くは既成の工業地帯ならびにその周辺部に集中することになった。前期における国土総合

開発法の制定にもかかわらず、昭和30年 代に入ってからは、地方別の地域開発促進法が制定され、大

都市圏について も昭和31年 に首都圏整備法が制定された。これは大都市圏での産業と人□の過度の集
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中、 集 積 を防 ぎ、 都市 およ び産 業 の適 正 配置 を 図 る こ とを 目的 と して いた が、 基本 的に は 産業 基盤 整

備 を 中心 的課 題 とす る もの で あ った と考 え られ る。

この よ うな 地域 開発 政 策 に対 応す べ く、 住 宅 建 設の た めの 法 的整 備 と機 関 の設 立が な され たが 、 い

ず れ も戦 後 の 住宅 不 足対 策 の 延長上 に あ り、 建 設戸 数 重点 主 義 で あ った。 さ らに、所 得 政 策 を重点 と

す る 「国民 所 得 倍増 計画 」が 昭和35年 に提 案 され 、高 度 経済 成 長 政策 と して 推進 され ると、一 方 で は

企業 の設 備 投 資 ブ ームを よ び、 既 存 の工 業地 帯 の過 密 や人 口の 集 中の激 化 に よ る都 市問 題 を生 み、他

方 で は農 山村 地帯 で の人 口 の 急減や 所 得 の低 下 な どの、 い わゆ る地 域 格差 を著 し く した。 前記 の首都

圏整備 法 で は イ ギ リス の ロ ン ドン大 都 市 圏 計画 を モデ ル に して 、 既成 市街 地 の周 辺 に緑 地 帯(グ リー

ンベ ル ト)を 置 き、大 都 市 の外延 的拡 大 を 防止 す るこ とに して いたが 、地 域指 定 以前 に スプ ロール が

進行 して 失 敗 して い る。 わ が 国の都 市 政 策 は、 そ の 出発点 にお いて大 きな 限界 に直 面 した と考 えて よ

いで あ ろ う。

(3)地 域 格 差是 正 主 義 の段 階(昭 和36-40年)

この よ うな 地域 格 差 の是 正 を 目的 と して 昭和38年6月 に 新産 業都 市 と工業 整 備特 別 地域 が 指定 され

た。 こ の新 産 業都 市 の建 設 は、 既 存 の 工業地 帯 以 外 の地 域 に政 策 的 に新 しい産業 都 市 を 建設 す るこ と

に よ って地 域 格差 の是 正を 図 る と され て いたが 、 必ず しも成 功 しな か った。

一 方、 昭和25年 に制 定 され た国土 総合 開発法 に よ る全 国総 合開 発 計画 が12年 後 の 昭和37年 によう

や く設定 され 、 前記 の新 産 業 都市 は全 国総 合 開発 計画 の開 発地 区 を重 点 に指 定 され た もので あ る。 ま

た、 首 都 圏整 備法 にっつ いて 昭和38年 に近 畿 圏整 備 法、 昭和41年 に中 部圏 整備 法 が 制 定 され て い る

が 、 いずれ も大 都市 圏 の秩 序 あ る土 地 利用 と産 業 の 望 ま しい発 展 が 目的 とされ 、都 市 居住 政 策 、住 宅

政 策 的 視点 は少 な か った もの と考 え られ る。

(4)総 合 開 発 主義 の段 階(昭 和40-45年)

昭 和30年 代 の地域 政 策 を、 各 時期 の特 徴 を よ り詳 細 に示 す 意 味で2っ に区分 した が、 いず れ も工業

開発 が 中 心で あ った こ とは言 うま で もな く、 こ の傾 向 は40年 代 前半 に お いて も基 本 的 に は変 わ って い

な い。30年 代後 半 にお け る地 域格 差是 正 主義 は、大 都 市へ の 人 口、産業 の集 中を あ る程 度緩 和 した が、

大 都 市 周辺 部 に依 然 と して 工 業が 集 積 し、大 都市 圏 全 体 の産業 配置 が新 たな 問題 とな って いた。 また、

先 進 地 域 と後 進 地 域の 格差 是 正 も計 画 どお り には進 捗 して いな か った。 一 方、 これ まで の工 業開 発 重

点 主 義 に よ って 新 しい交通 体 系、 大 型 化 ・大 量化 した 輸送 方 式 な どが 出現 し、 国土 空 間利 用 の新 しい

考 え方 を 必要 と して いた。 この よ うな 背景 か ら、昭和44年 に新 全 国総 合開 発 計画 が 登 場 した。 ま た、

昭 和39年 の東京 オ リン ピ ック、 昭 和45年 の 日本 万 国博覧 会 な ど国 際 的行 事 の 開催 を 目標 と しての 都

市 基盤 施 設 整備 が 展開 され、 都 市 政策 が 国 レベ ルで も地方 自治 体 レベ ルで も政治 の 日程 にの ぼ り始 め

て い た。そ の こ とは 昭和43年 の 自民 党 に よ る 「都 市政 策大 綱 」に も示 されて い る。 ま た、 本 格 的な 展

開 は次 期 に入 るが 、 東 京都 に よ る中 期計 画 の発 表 が 昭和43年 に お こな わ れ、政策 目標 と して シ ビル ミ

ニマ ムが 提 示 され て い た。
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(5}都 市 政 策 論 の段 階(昭 和45-50年)

以上 の各 時 期で み て き た地域 政 策 の展 開 は、 そ の と きの時代 背 景を 反 映 して若 干 の強調 点 の相 異 は

あ るが 、基 本 的 には 産業 政 策、 特 に工 業 開発 に重 点 を お いた 開発政 策 で あ った。 従 って、 都市 へ の人

口集 中 と農 山村 人 口 の減 少、 大 規模 開 発 な ど に伴 な う各 種 の矛 盾が 顕 在 化 し始 め て いた。 そ れ ら の矛

盾 が一 挙 に吹 き 出 した のが 昭和40年 代 後半 であ り、 さ らにニ ク ソ ン ショックや オ イル シ ョックに よ っ

て国 際経済 関係 にお け る矛 盾 の 調整 の 必要 も発 生 した。

わ が国 の地 域政 策 と して は、 前期 の シ ビル ミニ マ ム の空 間的 イ メ ー ジ と して 東京 都 では 「広 場 と青

空 の東 京構 想 」が 発 表 さ れ、 市 区町 村 レベ ルで も 「武 蔵 野市 長期 計 画 」な どが 公表 され て 、 よ うや く

都 市政 策が 政 治 的課 題 の 中心 に登 場す る と と もに、 社会 科学 的 ・都 市 工学 的 テーマ と して も活 発 に議

論 され るよ うに な っ た。

一 方 、 これ ま での 工業 開 発優 先 の地 域 開発 政 策 や、農 山村 地域 か ら都 市 地域 へ の大 量 の人 口移動 に

伴 な う生 活 環境 の悪化 、 生 活 問題 の激 化 に対 して は、 国 レベ ルで も国 民生 活 審議 会 コ ミュニ テ ィ問題

小委 員会 報 告 「コ ミュニ テ ィ ー 生 活 の 場 にお け る人 間性 の回復 」(昭 和45年9月)と 、 自治 省 の

「コ ミュニ テ ィ(近 隣 社 会)に 関す る対 策要 綱 」(昭 和46年4月)の 発 表 に よ って一 応 の取 り組 みの

姿勢 が示 され た。

この よ うな地 域 政 策 の方 向転 換 は、昭和40年 頃 か ら激化 した住 民 運 動 に対 応す る もの で もあ った。

そ れは、 高 度経 済 成 長政 策 の ため の産 業 基盤 整 備 に伴 な う公 害や 生 活環 境 破 壊へ の反 作 用で あ ったが、

40年 代 中 頃に は都 市 の 過密 化 に伴 な う居住 環境 破 壊 を原 因 とす るものが 増大 して きた。その 最 も中心

とな ったの が昭 和42年 頃以 降 に急 増 し始 め た(近 畿 で は 昭和46年 頃以 降)民 間分 譲 マ ン ションによ る

日照被 害 で あ った。 例 え ば武 蔵 野市 で は、 マ ン シ ョンは 昭和38-42年 まで11棟 、43年5棟 、44

年10棟 、45年12棟 、46年11棟 とふ え は じめ、45年 頃 に は問 題 と して顕 在化 し、 昭和46年10月1

日に開発指 導要 綱 を実 施 して い る50)その 後、 各 自治 体 の指 導 要組 昭和47年11月 の建 設省 建築 審 議

会 の 中間答 申、 さらに 昭和48年2月 の 「東 京都 太 陽 の シ ビル ・ミニマ ム に 関す る専 門委 員会 」の 中間

答 申 な どが 出 され て い る に もか か わ らず 、 日照紛 争 が激 増 し、 激化 して い た。 さ らに 昭和48年3月 か

ら5月 にか けて 「日あた り等快 適 な 住環 境 の確 保 に 関す る条 例 案 」請 求 の た めの署 名収 集 運 動が 東京

都 にお いて 展 開 され て いたsO)この 運動 の過 程 で も論 じられて いた よ うに、 日照 権 あ る いは環 境 権 に お

い て 目標 と され て い た のは都 市 居住 環境 の シ ンボ ル と して の 日照 で あ って 、 日照、 採 光 、通 風 、衛 生

な どの 個別 環境 項 目で はな い。 ま た運 動や 参 加 要求 によ って居住 環境 形 成 へ の関 与、 居 住者 自身 に よ

る合 意形 成や 管 理 ・運 営へ の参 与 が 求 め られ て い た と考 えて よ い。 こ の よ うな総合 的 居 住環 境 の確 保

や改善 と、 居 住 者 の参 加へ の要 求 は昭 和40年 代 後半 以 降 の アメ ニテ ィ論 の展 開 によって不 透 明化 され

っ っ あ ると言 え る。

⑥ ア メニ テ ィ論 の段 階(昭 和50年 一)

シ ビル ミニマ ム 論 と革 新 自治 体行 政 に よ る科 学 的都市 政 策 論の 展 開 は 昭和40年 代 で終 わ りを っ げ、

地 方行 政 に おけ る革 新 首長 の減少 と と もに、 数量 化 しえ ない総 合 的 住み 良 さを 目標 にす べ き とい う議
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論 が登 場 して きた。 この背 景 に は言 うまで もな く、住宅 戸 数 を 始め とす る基 礎 的 生活 環境 水 準 の一 定

の 実現 が あ る。 そ して、 総合 的住 み良 さを 示す 概念 と して 、 イ ギ リス都 市 計画 で の 中心 概念 の ひ とつ

と言 われ るア メニ テ ィ概 念 が活 発 に議 論 され始 め た。

OECDの 「日本 の環境 政策 」は 昭和52年 に アメ ニテ ィに重点 を置 いた 環境 問 題へ の 取 り組 み の必

要性 を 指摘 し、環 境 庁 内 での 有志 に よ るアメ ニテ ィ研 究会 が 昭和51年12月 に発 足 して い る。 また、

石原 慎太 郎が 長官 にな った とき環境 庁 で は 「快 適 な環境 懇談会 」が 設置 され、 快 適 環境 の 実現 に向 う

環境 行 政 の姿 勢 を示 した0)

一 方 、都 市 形成 も郊外 住宅 地開 発 の遠 隔化 が 限 界 に ちかづ き、 昭 和40年 代 の 地価 上 昇 によ って戸

建 住宅 購入 価 格 が勤 労者 世帯 の支 払 い可 能額 との か い離 を大 き く したた め都市 居 住 世帯 の 住宅 需要 が

民間 分 譲 マ ンシ ョンへ と向か い始 め た。 従 って、 昭 和40年 代 後 半 以 降 の低経 済 成長 時代 に入 り住宅

需要 が 縮小 し、50年 代 に は建 設戸 数 が著 しい減 少 を示 して い るが、 そ の 中で 中高 層集 合 住 宅、 特 に民

間分 譲 マ ン シ ョンの比 率 は着 実 に上 昇 して い る。

さ ら に、 昭和50年 代 始 め に はアメ リカや イギ リスにお け る都 心 周辺 部 で の事業 所 や 居住 人 口 の減少

が、 いわ ゆ るイ ンナ ー シテ ィの 問題 と して注 目され、 改 め て わが 国で の都 心 部人 □の 減少 が 問題 と さ

れ始 め た。 こ の よ うな、 都市 圏 人 口の 増 加 と減少 の動 向 にっ い ては、 先 進西 欧 諸 国や 発 展途上 国 の都

市 を も含 め た 都市 化 ・逆 都市 化 ・再 都 市化 と して の理 論化 の試 み も提 示 され て い る80)

ア メ ニ テ ィ論 は、利 便 性や 経済 性 を 中心 とす る近 代合 理 主義 に よ る都 市計 画 、都 市 整備 理 論 を再 検

討 し、 各 地域 の歴 史や 風 土 に根 ざ した 住 み心 地 の よ さを重 視す る視点 に も とつ いて い る。 こ の よ うな

視点 は、昭 和30年 代 以降 、日本 住 宅公 団や 各 自体 によ って展 開 され て きた 住宅地 開 発 方 式 の変 更 を必

要 とさせ て い る。 そ れ は既成 市 街地 内あ るいは 、そ れ に隣 接す る地 区 での 中高 層集 合 住 宅 の立 地計 画

・設 計理 念 にっ い て特 にあ て はま ると考 え られ る。

2節 中高 層 集合 住宅 の系 譜9)

都市がこの世にあらわれてから5000年 以上を経ており、単に一棟の建物を複数の世帯が独立的に住

み分けているもの、とフィジカルに集合住宅を規定すると、同じく5000年 以上の歴史を有すること

になviaO)しか し、現代都市における集合住宅の系譜は、やはり「近代社会 」の成立と深 く関連してい

ると考えるべきである。現代の集合住宅は、社会が近代化されるときの、不可欠に付随する課題に対

す る解答のひとっである。

基幹産業の第2次 産業への移行、人口の急増、世帯の核家族化と世帯数の激増、人口の都市集中な

どによって都市問題が発生 し、その中の住宅問題に対するひとっの解答としての集合住宅が本論文で

の集合住宅の流れである。このような近代都市社会としての形成は、わが国では大正後期から昭和初

期に出現 し始めていた。明治後半から大正時代にかけて近代産業社会としての都市形成を開始し、東京、

大阪などの主要都市において主要な都市問題を経験 しっっ、大正8年 には都市計画法を制定するなど、

都市計画や住宅政策の手法を獲得 しつつあった過程で、陣内が指摘 しているように都市型アパー トメ
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ン ト ・ハ ウスの 建 設が 進 め られ て いた。 東 京市 や大 阪 市、 関東大 震 災 後 の復 興 のた め の同潤会 な どに

よ るRC造 アパ ー トの建 設 は、 住宅 難 緩和 と都 市 不燃 化 の モデ ル と して 、 あ るいは不 良 住宅 地 区改 良

事 業 と して進 め られ、 昭和 初 期 に は不 動産 投 資 の対象 や給 与 住 宅 と して民 間 資本 に よ る建設 も開始 さ

れ てい た。 一 方 で はイ ギ リスの 「田園都 市 」の考 え方 が紹 介 され、 電鉄 資 本 に よ る郊 外 住宅 地 開発 も

開 始 され て いた た め、 建築 家 ㊥ 間で も分 散主 義 と集 中主 義 と も呼ば れ る議 論 が展 開 され て い た。 前 記

の よ うな供 給 主体 によ って市街 地 内 に建 設 され たRC造 アパ ー トの す べ てが 都市 型集 合 住宅 と して の'

特 徴 を有 してい るわけ で は な いが 、一 階 あ るい は地 階 に地 域 社会 の 利 用 を見込 ん だ店 舗を 併 設 し、 開

放 的なプ ラ ンの集 合 住 宅 は戦 後 の集合 住宅 計画 に受 けっ がれ るべ き都市 性 を備 え て いた と考 えて よ い。

と ころが 、 第2次 世 界大 戦後 、 約420万 戸 の住宅 不 足か ら出発 した わが 国 の住宅 政 策 は、 前節 にお

いて述 べ た よ うな工 業 優先 、産 業 第一 主 義 の地 域政 策 と もあ い ま って、戸 数優 先 主義 で あ って都 市 政

策 的視 点を 欠 落 させ て いた。 住居 周辺 の都市 環境 を も含 めた市 街地 形 成 の 推進 とい う視点 は弱 か った

と考え て よ い。 当時 の 住宅 政策 は昭 和25年5月 の 住宅 金 融公 庫法 、 昭和26年6月 の公営 住宅法の 制定

に も示 され るよ うに、 公 的住宅 供 給 と住 宅 困窮 者 自身に よ る持 家 建 設 の推 進 と して展 開 され た。

昭和30年 代 に入 ると戦 後経 済 の復 興 とと もに都 市 人 口の増大 と都 市 に お け る住 宅 難 が 激 化 して き

た。 例 え ば昭 和30～35年 の人 口増 加率 は4.6ｰ/aで 、20年 代 後半 の7.3%に くらべ てむ しろ低 下 を 示

し、 全 国平 均 を上 回 る増 加は8府 県 にす ぎず 、 増 加人 口 の6割 は6大 都 市 に集 中す る とい う結 果 を 示

して いた。 この よ うな人 口の都 市 集 中 と住宅 難 の地 域 的偏 在 に対 応す べ く昭和30年 に 日本 住 宅公 団 が

設 立 され た とみ る こ とがで き る。 こ の時 期以 降、 昭和30年 代 の住 宅 地 開発 は公 団 の 晴海 アパ ー トや大

阪市 出来 島団地 、 千里 ニ ュー タ ウ ン、 香里 団 地 な ど既 存 の住宅 市 街地 か ら独立 して 自立 的 計画 と して

建 設 され る地 区が 多 か った と考 え られ る。 この こ と は大 都 市 圏の公 営住 宅 団地 に っ いて も妥 当 し、 多

くは大 規模 団地 と して 日常生 活 施 設 も含 め て計 画 され て い た。

一 方
、 高 度経 済 成 長期 に入 る と、東 京 の 中心 部 に新 しい高層 ビルが 建 ち並び 、 ビル ブ ーム と呼 ば れ

た。 そ れ と同時 に、 東京 の旧市 内上 流 住宅 地 と いわれ て いた 、麻布 ・赤 坂 ・麹 町 ・市 ケ谷 ・原 宿 ・青

山 と い った 場所 に、 高層 の 超デ ラ ック スアパ ー トが 出現 した。 これ らは、 レス トラン ・喫茶 室 ・商 店

・美 容 院 ・客 用宿 泊室 ・駐 車場 を もち、 ま た、 エ レベ ー タ ー ・冷 暖房 ・給 湯設 備 ・電 話 ・洗 濯室 は い

うに及 ぼず 、ハ ウス キ ーパ ー か ら医師 、子 供 の 家庭 教 師の ・・女 子大 生"ま でが 完備 され 、一 流 ホテル

の豪 華 さで あ った とされ て い る。

昭和39年 に東京 オ リン ピックが 開催 され、 同 時 に第1次 マ ン ションブーム と言 われ たが 、東 京 で の

建 設 棟 数は56棟(2,191戸)で あ り、30年 代 で合 計145棟(5,205戸)で あ った。 しか し、上 記 の特

徴 は、 一 方 での 公 団 ・公 営住 宅 団地 の建設 とは異 な り、 都 市型 アパ ー トと して の い くっ か の特 徴 を有

して い た。 そ の第1は 、 立地 上 の特 徴 で あ り、 前 記 の よ うな交通 の便 の 良 い、 閑静 な住 宅 地が 選ば れ

て い る。 そ の大 部分 が 古 くか らの高 級 住宅 地 で あ った。 第2は 、一 住 戸 当 りの規模 の 多様性 で あ り、

ワ ンル ーム の ものか ら500㎡ を 越え る もの まで あ った。 第3に 設備 面 で の充 実 が あげ られ る。 この よ

うな都 市 型集 合 住 宅 の初期 の もの に対す る需要 者 層 を宮 崎元 夫 は3つ に分 類 して い る。 第1は 、 住 ま
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い と い うよ りは もっぱ らオ フ ィス ・仕事 場 と して、 あ るい は住 居 と これ らの 機能 を兼 ねた もの と して

利 用す る人 々。 第2は 、 居 住 の合 理 性、 経済 性 に 注 目 し、一 種 の生 活 の合 理化 を 受 け入 れ よ うとす る

人 々によ って利 用 され る もの で あ る。 鉄 筋 コ ンク リー ト造 の アパ ー トとい うモ ダ ンな タイ プ の住 居 を

在来 の庭付 き一戸 建 て 住宅 と比 較 して価 値 を認 め て居 住す る人 々であ り、会 社重役 ド管理 的職 員 、文

化人 、芸 能 人 、 自 由業、 資産 生 活 者 の う ち と くに 高 い収入 の 人 々であ る。第3は 、鉄 筋 コ ンク リー ト

造 りで あ る と い う点 で、 物 理 的な 意味 の資産 価 値 が安定 して い るこ と と、 住居 と して の居 住性 が 高 い

こ とな ど、資 産保 持 の視 点 か ら購入 す る人 々であ る、 とされ て い る。

この よ うな 高所 得 者層 を対 象 と した高 層 アパ ー トは 東京 都 住宅 協 会 に よ る宮 益 坂 アパ ー トが 最 初で

あ る とされ て いる。 これ は1階 を店 舗 、2階 を 事務 所 と した11階 建 て の併 存 アパ ー トで あり、そ の後

民 間 資本 によ る高級 高層 アパ ー トと して は昭和30年 に東 急 代官 山 アパ ー ト、32年 の三 田東 急 アパ ー ト、

33年 の 第1生 命原 宿 アパ ー トな ど賃貸 の ものが 多 か った。

昭 和30年 代 は第2次 世界大 戦 後 の経 済 成 長 と都市 へ の 人 口集 中 の開始 時 期 に あた り、そ れ に対応 す

る住宅 政 策 の 出発点 で もあ ったが 、 都 市 政策 と しての住 宅 政 策 の位置 づけが 欠 落 して いた と考 え て よ

い。 東 京 の 都心 部 に 出現 した都 市型 集 合 住宅 と して の可 能 性 を有 す る民 間 高層 集合 住 宅 も、 住 宅市 街

地 形成 政 策 と して明確 に 位置 づ け され な か った ため 、 そ の後 の量 的拡 大 に伴 って 日照 権 問題 な どの居

住 環境 上 の矛 盾 と、 住居 水準 そ の ものの 低下 を余 儀 な くされ た。 また、 上記 の都 心部 マ ン シ ョンは、

下 層部 に店 舗、 事 務所 を 併設 して い る こ と、 共 同利 用 設備 の整 備 水準 が 高 い こ とな ど都市 型 集 合 住宅

と しての 特 徴を 有 して い るが 、 立地 地 区 の歴 史性 を も含 めた 地域 性 に もとつ く計 画 と地 域 社会 へ の解

放性 の計 画が な され て いな い欠点 が あ る こと は、 郊 外住 宅 団地 と同様 で あ る。

こ のよ うな都 心型 高層 アパ ー トの 出現 した背 景 にっ いて 、 恩賀 宗一 郎 は企 業 ・人 口の 都 市集 中、 都

心住 宅 の 利便 性 や西 洋 式生 活 様 式を 評 価す る人 々 の登場 、 都 心型 高 層 ア1¥ｰ一 トを事 業 化す る企 業 の発

生、 の3要 因を 指摘 して いる。 そ の後 の 都市 住宅 の 供給 主 体 の形 成 とい う意味 で、3番 目の要 因 が最

も注 目 され るので あ る。

昭和40年 代 に入 って 、日本 住宅 公 団 に よ る都市 型 集合 住 宅 と して の面 開発 団地 建 設 事業 が開 始 され

る。 既 成 市 街地 内 で の工 場 転 出跡 地 に お け る賃貸 集 合住 宅 団地 の建設 は30年 代 後半 か らの地価上 昇 に

よ って 高 層化 せ ざ るを得ず 、 開 発規 模 が比 較 的大 きい た め既存 周 辺市 街 地 と は独立 した 住宅 団 地 計画

と して の特徴 が 強 くな って い る。

一 方
、人 口 の都市 集 中 に と もな う住宅 需 要 に対 す る民 間 部 門 の供給 と して郊 外 の戸 建 住宅 と市街 地

縁辺 部 で の木 賃 アパ ー ト、 文化 住 宅 が大 量 に 出現 した。戸 建 住 宅 は地 価上 昇 に と もな って敷 地面 積 規

模が 縮 小 し、1973年 に取 得 され た ものの平 均 は169㎡ と極 端 に狭 くな って い る。 この 時点 で はす で

に、 東 京、大 阪大 都 市 圏を は じめ と して市 街地 縁 辺 部 にお け る零細 建 売 り住 宅 団地 の 建設 が 展 開 し、

ミニ 開 発 と い う言葉 も出現 して いた。1977年 には東 京 、大 阪 の ミニ 開発 の 平均 敷 地水 準 は 、68㎡ に

まで 低下 して い る110)もう一 方 の主 要 な民 間 住宅 供 給 で あ る木 造 賃貸 アパ ー ト、文化 住 宅 は昭 和30年 代

後半 か ら増加 し始め 、大 都市 集 中人 口の 緊急 収 容 住居 と して 都市 基 盤施 設 の 欠 落 した 住宅 市街 地 を形
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成 しっ っ あ った。 多 くの生 活機 能 を住 宅外 の施 設 に依存 して い る とい う側面 で は郊外 の孤 立型 住 宅 団

地 に比 べて 都市 性 が高 い と も言 え るが 、 極端 に狭 い住戸 規 模 と住 宅設 備 水 準 は都 市住宅 ス トック と し

て の有 効 性を 明 らか に欠 いて いた。

この よ うな大 都 市圏 に お け る住宅 市 街地 形成 の進 展 に対 して、 わ が 国の 住宅 政 策、 住宅 供給 と市 街

地 形 成 に関す る研 究 と議 論 も、 昭 和30年 代後 半 か ら40年 代 にか け て活 発 に展 開 ざれ て いた。 絹 谷 裕

規 の住宅 供給 対 象 に関 す る研 究 、 牛見 章 の居 住立 地 限 定階 層 論 な どが あ るが、 後 者 は特 に昭 和40年

代 に展 開 され た都 市再 開 発 と住 宅 立地 計 画 に関す る議 論 の ひ とっ を ま と めた もの と して重 要 で あ る。

す な わち、上 に述 べ た よ うな人 口集中 に よ る公 営 ・公 団住 宅、 木賃 アパ ー ト ・文化 住 宅な どの 若年居

住世 帯 に対す る住 みか え住宅 の 供給 を 都市 構造 上 の いか な る位 置 づ けで 、 しか もどの供給 主 体で 展 開

す べ きかが 議論 されて いた。 そ の 意味 で は経 済 の 高度 成長 に支 え られた大 量 の 住宅 建 設 を背景 と して、

最 も活 発 に 住宅 政 策の 方 向 が議 論 され た、 戦 後 の住 宅 政策 の転 換点 にあ った もの と考 え られ る。

都 市 にお け る生 産活 動 、就 業 構 造 の近 代 化、 合 理 化 に よ って 、 当時 の居 住立 地 限定 階層 の存 在 が、

今 日で は必ず しも妥 当 しな い と考 え られ る。 しか し、居 住 立地 限定 性 が 弱 ま り、都 心近 接 居 住嗜 好、

あ る いは志 向 と い うべ き居 住者 が 増加 して い る今 日にお いて、 民間 分 譲 マ ンシ ョンと して 都市 型集 合

住 宅 と考え るべ き 住宅 が 供給 され て い るので あ るか ら、 当時 にお い て も公 的主 導性 の もとで の住 宅供

給 が 市街 地整 備 と一 体 化 さ れ る方 向で 強力 に推 進 され る可 能性 は 存在 した の で あ る。労 働 省が 「地 域

別 労 働者 生活 環境 調査 一 京 浜 工業 地 帯 」を 実 施 して い るのが 昭 和40年 度 で あ るか ら、 昭和40年 代

前 半 は、 前節 で 述 べ た よ うな都 市 政策 と住宅 政 策 の総合 化 の可 能 性が きわ め て大 きい時 期で あ った と

考 え られ る。

しか し、 現実 の地 域 政 策、 都 市 政策 は郊 外 住 宅地 開 発 の遠 隔化 をす す め 、昭和47年 の 田中 内 閣の発

足 と 日本 列 島改 造 ブ ー ムに よ って、 む しろ住 宅 政策 を 置 き去 り に した と考 えて よい。 従 って、 前 節 に

お いて 昭和40年 代 後 半を 都 市政 策 の 時代 と位置 づ け たが、地域 社 会 あ る いは 自治 体 レベルの 都市 政 策

論 の展 開 と、 中央 政府 レベル で の 地域 開 発政 策 と しての都 市 政策 論 との 二 重構 造 を指 摘 して お かな け

れば な らな い。 そ して 、 後者 を 推 進 した 日本 列 島改 造 ブ ー ムに よ って前 者 のそ の後 の展 開が著 し く歪

め られ たの で あ る。

そ れ は、昭和40年 代 末 以 降 の良間 分 譲集 合 住 宅 に よ る市 街地 形 成 を必 然 化 した。 日照 紛争、 宅 地 開

発 指 導要 綱 な どに ょ って 開発 事 業 の推 進が 著 しく困難 化 して い た昭 和46,47年 に ドル ショック ・円 切

上 げな どで商 社 ・金融 機 関 に は余剰 資 金が あふれ て いた。 そ れが 日本 列 島 改 造論 の発 表 以降 の 開発 計

画 公 表 で土地 投 資 に流 出 し、 全 国 的な 規模 で の 地価 暴騰 を ひ きお こ した。 この地 価暴 騰 の結 果、 マ ン

シ ョンが相対 的 に 安 くな り、 昭 和47年 以 降 の第3次 マ ン シ ョンブ ーム が お こ った(東 京)。 こ のマ ン

シ ョンブー ム の前 の、 第2次 マ ンシ ョンブ ーム でマ ン シ ョンの大衆 化 が 進 行 してお り、 昭和40年 代

末 には一 団地 当 りの戸 数 規模 の大 き い郊外 型 マ ンシ ョンの立地 が 増大 した。 大 阪都 市 圏 で は、大 阪 市

内 を 始 め とす る市 街地 縁辺 部 で の立 地 も多 く、 東京 とはや や異 な る傾 向を 示 して い る。 さらに、 市 街

地 内で のマ ンシ ョン建 設 も供 給戸 数 の大 量 化 が 始 ま り、 民 間 に よ る面 開 発 方式 と もいえ る事 例 が増 加
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して き た。 これ は昭和46年 か ら 出発 した住宅 金 融公 庫 の総 合 建築 設 計 計画 融 資制度 や 、47年 の民 間

団 地分 譲 住宅 融 資 制度 に よ って大 規 模 開発 事業 が 容 易 にな った ため で あ る。 ま た、1戸 当 りの 専有 面

積 も拡大 し、 部 屋 数 の多 いマ ンシ ョンが 増 加 し、一 方 で は購入 者 の階 層 が拡大 した の で あ る。 中所 得

層 の購入 者 が著 しく多 くな った こ とは、 本 論 文 の9章 で も示 され て い る。 昭和47年 の こ のよ うなマ

ンシ ョン供給 増大 の要 因 は、 田沢 友 康 に よれ ば ① 金 融 の超 緩 和 に よ る住 宅 ロー ンの浸 透 、 ② 住宅 金

融公 庫 の マ ンシ ョン融 資 の浸 透、 ③ 地 価上 昇 に よ る1戸 建 住 宅 の分譲 価 格 の購 入 限界 オ ーバ ー、 ④

イ ンフ レヘ ッジ、 の4っ で あ る とされ て い る。

しか し、 こ の よ うな住 宅建 設 の展 開 に よ って地 価 ・建 築費 が 高 騰 し、 さ らに昭和48年 秋 の オイルシ

ョックに よ る木 材 ・鋼 材 ・セ メ ン ト ・労賃 な どの急 騰で 分 譲価 格 が暴 騰 した。 そ の後 の総 需 要 抑制 策

に よ って一 時 的 に民 間 分譲 マ ンシ ョンの供 給 は減 少す るが 、昭 和51年 以 降 には 再 び増 加 して い る。 こ

の 昭和50年 代 に入 って か らの民 間分 譲 マ ンシ ョン供 給 は、住宅 金 融 の増大 に よ る購 入 可能 性 の拡大 と、

立地 範 囲が 準 郊 外型 あ るいは 都心 近 接型 にな った こ とに よ る もの と考え られ る。 こ の時点 で は、前 節

で述 べ た よ うに、都 市 の利 便 性や 生 活 施設 の 豊富 さ、 多様 性を 重 視す る住宅 需 要者 が 増大 し、一 方 、

そ れ に応 え る住 宅 立地 が 民間 分譲 マ ンシ ョンに よ って展 開 され るよ うにな った。

3節 都市型社会の中高層集合住宅街

建 設 用 語研 究 会 編集 の 「建 設 用語事 典 」に よ れ ば、集 合 住宅 とは 「住棟形 式 上複 数 の 住戸 が 集 合 し

て1棟 を構 成 す る住宅 を い い、一 般 に 独立 住 宅 と対比 され る。 紀 元 前 の古 代 ロ ーマ に も既 に集 合 住宅

が あ ったが、 集 合 住宅 が 市民 に と って の一 般 的 な住 宅 と して発 生 した の は、産 業革 命 以 降 の ヨー ロ ッ

パ の諸 都 市で あ る。L:1来、 集 合住 宅 の発達 は さま ざま な形 式 を生 ん だが、 これ らは立 地 条 件 ・社会 経

済条 件 ・気 候 国土 条件 に対応 した もの で あ ると同時 に 、計 画 者 ・設 計者 の 考え 方 の反 映 で もあ る とい

え る」12)と して い る。 この規 定 に よれ ば、 江 戸 時代 の 長屋 は と もか く、 明 治 時代以 降 に 出現 した近代

の長 屋 は含 まれ る と考 え て よ く、木 賃 アパ ー ト、 文化 住宅 も当然 含 ま れ て いる。上 記 の 規 定 で、 産業

革命 以 降 の ヨー ロ ッパ の諸 都 市 で一 般 的 な住 宅 と して 発生 した とされ て い るこ とか ら、 一 般庶 民 あ る

い は プ ロ レタ リア ー トの 住宅 と しての 発達 が 想 定 され て い る と考 え て よ い。 こ のよ うな 近 代 的集 合 住

宅 は 日本 で は、 前 節 で述 べ た よ うに大 正 中 頃か ら昭和戦 前 期 に お いて 導入 され、今 日の集 合 住宅 の 出

発点 とな って い る13)0また、当時 のRC造 アパ ー トが、 立地 周辺 の地 域 社会 の利 用を想 定 して各 種 の 都

市 施設 を併 設 して いた こ とは既 に述 べ た。 従 って、 第2次 大 戦 以 前 の わが 国 にお け る都 市 型集 合 住 宅

の規 定 要 件 を あ げ る と、 第1に 近 代 都 市 社会 にお け るプ ロ レタ リア ー トあ るい は一 般庶 民 の集 合 住 宅

で あ る こ と、 第2に 住 居 外利 用 と して の店 舗 併 用 な ど、地 域 社会 と して の近代 都 市 の 中 に空 間 的に も

機能 的に も一 体 化 して い るこ と、 の2つ が 指 摘 で き る。 ま た、 当時 に お いて も、 同 潤会 の 近 郊住 宅 開

発 にお いて は、 既 存市 街 地か ら分 離 され た集 合 住宅 地 開発 が お こ なわ れ て いた こ とか ら考 え ると、 こ

こで 想定 す る都 市 型集 合 住宅 と しての 望 ま しい条件 を 満足 す る集合 住 宅 は 多 くなか った と考 えて よい。

第2次 世界大 戦後 、特 に 昭和30年 代 後半 以降 の 高度 経済 成 長の 展 開 に よ って 、 わ が国 は急 激 な都 市
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化を 経 験 して き た。 しか し、人 口 の都 市集 中 に と もな う膨大 な 住宅 需 要、 そ れ に対 応す るた めの住 宅

地 開 発 と市街 地 形成 に もか か わ らず 、 明確 な都 市 型 住宅 地形 成 の政 策 は示 され なか った し、 理 想 的な

都 市型 集合 住宅 街形 成 もき わめ て少 なか った。 前 節 で述 べ た よ うに、不 十 分 では あ るが 昭和30年 代

の 東京 都心 部 にお い て 先駆 的事 例 と して 民 閤 資本 に よ って展 開 され た。 しか し、 す でに大 衆 社会 へ の

入 り 口にあ った当 時 の東 京 で は、 高級 集 合住 宅 と して のマ ン シ ョンは地 域社 会 との一 体性 を 欠落 させ

つ っ あ った。 この こ と は、物 的計画 の側面 で も生活 様 式 の側面 で もあて は ま るこ とであ る。 ま た、 そ

の後 日本 住宅 公 団や 各 自治 体に よ って 展開 され た公 的住 宅 地 開発 は、 そ の大 部 分 の開発 規 模が 比 較 的

大 き いこ と もあ って、 周辺 地 域社 会 との計 画 的調 整 は必 ず し も十分 で は な か った。 ま た、大 都 市近 郊

自治体 にお け る公 的 ・私 的住 宅地 開 発 の集 中 は、人 口の 増 加に 伴 う各 種都 市 基盤 施 設整 備 のた め の財

政 負担 を 増大 させ 、全 体 と して の 自治 体 の 行政 サ ー ビズ水準 を低 下 させ るため、 自治体 に よ る開発 拒

否 あ るいは開 発規 制 の 動 きが あ らわ れ た。そ れが 昭和41年 の川西 市 の 開発 指 導要 綱 以降 の一 連 の指 導

要 綱行 政で あ る。 この傾 向 は、 さ らに環境 保 全 や 公害 防止 の 住民 運 動 の展 開、 住 民参 加 要求 の発 生 に

と もな って、 環境 保全 に 関 す る各 種条 例 との連 動 に まで発 展 して きて い る。

一 方
、 都市 環境 政 策 を め ぐる論点 が 、 計量化 可 能 な 指標 に よ る科 学 的都 市政 策 と して の シ ビル ・ミ

ニ マム論 か ら、 計 量化 で きな い要素 を も含 め た ア メ ニテ ィ論へ と移 行 し、 ま た都市 住 宅地 形成 の戦 略

地 点 が郊 外か ら都心 周 辺 部へ と転換 し始 め た。 そ れ は 昭和30年 代 以降 の 人 々の都市 集 中 に と もな って

展 開 さ れた市 街地 の外 延 的拡大 が、 公 的開 発 を始 め と して著 しい需要 の 減少 に 直面 した こ と も反 映 し

て い る。 従 って、 昭和50年 代 に入 って か ら、 タ ウ ンハ ウ スや コー ポ ラ テ ィブハ ウス な どの新 しい住 宅

地 形成 の試 み が開 始 され た。

こ のよ うな 背景 の も とで 、 再 び都市 型 住 宅 の模 策が 活発 にな るの で あ るが、 都 市 型住 宅で あ れ、 都

市型 住 宅地で あれ 、 そ の社 会 的背 景を 無 視 して 概 念規 定 を考 え るこ とは 困難で あ る。 この こ とは、 社

会 的通 念 と しての 「都 市 型 住宅 」の ス ター ダ ー ドを つ くりあげ て い くζ とが大 切 で あ る、 と言 って い

る大 野勝 彦 の試 み にお いて も示 されて い る。 彼 は 「原 型住 宅 と して の都 市 型住 宅 」のモ デル は 、そ の

基 本 的 考え方 お よ びそ のた め の新 しい供給 シス テ ム にこ そ本質 的な 意味 が あ る14)と して いる。そ して

彼 の 都市 型住 宅 の 理念 は、都 市 化 社会 と して の 日本 にお け る現代 の 住宅 様 式 の原型 の シス テム全 体 を

意 味 して い るの で あ り、 土 地 利 用 形 態 、 住 棟 の型、 住 戸 の型 な らび につ くり方 と して の構法 計 画 が

ハ ー ド面 の項 目で あ り、 ソ フ ト面 で は供 給 形 態 と して の賃 貸 ・分 譲等 の 手法 、 居住 者参 加方式 、 自治

体参 加 方 式、 コ ミュニ テ ィ経 営 の問題 な ど多 岐 に わた るシス テム のモ デ ル づ く りが 目的 と され て い る。

さら に戸 建 住 宅、 タウ ンハ ウス、 低層 集 合、 中高 層 マ ンシ ョンの全 体 に わ た って 「都市 型住 宅 」と し

て の シス テム のみ な お しis)を 目標 と して い るが 、そ こ には地 域性 に 関す る視 点が な い。 彼 の意 図が 供

給 シ ステ ムの 見直 しに あ る こ とか ら考え ると 当然 で あ るが、 都市 型 住宅 の供 給 は、 必ず しも本 論文 で

想定 されて いる都 市型 住 宅 街 の形成 に結 びっ か な い。 しか し、 大 野 の 検討 範 囲 は 自治 体参 加方 式、 コ

ミュニ テ ィ経 営 を も含 ん で い るため、 必 然 的に 都市 計 画 的手 法 の見 直 しに もか かわ って くる と考 え ら

れ る。
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一 方、 同 じく都 市 型 住宅 の供 給 にか か わ って い る活 動 と して全 く別 の展 開を 示 して い るもの が あ る。

そ れは居 住 者 あ るいは需 要者 参 加方 式 と しての コーポ ラテ ィブ 運動 で あ り、 そ の中 で も都 住 創 の活 動

は都 心、 あ る いは都 心周 辺 部 と い う地 域性 を 前 提 と した新 しい住 宅地 形 成 の方 向 と して 注 目 され る も

の であ る160)生活 様式 の 都市 化が 全 国 に浸 透 し、 都市 連 坦市 街 地 も著 しく広 範 囲に わ た る現 在 で は、必

ず しも都 心 あ るい は都心 へ の利 便 性 に こだ わ る必要 はな いが 、 ア メニ テ ィ論の 重要 な要 素 と して の地

域 性 の重 視 を 都市 型 集合 住 宅 の要 件 の ひ とっ と考 え る。 こ の こ とは、 住民 参 加を も含 めた 指示 的計 画

に よ る居 住 地 改善 活 動 を も前 提要 件 とす る。 さ らに、 居住 者 の 転 出入 は、 居 住地 移動 の 減 少が 考 え ら

れ ない 現在 、 増 加 して も減 少 は しな い と考 え られ るため、 それ に対 応 しうる社会 的 シス テム を有 して

い る こ と も必 要 で あ る。

以 上 、 わが 国 にお け る中 高 層集 合住 宅 の 導入 と展 開過 程 を通 じて、 現代 都市 にお いて 必 要 とされ つ

っ あ る集合 住 宅 立地 計 画の 理念 を 明 らか に した。
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1節 研 究 の 目的 と方法

近代産業都市としての大阪の発展は明治20年 代にその出発点を求めることができる。また、その発

展のための基盤整錆としての都市建設計画の開始も、ほs同 時期にあると考えてよい。その後、明治、

大 正期 の近 郊住 宅 地形 成 は、 近 代産 業 都市 と して の大 阪 の発 展 と、 そ の矛盾 の深化 に も とつ くもの で

あ り、 基本 的 には 市街 地形 成 ρ一 般 的パ タ ー ンに従 う もので あ った と考 え られ る。

しか し、 この よ うな近代 産 業 都市形 成 のパ タ ー ンが最 も急激 に展開 された の が、昭和30年 代 以 降 の

高度経 済成 長期 で あ り、 わが 国 にお け る本 格 的 なCBDの 形成 と郊 外化 の 進 展 した時期 で あ った。 こ

の こ とは、昭 和30年 代 後半 にお いて 、す で に都 心 お よ び都心 周 辺部 の大 部分 の 区の人 口が減 少 し始 め

て い ることで も裏づ け られ る。

一 方 、今 日の大 都 市 圏 の構 造 を規定 して い る各 種 の地域 開 発 計画 が企 画 ・立 案 さ れた の も昭 和30

年代 で あ り、 戦後 の 最:初の 広域 基 本計 画 の策 定 が推 進 され たの は昭和30年 代後 半 か ら40年 代 初 期 で

あ った。 この 方 向で 展開 され た公 共、 民 間を 問 わ な い地域 開発 と、 その 結果 と して の今 日の社 会 的、

経 済 的 お よび 政治 的構 造 が、 現 在 の地 域空 間構 造 を 規定 して い るこ とは 言 うまで もな い であ ろ う。 そ

れが 例 えば、 住宅 購入 価格 あ る いは家 賃 と都 市居 住 世帯 の 支払 い可 能 限度 額 との著 しい格 差を もた ら

し、 中高 層集 合 住宅 に よ る市 街 地 の形 成を 方 向づ け て い るので ある。

そ こで 本章 で は、 第2次 世 界大 戦 後 の最 近 の20年 間に 焦点 を あて、 大 阪都市 圏の 地域構 造 の 形成 過

程 を検 討す る もので あ り、 特 に 住宅地 の形成 と変 容 を 中心 に作 業 を 展 開す るこ とにな る。

す で に指 摘 され て い るよ うに1)住 宅 立 地 の受 け皿 と して の住 宅地 は、夫 々そ の住宅 地 に 個有 の特 性

を有 して い る。 また、 そ の特性 が一 定 の住宅 需 要 を吸 引す る条 件 と して作 用 して い るこ とも一般 的に

は否 定 で きな いが 、 こ の特 性 そ の もの も常 に変 動 しっ っ あ るこ と も事 実 で あ る。 こ の点 に関 して は岸

本 も住 宅地 の特 性 認識 の2っ の前提 的仮説 と して指 摘 して い る。 しか し、 彼 の具 体 的分析 の 中で は 住

宅 地 の特 性 の変 動 あ るいは変 容 に 関す る作 業 は展 開 されて いな い。 また 、 住 田昌二 は自治 体 レベ ル で

の住 宅政 策 ・住 宅 計画 立 案 の ため の基 礎的 作 業 と して、 住 宅問 題 の地 域類 型 化 をお こな って い るが2)

そ れ ぞれ の地 域 の居 住地 と して の ミク ロな変 動分析 は残 された 課 題 とな って い ると考 えて よ い。 こ の

こ とは人 口移 動量 の 統 計 的分析 を 展開 して い る多治見 左 近 の研 究 にっ いて も指摘 で きる こ とで あ る3
0)

そ こで本 研 究で は 、基 本 的 に は岸本 によ る居 住 地構 造分 析 を 深 め るた め に、 大 阪 都市 圏 の居 住地 構

造 の変 動 あ る いは 変容 に重 点 を お いた分 析 作業 を 展 開 した。 ま た 、5章 で も述 べ るよ うに大 阪都 市

圏 の戦 後 の居 住地構 造 の形 成 は、昭 和40年 代 中頃 に一 定 の ピー クをむ か え、 そ の後 の低経 済成 長の 時

代 に は新 たな段 階 をむ か えっ っ あ ると考 えて よい。 従 って 、本 章 で の分 析 作業 の重点 も、 昭和45年4)

か ら55年 の 最近 の10年 間 に おか れ る こ とにな る。 また、本 研 究 全体 の基 本 的立 場 と して 、最 も基礎

的 自治体 で あ る市 町村 に よ る住 宅地 形 成 の コ ン トロール を重 視 して い るた め、市 町村 単位 の統 計 資料

に も とつ くもの とす る。 た だ し、 大 阪 市 内 に関 して はCBDの 拡大 を含 めて 、都 心 業務 機 能 の増 大 と

居 住機 能 の低 下 傾 向 を分析 す るた め、 行 政 区単 位 の作 業 もお こな って い る。

そ こで・ 住 宅 地特 性 の分析 指 標 と して どの よ うな条 件 を選 定す べ きで あ ろ うか
。 す で に述 べ た よ う
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に、基礎的自治体としての市町村による居住地計画の立案、およびその実現のための規制 ・誘導の基

礎的研究としては、単位自治体内での小学校区あるいは街区単位のミクロな市街地変動の把握が必要

である。従?て 、大阪都市圏としての広域的居住地構造分析と、自治体レベルでの居住地構造分析と

は都市政策、地域政策あるいは住宅政策上の意味が異なる。 しか し、両者ともに必要とされる分析段

階であることは言 うまでもない。そこで本章では、5章 で述べる居住地変動の分析 のための基礎的

作業として、市町村単位の分析を行っている。言うまでもなく、各自治体の行政区域は孤立 して存在

しているわけではなく、周辺地域との相互作用関係にあり、特に都市圏域においては中心都市からの

強い影響を受けている。従って、本章では都市圏としての居住地の構造と変動をマクロに分析するこ

とになり、市区町村単位の統計資料を使用 している。さらに、指標選定の基本的視点として以下の4

点を設定 している。

(i)統 計資料が使用可能な最も近 い時点での大阪都市圏の居住地構造を設定 し、その構造の成立あ

るいは変動過程を時系列的に逆のぼって検討 していく。

(2)昭 和40年 代以降に振在化した都心部人口の減少傾向が徐々に外延化しっっある現象を、わが国

におけるインナー ・シティ問題、あるいは都心周辺部問題の拡大過程として把握 し、大阪都市圏

での都心周辺部居住環境整備必要エリアの抽出をおこなう。

(3)本 研究の全体的枠組との関係では、都市化の中でも中高層集合住宅立地を主とする都市の市街

地構造の変容に特に焦点をあてて分析を展開する。

(4)ま た、居住地構造分析の視点としては、あくまでも住宅とその周辺環境を含めた物的あるいは

空間的構造の変動に重点があり、それとの対応で社会的 ・経済的構造を分析することになる。

以上の視点に もとついて、居住地構造分析の指標として第1に 、昭和55年 時点の① 昼間人口率、

②DID面 積率、③ 持家居住世帯比率の3指 標を採用した。さらに、④ 住宅ス、トックの水準としての

一世帯当り畳数、一人当り畳数による地域特性をも加えて居住地区分を行っている。また、昭和55年

人日密度は、これらの指標による居住地構造とよく対応 し、民営借家率は持家居住世帯比率と対応 し

ているが、公的借家居住世帯率、DID地 区人口密度、6階 建以上共同住宅居住世帯率などは上記指標

による居住地構造とは必ず しも対応していない。

このような指標による地域区分をもとに、さらに人口増減率、着工住宅年平均戸数の指標を加えて、

居住地構造の変動を分析する。

2節 京 阪 神 都 市 圏 の居 住地 構造

昭和50年 代に入って日本の都市圏構造の分析視点も、変更を必要とされていることはすでに述べた

が、その要点は建築活動あるいは開発行為(本 章での記述に直接的に関連 していえば住宅建設量)の

縮小と、内部都市問題の出現の2点 である。従って、岸本や多治見、住田を中心とする住宅供給計画

あるいは住宅地整備計画の視点からの地域区分や類型化の研究はなされているが、上記の視点をふま

えた再検討が必要と考えられる。以上の視点を確認 したうえで、居住地構造分析を展開する。
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都市における住宅地の形成は、その背景に存在する住宅需要によって規定される。この住宅需要は

一定の地域的範囲内で顕在化が可能であるため、既存の地域のもっ住宅ス トックによってある程度影

響をうける。一方、新 しく立地 した住宅の水準や種類が、その地区のその後のス トックの水準決定に

重要な影響を与えるという相互規定関係にある。また、他の一般的消費財とは性格を異にするとは言

え、自由経済市場のもとでは土地や住宅も需給関係のもとで価格決定がなされるのであるから、時間

の経過とともに立地形態が変化することになる。すなわち、具体的には高層、高密化の方向をよぎな

くされる。そこで本研究では、地価の高騰による都市内居住地変容の規定力を昼間人口率 とDID面

(常 住人 口100人 当 り の昼 間人 口)

■■■■110人 以上 嚢i100人 一110人 未満 ㎜90人 一100人 未満

E=コ80人 一90人 未満[==]80人 未満

図 一6昼 間人 口率(昭 和55年)
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積 率で 判 定 し、 ス トック住宅 の 内容 を民 営 借 家率 、公 的住 宅率、住宅 水準 の側面 か ら分析 して い る。 い

ず れ の指 標 も昭 和55年 の 国勢 調 査結 果 を分 析 資料 と して い るた め、住 宅構 成 な どの特 性 は 世帯 ベ ー ス

で 示 され る。

(1)昼 間人 口率(昭 和55年 常 住人 口100人 当 り の昼 間人 口)

こ の指 標 に よ って居 住地 と して の地 区の 特性 、 と くに都 心業 務地 と しての 変容 の程 度 を 判 定す るこ

とが で き る。 昭和55年 の大 阪 都 市 圏で 最大 の昼 間人 口率 は北 区 の773,6人 であ る。 次 いで 南区 の

424.7人 、西 区 の298.4人 で あ り、110人 以 上 の範 囲 は、大 阪 市 内で は南部 の8区 、東 北 部 の4区 を

除 く14区 で あ る。神戸 市 で は葺合 区、生 田区 、兵 庫 区 の3区 、 京 都市 では上 京、 中京 、下 京 、南 、 東

山 の5区 が110人 以上 で あり、これ らの地 区の 中 にそれ ぞれ の 都心 業務 機能 の中心 が 存 在す る こ とは言

うま で もな い。 大阪 市 の 都心 部 と して 中枢 管 理業 務 の卓 越 した3区 は、 後述 の よ うに他 の指 標 に よ っ

て も抽 出 され るこ とが多 い。 さ らに大 阪市 で は、 昼 間人 口率 が110人 以上 の上 記の範 囲 は 、都心 周辺 部

の住工 、 住商 工 混 在地 区 を含 ん で い る。 こ の こ とは、 京都 や 神戸 の都 心 部 にお いて も あて は ま る と考

え て よ い。

大 阪 都 市 圏 で は昼 間人 口率 が100-110人 未満 の地 区 として港 区 、 大 正区 な どの 臨海 工 業地 帯 や 門真

市 、大 東 市、 東大 阪 市な どの東 部 内陸 工 業地 帯が 抽 出され 、大 阪 の地域 区分 の方 向を 示 唆 して い ると

考え られ る。 南大 阪 の堺 市や 泉大 津市 、岸 和 田市、 員 塚市 、 兵庫 県 の三 田市や 尼 崎市 、 奈 良県 の奈.良

市 を 中心 とす る地 域 も一 定 の昼 間人 口維持 機 能 を有 して い るこ とが 示 され て い る。 一 方 、近 郊 の住宅

都市 は大 部 分80-90人 台 で あ る。

(2)市 街 化 率(昭 和55年DID面 積 率)

本 研究 で は さ らに、市 街化 の段 階を 示 す指 標 と してDID面 積 率 を採 用 した。 こ のDID面 積比 率

90%以 上 の範 囲 と して、市 街化 の ほ ゴ完 了 した地 域 が抽 出さ れ る。 それ は大 阪市 以 外 の府 下 では豊

中市 、吹 田市、 守 口市、 門 真市 、 さ らに隣接 して兵 庫 県 の尼 崎 市、 伊丹 市 を含 み 、本 研 究 で はや や広

い概 念 と して イ ンナー エ リア あ る いは都 心 周辺 部 と位 置づ け う る範囲 と考え る。 神戸 市 で は昼 間人 口

率 に ょ る都 心 地 区 は含 まれ ず、 長 田 区 のみ が 該当 す るが、 イ ンナ ー エ リア と しては 両 者 を含 め た4区

とす るのが 妥 当 で あ ろ う。 京都 市 で は 東山 区 を除 く都 心4区 が 該 当 し、 この5区 が イ ンナ ーエ リア の

中心 部 と考 え て よ い。一 方 、 南大 阪 地域 で も藤 井 寺市 、泉 大 津 市 、忠 岡 町がDID面 積 率90%以 上 で

あ る。 さ らに、 寝屋 川 市 、東大 阪 市、 八 尾 市 、松 原 市、 堺市 、 高 石市 な どが70%J一,(上 で あり、市街 化

率 の比 較 的 高 い地 区を形 成 して い る。

以 上 の 検討 結 果 か ら、大 阪 の広 義 の イ ンナー エ リア の第一 段 階 と して大阪 市 域以 外 に 尼 崎 ・伊 丹 地

区、 豊 中 ・吹 田地 区、 寺 口 ・門真 地 区 を設 定 してお く もの とす る。但 し、 これ らの指 標 は いず れ も市

街化 の段 階 を示 す 指標 と考え るべ きで あ り、 市街 化 の 内容 、特 にそ の住 宅地 と して の水 準 を示 す もの

で は な い。 そ こで 第2段 階 と して、 住 宅地 と して の特 性 と水準 を示 す指 標 に よ って 、 同 質 地域 を 抽 出

し、 イ ンナ ーエ リア と して の性格 を有 す る地 区 を 設定 す る。 指 標は 昭 和55年 時 点 の ① 持 家率(お よ

び それ と対応 す る民 営借 家 率)②1人 当 り畳 数 ③1世 帯 当 り畳 数 で あ る。
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■ … 縮 響 ・・%一 ・・%未 満 皿 皿 … 一・・%縮

〔 コ7・%一9・%縮[コ9・%以 上

図 一7DID面 積 比 率(昭 和55年)

(3)持 家率(昭 和55年 国勢調 査)、 民営 借 家 率

大 阪 都市 圏で 持 家X50%未 満 の 区域 を抽 出す ると、 前記 の昼 間 人 口率 あ る いはDID面 積率 を 核 と

す る範囲 が著 しく明確 に 示 され る。 す な わち、 前 記 の両 指標 によ って 抽 出 され た市 区 町村 以外 で は、

大 阪府 下 の池 田市 、 茨木 市 、 寝 屋川市 、東大 阪 市 、 堺市 、兵 庫 県 の灘 区 、東 灘 区、西 宮 市、 京 都 市の

北 区、 左 京 区、伏 見 区 が こ の範 囲 に含 まれ る。 一方 、 大 阪 の都 心 の北 区、 東 区、 西 区、 京 都の都 心 の

上 京、 中 京、 南、 東 山 の4区 は持 家率50～60%の 範 囲 に入 って い る。 逆 に 、民 営借 家 率で は持 家率

50%未 満 に対 応 す る範 囲が 民 営借 家率30%以 上 の 範 囲 に入 って い る。 京 都市 や東大 阪地 域 で い くっ
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■60%肚 瞬 翻50%一6・%未 満ｮ40%一5・%未 満

〔 コ30%一40%縞[=コ30ｰ/a未 満

図 一8持 ち家 世帯 率(昭 和55年)

かの 例 外 は あ るが、 一致 率 は著 しく高 い と考 えて よ い。大 阪 府下 での 例 外地 区は 摂 津市 、大 東市 、 四

条畷 市 、八 尾 市 、柏 原 市、 松原 市 な どで あ り、 む しろ東 部地 域 で の イ ンナ ーエ リア 的性 格 の 地域 の 存

在を 示 して い る もの と考 え られ る。 ま た、大 阪市 、京 都 市 の都 心 地区 で 民営 借家 率 の比 較 的 低 い地 区

が存在することも上記の持家率や公的借家率ζ対応するものである。
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■ ■4・%肚 麗翻3・%一 ・・%未 満 皿m・ ・%一3・%未 満

〔 コ ・・%一2・%未 満[コ ・・%未 満

図 一9民 営借 家居 住 世帯率(昭 和55年)

(4)一 人 当 り畳 数(昭 和55年 国勢 調査)

この指 標 に よれば 、一 人 当 り畳数7畳 未満 の地 区 と して大 き く3っ の地 区 が抽 出され る。第1は 尼

崎市 か ら大 阪市 の 臨海 部 に沿 って住 之 江 区、 住 吉 区 に いた る低水 準 地 区で あ り、 第一 段 階の 作業 です

で にイ ンナー エ リア に含 ま れて い る。 ま た神戸 市 の 長 田区、 兵庫 区、葺 合 区 の地 区 も第一 段 階で イ ン

ナ ーエ リアと して抽 出 されて い る。 も う1っ の地 区 は大 阪市 の 東部 の東 淀 川 区か ら平 野 区に いた る地

区 と、 摂 津市 、 守 口市、 門真 市、 寝屋 川 市、 四条 畷市 、大 東 市、 東大 阪 市 に い た る広 範 な地 区で あ る。

この うち、 大 阪 市域 は第 一 段 階 の作 業で す で にイ ンナー エ リア と して設 定 して いた ので、 この指 標の

結 果 か らは大 阪府 下 の各 市 を広 義 の イ ン ナー エ リア とす るこ との妥 当性 の検討 が 必要 で あ る。 第一 段
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階 て は この うち、 守 口、 門 真市 まて を イ ノナー エ リア と し、 そ の他 の市 は 比較 的市 街化 率 の 高 い地 区

と して いた。 い す れ に して も、 居 住水 準 か らみ れは 、 これ らの地 区 が同 質 的地 域 に区分 され る可 能 性

は 強 い。一 方 、大 淀 区か ら南 にか けて の大 阪 の 都心 部 を含 む 地 区は 、一 人 当 り畳数7畳 以 上 の 地区 と

して 同質 的 地域 の 特性 を示 して い る。 また、 北大 阪 の 豊 中市 、 吹田 市、 茨木 市、 高 槻 市、 東大 阪 の枚

方 市、 交野 市 な とも同一水 準 の地 域 とな り、 南大 阪 の 松原 市 、堺 市 以南 の地 域 も同様 て あ る。 神戸 市

の 縁辺 区 部、 京 都 市、 京都 府南 部地域 、 奈良 県 中央 部 にお いて も同 様 の同 質 的地域 の存 在か 示 さ れて

い る。

■6畳 台L.(下

[コ9畳 台

【=コ7畳 台

□10畳 台以上

㎜ 皿8畳台

図 一10一 人 当 り畳 数(昭 和55年)
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㈲ 一 世帯 当 り畳数(昭 和55年)

同様 の傾 向 は、一 世帯 当 り畳 数 で も示 され、25畳 未 満 の範 囲 を と ると大 阪市 に隣 接す る大 部分 の 市

が含 まれ、 神戸 市 の都 心 区 と都 心隣 接 区、 京 都市 の 都 心区 と都 心隣 接 区が 抽 出 され る。 特 に尼 崎市 か

ら大 阪市 の 臨海 区 部が 明確 で あ り、 ま た市 域北 東 部 か ら守 口市 、門 真 市 の地 域が20畳 未 満 の 同質的地

域 と して示 され る。 ま た、 一人 当 り畳 数で は 同質 的 に あ らわれ てい た大 阪 府下 が 、北大 阪地 域 で は吹

田、 豊 中、池 田、 茨木 の各 市 、 東大 阪 で は寝屋 川 市、 大 東市 、 四条 畷 、東 大阪 、八 尾 の各 市、 南大 阪

で は松 原 、堺 、 高石 、泉 大 津、忠 岡 の各 市 町が25畳 未満 地 区 と して抽 出 さ れて くるので あ る。

■20畳 未満

[==コ30畳 一35畳 未満

譲iii20畳 一25畳 未 満

[コ35畳 以上

皿皿皿25畳 一30畳 未満

図 一11一 世帯 当 り畳 数(昭 和55年)
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(6)大 阪大 都 市 圏 の居 住地構 造に ょ る地 域 区分

この よ うな市 街化 率 、住 居 水準 によ る居 住地 特性 の構造 分析 を ま とめ た ものが 図 一12,13の 居 住

地 構造 概念 図で あ る。 図 一12に よ って大 阪、神戸 、京 都 の各都 市 の都心 部 と その周 辺 部 が段 階 別 に示

されて い る と考 え て よ い。 大阪 で は都 心 コア と して、 さ らに昼 間人 口率 の高 い東、 西、 南、 北 の4区

皿 昼 間人 口率(S.55年)110以 上

§細DID面 積率(S.55年)90%以 上

〔 コ 持 家 世帯 率(S.55年)50%未 満

図 一12京 阪 神都 市 圏 の居 住地 構 造 図(1)
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が抽 出 され るこ とに な る。 住居 水準 に よ る図 一13で は、大 阪府 下 に おけ る各地 域 の 特性 区分 が比 較 的

明確 にな り、 北大 阪で は池 田、 豊 中、 吹 田、 茨 木、 摂 津 の各市 、 東大 阪 で は寝 屋川 、 四条 畷、大 東、

東大 阪、八 尾 の各 市、 南大 阪 で は堺 、松原 、 高石 、 泉大 津、 忠 岡 の各 市 町が 同 質 的地 域 と して抽 出可

能 と考 え られ る。 以上 の検 討結 果 に よ り、大 阪大 都 市 圏 の居 住地 区分 と して 図 一14を 仮 に設定 し、 さ

らに次 節以 降 の居 住地 変動 分析 をすす め る。

%一 人 当 り畳 数(S.55年)6畳 台以下 圏 一 世帯 当 り畳 数(S,55年)20-25畳

懸 一 世 帯当 り畳 数(S.55年)20畳 未 満 」[コ 民 営借 家居 住 世帯 率(S.55年)40%1-a上

匿コ 同 上30-40%

図 一13京 阪神 都市 圏 の居 住地 構 造 図 ②
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図一14大 阪都市圏居住地区分図

3節 居 住空 間変 動 か らみ た地 域 特 牲

前節では昭和55年 時点の京阪神大都市圏の土地 ・住宅条件からみた居住地特性の分析をおこない、

地域区分の仮説を設定 した。そこで本節では、このような居住地特性の形成過程を、地域社会の空間

的変動過程と考え、その変動を示す代表的指標によって地域特性の分析をおこない、その特性による

地域区分の設定を試みる。これは、言いかえれば、前節での地域区分の再検討でもある。ここで採用

する指標は、① 人口増減率、② 人口1,000人 当り住宅着工戸数である。
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(1)人 □増 減率(昭 和45-50年 、 昭 和50-55年)

京 阪神大 都 市 圏で の人 口増 加が 最 も著 しく進 行 した昭和35-40年 にお いては大 阪 の都 心か ら10～

20Km圏 内 のエ リア で市 街 化 が著 しく進 展 した 。 そ の状 況 を人 口増 加率 で み る と最 高80%以 上 の 都市

も門 真市 、寝 屋川 市 な どであ り、 吹 田、 茨木 、 摂 津、大 東 、 四条畷 な どの各 市 で も60～80%の 増加

を 示 して いた。 また 、大 阪 市、 尼 崎市 、 守 口市、 東 大 阪市 で も人 口は 増 加 しっっ あ り、 特 に後3市 は

20%以 上 の人 口増加 を 示 して いた ので あ る。 と ころ が、 昭和40-45年 に な ると全 体 と して 人 口急増

地帯 の外延 化 が進 行 し、 都心 隣 接地 帯 で の人 口増 加 率 の低下 、 あ るいは人 口そ の もの の減 少 が 始 ま っ

■ ■ 一・・麻 満

〔 コ ・0.of一 ・9.9%

.'.S': 一 ・…%一 …%未 満 皿 皿 …%一9 ・9%

[コ20.0%以 上

図 一15人 口増 減率(昭 和45-50年)
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て い る。 例 え ば、大 阪市 は 市域 合 計人 口の減 少 を示 し、 都 心部 の 区で は20%L,(上 の人 口減 少 を示 して

いた。 ま た、 神戸 市 の葺合 、生 田、 長 田、 京 都市 の 南、 上京 、 中 京、 下京 な どの都心 区 部 で も人 口減

少が 始 ま って いる。一 方 、 都市 圏外 延 部 では 高槻 、 枚方 、 富 田林 な どの 人 口増加 か著 し く、 さ ら に外

延部 の 奈良 、大 和郡 山 、河 内 長野 な どの 各市 で も20%以 上 の人 口増 加を 示 して いた。 ま た、 昭和30

年代 に お いて もす で に人 口減少 の 始 ま って いた都 市 圏 最外 延 部の丹 南 町 、篠 山 町、 園部 町 、 和束 町、

笠置 町、 南 山 城 村、 奈 良県 の吉 野 町、 榛原 町 な どの8町 村 で は人 口減 少 か 継続 し、 過 疎化 か 進行 して

いた。 この よ うな状 況 の もとて 、人 日急 増地 域 で は既存 地 域 社会 との間 に都 市 基盤 整備 や財 政 問題 を

■ ■ 一・of未 満

唾 コ10.0%一199%

㎜ 皿 一1・.・%一 …%未 満 〔 コ ・.・%一99%

[=コ20.0%以 上

図 一16人 口増 減 率(昭 和50-55年)
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始 め とす る各種 の 地域 問 題が 発生 し、人 口減 少 地域 で は地 域 社会 の崩 壊 の 危機 が 生 じて い る場合 もあ

った。

そ の後 、 昭和45-50年 に か け ては人 口増 加率 は やや低下 した もの の 外延 部 で の人 口増 加 が継 続 し、

都 心 に近 接 した都 市 域 で の人 口増 加率 は 著 しい低下 を 示 して い る。 例 え ば、大 阪 市 に隣 接 す る尼 崎市

や守 口市 で は人 口減 少が 始 ま り、豊 中市 や東大 阪 市 で も増 加率 が10%未 満 にな って い る。 さ らに、 昭

和50-55年 に お いて は20%以 上 の 人 口増 加を 示 す市 区町村 は きわ め て少 な く、 大 阪府 下 で は箕 面市 、

豊 能 町、狭 山 町、 熊 取 町、千 早 赤 阪村 の み とな る。 また、 人 口減 少地 域 は大 阪、 京 都、 神戸 の各 市 の

中心 部 と守 □、 門真、 東大 阪、 四 条畷 の4市 、 高石 市、 田尻 町、尼 崎市 とな り、 東大 阪 地域 へ の拡大

が イ ンナーエ リア 的地域 の外延 化 と して 注 目され るので あ る。 また、 昭 和45-50年 の間で の10%

以 上 の人 口減 少 区域 と、昭 和50年 あ る いは55年 の昼 間 人 口率110人 以上 の 区域 とが、大 阪 都心 部 では

著 しい一 致を 示 して いる ことは、人 口減 少 と商 業 業 務地 化 の進 行 の強 い関連 を あ らわ して い る と考え

られ る。

(2)住 宅 着工 戸 数(昭 和41年 一58年)

こ の よ うな人 口分布 の 変 動過 程 を人 □1,000人 当 りの住宅 着工 戸 数 で 検討 してみ よ う。大 阪市 にっ

いて の区別 数値 は昭 和51年 以 降 のみ 算 出 して い るため、そ れ以前 での大 阪 市 域外 縁部 で の住 宅立 地 動

向 は残 され た 検討 課題 で あ る。

昭和40年 代 前半 で人 口当 りの着 工戸 数 の著 しく大 きい市 町村 はす でに大 阪 府 の外 縁部 に 位置 してい

る。 人 口1,000人 当 り25戸 以上 の衛星 都 市は 高 槻、枚方 、大 東 、富 田林 の各 市 で あ り、 次 いで20-

24.9戸 は宝 塚、 川 西 、箕 面 、茨 木、 寝 屋川 、堺 、 松原 、 羽 曳野 の各 市 で あ るが 、大 阪南 部を 除 い て

いず れ もアウ タ ー リング と も言 うべ き地 域 で あ る。 これ は、 前 記の 人 口増 加 率 の 高い衛 星都 市 と比 較

的 よ く一 致 し、 いず れ も当時 の地域 社会 変 動 の大 きさ を示 して い る と考 え られ る。

この 傾向 は、 そ れぞ れ の地 域 でや や外 延化 を示 す が、40年 代 後半 に お いて も継 続 して い る。 こ の時

期 には、 す で に各 市 町村 の人 口が 一定 規 模 に達 して い るた め1,000人 当 りの着 工 数 は低下 して い るが、

箕面 市、 茨 木市 、 高槻 市、 枚 方 市、 交野 市、 和 泉 市、 泉 南市 な どで20戸 以 上 の着 工 数を 示 して い る。

兵 庫県 で は三 木 市、 京 都府 で は宇治 市、 城 陽市 な どの外 縁部 で20戸J%(上 の着 工数 で あ る。

とこ ろが 、 この よ うな 外延 化 の傾 向 は、 昭 和50年 代 に入 ると著 しい転換 を 示 し、人 口当 り着工戸 数

の 高 い地 区 の二 極分 化 と もい うべ き特 徴を 示 して い る。 しか し、 北 区、 東 区、 西 区な どの大 阪都 心9

区 の着工戸 数 の多 い地 区 は比 較 的 明確 で あ るが 、 都市 圏 外延 部 の着 工戸 数 の多 い地 区は分 散 化 と もい

うべ き傾 向 を示 して い る。 こ の傾向 は 昭和55年 以 降 の3年 間で は、 む しろ大 阪都 心6区(北 、東 、西 、

南、 都 島、大 淀)へ の 集 中化 と して 明確 化 して い る。 この大 部分 が 民 間分 譲 あ るい は賃貸 のマ ン シ ョ

ンで あ ること は、4章 の 分譲 マ ン シ ョン着 工戸 数 で も示 され て い る。

以上 の 検 討結 果か ら、人 口増 減率、 人 口1,000人 当 り住 宅 着工戸 数 に よ る居 住地 変 動 の側面 か ら も

コア と して の都 心区 部、 イ ンナーエ リア と して の 周辺 部地 域 の区 分 と、 そ れ ぞれ の細 区分 が 裏づ け ら

れ た もの と考 え る。
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一方 、 共 同住 宅率 で は北 区 、大 淀 区、 西 区な どの都 心区 と淀川 区(旧 東 淀川 区)、 吹 田市 、茨 木 市

な どで比 率 が 高 く、3章 で述 べ る 中高層 集 合 住宅 立地 の傾 向 をあ る程 度 示 して い る。

■ ■25・ ・肚

匪 ヨ ・・.o一 ・4・9

ｮ20.0-24.915.0-19.9

[コ10・0未 満

図 一17人 口1,000人 当 り住宅 着 エ戸 数(昭 和41-45年)
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■25・ ・肚lm… 一24・ 匿 翻15.・ 一19.・

圃 ・o.・一14。9□ ・o.・未満

図 一18(昭 和46-50年)人 口1,000人 当 り 住 宅 着 工 戸 数
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■ ■25・ ・以 上m・ … 一24・ 醗 爵15.・ 一・9.9

團1・.・ 一14.・[コ ・・.・未満

図 一19(昭 和51-54年)人 口1,000人 当 り住 宅着 エ戸 数
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■ ■25・ ・以上 麗翻 ・… 一24・・%15.・ 一・9.・

圃io.・ 一14.・[コ1… 縞

図 一20(昭 和55-58年)人 口1,000人 当 り住宅 着 工戸 数
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■■■2…%肚

囮 5.0-10.0
9

睡 翻 ・5・・一20.・%

□5・ ・麻 満

% 10.0-15.0

図 一21(昭 和55年)共 同 住宅 率
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4節 大 阪 都 市 圏 の 居 住 地 構 造

2節 で は大 阪都 市 圏 にお け る市街 化 指標 と居住 水 準指 標 に よ り各 自治 体の 居 住地特 性 と同質 地 域 抽

出 の作業 を展 開 して きた 。 さ らに 前節 で は、最 近約20年 間 の住 宅着 工 数 の対人 口比率 か ら、 京、 阪 、

神 の各都 市で の都 心 部 に お け る住宅 着工 量 の 増 加を 明 らか に し、地 域 区分 を お こな う場合 の都 心 部 抽

出 の重要 性を 裏づ け た。

この よ うな作業 に よ って大 阪 を 中心 とす る同心 円 的地域 構造 の形成 が 明 らか に示 され、 さ らに中 高

層 集合 住 宅 の最近 の 立地 が 、 この地域 構 造 に よ って あ る程 度規 定 され て い るこ とが推 定 され るの で あ

る。 しか し、昭 和40年 代 後 半 以降 に阪 神 間地 域 や北大 阪 地 域で 立 地の 増大 した民間 分譲 マ ンシ ョンの

分布 は、 この よ うな 地域 構造 を変 革す る側面 を も有 して い る と考 え られ る。 そ の よ うな新 しい傾 向を 、

既 存 の統 計 指 標の 変 化 の 中に発 見 し、 等 質地 域 に分 割す るこ とを試 み た。

人 口増減 、 市街 化段 階(DID面 積率 、昼間 人 口率)、住 居水 準 、住 宅着 工 水 準 を考 慮 し、 大 阪 市 を中

心 と す る居 住地 区 分 をお こな うと、 以下 のよ うな地 域地 区 区分が 考 え られ る。

(1)都 心 地域(C)

京 阪神大 都市 地 域の 中心 であ ると同 時 に大 阪 市 の コア と して の都 心業 務 地 区

〔2)都 心周 辺 部 地 域(0)

京 阪 神大 都市 地 域 の中 心 と して の大 阪市 域 の うち、 上 記 の コア を除 く地 域。 都 心 業務 地区 に 直接

隣接 す る地 域 、

(3)イ ンナー リング(IH,IN,INE,IE,ISE,IS)

広義 の都 心 周辺 部地 域 で あ り、大 阪 都市 圏 の イ ンナ ー リング と近郊 地 域

(4)郊 外地 域(OH,OHN,OON,ONE,OE,OEE,OSE,OS)

.インナ ー リングに隣 接 し、 郊 外 中心 地区(ミ ニ ・シテ ィ)の 形成 されっ っ あ る都 市性 の比 較 的高

い地 域

(5)大 都 市 圏地域(MH,MN,ME)

郊 外地 域 に隣 接 し、 市街 化 の 進行 しっ つ あ る田 園 的地

この結 果19地 区 の地 域 区分 が 得 られ る。この地 域区分 の特 徴を まと め る と第1に 、 昼 間人 □比 率 、

住 宅 着工 数 に も とつ く都心 地 区 の抽 出を 示 して い るこ と、 第2に 、市 街 化 率、 住 居水準 の指標 に よ り

大 阪市 域 周辺 部へ のイ ンナ ーエ リア 的市 街地 の拡大 を地 域区 分 と して 明確化 した こ と、で あ る。 こ の

よ うな地域 区分が 、大 阪 都 市 圏 の居 住地 構造 を 適 確 に反 映 して い るとす れ ば、 各地 域で発 生 しっ っ あ

る居 住地 の変 容 と、 そ れ に伴 う地 域社 会 変動 に は そ れぞれ の特 徴が 存 在 す る もの と考 えて よ い。 そ こ

で、 各 地域 地 区 の特 徴を 主 要指 標 に ょ って検 討 し、 居 住地 変容 の 計画 化 の た めの要 点を 提示 す る。

(1)市 街 化率

住 宅 地 の市街 化 の成 熟 度 を判 定す る指標 と して人 口集 中地 区(DID)面 積 は、 明確 な基準 に もとつ

く経 年 変化分析 を も可能 とす る有 効 な指標 で あ る。昭和55年 時点 で は、C地 区、0地 区(い ずれ も大 阪 市)

以外 で はIH,IN地 区で も90%以 上 がDID地 区 で あ り、本 研 究で の 地域 区 分 の妥 当性 を 裏づ け る も
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の と言 え よ う。 またINE地 区 も83%がDID地 区 であ り、 市 街化 の成熟 度 が高 い。 これ らの地 区 の う

ち、IH,IN,INEの3地 区 は昭 和45年 か らの10年 間 で著 しく市街 化 率が上 昇 して い る。 イ ンナー

リングの そ の他 の地 区 で はIS、IE地 区 もDID面 積率 が 約60%以 上 で あ り、ISE地 区のみが 市街 化

率 が低 い。 郊 外地 域(ア ウ ター リング)で はOH,OE,ONEの 各 地 区が、そ れ ぞれ 神戸 や 京都 を 中心

とす る市街 化 の 影響 を うけ て 市街化 率 は 高 い。 しか し、ONE,OE地 区以 外 は 昭和45年 以 降 の10年

間 で のDID面 積 比 率 の上 昇は少 な い。

こ の よ うなDID面 積 率 の分 布 と、 そ の変 動 は大 阪市 を 中心 とす る外延 化 にっ れて 比 率 低下 を示す

と同時 に、北大 阪地域 で比 較 的高 い こと、また最近10年 間 で急上 昇を 示 したことをあらわ している。従 っ

て、 市 街化 の 成熟 度 が著 しく高 い大 阪 市 内や 阪神 間、 豊 中 ・吹 田地域 、 さ らにINEやIS地 域 で は、

今 後 の市 街 地形 成 は中高 層集 合住 宅 の 立地 とい う形で 進 行 して い くこ とが 考 え られ る。

(2)人 口条 件

(人 口増 減 状 況)

昭和40年 一45年 に おけ る人 口増 加 は ア ウ ターエ リアで あ るOHN(宝 塚 、 川西)、ONE(茨 木 、

高 槻)、OE(枚 方、 交野)で 多 く、 イ ンナ ー エ リア で あ るINE,ISEで も約50%以 上 の人 口増 加を

示 して い た。 しか し、OEE,OSE,OSを 除 いて 、インナ ーエ リア、ア ウタ ーエ リア の いず れの 地 区で

も人 ロ増 加率 は低 下 してお り、 昭和50年 以降 の5年 間で はIH(尼 崎 、伊 丹)、INE(摂 津、 守 口、

門 真 、 寝屋 川)で も人 口は 減少 して い る。 この間 で、 豊 中、 吹 田地 区 にお いて5.2%の 人 口増 加 を示

して い るのは 主 と して 申高 層集合 住 宅立 地 によ る もの と考 え られ る。

(人 口 密度)

この よ うな人 口増 減 の結果 、 昭和55年 の人 口密度 は、 都 心地 区 を除 く大 阪 市 内で 最 も高 く130人/

haで あ り、 次 いでIN(豊 中、 吹 田)地 区が100人/haで あ る。都 心地 区は82人/ha、IH(尼 崎、

伊 丹)地 区95人/ha、INE(摂 津 、守 口、 門真 、寝 屋川)地 区98人/haで あ るか ら、イ ンナー エ リ

アの住 工 商 混在 市 街地 の 限界 密度 にちか づ きっ つ あ る もの と考 え られ る。昭和40年 の都 心地 区 を除 く

大 阪 市の 人 口密 度 が約150人/haで あ り、 約20年 間 の住 居 水準 の 上昇 を 考え ると人 口密 度100人/ha

で 市 街地 の成 熟 度 が ピーク にな ると考 え る こ と もで き る。 例え ば、IHやINE地 区 で は昭 和50年 の約

100人/haを 最 高 と して 、減 少 し始 め て い る。 しか し、工 場転 出跡地 に おける中 高層集 合 住宅 立 地 な ど

の 土地 利 用 の再 編 成 に よ って 人 口密 度 は さ らに 高 ま るこ と も考 え られ る。 ア ウ ター エ リア で は丘 陵開

発 の 可能 性 と進 行段 階 によ って人 口密度 の差異 は大 き く、OH,OE,ONEな どの 地区 で30-50人/ha

と比 較 的 密度 が 高 い。

(3)職 業条 件

居 住 就業 者 の職 業 条 件 は、 世 帯収入 や 就業 形態 を も反 映 して 居 住地 の空 間 的、 社会 的構 造 を分析 す

る指標 と して の有 効性 を も つて い る。 就業 者 の構 成 を事 務 系職 業 就業 者 と工場 系 職業 就 業者 、 そ れ以

外 の3つ に 区分 し、昭 和45年 と55年 の構 成 比 の変化 を地 区別 に検討 す ると、 全 体 と して 工場 系就 業

者 比 率の 低下 が 注 目され る。 特 に、 イ ンナー シテ ィと して の都 心 地区 、 それ以 外 の大 阪 市 内、IH
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(尼 崎、 伊丹)地 区、IE(東 大 阪 、八 尾、四 条畷 、大 東、 柏原)地 区 な どで は実 数 にお いて も著 しい

減少 を 示 して い るこ と は、 既 成市 街 地 内か らの工 場 転 出の 影響 に よ る もの と考 え られ る。 一方 、 都心

を除 く大 阪 市 内地 区 のみ が事 務 系就 業者 の比 率を 低下 させて い るが、 都 心 地 区 とア ウ タ ーエ リア で

比率 上昇 の大 きい地 区 が あ る。 都 心 地 区で は絶 対 数 は 減少 して いるが、 そ の 数値 は比 較 的小 さ く、 昭

和40年 代後 半 以降 の 都心 部 中 高層 集合 住 宅立 地 の増 大 に よ る流 出の 一 時 的 くい止 め効果 が示 されて

い る と考え られ る。

(4)住 宅条 件

昭和45年 か ら55年 ま で の住宅 所 有 関係 別 の変 化 を全 体 と して み る と、 持 家 世帯比 率 は上 昇、 民 営

借 家 世帯 比率 は低下 、 公 的借 家比 率 はや や 低下 で あ る。持 家 世帯 比 率 は全 地 区 で上 昇 して い るが 、 特

に近 郊地 域 イ ンナ ー エ リアで の上 昇 が著 しく、 各 地 区 と も約10パ ーセ ン トの上 昇を 示 して い る。0地

区、IH,IN,INEな どの地 区 で は昭 和45年 当時30-35%の 持 家率 で あ っ たのが、 昭和55年 には

0地 区 の38.6%を 最低 と して40iyc上 にな って い る。 これ に対 応 して減 少 して い るのは民 営借 家 世

帯で あ り、各 地 区 とも比率 を低下 させ て い る。 そ の中で、 都 心地 区の み は ほ とん ど比 率 の低 下 は な く、

実数 で も約1200世 帯 の 増加 を 示 して い るこ とは、 都心 居住 の新 しい需要 傾 向 の 出現 と して 注 目され

る ものであ る。 公 的借 家 居住 世 帯 の実 数 は都心 を 除 く全 地 区で増 加 して い るが、 比率 と して はIN,

ISE,OHN,OON,ONE,OE,OEE,OSEな どの地 区で 低下 して お り、特 にア ウ ターエ リア に おけ

る持 家建 設 の増 加 に よ る相 対 的比 重 の低 下 が 著 しい。

こ のよ うな所 有 関係 別 の住 宅 の住 居 水準 で は、 持 家 と借 家 の著 しい格差 が 明 らか に な る。 民 営借 家

の住 居水 準 が最 も低 く、0地 区、IH,IN,INE,IEの 各 地 区 で は1世 帯平 均14畳 未 満で あ り、 この

10年 間 に2-3畳 しか水 準 が上 昇 して いな い。 特 にIE地 区で は約1畳 しか 拡大 して いな いこ とは、

そ の居住 世 帯数 の絶 対 数 の大 き さか ら考 えて も地 区 の低 居住 水準 と、 そ の改善 の停滞 を示 して い る も

の と考 え られ る。 一 方 、持 家 居 住 世帯 の1世 帯 当 り住 宅 規模 は最低 のQ地 区、INE地 区に お い て も

28畳 以上 あ り、 最近 の10年 間 で の水準 上 昇 の大 きい地 区が 多 い。 しか し、 イ ン ナーエ リアのC,0

(い ずれ も大 阪 市 内)地 区で は約3畳 程 度 の規 模 拡大 で しかな く、IH(尼 崎、 伊 丹)、INE(摂 津 、

守 口、 門 真、 寝屋 川)、IE(四 条 畷 、大 東 、 東大 阪 、八 尾、 柏原)と 同様 に昭和55年 時点 で も約30

畳 の 低水 準 に と どま って い る。 さ らに、昭 和45年 時点 で は本 分析 で イ ンナ ーエ リアと して い る地 域 全

体 が、 持 家住 宅 規模 約24-27畳 で あ っ たのが 、55年 まで の10年 間でIN(豊 中、 吹 田)、ISE(松

原、 藤 井寺 、 羽 曳野、 富 田林 、 美 原)、IS(堺 、 高石 、泉大 津、 忠 岡)の 規 模拡大 が著 しく、地 域 的

差異 は縮小 して いな い。 また、 持 家住 宅 規模 に お いて は イ ンナ ーエ リア とア ウ タ ーエ リアの 水準 の差

異が 非 常に 明確 であ り、 昭和55年 時 点 で は約32.5畳 に境 界 線が あ る と考 え られ る。

公 的借 家 につ いて は、 全体 と して規 模拡大 が な され て い るが、 規模 拡 大 の水 準 に地 域 的差 異が あ り、

む しろ地 域 的格 差 が 縮小 されつ つ あ る と考 え られ る。 しか し、C(大 阪 都 心)地 区や00N(池 田、箕

面 、 豊能)地 区 の み は規 模拡 大 か らと り残 され て い る。

以上 の よ うな住 宅条 件 の改 善 を 実現 す るため に は、 住宅 建設 活 動 の地 域 的 展開 が必 要で あ る。 そ こ
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で、 人 口1,000人 当 りの年間 住 宅着 工 数 を5期 間 に区分 して 検 討 した。そ の結 果、 昭和40年 代前 半 に

は近 郊地 域(イ ンナー リング)、 郊 外 地域(ア ウ ター リング)全 体 で、 一 部 の例 外 を除 いて 約15戸 以

上 の着工 数 が 存在 したのが、50年 代 後 半 に は10戸 未満 に減 少 して い る。 そ の間 の居 住 人 口増 加が 著

しいた め人 口 当 り着 工数 の時 系列 的変 動 のみ で は詳細 な 議 論 は 出来な いが、 大 阪市 内 の0地 区、 イ ン

ナ ー リングのINE,IH地 区 で は継 続 して人 口当 り着 工 数が 低 く、 居 住条 件改 善 が進 展 しな か った も

の と考え られ る。

5節 ま と め

本章 で は 、大 阪 都市 圏 にお け る居 住地 構造 の変 容が 、昭和40年 代 の 後半 よ り新 た な段 階 に入 った も

の と仮説 し、 市 街 地形 成、 人 □量 と構 成 、 住宅 水 準 と住 宅着 工数 な どに関 す る主 要指 標 に よ り、居 住

地構 造 の 形 成 と変容 を分析 した。

まず 、 声 街地 形成 およ び成 熟 の段 階 を示す 指 標 と して昼 間 人 口率 、DID面 積 比 率 を 採 用 し、 住 宅

地 形成 の 形 式 を示す 指 標 と して持 家 世帯 率、 民 営借 家世 帯率 、 住居 水準 を代表 す る指 標 と して1人 当

り畳数 、一 世帯 当 り畳 数 を抽 出 し、 そ れ ぞれ の地域 的分布 の特性 を分析 した。 これ らは、 いず れ も昭

和55年 時 点 の分 析 で あ り、この分 布 を重 ね合 わせ るこ とに よ り、大 阪都 市 圏 の居 住地構 造 を 析 出 し、

居 住地 と して の同質 地域 抽 出 に よ る地域 区分 をお こな った。 そ の結 果、 大 阪都 市 圏の 中心核 と しての

コア地 区(東 、 北、 西、 南 の4区)、 都 心 に隣 接す る都 心周 辺 区部 、 さらに広 義 の都 心 周辺 部 と して

の イ ンナ ー エ リア地 区の設 定が 得 らμ た。 これ らの地 区 は、 戦前 か らの市 街化地 区 を一 部含 む、 市 街

化 の成 熟度 の高 い地 区 で あ り、 再 開発 あ るい は居 住環境 整 備事 業 な どに よ る環境 改 善 の 必要 とされ る

地 区が 多 い。 しか し、一 方 で は比 較 的水 準 の 高 い高級 住 宅地 も形 成 され、 開発 後 の年 数経 過 にっ れ て

変容 が 始 ま りっ っ あ るため 、 新 たな保 全 や規 制 が必 要 とされ て い る地 区 もあ る。 この 比較 的 都市 性 の

高い近 郊地 域 の 外側 に郊 外 地域(ア ウター エ リア)が 設定 され、これ らの地 域 は昭 和40年 代 後半 以 降

の 住宅 地 開発 に よ って市 街 化が 著 しく進 展 した 地域 で あ る。 さらに 、そ の 外側 に市 街化 の影 響 を うけ

っっ あ る遠 郊 地 域 と しての メ トロポ リタ ンエ リア の設 定が 可 能で あ る。

この よ うな傾 向 は、昭 和40年 以 降 の人 口増 加 率 の地域 的分 布や 人 口 当 りの住 宅着 工 数 の分 布 に よ っ

て も裏 づ け られ る傾 向 で あ る。 さ らに、昭和50年 代 に入 って、人 口増加 も住 宅着 工戸 数 も再 び都 心地

区へ 集 中 しっ っ あ り、 都 心 業務 地 区 の機能 複 合 化 を示 す もの と して 注 目 され る。

この よ うな地 域区 分 に もとづ き、 各 地 区の 住 居水 準、 市 街 地の 成 熟度 、住 宅地 形 成様 式 、 住宅 着工

活動 量 を詳 細 に 検討 す ると、都 心区 部 を 除 く大 阪市 内 、尼 崎 、伊 丹 、摂 津、 守 □、 門真 、 寝屋 川 、 四

条畷 、大 東 、 東大 阪 、八 尾 、柏原 な どの インナーエ リアでの居 住地 改 善活 動 の活性 化 が必 要 で あ るこ と

が明 らか に な る。 そ の他 の イ ンナー エ リアで も一 部 に は改 善活 動 の必 要 な こ とは言 うまで もな く、全

体 と して は広 義 の都 心周 辺 部 にお け る居 住環境 の整 備 と住 宅供 給 との総 合 的展 開が 不可 欠 で あ ると考

え られ る。
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3 章

中高層集合住宅立地による居住地構造の変容

1節 研究 の目的 と方法

2節 大阪都市圏における民間分譲中高層集合住宅

の立地動向

3節 立地形態

3-1地 域 別立地形態

3-2大 阪市 における用途地域別立地 形態

4節 住居水準

4-1地 域別住居水準

4-2住 戸床面積規模 と居住室構成

5節 ま と め



1節 研 究 の 目 的 と 方 法

昭 和30年 代 の初 め に、大 都 市 に おけ る高収入 階 層 の特 殊 な住 宅需 要 に応 え る こ とを 目的 と して 出現

した 民間 企業 に ょ る分譲 方 式 の 中 高層集 合 住 宅 は、そ の 後の 著 しい地 価 上 昇 の もとで 、一般 住 宅需 要

層 の購入 能 力 に対応 す る ため に、地 価 の 高 い都 心 部や 高 級住 宅地 な どで の限 定 的立 地か ら郊外鉄 道沿

線 や一 般 市街地 へ と立地 範 囲 を拡大 して い った。 こ う した立 地範 囲 の 拡大 に と もな って 供 給量 も増大

し、 供給 と需 要 の拡 大 ・縮少 に よ って何 次か のマ ンシ ョンブ ーム と呼ば れ る現象 を もた ら しっ っ、 昭

和56年 末 には 全 国で約100万 戸i)(公 団 ・公 社 な どの 公 的分 譲を 含む)に 達 す ると いわ れ て い る。 こ

の よ うな地 域 的 ・量 的拡大 と購 入 階 層の拡大 に対 応 して、 分 譲共 同 住宅 形 式 の有 す る管 理 ・運 営、 都

市計 画、 地域 社 会 、住 生 活 な どの 多 くの 側面 か らの問:題が 指 摘 され、 検 討 されっ っ あ る。 一 方、 現実

の都市 にお け る高地 価の もと で、住 宅 需要 に 対応 しう るや む を得 な い形 式 と して 区分 所 有法 、建 築 基

準 法 な どの改 正 に よ る法 的 ・制 度 的対 応 と、 主要 な都市 住 宅形 式 と して の 位 置づ けが は か られっ っ あ

るもの と考 え られ る。

この よ うな背 景 の も とで、 民 間分 譲 マ ンシ ョン に関す る研究 は住宅 計 画 ・住 宅 問題 、都 市 計画 、 法

律 な どの分 野 を 中心 に 活発 に展 開 され て きて い る。 そ して、 住宅 計画 ・住 宅問 題、 都 市計 画 の分 野 で

の主 な研究 と しては 次 の ものが あ げ られ る。 主 と して大 阪 都市 圏 にお け る研 究 と して は京 都大 学 巽研

究 室 によ る一 連 の研 究、 梶 浦 恒 男氏 他 に よ る報 告 、 小林 清周 氏 に よ る研 究 が あ り、 前 者 は住 宅需 給構

造 を 中心 と し、後 二 者 は維 持 ・管理 問題 を 中 心 と して展 開 され つ っ あ る。 一 方、 東 京大 都 市 圏 にお け

る研究 と して は早 川 和男 氏 に よ る立 地 問題 を 主 とす る一 連 の研 究、 東 京 都立大 グル ープに よ る研 究報

告が あげ られ る。 ま た 、西 山 夘三 氏 に よ って先 駆 的 な ま とめ もな され て い る。

一 方、 前 記 の よ うに民 間 分 譲 マ ン シ ョンの立 地 範 囲が 拡大 した背 景 に は、 住 宅需 給構 造上 の要 因 と

は別 に、 都 市構 造 あ るい は都 市政 策 上の 要 因が 存 在 し、 そ の側面 との 関連 で の住宅 供給 あ るいは 立地

問題 の検討 が必 要 とされ て い る。 す な わち、昭 和40年 代 以降 に 展 開 され た と ころ の、大 阪 や 東京大 都

市圏 を 主 とす る既成 市街 地 にお け る過密 抑 制策 と して のエ場 や大 学 の 立地 規 制 、移 転推 進 に よ って 、

人 口 と就業 機会 の減少 が 激 化 し、 都市 衰 退 の 問題 と して 指摘 されっ っ あ る。 そ して 、 工場 転 出跡 地 の

利用 計 画が 住宅 供給 計画 と して公 的 に推 進 され る と同時 に、1970年 代 の後 半 か らは民 間 資本 に よ る

分 譲 集 合住 宅供 給 用地 と して の利 用 も増大 して きて い る。 ま た、 この よ うな公 的 ・私 的住 宅供 給 を、

居 住 地 と して の都 心周 辺 部再 生 の手 がか りと して 期待 す る意 見 もあ る。 しか し、 購入 者 の支 払 い可能

額 に対 応 して縮 小す る住 戸 規模 、 比較 的 移動 性 の 高 い購入 階 層、 同 一棟 で の住戸 以 外 の用 途 との 混在 、

利用 可能 限 度 ぎ りぎ り まで の 高 密度利 用 な どの多 くの問 題が 指摘 され て お り、 住 宅 ス トック と して の

長期 的 な有 効性 に対 す る疑 問 は少 な くな い。 前 述 の よ うに、大 阪 都 市 圏 にお いそ も民間 分譲 マ ンシ ョ

ンの 研究 は 多 いが、 都 心 周辺 部 の人 口減 少、 就 業 機会 喪 失な どの地 域 計画 的 検 討を含 めた研 究 は 多 く

な い といえ よ う。

本 章 で は、 こ のよ うな都市 衰 退、 都 市 内 の土地 利 用 変 動、 都 心周 辺部 で の 住宅 立地 な どを 中心 と し

て、大 都市 圏全 体 の住 宅立 地 の 問題 を、 民 間 分譲 マ ンシ ョンに焦 点 を あて て検 討す る もの で あ る。 す
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なわ ち、 これ まで の大 阪都 市 圏 で の民 間分 譲 マ ン シ ョンの立 地 が、 地 域 的 ・量 的 に どの よ うに変 化 し、

最 近 の立地 形 態 の特 徴 と して どの よ うな傾 向 が指 摘 可能 か にっ いて特 に大 阪 市 内 を中 心 に検 討 し、 ま

た地域 別 の 住居 水準 にっ いて も明 らか にす る。

民間 分 譲 マ ン シ ョ ンの立 地指 標 を広 域 にわ た って 正確 に把 握 す るに は、 い くっ か の 側面 か らの 資料

を総 合 的 に整 理 検 討す る必要 が あ る。 第 一 の方 法 は 、計 画 ・供 給 者段 階 で の計画 ・設 計 資料 、お よ び

そ の建 築行 政 審 査段 階 で の資 料 の収 集 で あ り、第2の 方 法 は立 地 ・販売 段階 以 降 にお け る主 と して広

義 の住 宅市 場 で の 資 料の収 集 で あ る。 前 者 は 、現実 的 な方 法 と して は建 築確 認 申請段 階 で の記録 の閲

覧 収集 に限定 さ れ るが 、 調 査範 囲が 広域 に な る場合 は研 究 作 業上 の困 難が大 き い。 そ こで 本 研究 で は、

以 下 の方 法 で 資料収 集 と調査 を 実施 した。

(1)民 間 分譲 マ ン シ ョン供 給 業者 の 組 織で あ る 日本 高 層住 宅 協会 大 阪事 務所 発 行 の 「近 畿 圏民 間分

譲 マ ンシ ョン統 計資 料 」の収集 によ る。

② 朝 日新 聞大 阪 版掲 載 の マ ン シ ョ ン販 売広 告 に よ り、立 地場 所 、 立地 地 域地 区 、敷 地 面 積 、建 築`

面 積 、 建築 延 床 面積 、構 造 、階 数、 用途 別戸 数、 事 業主名 の資 料 を収 集(昭 和53年2月 ～55年1月

の2年 間)し た。

(3)同 上 期 間 内にお け る朝 日新 聞 広 告掲 載 マ ンシ ョンにっ いて 、 販売 広告 用 パ ンフ レッ トを収 集 し、

住戸 床 面積 、居 住 室数 、居 住 室 構成 、販 売価 格 を整 理集 計 した。

以.上の方 法 に よ って収 集 され た資 料 は 、大 阪都 市 圏全 体 の分 譲 マ ン シ ョンの立地 動 向を判 断す る資

料 と して は一 定 の限界 を 有 して い る。 そ れ は 、新 聞広 告 そ の もの の地域 的範 囲が 掲載 料 金 に 対応 して

限 定 され て い るこ と、お よび紙 面広 告 に よ らな い地 域 的折 込 み広 告 の み に よ る販 売 の存 在 、 さ らに現

地 販 売や 特 定組 織 関 係者 の み に対 す る分 譲 の存 在 な どが 考 え られ るこ とに よ る。 新 聞紙 面 広 告 調査 に

よ る把 握 件 数 と戸 数 の特 徴 を検 討 す る資料 と して 、 日本 高 層住 宅 協会 資料 と建 設省 に ょ る調 査 報告

(昭 和56年3月)が あ る。 そ れ ら との比 較 に よ って 、本 調 査把 握 件数 の性格 と限界 を 考 察す る と、 第

1に 、比 較 的 小 規模 の地域 的範 囲 を 供給 対 象 とす る小規 模 マ ンシ ョンの把 握 が 少 な い こ とが指 摘 され

る。 この ことは 、 日本 高層 住 宅協 会 の 資料 に もあて は ま る こ とで あ る。 第2に 、 調 査が北 大 阪(吹 田

市)に お け る朝 日新 聞大 阪 版 によ って 行 われ て い るこ とに よ り、神戸 市 以 西 、京 都 、滋 賀 、奈 良 、和

歌 山 な どの各 府 県 で大 阪 都市 圏 と考 え るべ き地 域で の 立地 マ ン シ ョンにっ いて の把 握比 率 は低 い。 こ

れ らの限 界 は 、各 自治体 に お け る住宅 立 地 や宅 地 開発 に対 す る規 制や 行政 指導 、あ るい は地 区 計画 制

度 な どの地 区段 階 で の居 住地 整 備 計画 ・研 究 との 関連 で 残 され た 課題 で あ る。 従 って 、本 調 査 に よ る

資料 の特 徴 は 、 開発 敷地 面 積 を は じめ とす る立地 指標 と、住 戸 規 模な どの 住宅指 標 が 一 貫 して把 握 さ

2)

れて い るこ と にあ る。 ま た 、上 に述 べ た よ うな 限界 内 で、大 阪大 都市 圏 内にお け る立 地 の地 域 的 特性

の把 握 を可 能 にす る ものと いえ る。
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2節 大 阪 都 市 圏 に お け る 民 間 分 譲 中 高 層 集 合 住 宅 の 立 地 動 向

日本 高 層住 宅 協会 大 阪 事 務所 発 行 の資 料 に よれ ば、 昭和55年12月 末 ま で の関 西地 区 にお け る民 間

分譲 マ ン シ ョンの立 地棟 数 は2,855,約20万 戸(リ ゾ ー トマ ンシ ョ ンを 除 く)で あ る。 図 一22に よ

れ ば 、昭和40年 代 前半 まで は主 と して 阪神 間 に 立地 し、47年 以 降 の 急増 期 に は大 阪 市内 と北大 阪地

域で 著 しい立 地 を示 す と同時 に 、立 地範 囲 の拡 大 が 行わ れ た こ とが 明 らかで ある。 オ イル ・シ ョック

以後 の経済 不 況 の影 響 を うけ て 、49-50年 には一 時 急激 す るが 、51年 以 降 の供 給量 の 増 加 と と もに

再 び大 阪市 内 と北大 阪地 域 で の立 地が 増 加 し、 そ れ 以後 、現 在 まで 大 きな変 動が な く続 いて い る。

昭和53;54年 の2年 間 で の朝 日新聞大 阪 版 広 告 の調査 に より把 握 され た 立地 件 数 は478件 で あ り、

そ の うち の431件 の分 布 を 示 した ものが 図 一23で あ る(但 し、神戸 市以 西 、京 都 ・滋賀 、奈 良 ・和 歌
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図 一22地 域 別 民 間分 譲 マ ン シ ョン立 地 戸数

(日本 高 層 住宅 協会 大 阪事 務所 資料 よ り)
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表 一11調 査 主体別把 握 戸 数

地 域調査名 大阪市内 北 大 阪 東 ・南大阪 阪 神 間 神 戸 市
以 西

奈 良
和 歌 山 京 滋 合 計

高住協(S.53-54) 14,816 8,450 8,165 6,979 5,057 1,987 5,546 51,000

朝 日広告総把握戸数 18,983 11,369 8,798 6,397 3,562 2,812 3,905 55,821

本報告住戸集計戸数 issza 8,995 7,749 4,949 2,297 2,352 3,332 45,602

山 は一 部分 の みで あ る)。 この 図に よ る と、 立 地 傾 向 と して 注 目す べ き事 項 は、 第1に 大 阪 市 内で の

立 地 が著 しく、 しか も西 区、 東 区 、北 区 な どの 都心 区 部で の立 勉 が 非常 に 増大 して い るこ とで あ る
。

これ は40年 代後 半 の東 淀 川 区 、城 東区 、住 吉 区(い ず れ も旧行 政 区)、 旭 区な どを主 とす る縁 辺 区

部 で の立地 傾 向 と は著 し く相 異す る もので あ る。第2に 、 立 地 が都 心 か らのよ り遠 隔地 に拡大 しっ っ

あ る こ とで あ り、北 大 阪 地 域 では 箕面 市 、茨木 市 域 、 阪神 間 で は宝 塚市 域 、 東大 阪地 域 で は枚方 市 域 、

そ して奈 良 市西 部 での 集 中 立地 も、大 阪都 市 圏で の立地 の 遠 隔化 と考 え て よ い
。 全 体 と して は、 都 心、

部 か ら地下 鉄 御堂 筋 線 に 沿 って 北大 阪 地域 で の立 地 傾 向が 継続 しつっ あ る一 方 で 、既成 市 街地 縁 辺 部

へ の立 地 の拡 散化 が 進行 しっ っ あ る ことが 明 らか で あ る
。 立 地件 数 の都 心(大 阪市 役所 を 中心 とす る)

か らの直線 距 離圏 別件 数 は5Km未 満126件(26.4%)、5-IOKm88件(18 .4%)、10-15Km66件

(13.8%)、15-20Km88件(18.4%)、20Km以 上87件(18.2%)、 不 明23件(4 .7%)で あ る。

3節 立 地 形 態

こ こで は、 前記 の大 阪都 市 圏 にお け る立 地 の把 握 された 民間 分譲 マ ン シ ョン478件 にっ いて
、 そ の

立地 形 態を 検 討 し、 さ ら に大 阪市 内 の立 地 マ ンシ ョ ンに関す る用途 地 域別 の考 察で は 昭和55年 に お

表一12地 域別用途地域別立地件数

用途地域

地 域
商 業 住 居 準工業 工 業 1種 住 2種 住 近 隣

商 業 その他 不 明 合 計

大 阪 市 内 94
(szo)

is
(io.s)

19
(us)

7
(4.2)

6
(3.6)

1
(o.s)

15ホ

(s.i)

5
(3.1)

iss
(ioo.o)

北 大 阪 5
(ss)

is
(15.7)

5
(s.s)

3
(3.4)

45
tso.s)

5
cs.s)

♂ 廓

(9.0)

4
(4.5)

89
cioo.o)

東 大 阪 6
(is.o)

5
(12.5)

4
(io.o)

3
zs)

ii
(2zs)

3
(zs)

3
Czs)

5
U2s)

40
(100.0)

南 大 阪 i
(zi)

9
C28.7)

2
(14.3)

5
(35.7)

1
(7.1)

i
(7.1)

is
(ioo.o)

阪 神 間 3

(3の

io
O12.3)

z
zs)

4
C4.9)

13
(is.o)

35

×43.4)

工

1.2)

3
(3.7)

is
(12.3)

81
Cioo.o)

神 戸 市 以 西 2
(4.8)

9
(21.4)

i
(2.4)

4
(ss)

is
(38.1)

3
(7.i)

7
(16.7)

42
cioo.o)

奈 良 7
(sos)

5
(21.7)

1
(4.3)

1
(4.3)

6
(zs.i)

2
(8.7)

i
(4.3)

23
cioo.o)

京 滋
i

(4.2)
9

(37.5)
z

8.3)
5

(zo.s)
i(

4.2)
z

C8.3)
1

(4.2)
3

(izs)
24

(ioo.o)

合 計 its
(24.9)

74
(15.5)

36
(75)

is
(4.0)

22
(4.6)

126
(26.4)

is
(3.1)

32
(6.7)

35
(7.3)

478
(ioo.o)

((*)商 業 ・住居地 域7件(..)住 居 ・2種 住 専地域7件)
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け る立 地 件 数を 含 め た240件 の 資料 を 使 用す る。

3-1地 域別 立 地形 態(表 一12,13,14,15,16)

立 地 形 態 を最 も強 く規 定す る と考 え られ る用途 地 域 別立 地 件数 で は、2種 住居 専 用 地域 が126件

(26.4%)、 商 業地 域 が119件(24.9%)で あ り、 大 阪市 内立 地165件 の うち94件(57.of)が 商 業地

域 で あ る。 こ れ は、 先 に述べ たよ うに、大 阪 市 内で の立 地 が 昭 和52年 以 降 は高 密度 立 地 が可 能 な都

心 区 の商 業 地 域 にお け るものを 主 とす る よ うにな って きて い るこ とに よ る もので あ る。一 方 、 北大 阪 、

阪 神 間 に立 地す るマ ンシ ョンの多 くは2種 住 居専 用地 域 にお け る もの であ る。 また、 大 阪市 内、 東大

阪 、 京都 、 滋 賀 の各 地域 に お け る準工 業 、工 業 地域 で の立 地 も15%以 上 を 占め て い るこ とに よ り、

表一13地 域別敷地面積規模別立地件数

敷地面積

地域

500

未 満

500-
1000㎡

1000-
2000Rt

zooo-
3000n1

sooo-

aoooat

4000-

5000aI

5000-

iaoao㎡

ioooo-
20000cd

zoooo㎡

以 上
不 明 合 計

大 阪 市 内
zs

(工5.8)

35
(zi.z)

47
(28.5)

23
(13.9)

io
(s.i)

3
(1.8)

13
zs)

z
C1.2)

2
Ciz>

4
(2.4)

165
Ciao.o)

北 大 阪
z

2.2)
15

(is.s)
is

(21.3)
9

Cio.i)
8

(9.0)
7

(zs)
14

(15.7)
9

(10.1)
2

(z.z)
9

(4.6)
89

(ioo.o)

東 大 阪
1

(z.s)
5

(iz.s)
9

(22.5)
6

(is.o)

1

(zs)

i2
(30.0)

4
(io.o)

z
s.o;

40

(ioo.o)

南 大 阪
i

(zi)
z

(14.3)
3

(21.4)
1

(7.i.)
1

(7.1)
1

(7.1)
5

(35.9)

14
(ioo.o)

阪 神 間
8

(s.s)
is

O23.5)
12

(14.8)
iz

(14.8)
6

(7.4)
17

c2i.o)
2

z.s)
2

(zs)

3
(3.6)

81
cioo.o)

神戸市以 西
1

2.4)
9

(9.5)
9

(21.4)
8

(is.o)
6

(14.3)

z
(4.8)

s
(14.3)

4
(9.5)

z
(4.8)

42
cioo.o)

奈 良
i

(4.3)

1
(4.3)

z
(8.7)

z
(8.7)

9
(17.4)

3
(13.0)

5
(22.0)

3
(13.0)

i
(4.3)

1
(4.3i

23
(ioo.o>

京 滋
i

4.2)
i

(4.2)
4

Q6.7i
4

(16.7)
i

(4.2)
s

(25.0)
4

(16.7)
2

(s.i;

i
(4.2)

24
(100.0)

合 計 32
(6.7)

66(
13.8)

ioz
(21.3)

70
(14.6)

51
(10.7)

29
(s.o)

74

(15.5)

33
(6.9)

9
(is)

17
(3.6)

478
(ioo.o)

表一14地 域別戸数規模別立地件数

戸数規模

地域

30戸

未 満

30-
49戸

50一
一

99戸

ioo一 }
149戸

iso一
}

199P

200一 一
249P

250一 一
299P

300一 }
399戸

一
400P

以 上
不 明 合 計

大 阪 市 内
17

(10.3)
zo

O12.1)
75

(45.5)
22

(13.3)

11
(s.7)

12
(7.3)

1
0.s)

2
12)

4
(2.4)

i
(o.s)

165
(ioo.o)

北 大 阪
14

(15.7)

16
(is.o)

22
(24.7)

13
(14.6)

2
(z.z)

8
(s.o)

4
(4.5)

4
(4.5)

2
C2.3)

4

(a.s)

89
(ioo.o)

東 大 阪
3

(zs)
is

(40.0)
5

(i2.s)
4

(io.o)
3

(7.5)
2

(s.o)
2

C5.0)
3

(7.5)
2

(s.o)
40

(ioo.o;

南 大 阪
z

(14.3)
z

(14.3)
3

(21.4)
i

(7.1)

1
(7.1)

1
(7.1)

1
(7.1)j(

1
7.1)

2
(14.3)

14
cioo.o)

阪 神 間
20

(24.7)

is
(18.Si

zo
(24.9!

13
(is.o)

7
(ss)

1
(1.'1)

ヒ

il

I(i.z)
し

1
1.2)

3
(3.9)

81
(ioo.o)

神戸市以西
14

(34.0)
z

(4.9)
iz

(zs.o)

4
(9.8)

6
(14.6)

a
(4.9i

i
i,

C2.4)

1
(2.4)

41
(100.01

奈 良
3

(13.0)
8

(34.8)
5

(zis)
9

(17.4)
i

(4.3)
1

i(4.3)

1

(4.3i

23
cioo.o)

京 滋
i

(4.2)
2

(s.i)
7

C29.3i
9

(is.a)
z

C8.1)
4

(is.s) i,312.5、

i
(4.2)

24
cioo.o)

合 計
6S

(14.2)
63

(13.2)
163
(34.1)

67
(14.0)

37
(7.7)

32
(6.7)

9
ci.s)

19
z.s)

13
(2.7)

iz

z.s)

478
(ioo.o)

一76一



民 間分 譲 マ ン シ ョ ンの立 地 範 囲の 拡大 と立地 条件 の多 様化が す す みっ っ あ るこ とがわ か る。 さ らに 、

阪神 間 で は1種 住居 専 用 地域 で の立 地 も進 行 しっ っ あ る。

大 阪市 内で の 立地 は 都 心部 商業 地 域 の立地 が 多 いこ とに ょ り、小規 模 敷 地 面積 の ものが 多 く、約65

%が2,000㎡ 未 満 で あ る。把 握 され た大 阪都 市 圏 全体 の民 間分 譲 マ ンシ ョンと して は敷地 面 積1
,000

-2
,000㎡ が 最 も多 く、102件(21.3%)で あ り、1,000㎡ 未 満 は98件(20.5%)、 そ の うち61件 が大

阪 市 内で の 立地 で あ る。 東 大 阪 、南大 阪 、 奈良 、 京 滋 の各地 域 に っ いて は、5 ,000㎡ 以 上 の比 較 的敷

地面 積 規模 の大 き い立地 が 多 く把 握 され て い る。

戸 数 規模 で は50-99戸 が最 も多 く163件(34.1%)、 そ の うち大 阪市 内112件 、 北大 阪52件 、 阪

表一15地 域別容積率別立地件数.欝
ioo%

未 満

100-

zoo未 満

200一

㎜ 未 満

3DO-

aao未 満

400-

sa)未 満

500-
soo未 満

600-

700未 満

700-
sa)未 満

800%
以 上

不 明 合 計

大 阪 市 内 ii
(6.7)

26
(iss)

33
(20.Oi

21
(12.7)

28

α7.0)

27

×16.4)

6
(3.6i

9
(S.5)

4
(2.3)

iss
(ioo.o)

北 大 阪 1
Ci.i>

45
(so.s)

26
029.3)

9
Cio.i)

z
(2.2)

3
C3.4)

2
(2.2)

i
(i.i)

89
(ioo.o)

東 大 阪 zo
Cso.o)

s
cis.o)

8
(20.0)

4
Cio.o)

z
(s.o)

40
(ioo.o)

南 大 阪 i
(7.1)

8
(57.3)

3
(21.4)

i
(7.1)

i
Czi)

14
(ioo.o)

阪 神 間 9
(ii.i)

as
(59.4)

13
(16.0)

1
i.z)

1
(1.2)

z
(z.s)

7

(s.s)
81

Cioo.o)

神戸市以西 i
(2.4)

22
(52.4)

9
(21.4)

3
(7.1)

z
(4.$i

z
4.Si

3
(7.1)

42
(ioo.o)

奈 良 z
(8.7)

ii
(as.o)

3
(13.0)

5
(21,7)

i
(4.3)

i
(4.3)

23
(ioo.o)

京 滋 15
Csz.s)

6
czs.o)

1
(a.z)

z
8.3)

24
(ioo.o)

合 計 19
(z.s)

180
037.7)

92
cis.2)

60
(iz.s;

30
(6.3;

35
(7.3)

31
(ss)

6
(1.3)

9
ci.s)

21
(4.3)

478
<iao.o)

表 一16地 域別 建 ペ イ率 別立 地 件数

建ペイ率

地域

30%

未 満

30-

40未 満

40-

50未 満

50-

60未 満
60-
70未 満

70-

80未 満
80-
90未 満

go%

以 上
不 明 合 計

大 阪 市 内 8
4.8)

27

×16.4)

25
(is.z)

27
(ts.a)

33
(zo.o)

25
(is.z)

15

(9ユ)

1
(o.s)

4
(2.3i

165
(ioo.o)

北 大 阪 25
(28.2)

22
(24.7/

is
Ciss)

17
(19.11

3
C3.4)

2
(2.2)

z
(2.2)

i
(1.li

2
z.z)

89
(ioo.o)

東 大 阪 11
(27.5>

12
(30.0;

11
(27.5)

1
C2.Si

3
(7.5)

2
s.o)

40
(100.0)

南 大 阪 4
028.7;

3
(21.4)

3
(21.4)

z
(14.3)

i
(7.1)

1
(7.1)

14
(iao.o)

阪 神 間 8
(9.9)

30
(37.1)

21
(zs.9)

ii

(13.61

4
(4.9)

1
(L2)

6
(7.4)

81
cioo.o)

神P市 以西
7

(16.7)
17

(40.4)
6

(14.3)
7

(16.7)
z

(4.8)
3

(7.1)
42

cioo.o)

奈 良 3
(13.0)

8
034.9)

3
(13.0)

6
(26.11

1
(4.3i

2
(8.7)

23
ciao.o)

京 滋
3

(12.5)
io

X41.7)
5

(zo.s)
4

(16の
z

(8.3)
24

(ioo.o)

合 計 69

×14.4)

izs
(27.0)

89
Q8.6)

74
(iss)

41
c$s)

32
(6.7)

20
(4.2)

z
(0.4i

22
C4.6)

478
(ioo.o)
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神 間55件 、神戸 市 以西28件 で あ り、北大 阪、阪神 間 で も比 較 的小 規 模開 発 の 占め る比率 が 高 い。 こ

れ は、 特 に大 阪 市 内で 顕著 に示 され るよ うに 、小 規模 敷地 面 積 に対 応す る もので あ る。南 大 阪 、京 滋

地 域な どの郊 外 部 で把 握 され た件 数 の なか で は、200戸 以上 の戸 数 規 模 の ものの 占 め る比率 が 高 くな

って い る。 これ は、郊 外 部で の分 譲 マ ンシ ョン立 地が 戸建 分 譲 住宅 との競合 にお い て比 較 的低 価格 で

一定 の住居 水 準 の上 昇 が実 現 可能 な ものを 供給 し、低 収入 階 層 へ の需要 層 の拡 大 を企 て る方 向で 展開

され て い る こと によ る もの と考 え られ る。 そ の住居 水 準 は 、後 述す るよ うに住 戸床 面 積 規 模60-70

㎡ 未満 の3LDKで あ る。

地域 別 容 積率 で は、大 阪 市 内 お よび北大 阪地 域 で の高容 積 立 地が 明 らか で あ る。 特 に大 阪市 内で は

200%未 満が わず かll件(6.7%)で あ り、200-300%が26件 、300-400%が33件 、400%以

上 が91件(55.2%)を 占めて い る。 これ は 、前 記 の よ う に都 心 部西 区、北 区 、東 区 の商 業 地域 に立地

す る もの が 多 くを 占めて い る こと によ るもの で あ り、 都 心部 の 高 密度 化 を一 層著 しくす る もの と して

注 目され な けれ ば な らな い。 この調 査 に よ る立 地 件数 は淀川 区23件(13.9%)、 北 区14件(8.5%)、

東 区21件(12.7)、 南 区5件(3.0%)、 西 区29件(17.6%)で あ り、合 計92件 で 大 阪 市 内立 地 件

数 の55.8を 占 めて い る。 それ ぞれ の区 に立 地 したマ ンシ ョンの平均 容 積率 は、439、432,581、

544,549%で あ り、高 容積 、 高密 度立 地 によ って大 阪 市 内立 地 マ ンシ ョン全 体 の特性 を大 き く規定

して い る こ とは明 らかで あ る。北 大 阪 地域 で は100-200%未 満 が45件(50.6%)を 占 め るが 、200

-300%未 満 、300-400%未 満 もそ れぞ れ29.3%、10.1%を 占め 、主 と して江 坂、緑 地 公 園 な どの

地 下鉄 御 堂 筋 線沿 線 で の高 密度 市街 地 化 の進 行 を示す もの と考 え られ る。 東大 阪 、神戸 市 以 西 、奈 良

な どの地 域 で も高容積 立 地 の兆 しがみ られ るが 、全 体 と して は地 域 制 に もとつ く容 積 制 限 に強 く規 定

され て い る こと は明 らかで あ る。特 に、阪 神 間 で は200%未 満 のマ ンシ ョン立 地件 数 が57件(70.5%)

を 占め て い るこ とは、地 域制 ・容 積制 限 規制 によ る もので あ る。

建 ペ イ率 で は北 大 阪 、東大 阪 、 南大 阪 な どの地域 で30%未 満 の 件 数 比率 が 比 較 的高 く、一 方 、大

阪 市 内 で は建 ペ イ率 にっ いて も高 い マ ン シ ョ ンの立 地 比率 が 高 く、 建 ペ イ率 、容積 率 と もに可 能 な 限

り高 め て高 密 度化 が 進 め られ て い るこ とが わか る。 前 記 の5区 、淀 川 区、 北 区、東 区、 南 区、 西 区 の

建 ペ イ率 はそ れ ぞ れ52,45,66,72、65%で あ る(立 地 マ ンシ ョ ン全体 の¥/均)。 阪 神 間 で比 較 的

建 ペ イ率 の高 いマ ンシ ョンが 多 いの は 、 日照、 景 観 な どの保 全 へ の配 慮 に よ る用途 地 域 制 に もとつ く

低 層市 街 化政 策 の結 果 に よ る もの と考 え られ る。 以上 の結 果 に よ り、 各 地域 に おけ る民 間 分 譲 マ ンシ

ョン立 地 に よ る市 街化 の特 徴 が一 定 の 限界 内 で 明 らか に されて い る といえ よ っ。

3-2大 阪 市 に お け る用 途 地域 別 立 地形 態3)(表 一17,18,19,20)

大 阪 都市 圏全 体 と して の地 域 別立 地 形態 は 、上 に述べ たよ うに、各 地域 の特性 を 明 らか に示 して い

る と考 えて よいが 、一 方 、 そ の立地 形 態 と地 域地 区 制 の関 係 を 明 らか にす る必 要が あ る。 そ こで、 大

阪 市 内 にお け る最 近3年 間(昭 和53-55年)に お け る立 地把 握 民 間分 譲 マ ンシ ョン240件 にっ いて

用途地 域 別 の 考 察を お こな う。
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表 一17大 阪市 内区別 用 途地 域 別立 地 件数(S.53.2-56.1)

区 名
住
居
系

商
業
系

工
業
系

不

明
区 名

住
居
系

商
業
系

工
業
系

㌧

不

明
区 名

住
居
系

商
業
系

工
業
系

不

明

東淀川 z i 2 i 東 1 26 z 浪 速 5 z

淀 川 5 zo 6 2 南 8 4 天王寺 1 5 i

西淀川 i 5 i 西 37 z 生 野 1 3

旭 i 2 城 東 4 1 阿倍野 5 i

都 島 z 3 z 鶴 見 i 住 吉 z i

大 淀 3 4 2 東 成 z 2 住之江 6 4

福 島 i 4 1 港 2 i 東住吉 3 i i

此 花 大 正 i i 平 野 2 i 1

北 zi z 西 成 1 i 3 合 計 ac 14fi 嘱 19

表一18用 途地域別敷地面積規模別立地件数

謙 SOOnt

未 満

500-
1000㎡

iaoo-
2000㎡

zooo-

3000㎡

sooo-

4000㎡

aooo-

5000ni

5000

ioooo㎡

10000-

20000

20000x1

以 上
不 明

住 居 系 1C2.8) S(22.2) 7(19.4) 9(25.0) 3C8.3) 3(8.3) 2(5.6J 3C8.3)

商 業 系 43(29.5) 45(30.5) 42(28.8) 6(4.1) 5(3.4) 2(1.4) 2(1.4) i(0.7)

S業 系 2C4.5) 4(9.1) SC18.2) 12(27.3) 3(6.8) 3(6.S) u(zs.o) 1(2.3)

不 明 3(21.4) 4(28.6) 4(28.6) 3(21.4)

合 計 49(20.4) 61(25.4) 61(25.4) 27(11.3) 11C4.6) 5(2.1) 16(6.7) 3(1.3) 4(1.7) 3(1.3)

表一19用 途地域別容積率別立地件数

蚕譲
200%

未 満

200-

300未 満

300-

400未 満

400-

SW未 満

soo-

600未 満

soo-

700未 満

700-

800未 満
SOOAS
以 上

不 明

脚

合 計

住 居 系 6(16.7) 15(41.7) 10(27.8) 4(11.1) i(zs)
脚

36(100.0)

商 業 系 4(2.7) 23(15.8) 23(15.8) 37(25.3) 35(24.0) 11(7.5) 13(8.9) 146(100.0)

工 業 系 10(22.7) ユ9(43.2) 10(22.7) 2(4.5) 1(2.3) 2(4.5) cacioo.o)

不 明
咀

1(7.1) 1(7.1) 3(21.4) 4(28.6) 1(7.1) 1(7,1) 3(21.4) 14(100.0)

合 計 17(7.1) 3SC15.8) 44(18.3) 29(12.1) 41(17.1) 39(16.3) 14(5.8) 14(5.8) 4(1.7) 240(100.0)

表一20用 途地域別建ペイ率別立地件数

建ペイ率

用途地域

30%

未 満

30-

40未 満

40-

50未 満

50-

60未 満

60-

70未 満

70-

80未 満

80%

以 上
不 明 合 計

住 居 系 3(8.3) 9(25.0) 10(27.8) 7(19.4) 4(11.1) 2(5.6) i(z.s) 36QOO.0)

商 業 系 5(3.4) 17(us) 31(21.2) 39(26.7) 28(19.2) 26(ins) 1460100.0)

工 業 系 10(22.7) 19(43.2) 4(9.1) 8(18.2) 2(4.5) 1(2.3) 44(100.0)

不 明 2(14.3) 1(7.1) 1(7,1) 3(21.4) 4(28.6) 3(21.4) 14(100.0)
.

合 計 13(5.4) 33(13.8) 33(13.8) 47(19.6) 46(19.2) 33(13.8) 31(12.9) 4(1.7) 240(100.0)
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前 記 の よ うに、大 阪市 内 に おけ る民 間 分 譲 マ ンシ ョンの立 地 は、 昭和52年 以 降 に は北 区、 東 区 な

どの都 心 部で の立 地 が増 加 し、そ れ まで 立地 件数 の 多 か った西 区 を含 めて、 都心 部 立地 件 数比 率 の上

昇が 特徴 的傾 向 で あ る。 また 、 これを 用 途地 域別 にみ ると、都 心 部 で あ る北 、南 、 東 、西 の4区 と淀

川 区で の商 業 系 地域 立 地 、淀川 区 、西 淀川 区、城 東 区 、住 之 江区 な どの縁辺 部 で の工業 系 地 域立 地 と

して 指摘 さ れ う るので あ る。

240件 の うち、36件(15.0%)が 住 居 系 、146件(60.8)が 商業 系 、44件(18.3%)が 工業 系 の

用途 地 域 に立 地 して い る。 この立 地形 態 を敷 地面 積 規 模別 に み る と、商 業 系で は130件(89.0ｰ/a)が

2,000㎡ 未満 で あ り、 また500㎡ 未満 の 小 規模 敷地 で の立 地 も43件(29.5%)と 非 常 に多 い。 一 方 、

住居 系 地 域で は500㎡ 以上3,000㎡ 未 満 の 敷地 に立 地 す る もの が24件(66.7%)と 多 く、 ま た、

5,000㎡ 以 上 の大 規 模敷 地 で の立 地 も合 計8件(22.2%)を 占 めて い る。 工業 系地 域 で は1,000㎡ 以

図 一24大 阪 市 内 用 途 地 域 別(S.48,8)と 民 間 分 譲 マ ン シ ョ ン立 地

(S.53.2-S.56.1)
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上3,000㎡ 未 満24件(54.5%)と 、5,000-10,000㎡ の比較 的規 模 の大 き い敷地 で の立 地 が 多 いの

で あ る。 以 上 の 用途 地域 別 の 敷地面 積規 模 は、 マ ン シ ョ ン立地 以 前 の土地 利 用 と、 そ の土 地 利 用を 規

定 して い る と考 え られ る都 心 部か らの距 離 を反 映 して い るもので あ ろ う。 こ のこ とは 、図 一24に 示 さ

れ た昭 和53～55年 の3年 間 の立 地把 握 マ ン シ ョ ン240件 の うちの 、204件 の分 布 にお いて 、 商業 地

域 で の立 地 の大 部分 が 都心 商業 地域 で あ るこ とに よ って も裏づ け られ る。

一 方
、用 途 地 域別 容 積率 で は商業 系 地域 で500-gooiが 最 も多 く、800%以 上 も13件(8.9%)

を 占め て い る。 住居 系地 域 で は200-400%が25件(69.4%)、 工 業系 地 域で は300%未 満 が29件

(65.9)で あ り、 工 業 系 地 域 で容 積 率 の比 較 的低 いマ ンシ ョン立地 が 最 も多 いこ とが わ か る。 用 途

地 域 別建 ペイ 率で も同様 の結 果が 示 され、 商 業系 地域 で建 ペ イ率 の 高 いマ ンシ ョン立 地が 著 しく多 く、

工 業 系地 域 で は建 ペ イ率 の低 いマ ンシ ョン立 地が 比 較 的 多 い結 果 に な って い る。 この こ とは、昭和48

年 の 新用 途 地域 制 の 実施 と同時 に採 用 され た容 積制 の 効果 によ る もの と考 え られ るが 、都 心 部商 業 地

域 に お け る小 規模 敷地 で の 高 密度 立 地 が 明 らか で あ る。 図 一25,26は 敷地 面 積 規模 と戸 数 規 模 、空 地

率 との 関係 を用 途 地域 別 に それ ぞ れ示 した もので あ り、各 用途 地 域 別 の両者 の 関係 が 明 らか にな って

い る。 同時 に 、住 居 系地 域 、工業 系地 域 で の相対 的な 低密 度立 地 が 示 され て い る。

4節 住 居 水 準

前 記販 売 広 告 に よ り把 握 で きた民 間 分 譲 マ ン シ ョンは、 総戸 数55,821戸 で あ り 、パ ンフ レッ トの

収 集 で きな い もの、 住戸 床面 積 、 住戸 室構 成 、 分譲 価格 の不 明 の もの を除 き、 最 終 的 に集 計 され た戸

数 は45,058戸 で あ る。 な お、 本章 で は 室構 成 の 集計 に 際 して 、販 売 用パ ン フ レッ トに表示 され て い

る もの をそ の ま ま採 用 して いる。 ま た、バル コニーなどの屋外 スペ ー スは住戸 床面 積 に は含 め て い ない。

表一21地 域別住戸床面積規模別立地戸数

淑 30㎡

未 満

30-

40未 満

40-
50未 満

50-
60未 満

60-
70未 満

70-

80未 満

80-

go未 満

90-

100未 満

100-

iis未 満

110-

iza未'満

120-

130未 満

130㎡

以 上
An訓 『

大 阪 市 内 501
(3.3)

448
(z.s)

965
6.3)

z,zso
(14.8)

6,255
(40.8)

3,906
(25.5)

659
(4.3)

229
L5)

34
(0.2)

30
(o.z)

18
(o.i)

17
(o.i)

15,321
(1W.0)

北 大 阪
77

(o.s)
217

(2.4)
3,071
(34.4)

3,810
(42.7)

1,206
(13.5)

410
(4.6)

79
(o.s)

28
(0.3)

13
(o.i)

5
(o.i)

8,916
(ioo.o)

東 大 阪
1

(o.o)
z

(o.o)
49

(0.7)
407

(s.9)
3,148
(53.1)

L871
(31.6)

375
(6.3)

75
1.3)

5,923
(100.0)

南 大 阪
48

(zs)
8

(0.4)
1,018
(55.8)

sis
(33.7)

94
(5.1)

zi
(i.z)

3
(o.z)

8
(0.4)

io
(o.s)

1,826
(ioo.0)

阪 神 間
1

(o.o)
1

(o.o)
374

(7.4)
2,067
(40.8)

1,536
(30.3)

491

(9.7)

336
(s.s)

105
(2.1)

36
(0.7)

36
(0.7)

78
(LS)

5,061
(ioo.o)

神戸市以西
26

(L2)
iss

(7.2)
859

(39.4)
851

(39.1)
119

(5.2)
as

(4.1)
47

(2.2)
24

1.1)
1

(o.o)
11

0.s)
2,178

(ioo.o)

奈 良
30

(i.i)
163
s.o)

唱1
,400

(si.s)

714
(zss)

306
(11.4)

69
(2.4)

18
(0.7)

1
0.o)

2,696
(ioo.o)

京 滋
39

(1.2)
i

(0.0)
113
3.6)

1,675
(53.4)

821
(26.2)

369
(11.8)

24
(o.s)

82
(2.6)

2
(o.i)

6
(0.2)

5
0.2)

3,137
(iao.o)

合 計 502
(i.i)

490
(L1)

1,192
(z.s)

3,698
(8.2)

19,493
(43.3)

14,125
(31.3)

3,613
(8.0)

1,248
(zs)

368
(0.8)

izi
(0.3)

82
(0.2)

izs
(0.3)

45,058
(iao.o)
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表一22地 域別住戸室構成別立地戸数

、誕 ワ ンル ーム 1DK 1LDK 2DK 2LDK 2LDK十d 3DK 3DK十 α 3LDK 3LDK十a

大 阪 市 内 409(2.7) 295(1.9) 297(is) 769(5.0) 379(2.5) 673(4.4) 1,493(9.7) 267(1.7) 6,995(45.7) 353(2.3)

北 大 阪 34(0.4) 69(O.S) 313(3.5) 484(5.4) 55(0.6) 4,226(47.4) 589(6.6)

東 大 阪 3(0.1) sa(o.s) 71(1.2) 162(2.7) 439(7.4) &5(1.4) 3,843(69.9) 54(0.9)

南 大 阪 zs(i.s) 'LOS(11.4) 1,317(72.1)

阪 神 間 1(0.0) 13(0.3) 75(1.5) izs(z.s) 58(1.1) i(o.o) 3,298(65.2) '196(4.9)

神戸市以西 1S(0.8) 8(0.4) 15(0.7) si(z.s) 114(5.2) 48(2.2) 8'15(37.9) 36(1.7)

奈 良 is(o.s) 63(2.3) 13(0.5) 294(10.9) 12(0.4) 1β08(67.1) 32(1.2)

京 滋 1(0.0) 118(3.8) ss(z.i) 3&5(12.3) 1,932(61.6) 9(0.3)

合 計 409(0.9) 299(0.7) 316(0.7) 878(1.9) 818(1.8) 1,413(3ユ) 3,475(7.7) 468(1.0) 24,244(53.8)iais(z.s)

3LLDK 4DK 4DK十a 4LDK 4LDK十d 9LLDK 5DK SLDK そ の 他 合 計

ias(i.o) i,20s(7,9) 399(2.6) 954(6.2) 41(0.3) 134(0.9) 66(0.4) 54(0.4) 390(2.5) 15,321(100.0)

52(0.6) 1,162(13.0) 1,346(15.1) 55(0.6) 274(3.1) 148(L7) 109(1.2) 8,916(100.0)

284(4.8) i(o.o) 666Q1.2) 190(3.2) 631.1) 24(0.4) 5,923(100.0)

45(2.5) 1550S.5) is(o.s) 57(3.1) 1,826QOO.0)

256(5.1) 3(0.1) 723(14.3) 97(1.9) 13(0.3) 32(0.6) 69(1.4) 50(1.0) 5,061(100.0)

596(27.4) 357(16.4) 20(0.9) 28(1.3) 31(1.4) 21(1.0) 2,178(100.0)

219(8.1) 239(8.9) 2,696QOO.0)

105(3.3) 413(13.2) 49(1.6) 6(0.2) 54(i.7) 3,137(100.0)

zooro.a) 3,872(8.6) 403(0.9) 4,853(10.8) 403(0.9) 147(0.3) 949(1.0) 3S7(0.9) 705(1.6) 45,055(100.0)

4-1地 域 別 住居 水 準(表 一21,22)

大 阪都 市圏に お いて 前記 の2年 間 に販 売 されて い た分 譲 マ ンシ ョンの住戸 床面 積 は、60㎡ 以 上80

㎡ 未満 が74.6%を 占め 、80㎡ 以 上 の住戸 は合 計12.4と 非 常に少 な い。地 域 別 で は大 阪 市 内、 東大

阪 、南大 阪 、 奈良 、京 滋で70㎡ 未 満 の比 較 的規 模 の 小 さい住戸 の比 率 が 高 く、北大 阪 、阪神 間、神戸

市 以西 の地 域 で70㎡ 以 上 の住 戸比 率 が 高 い。室 構 成 で は3LDK:が53.8%を 占め、 民 間 分譲 マ ン シ

ョンの 中心 的 な供 給形 式 に な って い る こ とが わ か る。 次 いで4LDK、4DK,3DKが 多 いが 、 いず

れ も約8-11%で あ る。 地 域別 で は神戸 市以 西 、北 大阪 地 域 で3LDKが 相 対 的 に少 な く、4DK、4

LDKが 比較 的多 いの は 、住 戸 床面 積 規模 との対 応 を 示 して い る もので あ る。大 阪 市 内で は3DK以

下 の小規 模 住戸 が 多 く、 都心 周 辺部 立 地住戸 の性 格が 示 されて いる。 な お 、こ の よ うな 住居 水 準 に対

応 して 、東大 阪 、南大 阪 、 奈 良、 京 滋地 域 で は比 較 的低 価格 の 分譲 住戸 の 占め る比 率が 高 く、 特 に東

大 阪、 南大 阪 地域 で の 価格 水 準が 低 い傾 向 にあ るの は、 後 に述 べ る高 密度 開発 と も関連 して い る もの

で あ る。

4-2住 戸 床 面 積規 模 と居 住 室構 成(表 一23)

販 売 用パ ンフ レ ッ トに 表 示 され た居 住室構 成 は表 一22お よ び 「そ の他 」4)の よ うに 多様 牲 に富む も

の で あ るが、 住戸 床 面 積 と の関連 で は 、3LDKで 床面 積60-70㎡ が 最 も多 く14
,082戸(31.3ｰ/a)
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で あ り、 次 い で3LDK:で70-80㎡ が7,675戸(17.0%)を 占あて い る。3DKで は60-70㎡ 、4

DKと4LDKで は70-80㎡ が それ ぞれ 最 も多 くを 占め て い るが、 前 記 のよ うに 住戸 床面 積 規模 が

60-80㎡ の 間 に著 しく集 中 して い る こ とか ら考 え る と、 居住 室 構成 の 表示 か ら予想 され るほ どに は

住戸 の 空間 的 余 裕(広 さ)の 差異 は大 き くな く、DKやLDKの 部 分 に狭 さ の矛 盾 が現 わ れ て い る も

の が多 い。

表一23住 戸床面積一室構成相関表

訳 ワン1
ルーム iDK 1LDK 2DK 2LDK

2LDK
十α

3DK
3DK
十α

3LDK
3LDK

十α £LD・・蝋i4旱稜瞬 蝿 臨 ・眺瞬 その他

30ni
未 満

339
(82.9)

149
(99.8)

1 I
is

cz.o)

30-

90未 満

58
(14.2)

135
(45.2)

138
(43.7)

66
(7.5)

93
(13.2;

40-

50未 満

9
(2.2)

15
(s.o)

166
82.5)

732
(83.4)

ss
(s.i)

110
(3.2)

9
(o.s)

i

go
(12.8)

50-

60未 満

z
(o.s)

u
(3.5)

79
s.o)

405
(49.5)

㎜

(14.8)

i,izo
(32.2)

332
(70.9)

i.sss
C5.8)

2
0.z)

7ユ

(1.8)

I

l(調
1

60-

70未 満

ユ

(0.1)

ユ

(0.1;

3D6
(37,4)

i.ooa
Cn.i)

z,zzs
(sa.o)

89
(19.0)

ユ4,082

(SS.L'

163
Q2.4i

79ユ,043

(39.5)1(26.9)

75

×18.6)

254

(s.z)

旨

172
(24.3)

70-

80未 満
i
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5節 ま と め

以上 の よ うな各 地域 に立地 す る民 間分 譲 マ ンシ ョンの特徴 を 主 要指 標 にっ いて ま とめ た ものが 表 一

24で あ る。阪 神 間 、神 戸 市以 西 で は1件 当 りの平 均戸 数 、平 均 敷地 面 積 が小 さ く、容 積 率 も比 較 的低

く、1戸 当 り平 均 住戸 床面 積 規 模の大 き い、 比較 的 水準 の 高 い民 間分 譲 マ ン シ ョンに よ る市 街 化 が進

行 しっっ あ る。 一 方、 大 阪市 内 では1件 当 り平 均敷地 面 積が 小 さ く、高容 積率 、 高 建 ペ イ率 で住戸 床

面 積規 模の小 さ いマ ンシ ョン によ り高 密度 市街 地 が形 成 されつ つ あ る。 従 って、 前者 で は 比較 的 高価

格 の分 譲 住戸 、 後者 では低 価格 の分 譲住 戸 が、 そ れ ぞれ の居 住 水準 と しての 住居 周辺 環 境条 件 を 含め

て 供給 されつ っ あ るこ とが わ か る。大 阪 市 内 で の1戸 当 りの平 均敷 地面 積 は20.5㎡ で あり、阪神 間で

は41.8㎡ で あ る。 東大 阪 、南大 阪 、神戸 市 以 西 の各地 域 で は 、大 阪 市 内 に次 いで 高 密度 な市 街 地 形成

が 進行 しっっ あ る。 北大 阪 地域 では 、比 較 的 住戸 床面 積 規模 の大 き い分譲 マ ンシ ョンが 立 地 しっ っ あ

り、1戸 当 り平 均敷 地 面積 で も北大 阪42.6㎡ 、東大 阪30.1㎡ 、南大 阪33.5㎡ で あ るこ とか ら、住居

水準 と して は阪 神間 にちか い もので あ るこ とが わか る。
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表 一24地 域 別 民聞 分 譲 マ ンシ ョン立 地 指標 値

訳 総 件 数 総戸 数 i件当り
平均戸数

1件 当り
平 均
敷地面積

平 均
容積 率

平 均
建ペイ率

i戸 当り
平 均
敷地面積

1戸 当 り
平 均
住戸床面積

大 阪市 内 iss 工8,983
izs.i
(163)

2,360.fi
(isi)

377.7
(isi)

44.3
(isi)

zosユ
64.0

(isszs)

北 大 阪 89 11,369 124.9
Cgi>

5,318.2
(90)

196.7
(so)

32.0

(so)
42.59 72.8

ssss)

東 大 阪 40 6,434
176.6
(39.

5,307.9
(38)

229.7
(38)

33.5
(3S)

「
30.06

67.8
5,923)

南 大 阪 19 2,364
168.9
(14)

5,656.0
(13)

201.9
13;

33.9
13) 33.50

69.3
(iszs)

阪 神 間 81 6,397
82.0

(78)
3,425.4
(74)

173.3
(74)

36.9
(74)

41.80
74.2

4,949)

神戸市以西 42 3,562
86.9

(41i
3,479.3
(3S)

198.7
(38)

34.5
C38)

40.05 His
(2,297)

奈 良 23 zsi2
117.2
(24)

5,512.7
(zz)

162.8
zz)

34.9
(22)

47.05
Los

(2,352)

京 滋 29 3,905
162.7
(24)

7,764.8
(22)

189.3
(22)

31.5
22) 47.72

69.2
(3,332)

全 域 478 55,821
118.3
0474)

3,956.2
(458)

232.4
(45S)

35.8
(458)

33.46
68.7

(45,602)

(各指標値欄の()内 数値は、算出対象母数であり、平均戸数、敷地面積欄で、総件数値を超える場合

があるのは、数期にわたるものを別個に集計していることによる)

大阪 市 内 にお け る民 間分 譲 マ ンシ ョ ンによ る市街 化 の 特徴 と して は、 北 区 、東 区、 西 区、 南 区な ど

の都 心部 お よび 淀川 区(特 に 新大 阪駅 周 辺)で の 商業 地域 におけ る小 規 模 敷地 、 高密 度立 地 と、 淀川

区、 西淀川 区、城 東 区、 住 之 江 区な どの縁辺 部 の 工業 系地 域 、住居 系地 域 で の相対 的低密 度 立地 の 傾

向を あ げ るこ とが で き る。 ま た、大 阪 都 市圏 全 体 の最近3年 間 の特徴 と して は、都 心 部で の集 中立地

と郊外 の市 街 地縁 辺 部へ の 立 地範 囲 の拡大 、 立 地条 件 の 多様化 が 指 摘 され る。 この立 地範 囲 の拡大 は、

大 阪市 内 にお い て は高地 価 の もとで の高 密度 都 心 立地 に よ って、都 心 近 接 居住 の要 求 を住 宅需 要 と し

て 顕在 化 させ 、東大 阪 、南大 阪 、 奈良 、京 滋 な どの郊 外部 で は相対 的低 価格 住戸 の供 給 によ って 比較

的若年 層、 低収 入 層 に おけ る需 要 の顕 在化 を 意 図 して 展開 され っ っ あ る もの と考え られ る。 従 って、

立地 上 の 諸条 件 を前 提条 件 と すれ ば・ 顕 在化 しう る需 要 層 の支 出 可能 金 額 に よ って ・ 住戸床 面積 規模

は規 定 され 、都 心 周辺 部 に お いて も郊 外 部 にお い て も60-70㎡ が 主 で あ り、入 居 者 の大 部 分 を 占め

る核 家 族世 帯 に対 して も、 子供 の成 長 に と もな う広 さや 個室 確 立 の要 求 を実 現 しう る可 能性 を十 分 有

して い るもの は多匿くな い。

一 方 、立地 範 囲 の拡大 と立 地 条件 の 多様 化 に ょ って、 工業 地 域や 商業 地域 で の立 地件 数 の増大 な ど、

市町 村 長期 計画 や 用途 地域 制 に も とつ く市 街地 形 成 の方 針 と矛 盾す る場 合 も多 く、 ま た 日照 ・プ ライ

バ シ ー確 保 や緑 地保 全 な どの周 辺居 住 者 との 相隣 関 係、 居 住環 境上 の紛 争 の発生 も多 い。 現 代都 市 の

変動 を市 街 地形成 の物 的側 面 か らみ ると以 上 の よ うに、 住居 水 準 の一 定 の上 昇 と、 周辺 環境 お よ び地

域 社会 の変動 の 加速 化 と いう二面 性 を有 して い る こ とが わか る。 この物 的変 動 の計 画化 、あ るい は社

会 的経 済 的構 造 の再 編 成 を も含 め た組織 化 を検 討 す るこ とが本 論文 全 体 の最 終 的 目標で あ る。
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注 ・文献

1)朝 日新 聞1981年5月4日 朝 刊 「仮 住 ま いマ ンシ ョン 」記事

2)本 章 で の地 域 区分 は 以下 の通 りで あ る。

大 阪 市 内;大 阪市 北 大 阪:豊 中市,吹 田市,池 田市,箕 面市,茨 木 市,高 槻市,島 本 町,東 能

勢 町,能 勢 町 東大阪:東 大 阪 市,守 口市,門 真 市,寝 屋川 市,枚 方 市,交 野 市,四 条 畷 市,大

東 市,八 尾 市,柏 原 市 南 大 阪;堺 市,松 原市,藤 井寺 市,羽 曳野 市,富 田林 市,河 内長 野 市,

太 子 町,河 南町,千 早 赤阪 村,高:石 市,和 泉市,泉 大 津 市,忠 岡 町,岸 和 田市,貝 塚市,泉 佐野

市,熊 取 町,泉 南 市,田 尻 町,阪 南 町,岬 町 阪神 間:尼 崎市,伊 丹市,西 宮市,宝 塚 市,川 西

市,芦 屋 市 神 戸 市以 西;神 戸 市,阪 神間 以外 の兵 庫 県 下 奈 良 ・和 歌 山:奈 良,和 歌 山 県下

京 滋:京 都府 下,滋 賀 県下

3)本 章 の この 部分 で の 用途地 域 別 の集 計 は以 下 の区 分 に よ る。

住 居系;住 居地 域,1種 ・2種 住居 専 用地 域

商業 系;商 業地 域,近 隣 商 業地 域

工 業系:準 工業 地域,工 業 地域,工 業 専 用地域

4)1K,1LK,1DK十a,1LDK十a,1LDK十2a,lLLDK,2ル ーム,2DK十a,2DK十

タンス置 場,2LK,2LK+a,2LDK+a+広 縁,2LDK+2a,2L・LDK+a,2LLDK+

a,3K,3LK,3LDK+広 縁,3LDK+2a,3LLDK+a,4K,4LDK+2a,4LDK+

テ ラス,4LLDK十a,5DK十a,5LDK十a,6DK:,6LDK,6LDK十a,6.LLDK,

7LDK,「 そ の他 」。 但 し,「a」 は 「納戸 」「予備 室 」「フ リール ー ム 」 「フ リース ペー ス 」

な どの 室名 で販 売 され て い る もの。 な お,本 章 で は 昭和53,54年 に大 阪 市 内 で立 地 の把 握 され

た ワ ンル ー ムの 居 室の み の ビジネス タイプ の マ ン シ ョ ン8件 は,集 計 ・図示 か ら除 外 され て いる。
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4章

工場転出跡地における中高層集合住宅立地による

大阪都心周辺部居住地の変容

1節

2節

3節

4節

研究の目的と方法

大阪市における工場転出動向と中高層集合住宅

立地

事例区部工場跡地の土地利用変化と住宅立地

ま と め



1節 研 究 の 目 的 と 方 法

本章 は3章 に お け る大 阪大 都 市 圏で の民間 分 譲 マ ン シ ョンの立 地 動 向の 検討 に っつ く もの で ある。

第3章 で は立地 形 態 と住居 水 準 の地 域別 比較 検 討、 お よび大 阪 市 内 に お け る用途 地域 別 の立 地形 態 の

検 討 を行 って い る。 そ の結 果 、立 地形 態 や住 居 水準 の地域 差 を規 定 す る要 因 と して用 途 地域 制 な どの

制度 的要 因、 お よ び都市 の土地 利 用構 造 に刻 まれ て い る市 街 地形成 の過 程 の検 討 が必 要 であ るこ とを

指 摘 した。 さ らに、 これ らの 要因 の反 映 と して 、郊 外 住宅 地 と都 心 部商 業 々務 市 街地 で の立地 形 態 の

差異 、 都 心部商 業 地域 で の高容 積立 地 と工 業 地 域で の相 対 的低 容 積 立地 にっ いて言 及 した。 これ らの

結 果 に よれ ば 、民 間分 譲 マ ンシ ョンの立 地を 主 とす る都心 周辺 部 で の集 合 住宅 市街 地 形成 を 計画 的 に

規制 ・誘導 し、居 住水 準 の高 い住 宅供給 と市 街地 形 成 を実 現す るに は、 集合 住 宅 立地 以前 の土 地 利 用

を 、都 市全 体 の土 地利 用 構 造 の変 動 と い う視 点 か ら検 討す る必 要が あ る と も言 え よ う。 また 、都 市住

宅 と しての 民間 分 譲 マ ン シ ョンの量 的 ・空 聞 的位 置 づ け を、住 宅供 給 と市街 地形 成 の2っ の側 面 か ら

検 討す るため の基礎 的作 業 と して 、戸 建分 譲 住 宅や 公 的分 譲集 合住 宅 、民 間賃 貸集 合住 宅 を含 め た立

地動 向 の把 握 も必 要で あ る。 言 いかえ る と、 都心 周 辺部 の 住宅 を含 めた市 街 地 と して の共通 のイ メー

ジの 確 認 と、そ の イ メー ジを実 現 させ るため の仕 掛 け の設 定が 必要 なの で あ る。

一 方 、昭 和40年 代 以 降 の都 市 の土 地 利 用規 制 ・誘 導政 策 の主 な対 象 と され た の は大 都 市 圏 内既成 市

街 地 に おけ る工 場で あ り、 現在 の土 地利 用 変動 の主 要部 分 を構 成す る もの で あ る。 そ こで本 章 で は、

現 在 の都 心周 辺 部 にお け る住 宅 立地 の 中心 とな って い る民間 中 高層 集合 住宅 の立 地 動 向 と、従 前 の土

地 利 用 と して主要 な もの と考 え られ る工 場 の 転 出動 向 との2っ の側 面 に視 点 を あて 、両 者 の関連 にっ

いて の マ ク ロな 検 討を 行 うもの で あ る。 従 って 、転 出工 場や 立 地住 宅 の敷 地 面積1)に もとつ く量 的検

討を含 めた ミク ロな作 業 は残 され た課題 で あ り、本 章の 中心 は 変動 の空 間 的分布 にっ いて考 察す るこ

とに あ る2)。

以上 のよ うに、本 章 で は都 市 の土 地利 用構 造 の変 動 と して の 工場 転 出動 向 と住宅 立地 動 向 との 関係 、

と くに民 間分 譲 マ ンシ ョ ン立 地 との関係 を 明 らか に す るた め に、次 の 方法 を 採用 して い る。

(1)エ 業 地 域構 造 の 変 動 と しての 工場 転 出動 向を 明 らか にす るため に、昭 和38年 時点 の工 場分 布 図

を 作成 した。資料 は昭和40年 版 の大 阪府 工場 名 鑑 で あ る。これ は 昭和38年 度 の事業所 統 計調 査 の結 果

に も とつ く もの で あ るが、 この 時点 で の立 地工 場 を 必ず しも正 確 に示 して い るとは 言え な い。 ま た、

小零 細 規模 の工場 を含 め て、 精 密住 宅地 図上 で の確 認に よ って 分布 図 を作 成 す ること は困難 で あ る。

そ こ で、 こ の時点 の エ 場 の分布 に関 して は 、従 業 員30人 以上 の工場 につ いて 分布 図を作成 し、工業 地

域構 造 の概 要 を把 握 した。

{2)住 宅 立地 動 向 の 調査 と して 、 昭和56年12月 時 点 の中 高 層集 合住 宅 の分布 を 現地 調査 し、 図 示

した。 この場 合 の 調査 対象 は3階 建 以上 のす べて の集 合 住 宅 と し、調 査 内容 は立 地 地点 、所 有 関 係

(賃 貸 、分 譲 、 社 宅)、 開発主 体(公 共 、 公 団 ・公 社 、 民 間)、 戸 数 、棟 数 、階 数で あ る。 この 調査

結 果 に もとづ き、逆 に昭和38,39年 時点 の 土 地 利 用 を 下 記 の 精密 住 宅地 図 に よ り検 討 し、 中 高層 集

合 住 宅 の立 地 に よ る住宅 地化 の動 向 を明 らか にす るこ とが 可 能 とな る。
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(3)前 記の昭和38年 時点の工場分布図(精 密住宅地図に記入 したもの)を 作業図として、昭和56

年12月 時点の土地利用実態の調査を行った。この調査により、工場転出跡地の集合住宅地化、戸建建

売り住宅地化、商業業務地化の動向を明らかにし、これらの土地利用変化全体の中での民間分譲マン

ション立地の特徴を検討 した。

(4)工 業の分布図の作成と、集合住宅立地以前の昭和38,39年 時点の土地利用の検討には 「大 阪

市精密住宅地図(全 商工住宅案内図帳)昭 和38,39年 版」(大阪府立中之島図書館所蔵)を 使用した。

以上の方法により昭和38,39年 時点での住エ混在市街地 の状況は住宅地図帳により、工場転出跡

地の土地利用と現在の中高層集合住宅の立地は現地調査によってそれぞれ明らかになり、全体として

の住宅市街地化の動向と、その所有関係、開発主体、開発戸数規模が明らかになる。

2節 大 阪 市 にお け る工場 転 出動 向 と中高 層 集合 住 宅 立地

第2次 世界大戦後の大阪市における工場立地は、昭和30年 代後半の高度経済成長期に入ってひとっ

の転換期に直面する。すなわち、戦後の大阪市の発展を支えた工場立地は、昭和30年 代前半には頂点

に達 し、30年 代後半においては工場数、従業員数ともに増加傾向が鈍化する。特に従業者数は、この

時期以降減少 し、昭和40年 代後半には激減 している。これは昭和30年 代後半になって既成市街地の飽

和や過密化が明らかになり、工場の部分移転や全面移転が多くなったことによるものである。また、

昭和40年 代になって顕在化 した工業の立地性向と都市内立地条件の矛盾の拡大によるものである。 し

か し、これらの工場転出動向を正確に把握 しうる統計資料は存在 しない。従って、統計的には事業所

統計調査や工業統計調査による既存工場数の変化によって、工場転出や操業停止を含めた工業地域の

変動を把握する方法に限られ る。

表一25は江 業統計調査(大 肺 統計iこ よる)に より作成 したものである3).こ の表によれば、

昭和30年 代前半までは、すべての従業員規模の工場数が増加していたのが、昭和30年 代後半には従業

員規模20～199人 の中規模工場の減少が著 しくなっていることがわかる。また、200人 以上の中 ・

大規模工場の増加も23件であり、前半期に比べて著 しく少なくなっている。中規模工場の減少数には、

規模の拡大や縮小にょる上下の階層への移動も含まれているが、大規模工場そのものの増加が少なく

(昭和40年 代前半以降は減少)、 小零細規模工場への急激な縮小も多 くないと考えられることから、

表一25大 阪市内従業員規模別製造工業事業所数推移(大 阪市統計書による)

繋 総 数
19人

ya下

20^一

29人

30-

49人

50～

99人

100～

199人

200-

299人

300一 一

499人

500一 一

999人

1,000人

Y,1上

S.30年 zz,aas 18,810 1587 1,220 7go 273 70 49 31 is

S.35年 2660 zossz 2276 1,801 1,224 532 130 sa as 27

S.40年 27,372 22262 1,720 isos 1,097 469 140 ss as 35

S.45年 30,663 26,406 1,498 1,158 esa 411 136 89 43 34

S.50年 35,499 32,114 1299 sss ssi 302 n sa 30 28

一92一



こ の減少 数 の大 部分 は工 場 転 出あ るいは廃 業 ・操 業 停止 に よ る もの と考 えて よい。 この減 少傾 向 は、

昭和40年 代 に はい ると従 業 員規 模200人 以 上 の 中 ・大 規 模工 場 数 の減 少へ と拡大 して い る。

昭 和30年 代 後 半 か ら40年 代 にか けて の この ような 減少 傾 向(従 業 員 規模20-199人 の 中 ・小規 模工

場 を主 とす る)を 業 種 別 にみ る と、 すべ て の業 種 で 著 しい減 少 を示 して お り、特 に繊維 工業 、木 材 ・

木 製 品、 家具 ・装 備 品 、パ ル プ ・紙 ・紙 加 工 、 ゴム製 品 、窯 業 ・土 石製 品、一 般 機 械器 具 、輸 送 用機

械 器 具な どの基幹 資 源 型 工業 を主 とす る業 種で 半 減 して いる。 そ して 、 こ の期間 におけ る従 業 員規 模

30人 以上 の工 場 の減 少 率 は、 表 一26の よ うに市 街化 の 進行段 階 にあ る一 部 の縁 別 区部 を除 く大 部 分

の 区で 高 く、 特 に東部 工 業 地域 を 形成 して い る城 東 、 東成 、 生野 の3区 と大 淀区 、 東淀川 区(以 上 、

いず れ も旧行 政 区)で は減 少 数そ の もの が比 較 的 多 いの であ る。

一 方
、大 阪 市 内の 工業 地 域 の構 造 とそ の 変動 にっ いて は既往 研 究 にお いて次 のよ うに指摘 され て い

る90)すな わ ち、都 心 部 商業 業務 地 区 を と りま く都 心周 辺 部に は広 範 な住 工 混在 地 域 が存 在 し、 それ ら

の地 域 を構成 す る工場 の規 模 と業 種 に よ って市 街地 の 変 動が 規定 されて い る。 そ の うち、 西 淀川 、 東

淀川 、 港、 城 東 な どの 縁辺 区部 は比較 的 規模 の大 きい工 場 の立地 す る工 業 地 区で あ るが、大 工場 はそ

の 比率 を年 々小 さ く しっ っ あ り、 そ の跡 地 な どに小 零細 工場 の立 地す る傾 向 の著 しい地 区で あ る。一

方 、東 部の 内 陸住 工 混在 地 区 を構成 して い る東 成 、生野 、旭 、都 島 な どの 区 は、 もと もと小零 細 工 業

の 比率 の 高 い地 区 で あ り、一 層 の零 細 化 が 進行 しっ っ あ る。 そ して 、都 心 に近 接す る住工 混在 地 区 か

ら、 工 場転 出な どに よ り都 心 的機能 の高 ま りっ っ あ る地 区 と して大 淀、 福 島 、西 成 な どの区 が あ げ ら

れ て い る。 この よ うな住 工 混在 市 街地 を構 成 す る工場 の規 模 別特 徴 と、 都 心地 区 との位置 関係 に よ る

土 地 利 用変 動の 特 徴 の検 討 に よれ ば、 工 場転 出跡地 にお け る住 宅 市 街地 化 の進 行 を検 討す る事 例 地 区

と して、 都 心隣 接 地 区 と縁 辺区 部 か らそ れ ぞれ 抽 出す るこ とは妥 当 で あ ろ う。

一 方、大 阪 市 内 で の民 間分 譲 マ ンシ ョンの立 地動 向 を正 確 に示 す 資料 は現在 の ところ存 在 しな い。

そ こで 日本 高層 住 宅協 会大 阪事 務所 発 行 の 「近 畿圏 民 間分 譲 マ ン シ ョ ン統 計 資料 」(比 較 的小 規 模 の

分 譲 マ ンシ ョンは 含 まれ て いな い と考 え られ る)に よ り、昭和47年 か ら55年 ま で の区別 立地 動 向を

示 した もの が表 一26の 民 間 分譲 マ ンシ ョン立 地戸 数 で あ る(昭 和46年 まで の大阪 市 内 にお け る立 地

は9棟 、1121戸 で あ り、 昭和47年 以 降急増 して い るこ とか ら、区 別立 地 の検 討期 間 と して上 記 の 期

間 を と るこ とには 問題 が な い と考 え られ る)。 大 阪 市 内 におけ る民 間分 譲 マ ンシ ョンの立 地 傾向 は 、

昭和40年 代 後 半か ら50年 まで と、 そ れ以 降 の 立地 とに分 けて 特 徴 を指 摘す るこ とが で き る。 前 者 に

お いて は表 一26の よ うに 東淀 川 、旭 、城 東、住 吉 、 東住 吉(い ず れ も旧行政 区)な どの縁 辺 区部 に お

け る限 られ た立 地 と して の傾 向が著 しく、 後者 で は都心 区 部 を含 め た市 内全 域 へ の立 地範 囲 の拡大 が

著 しい。

以上 の よ うな住 工混 在市 街 地 の構 成 とそ の特徴 、 工場 転 出動 向 と民 間 分譲 マ ンシ ョン立 地、 都 心地

区 との位置 関 係や 市 街化 の進行 段 階 の検 討 に よ り、大 淀 区 と城 東区(旧 行 政 区)を 事 例 調査 地 区 と し

て抽 出 した。 大 淀 区 は都 心 部北 区 に隣 接 し、大 阪市 にお け る都心 機 能の 北 部へ の拡 大 に伴 な って工 場

転 出跡 地 へ の商業 業務 機能 、 居 住 機能 の立 地 が進 行 しっつ あ り、 城東 区 は 都心 部 との聞 に大 阪 城 公 園
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表一26大 阪市内区別製造工業事業所数推移 ・民間分譲マンション立地戸数

製 造 工 業 事 業 所 数 マンション戸数

総 数 従 業 員30人is上 $.47年 S.51年

区
S.30 S.35 S.40 S,45 S.50 S.30 S.35 $40 S.45 Sao ～50年 ～55年

北 888 863 786 sss 673 123 137 110 69 53 135 4,142

都 島 ass 1,149 1,172 944 1,408 si its 95 sz 46 274 1,089

福 島 1,292 1,581 1,545 1,629 1,417 130 180 148 its 79 943 1,272

此 花

束

254

552

361

447

423

376

410

432

470

495

43

63

Sfi

S2

72

66

49

44

46

35

23

572

18

2,388

西 583 552 719 770 810 37 73 70 58 36 650',3,749

港 235 509 656 980 993 39 73 67
　5640

}
訓8181

大 正 741 752 766 836 858 iio isa izs 104j73 一321

天王寺 835 1,018 1,038 854 806 52 81 8051!43
1

175 1,331

南 Los Los 885 846 gas 32 59 5436 28 35 1,034

浪 速 1,135 1,191 1,141 1,171 1,159 59 ioa 75 53 34 3011845
[

大 淀 858 995 999 856 1,059 izz 168 149 101 77
F

484',1,885'

E
西淀川 727 922 870 1,225 i,sos isa 316 277 265 218 692'825

東淀川 i,iia i,ss2 1,868 2,515 3,078 277 471 449 38S 313 7・202i6・278

東 成 2,394 2,447 2,367 2,233 2,687 zzz zsa 229 174 123 1151700

生 野 3,082 3,742 3,471 4,796 4,615 isz 283 235 187 ioa
i-358 …

旭 520 SO3 793 953 1,040 86 141 its 92 67
ヨ1

,929!598i

城 東 1,982 2,476 3,029 3,163 3,245 253 433 407 339 246
i

2,931ii2,084
1

阿倍野 1,047 1,319 1,238 i,osi 1,093 53 89 71 SO 36
1

1061,064
1

住 吉

東住吉

456

1,233

679

1,327

808

1,277

809

1,605

801

4,242

76

113

132

iso

157

165

153

161

1
iai

173

1,429[2.493

1,16011,137
1

西 成 1,454 1,454 1,142 1,924 2,217 148 217 iss isi ios 97640

図一27事 例調査対象地区(旧 行政区)
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や都島区が位置 し、現在も市街化の進行段階にある部分(現 在の鶴見区)を 含む縁辺区部である。

3節 事 例 区 部 工 場 跡 地 の 土 地 利 用 変 化 と 住 宅 立 地

本章 で 事例 調 査対 象 地 区 と した大 淀 区、 城東 区(旧 行 政 区)に お いて 、前 記 の大 阪府 工 場名 鑑 よ り

抽 出 された従 業 員規 模30人 以 上 の工 場 数 はそ れ ぞ れ156件 、426件 で あ る。 そ れ らの うち、 昭和38

・39年 の精 密住 宅地 図 に お いて 立地 が 確認 され、作業 図 に記入 され た工 場数 は それ ぞ れ142件 、373

件 で あ る。 その作 業 図 を も とに、昭 和56年12月 に現地 観察 ・ヒヤ リング調 査 を実 施 し、工 場 か ら中

高層 集合 住宅 へ の土 地 利 用転 換 に視点 をお いて 作 成 した ものが 図 一28,29で あ る5)。

この調査 結 果 に よれば 、 大 淀 、城 東 の いずれ の 区 にお いて も工 場 か ら民間 分 譲 マ ンシ ョンへ の土 地

利 用転 換 が比 較 的 多 いこ とは明 らか で あ る。 そ して、 いず れ の区 にお い て も市 街地 の中心 部で そ の傾

向が著 しい。 大 淀 区 にお い ては 都心 部 であ る梅 田地 区や 天神 橋 地区 に隣 接 す る地区 で工 場 転 出跡地 に

お け る分 譲 、賃貸 中高 層集 合 住宅 の立地 が 多 く、城 東区 で は区 役所 な どの位 置 す る区 の 中心 部 お よ び

京 阪電 鉄本 線 沿 線 での 分譲 、 賃 貸集 合 住宅 の立 地 が 工場 転 出動 向 と関 連 して い ると考え て よ い。

この動 向を 、 昭和38・39年 時点 の工 場の 従 業員 規 模別 にみ た ものが 表 一27,28で あ る。 これ に よ る

と、大 淀 区、 城東 区で 現在 まで に工 場 と して の土 地 利用 に変化 の な い もの はそ れぞ れ約80件 、230

件 で あ る(た だ し、 会 社名 変 更、 合 併、 業 種変 更、 工場 転 出跡 地へ の土 地 の細 分化 を ともな わな い工

場 立地 な ど、 観 察 調査 に よ って は把 握不 能 の変 化 は 、 「変化 な し」とす る)。 前記 の工 場 数156件 、

426件 の うち、 そ れ ぞれ約40%、30%の 工場 が転 出 ・廃 業 ・操業 停 止 な どによ る土地 あ るいは 建築

物 利 用 の変化 と して 把 握 され た。 大 淀 区 にお い ては 、そ の 変化 の 内容 は オ フ ィス ビル化 、 住居 ・店 舗

・工場 な どと して の細 分化 利 用、 民 間分 譲 マ ンシ ョンの立 地、戸 建 分 譲 住宅 地 化、 公 的分 譲集 合 住宅

地 化(淀 川 リバ ーサ イ ド計画 な ど)、 さ らに駐 車 場 や民 間 賃貸 集合 住 宅 、 ホ テル、 倉庫 や 空地 な ど、

利 用 内容 が 多様化 して い る。 この よ うに、 利 用 内容 の変 化 が多 様で あ 筍た め、 件数 と して把 握 され る

住 宅地 化 は合 計約14%で あ るが 、後 に述 べ るよ うに比較 的大 規 模工 場 跡地 か ら住宅 地へ の土 地 利 用転

換 が 多 いこ とか ら考え る と、 面 積 的に は住 宅地 化 の傾 向が 、オ フ ィス ビル化 と と もに変化 の 中心 的部

分 を 占 めて い ると 考え て よ い。一 方 、城 東 区 に お いて は戸 建分 譲住 宅 地 化(5.4%)と 駐 車 場化(4.7%)

が 著 し く、 大 淀 区 に比 べ るとオ フ ィス ビル 化 の比 率 は低 い。 しか し、住居 や 店 舗 ・工場 と して の細 分

化 利 用、 民間 の 分 譲 ・賃貸 マ ン シ ョン化 、 公 的賃 貸 ・分 譲 集合 住 宅供 給 、倉 庫 な どによ る利 用の 多様

化 と、 集合 住 宅 地 と して の利 用 の拡大 の方 向 は 明 らかで あ る。

以上 の傾 向を、 土 地 利 用変 化 以前 の 工場 の従 業 員 規模 別 に検 討す る と、規 模 の大 き い工 場 の跡 地 は

オ フ ィス ビル や公 的賃 貸 ・分 譲 住宅 に 、中 ・小規 模(大 淀 区 で は従 業 員50～99人 、 城 東 区 で は従業

員ioo～199人)工 場 の跡 地 は 民間 分 譲集 合住 宅 や 公 的賃 貸 ・分譲 住 宅 に転 換 され る比率 が 高 い。 ま

た、大 淀 区で は中 ・大 規 模工 場 の跡 地が オ フ ィス ビル に転 換 され た事 例 の比 較 的 多 いこ とが 注 目さ れ

る。 一 方、 従 業 員規 模30～99人 の小 規模 エ場 の跡地 は、大 淀 区 にお いて は住 居 ・店舗 化(細 分 化)、

オ フ ィス ビル 化 、民 間 賃貸 マ ン シ ョン化 が 比較 的多 く、 城 東区 に お いて は戸 建 分譲 住 宅化 、駐 車場 化 、
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図一29城 東区における工場跡地の集合住宅立地
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表一27昭 和38年 工場の従業員規模別変化内容別件数(大 淀区)

従業員規模

土地利用変化

30^一

49人

SO^一

99人

100^一

iss人

200^一

299人

300^

499人

500人

Y.1上
合 計

工場としての利用の継続 34 23 10 s 3 z 78(50.0)

オ フ イ ス ビ ル 化 4 z 4 i ii(7.1).

住居 ・店舗化(細 分化) 7 i 3 ii(7.1)

戸 建 分 譲 地 化 1 i z 4(2.67

駐 車 場 化 3 i i 5(3.2)

倉 庫 化 1 2 i 4(2.6)

民 間 分 譲 マ ンシ ョ ン化 i 3 2 i 7(4.5)

民 間 賃 貸 マ ン シ ョン化 z 4 6(3.8)

公的賃貸 ・分譲住宅化 1 3 4(2.6

そ の 他 8 2 i 11(7.1)

不 明 7 6 i 1 15(9.6)

合 計 68 45 20 8 12 3 156(100.0)

表一28昭 和38年 工場の従業員規模別変化内容別件数(城 東区)

従業員規模

土地利用変化

30^一

49人

50

99人

100

iss人

200

299人

300^一

499人

500人

J=a上

卜

合 計

工場としての利用の継続 104 65 49 9 7 3 232(54.5)

オ フ イ ス ビ ル 化 4 i i 6(1.4)

庄居 ・店 舗化(細 分化 〉 11 11 2 z 1 27(6.3

戸 建 分 譲 地 化 11 7 z 2 1 23(5.4)

駐 車 場 化 io 8 z 20(4.9)

倉 慮 化 z 3 1 6(1.4

民 間 分 譲 マ ン シ ョン化 3 3 4 i 1 12(2.8)

民 間 賃 貸 マ ン シ ョン化 3 1 4(0.9)

公的賃貸 ・分譲住宅化 6 1 z 9(2.1)

そ の 他 is 9 5 24(6.6)

不 明 32 23 s 1 i 63(14.8)

合 計 iso 13] 73 is ii 5 426(100.0)

住居 ・店 舗 化(細 分 化)が 多 い。

この よ っな土 地 利 用変 化 の方 向 は、 集合 住 宅 立地 の 側面 か らの調 査 に よ る表 一29,30に お いて も

確 認 され る。 現 地観 察 調 査 に よ って 大淀 区、 城東 区 で把 握 され』た 民間 分 譲 マ ン シ ョンはそ れ ぞれ25 、

57件 で あ る。 そ の うち、 精 密住 宅地 図の 検討 に よ り工場 跡 地 にお け る立 地 と考え られ るもρはそれぞ

れ14件 、25件 で あ る。 大 淀 区 で は半 数 以上 、 壊 東 区で は約44%を 占 めて い る。大 淀 区にお いて は倉

庫や 社 宅、 駐車 場 と して の利用 か ら民間 分譲 マ ン シ ョンへ の転換 が そ れ ぞれ2、3件 ず っ み られ るが、

工場 転 出跡地 へ の民 間 分 譲 マ ン シ ョ ンの 立地 が 卓越 して い るこ とは 明 ら かで あ る。 一 方、城 東区 に お

いて は 昭和38・39年 時点 で の空 地 な どの未利 用 状態 、あ る いはその後 の一 時 的利 用 か ら民 間 分譲 マ ン

シ ョンへ の利 用転 換 が約35%,店 舗 ・オフィスな どの商業 業 務 的利 用 か らの転 換 が約9%を 占め
、 両

区の市 街 地 と しての成 熟 段 階の 差異 を示 して い る もの と考え られ る。 ま た、 民 間 賃貸 中 高層 集合 住 宅

と して把 握 され た ものは大 淀 区 で約110件 、 城東 区 で約250件 で あ る。 その うち、 工場 跡 地 に お ける
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表 一29民 間分 譲 ・賃 貸 マ ンシ ョン立 地 以前 の土 地 利 用(大 淀 区)

戸 数規 模

ya前の土地利用

分 譲 マ ン シ3ン 賃 貸'マ ン シ ョ ン

10戸

未 満

io-

29戸

30-
49戸

50一一
99戸

llXl一一
199戸

一

200P
Ya上 不 明 合 計

10戸

未 満

io一一

凶 戸

30一 一

49戸

50～
99戸

一
100戸
Y:1上

不 明 合 計

工 場 9 z 3 14(56.0) 7 is 4 4 塞)(26.6)

住宅(一 戸 建 ・長屋建) is 20 1 36(33.0)

店 舗 ・ オ フ ィ ス 1 1(4.0) 12 1 13(11.9)

空 地 ・ 未 利 用 地 i 1(4.0) 8 is 1 19(19.4)

そ の 他
(倉 庫 ・アパ ー トな ど)

1 3 4 1 9(36.0) 1 8 2 1 12(11.0)

合 計
2

(8.0)
3

;12.0)
19

(56.0)
3

(12D)
3

(12.0)
25(100.0)

31
(28.4)

餌

(58.7

9
(8.3)

5
(4.6)

109(100.0)

表 一30民 間 分 譲 ・賃 貸 マ ン シ ョン立地 以 前 の土 地 利用(城 東 区)

戸 数規 模

is前の土地利用

分 譲 マ ン シ ョ ン 賃 貸 マ ン シ ョ ン

io戸

未 満

io

29戸

30～

49戸

50-

99戸

100一一
iiiコ

}

SOP

1=.1上
不 明 合 計 io戸

未 満

io一一
29戸

30～
49戸

50～一
99戸

一
100戸
is上

不 明 合 計

工 場 i 2 i 7 6 5 3 25(43.9) 7 32 4 2 1 46(18.6)

庄宅(一 戸建 ・長屋建) 3 3(5.3) 18 27 i 46(18.6)

店 舗 オ フ ィ ス 1 z i
-,

i1;
馳

「

5(8.8) iz 20 5 i 38(iS.a)

空 地 未 利 用 地 5 4
i

56 20(35.1) 15 51 19 4 84(34.0)

そ の 他
(倉 庫 ・アパ ー トなど)

2 z 4(7.0) 7 19 3 z i it 33(13.4)

合 計
1

(18)
8

(14D)
8

(14DJ
19

(24.61
lzu

(21.1)(19.37

3

(5.3
57(100.07

59
(23.97

149

60.3

27

1(10.9)
8

B.2 (0.4)(1.2)i247(100.0)
」

立 地 と考 え られ る もの はそ れ ぞれ約27%、19%で あ り、城 東 区 では 空地 や未 利 用 地 か らの転 換 が約

34%で 最 も多 く、大 淀 区 では約17%で 工場 跡地 か らの 利用 転換 よ りか な り少 な い。 従 って 、大 淀 区

で は零 細 な 店舗 併 用 住宅 や専 用 住 宅 か らの利 用 転換 が 約45%を 占め る結 果に な って い る。 いず れの 区

にお いて もエ場 、 住 宅(戸 建 ・長屋 建)、 店 舗 ・オ フ ィス(そ の 多 くは零 細併 用 住 宅 と考 え られ る)、

空 地 ・未 利 用地 の4項 目か らの民 間賃 貸 集合 住 宅化 が大 部 分 を 占 めて いる。 城 東 区 で は木 賃 アパ ー ト

か らの転 換 も約5ｰ/aを 占めて い る。

以上 の結 果 を戸 数 規模 別 に検 討す る と、全 体 と して は民 間 分譲 マ ンシ ョンで は戸 数 規 模30戸 未満

の零細 規 模 の ものが 非 常 に少 な く、大 淀 区 で2件 、城 東 区で9件 のみ で あ る。 そ して、 これ ら の零 細

規 模 の もの は 区 の縁辺 部 に立 地 して い る ことが 多 い。一 方 、 民間 賃 貸 マ ン シ ョンで は戸 数 規模30戸

以上 の比 較 的 中 ・大 規模 の立 地 は大 淀 区 で14件 、城 東 区 で36件 で あ り、 そ れぞ れ約13%、15%と

非 常 に少 な い。 そ して、 立地 以 前 の土 地 利用 との 関係 で は、大 淀 区に お いて工 場 跡地 で の 中 ・大 規模

マ ンシ ョン立 地 が 比較 的多 く、城 東 区 に お いて は工 場 跡地 や 空地 ・未 利用 地 での 中 ・大 規 模 マ ン シ ョ

ン立 地 が 比 較 的 多い。 しか し、 全体 と して は住 宅(一 戸 建 ・長屋 建)跡 地 や工 場 跡地 、 空地 ・未 利用

地 での戸 数 規 模30戸 未 満 の零 細 賃貸 マ ン シ ョン立地 が 最 も多 いこ とは 明 らか で あ る。

こ の よ うな 立地 傾 向 を民 間 分譲 マ ン シ ョンにっ いて立 地 時期 別 に検 討 す ると表 一31の よ うに な る。

これ は朝 日新 聞広 告 欄 の 資料 によ る もの であ り、 小規 模 分 譲 マ ン シ ョンの把 握 が少 な いと い う限界 が
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表一31年 次別敷地面積規模別民間分譲マンション立地件数 ・平均敷地面積(大 阪市).襯
500㎡

未 満

500～

1,0DO㎡

LODO～

2,000㎡

2,0W^一

3,0DOat

3,0W-

4,000rd

4AOO^一

5,000rd

5,WO

10,000rt1

10,WOrti

以 上
不 明 合 計

平姓激 地 面積

(ni)

S,48 13 25 25 13 1 i z 80 2,032.3

S,49 7 12 12 4 9 i 1 i i 43 2,288.4

S.50 1 7 4 2 i 1 1 17 2,553.4

S.51 1 8 11 5 7 1 i 3 37 2,870.3

S,52 2 18 28 5 i 3 4 18 79 1,869.9

S,53 12 21 11 14 4 5 3 70 2,408.2

S,54 13 9 zi 4 4 2 6 1 2 62 2,834.4

S,55 23 26 lfi 4 i z 3 z 77 1,824.8

合 計
72

(15.5

126

(27.17

128

(27.5)

51

(11.0

22

(4.7)

10

(2.2)

22

(4.7)

13

2.8)

21

(4.5)

465

(100.07

F

2,255.7

(朝 日新聞大阪版広告より)

あ る。 しか し、 この表 に よ って も大 阪 市 内 にお け る民 間分 譲 マ ン シ ョン立 地の 初期 か ら拡大 して きた

立 地 敷地 面積 規 模が 昭和50,51年 を ピーク に再 び 縮小 傾 向に あ る こ とが わ か る。 昭和53,54年 に は

一 部 の大 規模 立 地 に よ
って平 均敷 地 面 積規 模 は大 き くな って い るが 、1000㎡ 未 満 の小 規 模敷 地で の

立 地 が増 加 しっっ あ る と考 えて よ い。 特 に昭和55年 には全 体 の約65%が1000㎡ 未満 の敷 地 で の立

地 で あ る。

一方 、前 記 の工場 転 出跡地 にお け る戸 建 分 譲住 宅 の立 地 は大 淀 区の4件 の うち、3件 が10-19戸 、

1件 が約60戸 で あ り、 城 東 区 の23件 の うち10-19戸 が11件 、20-49戸 が8件 、50戸 以上 と10

戸 未満 が各2件 で あ る。 城 東 区 にお いて 工 場転 出跡地 に戸 建分 譲住 宅が 立 地す るのは、従 業 員規 模

100人 未満 の 工場 の跡地 で あ るこ とが 多 く、従 って立 地戸 数規 模 も10-30戸 の 小規 模 の もの が約65

%を 占め て い る。

このよ うな 民間 賃貸 ・分 譲集 合 住宅 、戸 建 分 譲住 宅 の立 地動 向の ほか に、城 東 区の 中心 部で は大 阪

市 住宅 供給 公社 に よ る分 譲集 合 住 宅や 市 営 の賃貸 集 合 住宅 の供 給 も工 場転 出跡地 の利 用 に よる ものが

多 く、 住工 混在 市 街地 にお け る住 宅市街 地 化 の 進行 が著 しい。 さ らに城 東 区の 京阪 電鉄 沿 線や 、大 淀

区 の都心 隣 接地 区 で は工 場跡 地へ の 民 間賃 貸 マ ンシ ョンの立 地 も増加 しっ っ あ る。一 方 、 いず れ の 区

にお いて も、 その縁 辺 部 に お いては エ場 転 出と は関連 しな い民 間分 譲 マ ンシ ョンの立地 が比 較 的多 い。

これ らは、昭和40年 頃 か らひ き?つ いて 空 地 と して放 置 され て い た ものか}あ るいは駐 車場 な どの 一

時 的利 用 の後 の民 聞 分 譲 マ ン シ ョン立 地 と考 え られ る。 大 淀 区 にお い ては 、 区 の縁辺 部 の工場 転 出跡

地 で住 宅 ・都 市整備 公 団 によ る賃 貸 ・分 譲集 合 住 宅 の建設 が大 規 模 に展 開 さ れっ っあ る。

4節 ま と め

大淀区、城東区を事例とする以上の分析によって、大阪市内の都心隣接区部と縁辺区部における住

宅市街地化の動向が明らかにされた。それを民間中高層集合住宅、特に民間分譲マンションの立地動
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向 に視 点 を あて て ま とめ る と以 下 の よ うにな る。

(1)民 間 中高 層集 合 住宅 の立 地 件 数 は、 現状 で は賃貸 マ ン シ ョ ンが圧 倒 的 に多 い(件 数比 率 で分 譲

1に 対 して賃 貸5で あ る)。

② 工 場 転 出跡地 にお け る土 地利 用 と して は、 都 心隣 接 区部 の ほ うが 民間 分譲 ・賃貸 マ ン シ ョン化

の 件数 比 率が 高 い。 縁 辺 区部 で は戸 建分 譲 住宅 地化 や 駐車 場 化 の件 数 比率 が 高 く、 民間 分 譲 ・賃

貸 マ ン シ ョン化 の件 数比 率 は相 対 的 に低 い。

(3)都 心 隣接 区部 で は、工 場 跡地 のオ フ ィス ビル 化や 住 居 ・店 舗化(細 分 化)の 件 数比 率 も高 い。

(4)縁 辺 区 部 にお け る民 間分 譲 ・賃 貸 マ ンシ ョン立地 は、空 地 ・未利 用地 にお け る件 数比 率 が 高 い。

(5)全 体 的に は、 工場 跡地 や 空地 ・未 利 用地 で の民 間分 譲 ・賃 貸 マ ンシ ョン立地 の戸 数 規模 は 比較

的大 き い。

こ のよ うな結 果か ら、土 地利 用 の 変化 と して相対 的 に地代 支 払 い能 力 の低 い工 業 的土 地 利 用か ら、

よ り地 代 支払 い能力 の高 い住 宅 あ る いは商 業 的土 地 利用 へ の転 換 と、 よ り一 層 の高 密度 利 用 が 進行 し

っ っ あ る こと が 明 らかに な った。 さ らに、 この よ うな傾 向か ら判 断す る と、 小 規模 敷 地 に おけ る民 聞

分 譲 マ ン シ ョンの立 地が よ り一 層増 加す る こ とが予 想 され るので ある。 従 って 、都 市 全体 の居 住 環境

水 準 を 高 め るた め には、 単 な る住戸 数 の増加 のみで は な く、 街 区や 地 区 と しての オ ープ ンスペ ースや

歩 道 な どの都 市 施設 の計 画 的整 備 が不 可 欠で ある。 こ う して 、都 市 内 住宅地 全 体 の居 住 環境 水 準 を高

め る こ とが 、 長 期 的 に良 好 な住 宅 ス トックの増 加 に結 び っ くもの とな る。

注 ・文献

1)時 期 的 に は新 しいが、 昭 和50年 の 工業 統 計 表 によ れば 、大 阪 市 内全業 種 の集 計 にお いて 従 業員 規

模 と平 均敷 地 面積 規模 との間 に は明 確 な正 比例 関係が 示 されて いる。 従 って 、従 業 員 規模 との 関連

で の分 析 に は、 直 接 的 に敷 地面 積 を 扱 って いな い とい う一 定 の 限界 の も とで 、 有効 性 が存 在 す る と

考 え られ る。

2)工 業 の立 地性 向 と従 業 員規 模 、お よび大 都市 圏で の分 布 の 傾 向を大 阪 都市 圏 で 考 察 した もの と し

て 、川 島哲 郎 「都 市改 造 と工業 立地 政 策 の あ り方 」(雑 誌 「大 阪 経 済 」No.651973年)が ある。

3)昭 和31,36,41,46,51年 の各 年版 大 阪 市統 計 書 に よ る。

4)三 村 ・北 條 ・安藤 著 「都 市計 画 と中小 零細 工 業 」(新 評論1978年)

5)本 図 に お いて は公 的低 層 賃貸 住 宅 の建 て か え によ る 中高層 化 、 お よび 工場 以外 の土 地 利用 か ら公

的賃 貸 ・分 譲住 宅へ の利 用転 換 は 図示 され て いな い。 ま た、 中高 層集 合 住宅 に 属す る もの で あ って

も、給 与 住 宅 は除 外 され て い る。 さ らに、 工 場 転 出跡地 にお け る戸 建分 譲住 宅 の立 地 も、そ れ以外

の土 地利 用 か らの戸 建 分 譲住 宅 地化 の調 査が 不 足 して い るた め、 図 示 して い な い。 なお 、本 図の 作

成 にお いては 、 「大 阪 市営 住 宅 団地分 布 図(そ の他大 阪市 内公 的施 策 住 宅 を含む)」(昭 和55年3

月 末 現在)お よ び大 阪 市 住宅 供給 公 社 に よ る 「公 社 分譲 住宅 等事 業 一 覧 」(昭 和56年6月 募 集 を 含

む)を 参 照 して い る。
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5章

郊外住宅都市の変容と中高層集合住宅街の形成

1節 研究の 目的 と方法

、節 北矢阪の都市形成

3節 中高 層 集 合 住 宅 街 の形 成

4節 農 家 の 対応

4-1箕 面 市 の ケ ース ・ス タデ ィ

4-2区 画整 理 事業 施 行 地 区の ケ ー ス ・ス タデ ィ

5節 ま と め



1節 研 究 の 目的 と方 法

大阪都市圏全体としての市街地の変動にっいては3章 で明らかにした。そこでも述べたように、

大阪都市圏において民間分譲方式のマンション立地が本格化 したのは昭和47年 以降のことである。

地域的にみれば、大阪市内と北大阪地域での立地が著 しく増大 し、すでに戸数では阪神間(神 戸市を

含む)と 同程度に達 していた。大阪市内においては東淀川区(旧 行政区)、 北大阪においては豊中市、

高槻市、吹田市、茨木市などの地区で立地戸数が多いことから考えて、郊外住宅地形成の第二毅階に

入りっっあったと言えよう。すなわち、戦後の昭和30年 代後半以降に本格化した郊外住宅地形成が、

昭和45年 の大阪万国博覧会開催を契機とする都市基盤の整備を経て、民間企業による中高層分譲住宅

をも含めた住宅地形成の時代に入ったのである。

本章では、このような市街地形成に関する時聞的経過を、北大阪における地域社会変動のひとっの

過程と考え、そこでの傾向を詳細に検討してみる。

郊外住宅都市として戦前より市街化が進行 していた豊中、吹田、箕面の各市においても、現在で も

農地が残存 していることは言うまでもない。また、戦後の郊外住宅地開発の初期のものとして千里ニ

ュータウン開発が昭和40年 代末まで展開されていた。従って、本章で主たる対象とする豊中、吹田、

箕面各市域においても市街地形成時期の異なる多 くの地区が存在する。また市街地形成の過程あるい

は手法の異なる地区も多い。それらの地区の形成過程そのものが、戦前から戦後にかけての日本の地

域開発と都市計画手法の変遷過程を示しているとも言える。さらに、その過程は、西日本の中心大都

市である大阪の都市機能外延化のあらわれであったとも言える。そこで本章では、千里ニュータウン

開発以降の地下鉄 ・北大阪急行電鉄御堂筋線を中心とする市街化過程を大阪の都市機能の外延的拡大

の計画化として仮説し、その土地利用変動にもとつく景観変容を明らかにする。方法としては、農地

転用申請、建築確認申請などの官公庁統計、現地観察調査、および農家や行政担当者に対するアンケ

ー トとヒヤリング調査である。

2節 北 大 阪 の都市 形 成

大阪の郊外としての北大阪地域における住宅地形成の契機は明治43年 における箕面有馬電鉄の開業

に求めることができる。さらに、大正10年 に十三・千里山間を開通した北大阪電鉄は、創業と同時に

千里山住宅地の経営を始めていたが、そのすぐ北部に位置する千里丘陵の全面的開発は戦後の昭和30

年代初期に企画され始めた。 この千里ニュータウンの開発計画の初期の段階において、すでに地下鉄

御堂筋線の延長計画が示されていたが、北大阪全体の開発計画が明確化されるのは昭和42年3月 の大

阪府地方計画によってである。 この時点ではすでに、千里ニュータウンの人口は5万 人を突破 してお

り、一方では東京オ リンピックと同時に東海道新幹線が開通 し、昭和45年 に千里丘陵で大阪万国博覧

会が開催されることも決定 していた。従って、大阪府地方計画そのものが、昭和30年 代後半以降に急

速に展開 し始めた高度経済成長期の具体的開発動向を調整する以上のものではなかったと考えられる。

一方、千里丘陵の市街化を推進することになる地下鉄の出発点とも言える新大阪地区の計画は、豊
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里 地区 の 宅地 造 成土 地 区画 整 理事業 の実 施 と して 昭和34年12月 に決 定 して い る。 さ らに昭和35年1

月 に は新大 阪 駅 の位 置 決定 、3月 に は豊里 地 区土 地 区 画整 理事 業 の事 業 計画 決定 が な され て い る。 こ

う して 、千 里 ニ ュー タウ ンの入 居 開 始 と同 じ年(昭 和37年)の1月 に地 下鉄 線 の吹 田市 江 坂 ま で の路

線免 許 が大 阪 市 に よ って取 得 され 、大 阪都 心 の北部 へ の延 長が 方 向 づ け られて い る。 こ の地下 鉄御 堂

筋 線 の延 伸が 、 北大 阪 急行 と連 絡 す る のは、 大 阪万 国博覧 会 の 開催 決定 後 の昭 和43年 頃 と考え られる。

こ のよ うな北 大阪 地 域 の開 発計 画 は 、現 在 の地下 鉄 御 堂筋 線 沿線 には当 時 は連 続 して存 在 して い たの

で あ り、吹 田市 江 坂地 区、 豊 中市 寺 内地 区(緑 地公 園駅)、 箕面 市 船場 繊 維団 地地 区な どで は いず れ

も昭和40年 前後 か ら区 画 整理 事 業 実施 の 動 きが あ った。 これ らは、 時 間 的経 過か らみ て、 いずれ も

千 里 二s一 タ ウ ン開発 計画 を 出発点 とす る北大 阪開 発 の一 環 を なす もの と考 えて よ いで あ ろ う。

一 方 、民 間 宅 地 開発 業者 に よ る住宅 地 開発 が千 里 丘 陵か ら北摂 丘 陵 にか けて 開始 され るの も昭和40

年 代 に入 って か ら と考 え て よい。 昭 和30年 代 にはす で に千 里N.T.の 開発が 進 行 して いた ので あ り、

そ れ に伴 って周 辺地 域 の市 街化 の兆 しは現 われ 始 めて い たが 、 具体 的 な開 発 と して 顕 在化 した の は昭

和40年 代 前 半 で あ った。 従 って 、 昭和45年 の千里丘陵 に お ける大 阪 万 国博 覧会 開 催 にむ けての都市 基

盤整 備 は、 同時 に北 大 阪地 域 の住 宅 地 開発 の た めの基 盤整 備 を も兼 ね て いた ので あ る。 さら に、大 阪

都 市 圏全 体 の都 市 基盤 を も充 実 させ 、 そ の後 の郊 外 住宅 地形 成 に大 きな役 割 を果 した こ とは否 め な い。

とこ ろが 、 こ の昭和45年(1970年)は 、 同時 に住 宅 地形 成 の転 換点 にあ った もの と考 え られ 、東

京 大 都市 圏、大 阪大 都市 圏にお いて民 間分譲 中高層 集合住 宅(い わ ゆる分 譲 マ ン ション)が 急 増 しつ つ あ

った ので あ る。例え ば大 阪大 都 市圏 では前年 の44年 に は2,866戸 で あ った供給 量が45年 に は4,003戸 、

46年 に は6,386戸 、47年 には14,570戸 に まで 増大 し、しか も分 譲マ ンシ ョン立 地 地域 が 都市 圏 全体

に拡大 した の も昭 和45年 以降 で あ る。従 って 、昭和40年 代 後半 か ら50年 代 にか け て も郊 外 にお け る

戸 建持 家建 設 は継 続 さ れて い るが、昭 和45年 に は現在 の都 市住 宅形 式 の主 要 な もの が 出そ ろ い、 しか

もそ の後 の 地価 上 昇 に よ って戸 建持 家 取得 が 困難 に な り始 め た分岐 点 で あ った と考 えて よい。

さ らに、 千里N.T.の 建設 が軌 道 に の っ た昭和40年 代 以 降 に は、北大 阪 地 域 の市 街地 形 成 の主 要 な

計画 的手 法 の ひ とっ と して 区画整 理 事 業が 展 開 され 、現 在 の市 街地 形 態 を規 定す る重 要 な 要 因 のひ と

っ にな って いる。

3節 中高 層集 合 住 宅街 の形 成

前節で述べたように大阪大都市圏で中高層集合住宅の供給が分譲方式で一般化するのは昭和40年 代後

半である。また、大阪大都市圏の布街地形成が急速に進展するのも昭和40年 代中頃以降であり、それは

昭和40年 代初期までに作成された大阪地方計画によってある程度方向づけられていたと考えてよい。

その市街地形成が中高層化の方向へむかったことにっいては前節で述べた。そこで本節では、吹田市

を事例として中高層建築物の立地、その中でも特に中高層集合住宅による市街地形成の実態を考察す

る。

北大阪における市街地形成が大阪の都心部の延長として明確に意識されるようになったのは昭和42
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年 の第 二次大 阪 地方 計 画 によ ってで あ ろ う。 こ の第二 次大 阪 地 方計 画 にお いて は、大 阪 の都 心 で あ る

御堂 筋 の延 長 と して都 市軸 の形成 が 予 想 され 、業 務 ・流通 セ ン ター と して新大 阪 、干 里 丘陵 、新 規 造

成 業務 地 と して 吹 田(榎 坂)、 箕面(萱 野 、今 宮)が 構 想 され て い る。 これ は業 務地 な どの配 置図 と

して示 され てい る もの で あ り、 必 ず しも住 宅 の立 地を 考 えて い な いわ けで は な いが、 全体 と して は住

宅 地 と して 璽配 慮が 少 な か った もの と思わ れ る。 従 って、 既 存 の居 住者 の 移転 を 除 いて 、住 宅供 給 の

イ メー ジは 明 らか でな く、 む しろ民 間 の開発 に ま か され て いた ので あ る。 こ の よ うな 中で 、 最 も早 く

市 街化 が進 行 した新大 阪 地 区 の市 街地 形成 で は、大 阪 の都 心機 能 の拡 充 と も考 え るべ く業 務 施設 の 立

地 が進 行 して い るが 、昭和40年 頃からは集合住宅 の 立地 も増大 してい る。そ して 昭和48年 にい た って は

3階 建 以上 の集合 住宅 が187件 立 地 し、そ の うち20件 が10階 以上 の高 層 住宅 で あ った。 こ の こ とは、

日本 高 層住 宅 協会大 阪 事 務所 発 行 の近 畿圏 民 間分 譲 マ ンシ ョン統計 資 料 に よ って も裏づ け られ る。 す

な わち 、昭 和47年 、 昭和48年 に東 淀川 区 で それ ぞれ1,137戸 、3,590戸 の民 間 分 譲マ ンシ ョンの立

地 が あ り、 これ は大 部 分新 大阪 駅 周辺 にお け る もの と考 え られ る ので あ る。

そ の後 、 こ のよ うな中 高層 市街 地 の 形成 は 吹 田市江 坂地 区、 豊 中市 寺 内地 区、 箕面 市 船場 繊維 団 地

地 区 で も進行 し、や や 後 に は豊 中市上 新 田地 区 にお いて も展開 しつ っ あ る。 そ こで、 吹 田市 と江坂 地

区 を 事例 研究 地 区 と して 中高 層市 街 地形 成 の進 展 を 検討す る。

こ こで吹 田市 の中 高層 建 築物 立 地 の把 握 資料 とす る建築 確認 申請 概要 書 は 昭和46年 度 から整 備 され

て いる。 そ の 後 昭和57年 まで の 間 に20,439件 の新 ・増築 が お こな わ れ、 そ の うち新 築 中高 層建 築物

は1,707件 で 、8.4%を 占めて いる。 昭和51年 以降 、 新 ・増築 数 は減 少 し、 全 体 と して建 築活 動 が低

下 しつ つ あ り、 中高 層建 築物 の新 築 も昭 和54年 を ピークに著 しい減少 を 示 して いる。 しか し、 全体 と

しての 新 ・増 築件 数 の減 少 が著 しいた め、昭 和53年 以 降 は中 高層 建築 物 の新 築 件数 が10%以 上 を占め 、

市街 地形 成 の 中で の 比重 を 高 めて い る こと がわ か る。 この よ うな 中 高層 建築 物 の件 数 比率 を地 区別 に

み る と、大 阪市 域 に隣 接 す る豊 津 、吹 凪 南 吹 田 の各地 区 と千 里 山、 山 田地 区 で高 く、特 に地 下鉄 御

堂 筋 線 の延 長上 に 位置 す る江 坂 地 区を含 む 豊 津地 区 で著 しく高 いこ とが 明 らか で あ る。 そ こで 、 こ の

よ うな中 高層 建 築物 の 立 地形 態 の特 徴 をみ ると、 全 件数 の21.2%が 敷 地面 積100㎡ 未満 、次 いで17.3

%が100-200㎡ 未満 で あ り、 きわ めて 小 規模 敷地 に立地 して いる こ とが わか る。1,000㎡ 以上 の 比

較 的大 規 模敷 地 に立地 して いる のは14.3ｰ/aで あ る。前 記 の小 規 模敷 地で の立地 は 、吹 田市 全 域 で 出現

表 一32吹 田市 の建 築動 向

年度建築種別 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 合計

新 増 築 数 1,802 2,453 1,928 1,557 1,979 2,309 1,814 1,587 1,634 1,245 1,095 1,036 20,439

新 築 中 高 層
建 築 物 の 件 数

106 203 145 72 124 157 125 166 217 156 124 iiz 1,707

新増築数に しめる新築
中高層建築物の割合%

5.9 8.3 7.5 4.6 6.3 6.8 6.9 10.5 13.3 12.5 11.3 10.8 8.4
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しつ つ あ る3階 建 の戸 建 ・長 屋建 住 宅 に よる もの と考 えて よい。 この こ とは、近 郊 住宅 都 市 にお け る

高 密度 化 の ひ とっ の型 と考 え て よ いで あ ろ う。 さらに 、 この よ うな敷 地面 積規 模 を 地区 別 にみ る と吹

田、岸 部 な どの既成 市 街地 地 区で 小 規模 敷地 が 多 く、 山 田、 ニ ュー タ ウ ンな どの新 市街 化 地 区で 比較

的 規模 の大 き い敷地 での立 地が 多 い。 従 って 、 階 数 も全体 の56.6ｰ/aが3階 建 で あ り、4階 建 も含 め る

と全 体 の4分 の3を 占め る こと にな る。 市街 地形 成 の視 点 か らみ れ ば、 必ず しも高 層建 築物 が望 ま し

い とは言 えな いが、 この よ うな小規 模 敷 地で の高 密度立 地 が良 好 な住 環境 や 街並 み を形 成 して い るか

否 かが 問 わ れ る とこ ろで あろ う。件 数で み る と豊津 地 区 と山 田地 区 で10階 建 以上 の高層建築 物 が 多 い。

前 者 は区 画整 理 事業 施 行地 区で の事 務所 ビル と高層 住宅 建 設で あ り、後 者は 旧集 落周 辺 地 区 で の高層

住宅 建 設で あ る。

この よ うに、 近郊 住宅 都 市 と して の吹 田市 は、江 坂地 区 を は じめ と して 中高層 市 街地 化 が 進行 しっ

っ あ るが 、用 途 別 にみ る と共 同住 宅が 最 も多 く全件 数 の38.2ｰ/aを 占め て いる。件 数 と して は一 戸建 ・

長屋 建 の 住宅 も多 く、22.8%を 占め て い る。 一方 、 事務 所 は11.7%、 店 舗 は8.0%で あり、倉 庫 な ど

との併 用 が7.5%で あ り、合 計 約27%が 商業 ・業務 建築 物 で あ る。 地 区 別で は大 阪 の都 心 軸 の延 長線

上 に位 置す る豊 津地 区で 事 務所 用途 の比 率が 比 較 的高 く、 山 田地 区や千 里 山地 区 な どの縁 辺地 区 で は

表一33各 地区の中高層建築物の建築動向

地 区
,建 築種 別

豊 津 吹 田 南吹田 片 山 岸 部 千里山
ニ コL一

タ ウ ン
山 田 合 計

新 増 築 数 2,887 2,407 2,873 2,703 1,641 2,543 2,061 3,333 20,439

'
新 築 中 高 層
建 築 物 の 件 数

507 238 212 111 92 234 40 273 1,707

新増築数にしめる新築

.中高層建築物の割合陶
17.6 9.8 7.6 4.1 5.6 9.2 1.9 8.2 8.4

表 一34各 地 区 の用 途別 の割 合(%)

地区用途 豊 津 吹 田 南吹田 片 山 岸 部 千里山
二・二L一

タ ウ ン
山 田 全市域

共 同 住 宅 37.5 28.6 28.3 41.4 31.5 46.6 22.5 51.6 38.2

社 宅 ・ 寮 ・

寄 宿 舎 ・下 宿
4.3 2.5 5.7 5.4 一 8.5 22.5 2.9 4.9

住 宅

(一戸 建 ・長 屋)
12.4 29.$ 24.1 33.3 40.2 24.4 5.0 24.5 22.6

事 務 所 21.7 11.3 13.7 4.5 6.5 5.1 10.0 2.2 11.7

店 舗 5.5 14.7 6.6 9.9 5.4 9.0 2.5 7.7 8.0

倉 庫 1.4 1.7 6.6 1.8 一 0.4 12.5 1.5 2.2

華緻 砦謹併用 12.6 5.5 10.8 0.9 8.? 3.4 7.5 2.9 7.5

そ の 他 4.6 5.9 4.2 z.s 7.7 2.6 17.5 6.3 4.6
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表 一35 各地区の敷地規模別構成表

規模
地区

O

i

100

ioo

i

200

200

i

300

300

i

400

400

i

500

500

i

600

600

i

goo

goo

l

800

800
i

900

900
i

i,ooo

1,000

以 上
合 計

豊 津
58

(11.4)

60

(lis)
51

Cio.i)
66

(13.0)
51

(io.i)
36

(7.1)
44

(8.7)
27

(5.3)
29

(5.7)
24

(4.7)
61

(ia.o)
507

吹 田
85

(35.7)
61

(25.6)
37

(15.5)
16

(6.7)
11

(4.6)
4

C2.9)
7

C2.9)
6

(2.5)
2

(0.8)
5

(2.i)
4

(1.7)
238

南 吹 田
47

(22.2)
43

(20.3)
24

(11.3)
18

(8.5)
19

(s.o)
11

(5.2)
7

(3.3)
is

(7.5)
3

(1.4)
12

(5.7)
12

C5.7)
aiz

片 山
36

(32.4)
28

(25.2)
8

(7.2)
8

(7.2)
4

(3.6)
3

(2.7)
2

Ci.s)
3

(2.7)
1

(0.9)
1

(0.9)

17

(15.3)
111

岸 部
34

(37.0)
22

(27.2)
7

(7.6)
6

(6.5)
4

(4.3)
5

(5.4)
5

(5.4)
1

(i.i)
2

(a.a)
3

(3.3)
3

(3.3)
92

千 里 山
42

(17.9)

40

(17ユ)

24

(10.3)

22

(9.4)
12

(5.Z)
11

(4.7)
8

(3.4)
17

(7.3)
7

(3.0)
15

(6.4)
36

(15.4)
234

ニ ュータ ウ ン i
(2.5)

2
(5.0)

i
(2.5)

3
(7.5)

z
(5.0)

1
(2.5)

30
(75.0)

40

山 田
60

(22.0)

40

(14.7)
13

(4.8)
ii

(4.0)
16

(5.9)
14

(5ユ)

6
(2.2)

11
(4.0)

io
(s.7)

11
(4.0)

81
029.7)

273

合 計
362

(21.2)
295

(17.3)
164

C9.6)

149

(8.7)
117
C6.9)

85
(5.0)

82
(4.8)

83
(4.9)

55
(3.2)

n
(4.2)

244
(14.3)

1,707

表 一36 各地区の階数別構成表

階数地区 3F 4F 5F 6F 7F 8F 9F
lOF

以上
合 計

豊 津
218

(43.0)
94

(18.5)
66

(13.0)

41

(8ユ)

26
(5.1)

13

(2.6)
15

(3.0)
34

(6.7)
507

吹 田
170

(71.4)
41

Ci7.2)
22

(9.2)
1

(0.4)
2

(o.s)
2

(o.s)
238

南 吹 田
141

(66.5)
33

(15.6)
26

(12.3)
7

(3.3)
3

(1.4)
1

(0.5)
i

(0.5)
212

片 山
、

76
(68.5)

19

(i7.i)
11

C9.9)
3

(2.7)
1

CO.9)
1

(0.9)
111

岸 部
63

(68.5)
21

(22.8)
3

(3.3)
1

(1.1)
I

Ci.i)
1

(1..1)
z

C2.2)
92

千 里 山
128

(54.7)
53

022.6)
25

(10.7)

6
(2.6)

7
(3.0)

3
(1.3)

12
(5.1)

234

ニ ュ.一 タ ウ ン
12

(30.0)
15

(37.5)

8

(20.0)

1

(2.5)

z
(5.0)

1

(2.5)

1

(2.5)
40

山 田
158

(57.9)
39

(14.3)
22

(s.i)
6

(2.2)
9

(3.3)
11

(4.0)
4

(1.5)
24

(s.s)
273

合 計
966

(56.6)
315

(18.5)
183

(10.7)
66

(3.9)
51

(3.0)
29

(1.7)
24

(1.4)
73

(4.3)
1,707
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圏 共同住宅

涯舅 社宅,寮,寄 宿舎,下宿

∈≡ 住宅(一戸建・長屋)

㎜ 事務所

皿 店舗

匿巨倉庫

匪事欝:駿 灘
□ その他

霧
7

8撫

携

詫難 ミi灘.1'羅
灘 難 馨'

、.^、 ・ く

Y:'

　

　 ヂ　

騨
「瀬

総

3

6

4

灘
磁

'・灘i…

繊

2

馨

5

1豊 津地 区

2吹 田地 区

3南 吹 田地区

4片 山地 区

5岸 部地 区

6千 里 山 地 区

7ニ ュータウン地 区

8山 田地 区

図 一30地 区 別 用途 別比 率

図 一31 集合住宅分布図(江 坂地区)

共 同住 宅専 用

共 同住 宅併 用

アパー ト・文化 住 宅
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共 同住 宅 の件 数比 率が 相 対 的 に高 くな って いる。

以上 の よ うに、 吹 田市 にお け る中 高層 市街 地化 の進行 は比較 的小 規 模 の ものの高 密化 と、居 住機 能

が 中心 とな って展 開 さ れっ っ あ る。 また 、豊 津 、吹 田 、南 吹 田 の各 地 区 で は業務 ・商業 機 能 と居住 機

能 の混 在立 地 が進 行 し、 計 画 的基盤 整 備 の もとで の新 たな スプ ロール と も言 え る景 観 を呈 して いる。

そ の事例 地 区 と して江 坂 地 区 の市街 地形 成 を 分析 してみ ると次 の よ うに な る。新大 阪 地 区 と同様 に

江 坂地 区 も大 阪地 方 計画1967で は 新規造 成 業 務地 と して位置 づ け られ て い た。 しか し、 区画 整 理事

業 施行 地 区全 体が 業務 地 化 しうる と考 えて い るわ けは な く、む しろ業 務 ・流 通 と居 住機 能 の複合 地 区

と して 想定 されて いた こと も全 く同様 で あ った で あ ろ う。 とこ ろが 、 業 務地 と して の具 体 的な イ メ ー

ジは存 在 して も、 住 宅地 と して の整 備 計 画 は不 明確 で あ ったと考 え られ る。 従 って、そ の後 の市街 地

形 成 の シ ンボ ル と して も地下 鉄 御 堂筋 線江 坂駅 の東 西 の二 棟 の高 層 ビル が 想定 さ れて いた。 そ の後、

約15年 間 にお け る ビル ト・ア ップの 過程 は、 居 住用 土 地利 用、 業 務 的土 地 利用 、 運輸 的土 地利 用 、商

業 的土 地利 用 の混 在 地 区を 出現 させ た。

昭和60年2月 時点 で の現 地調 査 で は居 住機 能 は集 合 住宅 が 中心 とな って いて 、戸 建住 宅 は非 常 に少

な い。 地 区 内に は集 合 住宅 が193棟 あ る。 そ の うち 中高層 集合 住宅(マ ンシ ョン等 の3階 建以 上 の堅

牢 建築 物)は135棟 あ り、 そ の 中で 店舗 や 事務 所 な どが低 層部 には い って い る併 用住 宅 は57棟(42.2

ｰ/a)で あ る
。 これ らの集 合 住 宅を 階数 別 でみ る と、10階 建 以上 が25棟(18.5%)、5-9階 建が68棟

(50.4%)、3-4階 建 が42棟(31.1%)と な って い る。 これ を前 記 の豊 津 地区 と して 集計 され た建築

動 態 と比 較 して み る と、集 合 住宅 全 体190件 の うち、30%が 他機 能 との併 用 となって お り、地 下 鉄駅

周 辺 の 区画整 理地 区で あ る ため、 併 用住 宅率 が 高 くな って いる こ とが わ か る。 また、全 体 と して 高層

建 築物 の比率 が 高 い こ と も明 らかで あ る。 集合 住宅 は地 区全 体 に立 地 し、 用途 地域 制 との関 係で 高 層

集 合住 宅 は新 御堂 筋 線 沿 い に立地 して い る ものが 多 い。

業務 機 能 を有す る建物 は、地 区内 に312棟 立 地 して いる。 そ の う ち、33%の102棟 が 倉庫 機 能 を

兼 ねた もの とな って いる。 階 数 別で は10階 以上 が7棟 、5-9階 建 は63棟 、3-4階 建 は104棟 、

1,2階 建 が138棟 と な って お り、比 較 的低 階層 建 築件 数 が多 いこ とが わ か る。業 務機 能 を有 す る建 築

物 も地 区全 域 に 立地 して い るが 、特 に、 南 東部 の地 区に 小規 模事 業 所 の集 中 立地 がみ られ るの は、 都

市 基盤 整備 の うえ で の スプ ロール と も言 え る側 面 を提 示 してい る。

商業 機 能 は、 喫茶 店 、飲 み 屋 をは じめ とす る飲食 関係 が188件 、医療 施 設が12件 、文化 教 室 ・学 習

塾 が15件 、パ チ ン コ ・雀荘 な どの娯 楽 施設 が13件 、 コ ンビニ エ ンス ス トアが5件 、ホ テルが5件 、そ

の他 の店 舗(小 売 り店 舗 ・理 容 室 ・ガ ソ リンス タ ン ド等)が105件 立 地 して い る、 また 、 ス ーパ ーな

どの総合店 舗 が3件 あ る。 しか し、 これ らの 多 くは 某 同住 宅の 低層 部 に あ り、店 舗単 独 の建 築物 は少

な く、 商 店 街に 該 当す る ものは まだ形成 され て いな い。

運輸 関連機 能 を有 す る倉庫 は 、地 区 の南 西端 に集 中立 地 し、農 地 、 空 地、 駐車 場 は地 区全 域 に多 く

残 存 して い る。

この よ うな 多種 の機能 の混在 立 地 は、 区画 整 理 の施 行や 土 地 の高度 利 用 に もかか わ らず 、 新 たな 商
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□1,2F

図3,4F

5-9F

團10F以 上

図一32集 合住宅階数別分布図(江 坂地区)

事務所

倉庫併用事務所

図一33事 務所分布図(江 坂地区)
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鞍鞍 叢懸隷

図 一34事 務所 階 数 別分 布 図(江 坂 地 区)

pi,zF

図3,4F

■5-9F

睡110F以 上

灘 講露懸講i懸

1慧灘覇
畿惣舞鐵簾鑛懸藝霧舞

繋鱗騰 顯:　
図 一35倉 庫 分 布 図(江 坂 地 区)
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住混 在 地 区の形 成 と して イ ンナー シテ ィ的景観 を もた ら して いる と考 え られ る。

吹 田 市は神 崎 川 沿 いの工 業地 域 を 除 いて近 郊 住宅 都 市 と して発 展 してき た。 それ は戦 前 の豊 津、千

里 山 、吹 田 な どの郊 外 住宅 地 開発 、 戦後 の 千里 ニ ュー タウ ン開発 に 明 らか に示 され て い る。 しか し、

昭和30年 代 か ら始 ま った 都市 化 の拡大 は、一 方 で は大 阪 市 の業務 機 能 、生 産機 能 の分 担 をよ ぎな くさ

せ 、住 宅地 と して の景 観が 変 容 し始 め た こと は以上 の分 析 か ら も明 らか で あ る。 住 宅地 と して の景 観

も、 中高 層集 合 住宅 の立地 に よ って著 しい変 容 を始 め て い る と考え て よい。 ま た、 大阪 市 の 市街 地 に

近 接す る豊 津、 吹 田、 南吹 田地 区で は 中小 の業 務商 業 機能 と居 住 機能 、 さら に中小 工業 機 能 が混 在立

地 しっ っ あ る。 吹 田、 南吹 田地 区 に は戦 前 か らの 旧市街 も存 在 し、 もと もとイ ンナ ーシ テ ィ的景 観 を

有 す る地 区 で あ ったが 、本 節 で の事例 研 究 か ら もわ か る よ うに、 江坂 地 区 も含 めて イ ンナー シ テ ィの

最 外延 部 と 位置 づ け るこ とが可 能 で あ ろ う。

この 事例 研 究 でみ たよ うに、 江坂 地 区 を含 む豊 津地 区は一 面 で は計 画 的高度 利 用 が進 行 しっ つ あ る

地 区 と言 え る。 この よ うな高度 利 用が す すみ 、業 務 機能 と居住 機能 が 混 在立 地 して いる豊 津地 区 と、

そ の地 区 内 に ある江 坂地 区 は、 吹 田市 に お いて は、 新 しい景観 を も った市 街 地 であ る といえ る。 そ の

市街 地 形成 の段 階か らいえ ば、 イ ンナー シテ ィと位 置づ け るべ きで はな いか も しれ な い。 しか し、 中

・小規 模 の業 務機 能 が 多 く立地 して いる た め、交 通 量が 増大 し、商 業 施 設は サ ラ リー マ ンを対 象 と し

た 飲み 屋 な どの飲 食 店 が多 く、 業務 施 設 と居 住 施設 の無 秩 序 な混 在立 地 は、 居 住環境 の悪化 を もた ら

して いる面 も多 い。

今 後 、近 郊住 宅 都市 にお いて も江 坂 地 区や南 吹 田 、吹 田地 区の よ うな業 務 機能 と居住 機能 の混 在立

地す る市街 地 が 増加 す る と考 え られ る。 これ ま での 都市 計画 は 基盤 施 設整 備 に重 点 をお いて きた が、

江 坂 地 区の よ うに業務 機 能 と商 業機 能 、居 住 機能 の 無秩 序 な混 在立 地 が進 行 すれ ば、 居 住機 能 が 阻害

さ れ、 住環境 の悪 化 が進 行す る。 そ のた め、今 後 の都 市 計画 は、業 務 機能 と居 住 機能 の 無秩 序 な 混在

立 地 を コン トロールす るた めの ソフ トな技 術 や手 法 の検 討 を必 要 とされ るで あ ろ う。 計 画 的 高度 利用

を す す めっ っ 、公 共 のオ ー プ ンスペ ー スを 残 し、低 層部 に業 務 ・商業 施設 を 、中 ・高層 部 に居 住施 設

を 配 置す るよ うな、 階層 別 に機 能 の分 化 をすす める な どの方法 で、 多様化 しつ つ あ る機 能複 合 を 実現

しつ つ 居住 環境 を良 好 に保っ 方法 や 制 度が 検 討 され なけ れ ばな らな い。

4節 農 家 の対応

昭和30年 代以降の大都市圏の市街地形成は、近郊地域でのエ場 ・住宅などの外延的スプロールとし

て出発 し、門真市、寝屋川市、豊中市などでの木賃アパー ト密集地区のような広範なブライテッ ド・

エリアの形成を招いた。このような都市人口の増大に伴なう住宅 ・宅地需要に対応すべ く近郊地域に

ニュータウンが開発され、さらに都市基盤の整備のために区画整理事業の施行が推進された。 しかし、

前節でも検討したように区画整理後の市街地形成も必ず しも良好な居住地形成とは言えず、さらに近

郊都市域全域において無秩序な中高層集合住宅のスプロールが進行 しっっあるとも言える。そこで本

節では、箕面市、吹田市江坂地区を事例とする調査結果から、市街地形成に対する土地所有者の対応
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を検討し、良好な居住地形成のための基礎的知見を明らかにする。

都市近郊農家の農業経営と都市化による土地利用の変化との関係は、今日においても都市周辺部で

の土地所有者の大部分が農家であることから、ここでの最も重要な検討課題である。これまでの研究

によれば、一般的には近郊農業の具体的な動きは、都市化の性格とそれに対応する農業の構造によっ

て規定されるという。都市化の影響は、直接的な農地の潰廃よりも労働ヵの流出を通じての影響が大

きく、都市周辺では労働力の流出によって専業農家の経営耕地規模の縮小と、兼業化および兼業農家

の離農が進行 し、その間に転用農地を出現させるのである。農業的土地利用は具体的には、工場 ・住

宅などの都市的土地利用に伴なう地価の上昇と、農業労働力の他産業への流出に伴なう農業労賃水準

の上昇によって規定される傾向が強く、従って農業の収益性の低い地帯ほど都市化圧力に対 して抵抗

力がなく、完全な形での離農化が進行しやすいと考えられる。一方、農業所得の比較的高い地帯では、

都市化の影響を受けても中堅専業農家が(経 営作目の転換などの生産性向上のための努力を行 って)

農業に残ることもあり、下層農家の兼業化や離農によって転用農地が出現することになる。このよう

な都市化との関係で、農業経営には都市圏全体としての構造が存在 し、経営形態も変化 しつっあるも

のと考えられる。

昭和30年 代後半以降の大都市圏における急激な人口増加に伴なう宅地需要の増大に対処するために、

膨大な量の農地 ・山林の転用が公共団体や民間企業などによって行われたのであるが、それ以前に近

郊地域での兼業化はかなり進展 していたものと考えられる。特に農業と第二、三次産業部門との所得

格差が拡大 しっっあるもとで、生活様式の都市化や生活水準の上昇に伴なう家計支出の増大を補なう

に足る生産性の向上を、都市近郊農業としての有利性を活用できる経営内容に転換するなどの方法で

実現することの遅れた地域では兼業化の進展が著 しい。昭和40年 代においてすでに、近郊農業におけ

る水稲作は、それのみで農家生活を維持 しうるものとなっている例は非常に少なく、従って大都市周

辺での農業経営では経営耕地面積規模は農家自身の営農の将来を判断する指標とはなりえないと考え

てよい。逆に、水稲作は手抜き農業によっても一定水準の生産量を維持 し、自家消費米を確保 しうる

兼業農家に適 した作目としての特徴を示 しつつあった。

こうして、高生産性を維持する限られた数の専業 ・第一種兼業農家と、多くの第二種兼業農家、そ

して一方での農業収入を補ない老後の生活保障としての役割をも果たす転用自営や貸土地などの土地

利用転換によって、大都市近郊地域の土地利用は非常に無秩序な様相を示しっっあった。このことは、

都市基盤未整備の状態で展開されっっある民間中小資本による建売り住宅の建設や、大資本による大

規模宅地開発 ・マンション建設にもあてはまることである。

4-1箕 面 市 の ケ ース ・ス タデ ィ

都 市化 に対 す る都 市 周辺 農業 の一 般 的傾 向 は、 箕面 市 内 の農業 につ いて も妥 当 し、 特 に経 営耕 地面

積 が零 細 で あ った と考 え られ るこ とか ら、比 較 的 早 くより 高生 産 性農 家 と兼業 農 家の 分化 が進 展 して

い た。 昭 和30年ix前 で、 旧箕 面 町で は約40%の 農 家が経 営 耕 地面 積0.3ha未 満 で あ り(農 業 セ ンサ
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ス1960)、 旧豊川 村 で も昭和30年 で約30%が0.3ha未 満 で あ った(「 夏 季農 業調 査 」昭 和30年8

月 大 阪府 統 計課)。 従 って、 昭 和30年 前 後 に は箕面 市 内 の農業 集 落 の都 市化 は 、農 業労 働 力 の他 産

業 へ の流 出に よ ってか な り進 展 して い た もの と考 え られ る。 昭 和32年 の農 家 数1,268戸 、そ の うち専

業 農 家329戸 、 兼 業農 家937戸 で あ った。 そ の後 、昭 和49年 には農 家 数1,010戸 、 その うち約80%

が 第二 種 兼 業 農家 で あ り、 また経 営 耕地 規 模30a未 満農 家44%、30-50a未 満25%で 合 計約70%

で あ った。

この 間の 箕面 市 の大 規模 開 発 地 区を示 した ものが図 一36と 表 一39で あ り、 小規 模 開 発 を も含 め た

農 地転 用 件 数 を示 した ものが 表 一37、38で あ る。 これ に よれば 、 箕 面市域 にお いて は 昭和40年 前

表一37年 次別用途別5条 農地転用件数

用途 年次 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51

個

人

自 己(分 家)住 宅 43 41 59 58 60 91 71 63 45 40 39 41 32 28 45 32 20 17 21 26

貸 家 1 一 一 一 3 i i2 19 is is 12 17 15 ii 9 19 8 2 1 1

寮 z 一 一 一 2 i 1 z z 一 一 2 7 一 3 } 一 2 1
一

倉 庫 ・車 庫 ・置 場 2 2 9 7 4 7 6 6 8 15 7 8 11 9 it 9 is 12 5 15

店 舗 ・事 務 所 等 1 1 1 4 2 2 4 3 5 3 5 8 8 5 10 5 6 9 10 5

工 場 ・ 作 業 場 1
一 一 2 3 3 6 5 2 9 2

一 一 一 一 1 2 1 2 i

駐 車 場 一 一 一 一 一 　 1 2 i 9 z 1 一 5 3 6 14 8 4 3

そ の 他 5 5 4 5 12 9 9 6 9 8 zo 6 15 4 7 8 11 6 s 10

法

人

店 舗 ・ 営 業 所 1 1 i 1 1 4 8 io 9 10 11 is 9 15 9 10 S 6 6

寮 ・ 社 宅 ・ 宿 舎 5 7 6 6 ii 6 2 7 z 1 6 7 9 7 8 9 5 9 8 2

貸 家 一 一 一 一 一 一 一 1 一 } z 一 一 6 3 2 a 1 『 1

工 場 i 一 3 5 2
7

1 4 6 一 i 2 一 i 一 1 一 } 一 一 一

倉 庫 ・車 庫 ・駐 車 場 　 }

2 i 2 3 9 9 9 5 7 8 19 12 12 zz 16 17 16 14

そ の 他 一 5 2 3 2 9 4 3 一 5 4 8 8 10 3 9 8 8 6 z

公法人(宅地分譲以外) 6 5 4 3 5 8 5 9 1 i 11 一 2 2 4 5 一 一 一 1

建 売 り ・宅 地 分 譲 3 2 一 6 12 4' 9 i 一 5 5 13 23 8 20 33 26 ユ1 31 38

合 計(件 数) 71 69 86 101 120 141 142 150 100 122 inn 130 isi 116 159 164 144 101 117 125

表一38年 次別用途別4条 農地転用件数

用途 年次 32 33 39 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51

.自 己(分 家)住 宅 11 9 is 14 17 19 24 20 33 iz 20 33 17 15 20 zs 35 17 16 is

貸 家 ・ 共 同 住 宅
一 一 } 一 3 is is 30 40 38 31 23 53 33 35 42 25 9 iz 24

店 舗 ・ 作 業 場 等 6 i } i 一 2 z 4 1 3 2 9 8 9 z 5 2 1 a 4

倉 庫 ・野 外材 料 置 場 一 一 i 2 3 3 2 z 2 3 3 6 3 3 1 1 4 7 一 6

駐 車 場 一 一 一 一 1 } z i 1 5 1 6 4 5 4 s 30 30 28 32

農 業 用 施 設 3 9 i 9 7 3 7 z 2 2 i i 1 1 9 4 4 5 } 一

そ の 他 } 一 一 a 6 1 2 1 2 3 6 1 3 3 } 3 3 4 10 12

合 計(件 数) 20 19 is 23 37 44 57 60 81 66 64 74 89 69 66 90 103 73 68 96
ト

(箕 面市農林課 職用申請台帳より集計)
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後 か ら 中 部 ・東 部 の 市 街 化 の 進 展 して いな い萱 野、 豊川 地 区 で 民間 資本 に よる工 場 立 地、 住 宅地 開

発 が 始 ま って い るこ とが わ か る。 この段 階 で は半 公 的機 関 が 同 じく都 市 的宅地 需 要 を背 景 と して市 街

化 に 関与 して くる場合 が あ り、 箕面 市 で は昭 和40年 代 初 期 の 船場 繊維 団地 の 造成 が そ の例 で あ る。一

方 、小 規 模 転 用を 含 め た農 地 転 用 の件 数や 用 途 をみ る と、昭和30年 代 後半 か ら件 数 が 増加 し、そ の 内

容 も工 場 ・作業 場 、 店舗 ・事 務所 、貸 家 ・共 同住 宅 、 自己(分 家)住 宅 な ど都 市 的 な もの にな りっっ

あ る ことが わ か る。 開発主 体 に よ って 若干 の 相 異が あ り、 農 家以 外 の個人 に よる 自己住 宅 の 建設 は比

較 的 早 期 よ り開 始 され、 後 期 にな る と倉庫 ・車 庫、店 舗 ・事務 所 な どへ の転 用が や や 増 加す る。 一方 、

表 一39大 規模 開 発地 区 別一 覧(番 号 は 図 一36と 対応)
■

地区名 番号 開 発 年 次 開発主体 用途 開発面積

箕 面

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

S.39年8月

〃39 .8

〃41.4

〃43 .

〃43 .

〃44.

〃44.

〃44 .

〃45.4

〃45 .

〃46 .

〃46.

〃47 .

〃49 .

市 公共施設
市 公共施設

市 公共施設
民間会社 住 宅
個 人 住 宅

民聞会社 住 宅
民間会社 住 宅
民間会社 住 宅

市 公共施設

市 公共施設
民間会社 住 宅
民間会社 住 宅

市 参播 鑑
市 公共施設

19,711㎡

2,157

12,276

12,161

2,710

6,177

3,119

1,875

1,219

46,172

6,598

13,349

16,037

2,478

萱 野

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

〃31.5

n37 .

〃41 .(第1期)

'・43.(第2期)

〃43 .

〃45 .

〃46.3

〃46 .

rr47 .

〃48.4

〃49 .4

〃49 .

〃49.12

〃50 .

市 公共施設

民間会社 そ の 他
市 公 社 そ の 他
市 公 社 そ の 他

市 公 社 公共施設
民間会社 住 宅

市 公共施設
民間会社 そ の 他

住宅公団 住 宅
市 公共施設
市 公共施設

市 公 社 住 宅
市 公共施設

市 公 社 住 宅

122,700

1,207

4,894

15,055

19,285

25,043

32,456

2,702

3,976
唱

豊 川

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

n38.

rr39.

〃39.

〃42.

〃43.

〃43 .

〃45.

〃45 .

〃47.

〃47.

〃47 .

n48.

民間会社 そ の 他
民間会社 工 場
民間会社 工 場

府 公共施設

民間会社 住 宅
民間会社 住 宅

民間会社 住 宅
住宅公団 住 宅
住宅公団 住 宅

府 公共施設

民間会社 住 宅
民間会社 そ の 他

28,844

30,029

30,013

27,611

238,890

106,607

111,520

475,490

7,266

10,157

27,980

1,873

(「箕面市史 第三巻 」より)
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表 一40 年 次 別 用途 別4,5条 転 用

新 稲 地 区 S.32-36年 、 S.37-41年 S.42-46年

▼

S.47-51年

(1)農 家 住 宅
3件1,014㎡

C2.1)

4件1,311㎡

(a.s)

2件604㎡

(a.o)

5件1,704㎡

(6.1)

一 般 個 人 住 宅
(2)(分 譲 住 宅)

28件13,110

(1)(27.6)

27件14,077

(4)(28.2)

25件17,538

(9)(57.1)

13件5,665

(8)(20.4)

(3)工 場 ・ 作 業 所
1件2,023

(4.3)

2件446

(0.9)

1件165

(0.5)

(4)倉 庫(物 置)
1件459

Ci.o)

(5)置 場 ・ 駐 車 場
1件396

Co.s>

1件(502)

Ci.o>

3件1,058

(3.4)

14件4,218

(15.2)

(6)店 舗 ・ 事 務 所
1件33

Co.i)

(7)そ の 他
3件21,005

(44.2)

12件15,651

(31.3)

9件3,058

(io.o)

18件7,789

(28ユ)

(8)農 用 施 設
2件653

(1.4)

1件680

(1.4)

1件347

Ci.i)

1件859

(3.1)

貸 家 ・ ア パ ー ト(9)
マ ン シ ョ ン

19件6,895

(13.8)

14件7,383

(24.0)

7件6,116

(22.1)

too)社 宅 ・ 寮
7件9,336

(19.6)

6件9,913

(19.9)

1件532

(1.7)

3件1,359

(4.9)

合 計 41,593 49,934 30,718 27,710

芝 地 区 S.32-36年 S.37-41年 S.42-46年 S.47-51年

(1)農 家 住 宅
5件2,470

(35.0)

16件3,700

(31.2)

6件2,375

(15.6)

1件259

CO.9)

一 般 個 人 住 宅

12)(分 譲 住 宅)
1件389

(5.5)

9件1,704

(14.4)

3件2,290

(2)(15.0)

7件2,126

(5)(7.7)

(3>工 場 ・ 作 業 所
1件769

(10.9)

2件1,743

(14,7)

1件1,747

(11.5)

2件1,062

(3.9)

(4>倉 庫(物 置)
4件758

(6.4)

3件1,410

C9.2)

3件1,432

(5.2)

㈲ 置 場 ・駐 車 場
3件1,296

C8.5)

11件4,625

(is.s)

(6)店 舗 ・ 事 務 所
2件789

C6.7)

7件2,990

(19.6)

8件1,965

(7。1)

(7)そ の 他
2件1,300

(18.4)

6件2,829

(18.5)

6件8,986

049.2)

(8)農 用 施 設
5件2,132

(30.2)

2件354

(3.0)

1件251

(1.6)

貸 家 ・ ア パ ー ト(9)
マ ン シ ョ ン

5件2,805

(23.7)

1件69

(0.5)

3件2,506

Cs.i)

Uo)社 宅 ・ 寮

合 計 7,060 11,853 15,257. 22,961

`

表 一41年 次 別3条 売却 件 数 ・面積

地区 年 次 S.32-36年 S.37-41年 S.42-46年 S.47-51年

新 稲 地 区
44件28,617

650(㎡/件)

21件12,312

586

12件10,913

909

5件3,110

622

芝 地 区
83件23,295

1,292(㎡/件)

50件48,789

976

51件33,472

662

11件6,064

511
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法 人 に よ る開 発 はやや お くれ て 始 ま り、昭和40年 代 中頃 か ら著 しい件 数増 加 、特 に 建売 り ・宅地 分 譲

件 数 の増 加 を示 して い る。 ま た、 同時 に倉 庫 ・車 庫 ・駐 車場 へ の転 用 件数 も増 加 して いる。 この よ っ

な 市 街化 の進 行 と同時 に、農 家 自身に よ る転 用件 数 も増 加 し、昭 和40年 前 後か ら貸 家 ・共 同住 宅へ の

転 用 、か な りお くれ て 昭和48年 か ら駐 車場 へ の 転用 が急 増 して い る。これ は市 街 化が 一定 の段 階 に達

した 時点 で の駐 車 場 需要 の 増大 と、農業 経 営 の崩 壊 を示 して い る もの と考え て よ い。 また 、一 方 で は

よ り市 街化 の 進行 した地 区 で の農地 減 少農 家 に よ る代替 地 購入 行 動が 、市 街 化 の進 展 して いな い、従

って 地 価 の相 対 的 に低 い地域 に対 して 展 開 され、 土 地所 有 の錯 綜 と土 地 利 用の 粗放 化を 招 くこ とが 多

い。 箕 面市 で は 同 じく昭和30年 代後 半 か ら40年 頃 に芝 、小 野 原 、白島、 稲、西 坊 島、粟生 間 谷 の各 地

区で 他市(豊 中市 、 吹 田市を 主 とす る)、 市 内 他地 区 か らの代 替地 購入 が活 発 化 して い る。 こ っ して

民 間 資本 、公 的機 関に よ る市 街 化 の進 展 に伴 な って必要 性 の増大 す る生 産 お よび生 活基 盤 施 設 の行 政

に よ る整 備 が 続 き、 土 地利 用 ・購入 主 体 の 多様 化 、複 雑化 が一 層拡大 しつつ あ る。

以 上 の よ うな 近郊 農村 地 域 の土 地利 用 動 向 を事 例調 査対 象 地 区で 検 討 してみ る。 こ こで事 例 対象 地

区 と して 抽 出 した新 稲 、芝地 区 は、都 市 化 に よ る農 業 経 営 の崩 壊が 全 市 的に進 行 して い る箕面 市 に残

され た、 数少 な い農 業 経営 卓 越集 落 で あ る。 ま た、 この2集 落 にお いて もそ の立地 条 件 の 相異 によ っ

て 都市 化 へ の対 応 が著 しく異 な って い る。 両地 区の 昭和32年 以 降 の農 地転 用 用途 別構 成 およ び農地 と

して の売 買 は 表 一40,41の よ うに な り、阪 急電 車 箕面 線 沿 線 の既成 市 街地 に隣 接 し、都 心 へ の直接 的

通 勤手 段 の あ る新 稲地 区で は昭 和30年 代 に一 般 個人 住宅 へ の 転用 と社 宅 ・寮 へ の転 用が 優 位 を 占め 、

30年 代後 半 か らは貸 家 ・アパ ー ト・文 化住 宅 な どへ の転 用 が増 大 して いる。 「その 他 」は個 人 によ る

特 殊学 校用 地 、宗 教 施設 用 地な どで あ り、1件 あ た り敷 地面 積 は非 常に大 き い。昭 和40年 代 に入 って

か らは 、分 譲 ・建 売 り住宅 用宅 地へ の転用 が増大 し、ま た40年 代 後半 には 駐車 場(大 部 分 が 農 家 自身

に よ る4条 転 用)・ 材料 置場 な どへ の転 用 の比 率が 増大 して い る。一 方 、 芝地 区で は転用 件 数 ・面 積

が比 較 的少 な く、昭 和40年 代 に入 って よ うや く増 加 傾向 を示 し、 材 料置 場 ・駐 車場 、 「そ の他 」(宗

教法 人 によ る墓 地、 私 法人 に よ る ゴル フ練 習場 が 主)へ の転 用が 増大 して い る。3条 売 買 は新 稲地 区

で は昭 和30年 代 中頃以 降急 激 に件 数 が 減少 し、 す で に農 業用 地 としての売 買が 地 価 の高 騰 で 困難 にな

って い た もの と考 え られ る。 これ は上 記 の貸 家 ・アパ ー トな どへ の転 用 の増大 時 期 と一 致 して い る。

表 一42農 地 所 有面 積 規模 別 農 家数(S.52年2月)

規模地区 0.3ha

未 満

0.3-

0.5

0.5-

0.7

0.7-

1.0

1.0-

1.5

1.5ha

以 上
農家数

新稲

専 業 1 2 3 6 5 3

48準 専 業 一 1 2 1 一 }

兼 業 6 6 4 5 3

芝

専 業 i 3 z 5 1 1

48準 専 業 } 2 2 3 } 2

兼 業 17 5 1 1 1 1

(注)以 下 の記 述 で は、専 業 、準 専 業 を ま とめて 専業 農 家 とす る。
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表 一43専 ・兼 業別 農地 売 却有 無 ・売却 理 由(理 由 はM.A.)

■＼ (11イ 口 ノ、 (2)イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ

新稲
専 業 18 6 一 5 一 4 3 4 4 1 } 一 一

兼 業 17 5 2 6 2 3 4 2 1 6 一 一 一

芝
専 業 17 a 3 3 一 9 4 1 3 1 3 『 2

兼 業 12 7 8 5 1 3 z 1 一 1 一 1 一

(1)イ.売 却 した ロ.売 却 して いな い へ 不 明 ・無記 入 ② イ.熱 心 にた の まれ て

ロ.老 令 ・兼 業化 な どで人手 不 足 の ため へ 臨 時 的 出費の た め 二.相 続 税 を払 うため

ホ.周 辺 が 市 街化 し、 耕 作 しに く くな ったた め へ も とも と生 産 性 の低 い農 地で あ った

ため ト.転用 自営 資金 の必 要 の ため チ.自 宅 か ら遠 く、通 作に 不便 な ため リ.転 職 ・

転業 のた め ヌ.農 業 投 資 のた め(あ る い は農 業 用 資金 の必 要 の た め)ル 。そ の他

表 一44専 ・兼 業別 転 用 自営 有無 ・開 始時 期

転 用 自 営 S.30年

以 前

S.31-

35年

S.35-

40年

S.41-

45年

S.46-

51年有 無 不 明

新稲
専 業 11 13 一 一 一 3 5 3

兼 業 16 6 z 一 2 2 9 3

表一45所 有面積規模別農地売却有無 ・理由(新 稲地区)

、＼ イ 口 ノ、 イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ

0.3ha未 満 5 1 1 2 一 a 一 1 一 一 一 一 一

0.3～0.5 6 z 1 3 一 1 2 一 1 1 一 一 一

0.5～0.7 7 2 一 1 2 a 一 1 1 4 一 一 一

0.7～1.0 8 4 一 4 一 一 3 2 2 1 一 一 一

1.0～1.5 6 2 一 z 一 2 『 z 『 1 一 『 一

1.5ha以 上 3 一 一 一 一 『 2 一 1 一 『 一 一

表一46所 有面積規模別転用自営有無 ・開始時期

転 用 月 営 S.30年

以 前

S.31-

35年

S.35-

40年

S.41-

45年

S.46-

51年有 無 不 明

0.3ha未 満 1 5 1 一 } 1 一 一

0.3～0.5 4 4 1 一 一 一 4 一

0.5～0.7 8 1 一 一 1 2 4 1

0,7～1.0 7 5 一 一 1 1 3 2

1.0～1.5 6 2 一 一 一 一 3 3

1.5ha以 上 1 z 一 一 一 1 一 一
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表一47所 有面積規模別転用自営内容 ・戸数

ω イ 口 ノ、 ホ ト リ (2)イ 口 ノ、 二 ホ へ ト

0.3ha未 満` 1 一 一 } 一 一 1 一 一 一 一 } 一

0.3～0.5 1 4 1 一 1 一 一 1 } 1 1 一 1

0.5～0.7 2 6 1 1 一 一 一 4 一 2 1 一 1

0.7～1.0 3 3 2 一 一 1 i 一 2 1 } 一 一

1.01.5 1 4 2 一 一 一 1 3 一 一 一 1 一

1.5ha以 上 一 1 1 }
一 } 一 一 } 一 一 一 1

(1)イ.一 戸 建(あ る い は 長 屋 建)貸 家 ロ.ア パ ー ト ・文 化 住 宅 ・マ ン シ ョ ン へ 貸

駐 車 場 ホ.貸 土 地 ト.貸 店 舗 ・貸 事 務 所 リ.自 己 店 舗 ・自 己 事 務 所(M.A.)

(2)イ.1～5Pロ.6～IOPハ.11～15　 二.16～20　 ホ.21～25戸

へ.26～30戸 ト.30戸 以 上

芝 地 区で は市域 外 か らの代 替地 購 入 や、 船 場 繊維 団地 開 発 に'よる減少 農地 の補 充 の た め昭 和40年 代 中

頃ま で3条 売 買面 積 が多 い。 ま た、 芝地 区農 家 に よる西 坊 島、 稲、 白島地 区へ の代 替地 購入 も多 い。

この よ うな 農地 の移動 ・転 用 を伴 な った結 果 と して の両 地 区の 農家 の農 業 経営 と所有 農 地面 積 規模

の 昭和52年 当時 の状 況 は表 一42の よ うにな って いる。 こ こで は農業 経 営主 体 と して の男 子 専従 者 お

よ び後 継者 とみ な され る 家族 員の就 業 状 況 と販 売用 農産 物 に よ る農業 収入 の有無 に よ って 専 業農 家、

準専 業 農 家 と い う類 型 を設 定 して い る。 専業 農 家 とは こ こで は、 男 子農 業専 従者 が1人 以 上 あ り、 販

売 用農 産物 に よ る農 業収 入 が あ って、 しか も家 族 内に 農外 就 労者 の存 在 しな い農 家で ある。 また、 準

専 業農 家 は、 この専 業 農 家が 後継 者 とみ な され る家族 員 の就 業年 令化 に よ る農 外勤 務 に伴 な って 兼業

農 家 とな った もの で あ り、 この類 型 に属 す る農 家 は新 稲 地 区で4戸 、 芝地 区 で9戸 で あ る。 専 業 農家

そ れ ぞれ20戸 、13戸 の うち、40才 未満 の男 子専 従者 の あ る農 家 は5戸 、3戸 のみ で あ り、 いず れ準

専業 に変 化す る農 家 が蓄 積 され て くる もの と考 え られ る。 新 稲 地 区で は兼 業 農家24戸 の うち、0.5ha

以 上 の農 地 を所 有 して い る農 家 が12戸 と半 数 を 占め て い る こと は、今 後 の市 街化 の方 向や 速 度を大 き

く規 定す る もの と考 え られ る。 花 き、 植木 生 産 を主 とす る都市 近 郊型 農業 経 営 も市場 の不 安 定性 の 増

大 と と もに、 臨時 的 出費 や生 活 資金 の 不 足を 補 うため の農 地 売却 や転 用 自営を やむ な く し、 ま た一 部

農家 の 農外 就 労 を進 行 させ た。 ま た、 一 方で は常 に後 継者 の 農外 就労 の増大 が あ る。 新稲 地 区 で は、

これ まで述 べ たよ うに 昭和40年 頃か ら兼 業 化が 著 しくな った もの と考 え られ るが 、地 区 内 に存 在す る

造 園業 ・植 木 販売 との 関係 で、土 地利用 の急 激 な変 化を 伴 な うことな く(植 木 生産 の た めの土 地 利用 と

販 売 の分 離、 定 期 的現金 収 入 を期 待 しな い農 地 利 用)、 従 って 比較 的大 規 模農 地所 有 の維 持 され た ま

ま で、 兼 業化 が 進 行 した もの と考 え られ る。 芝地 区で は兼 業 農 家26戸 の うち、17戸 が0.3ha未 満 の

零 細農 地 所有 で あ り、専 業 農 家 との 階 層分 化 が著 しい。

この よ うに 、比 較 的営 農基 盤 の維持 され た 集落 にお いて も兼 業化 と農外 土 地利 用 の進 展 は著 しいた

め、 箕面 市 に お け る一 般 的集 落 に お いて は大 部分 の 農 家が 第二 種 兼業 農 家 とな って いる。 市 内5地 区

の農 業 集落(止 々呂美、 芝 、小 野原 、 瀬川 、 半 町)に 対 す るア ンケ ー ト調 査 に よれ ば 、約90%L,(上 の
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表 一48経 営耕 地規 模 別農 家 数(S.49年2月)

地 区名 農家戸数
30ア ール

未 満
30-50 50-70 70-100

100ア ール

以 上
例 外

止 々 呂美
97 9 10 17 32 29 一

Cioo.o) 9.3 10.3 17.5 33.0 29.9 『

芝
48 17 4

「
10 11 6 一

Cioo.o) 35.4 8.3 20.8 2L.9 12.5 一

小 野 原
135 67 30 21 9 2 一

Cioo.o) 49.6 22.2 15.6 6.7 1.5 一

瀬 川
29 19 7 1 一 1 1

(ioo.o) 65.5 24.1 3.4 一 3.4 3.4

半 町
31 28 3 『 一 一 一

(ioo.o) 90.3 9.7 一 一 一 一

箕 面 市 域
1,010 443 251 160 97 55 4

<loo.o) 43.9 24.9 15.8 9.6 5.4 0.4
.

表 一49専 業 ・兼 業 別農 家戸 数(S.49年2月)

地 区 名 農 家戸 数 専 業 第1種 兼業 第2種 兼業 水稲作付農家

止 々 呂 美
97 12 26 59 82

Cioo.o) 12.4 26.8 60.8 84.5

芝
48 13 7 28 46

(ioo.o) 27.1 14.6 58.3 95.8

135 8 10 117 120
小 野 原

Cioo.o) 5.9 7.4 86.7 88.9

瀬 川
29 1 一 28 23

(ioo.o) 3.4 一 96.6 79.3

半 町
31 3 2 26 16

(ioo.o) 9.7 6.5 83.9 51.6

箕 面市 域
1,010 80 138 ,792 801

Cioo.o) 7.9 13.7 78.4 79.3

表 一50ア ンケ ー ト回 収数

地 区名 止 々 呂美 芝 小 野 原 瀬 川 半 町

ア ン ケ ー ト数
.

93 43 112 40(*) 59(*)

注(*)表 一48,49の 農 家数 よ り多い の は、統 計 上で は離農 した もの とされ て いる 旧農 家 も

ア ンケ ー ト対象 と して い るこ とに よ る。
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表 一51土 地 売却 有無 ・売却 時 期

売却有無 ・時期 止 々呂美 芝 小 野 原 瀬 川 半 町 合 計
1

昭 和30～35年
一 4(9.3) 33(29.5) 5(12.0) 15(25.4) 57(16.4)

36～40年 7(7.5) 10(23.3) 37(33.0) s(iz.o) 12(20.3) 71(20.5)

41～45年 s(s.s> za(si.a) 19(17.0) 22(55.0) 13(22.0) 84(24.2)

昭和46年 以 降 60(64.5) 2(4.7) 14(12.5) 1(2.5) 15(25.4) 92(26.5)

い つ 頃 か わ か らな い 2C2.2) 一 2(i.s) 2(5.0) 一 6(1.7)

ほ と ん ど、 あ る い は

ま った く売 って いな い
s(s.s) 2(4.7) 4(3.6) 一 1(L7) 15(4.3)

不 明 ・ 無 記 入 s(s.s) 3(7.0) 3(2.7) s(iz.o) 3(5.1) 22(6.3)

合 計 93 43 112 40 59 347

表 一52主 な売 却相 手

売 却 相 手 止々呂美 芝 小 野 原 瀬 川 半 町 合 計

農 民 4(5.2) 6(15.8) 15(14.3) } 4(7.3) 29(9.4)

公 団 ・ 公 社
} 4(10.5) 5(4.8) 3(8.6) 2(3.6) 14(4.5)

市 町 村 ・府 ・ 国 5(6.5) 30(78.9) 53(50.5) 27(77ユ) 17(30.9) 132(42.6)

大 学 ・私 立 学 校 ・

研 究 所
1(1.3) i(z.s) 10(9.5) i(a.s> 一 13(4.2)

(*)不 動 産 会 社 23029.9) 一 Zi(zo.o) 7(20.0) 20(36.4) 71(22.9)

個 人 1(1.3) } 12(11.4) 3(8.6) 5(9.1) zi(s.s)

(*)会 社 .事 業 所 42(54.5) i(Z.s) 12(11.4) 2(5.7) 14(25.5) 71(22.9)

そ の 他 1(1.3) 1(2.6) 一 2(s.7) 一 4(1.3)

不 明 ・ 無 記 入 3(3.9) 2(5.3) iCi.o) 2(5.7) 5(9.1) 13(4.2)

土地 売却農家合計 77 38 105 35 55 310

注(*)カ テ ゴ リー 区分が 不 明 確 であ り、 同一 主 体へ の売 却が ア ンケ ー ト回答 者 に よ って 異

な って回 答 され て い る。 特 に半町 ・止 々 呂美 が明 らかで あ る。
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表 一53土 地 売 却理 由

理 由 止々呂美 芝 小 野 原 瀬 川 半 町 合 計

公 共 事 業 の た め 13(16.9) 30(78.9) 63(60.0) 30(85.7) 20(36.4) 156(50.3)

高 い値がついたため 4(5.2) } a(i.s) 1(2.9) 4(7.3) 11(3.5)
'

兼業 化 な どで人 手 不 足
のた め

1(1.3) i(z.s) 9(8.6) 2(5.7) 4(7.3) 17(5.5)

臨 時 的 出費 の た め 6(7。8) 6(15.8) 11(10.5) 4(11.4) 9(16.4) 36(11.6)

相 続 税 を払 うた め 一 4(10.5) 3(2.9) i(z.s) 4(7.3) 12(3.9)
'

周 辺 が市 街化 し、耕 作

しに く くな った ため
5(6.5) 1(2.6) 9(8.6) 4(11.4) 16(29ユ) 35(11.3)

もともと生産性の低い
農地のため

8(10.4) 1(2.6) 9(8.6) 2(5.7) 7(12.7) 27C8.7)

転用自営資金の必要の
ため

一
} 4(3.8) 5(14.3) 9(16.4) 18(5.8)

転 職 ・転 業 の た め 一 } 『 一 一 一

農 業 投 資 の た め 2(2.6) } } } 一 a(as)

そ の 他 42(54.5) 2(5.3) 15(14.3) i(a.s) 4(7.3) 64(20.6)
●

不 明 ・ 無 記 入 7(9ユ) 2(5.3) 6(5.7) 1C2.9) 7(12.7) 23(7.4)

土 地 売却 農 家合 計 77 38 105 35 55 310

表一54代 替等の土地購入状況

購 入 状 況 止々呂美 芝 小野 原 瀬 川 半 町 合 計

購 入 し た zs(zs.o) 30(69.8) 51(45.5) 5(12.5) 11(18.6)

F

123(35.4)

(面 積)0.2ha未 満 8(30.8) 14(46.7) 16(31.4) 3(60.0) 8(72.7) 49(39.8)

0。2ha以 上

0.5ha未 満
9(34.6) 9(30.0) 22(43.1) iCao.o) z(is.a) 43(35.0)

0.5ha以 上

1.Oha未 満
2(7.7) 3(10.0) 9(17.6) 一 一 14(11.4)

1.Oha以 上 7(26.9) 一 3(5.9) 一 i(9.i) 12(8.9)

購 入 し て い な い 32(34.4) 5(11.6) 36(32.1) 26(65.0) 30(54.5) 129(37.2)

不 明 ・ 無 記 入 35(37.6) s(is.s) 25(22.3) 9(22.5) 8(13.6) 85(24.5)

購 入 者 の う ち
農 業 目 的 以 外

8(30.8) 2C6.7) 24(47.1) 2(40.0) 5(45.5) 41(33.3)

ア ン ケ ー ト 合 計 93 43 112 40 59 347
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農 家が 昭 和30-50年 の20年 間 に土 地 を 売却 してお り、売 却 農家 戸 数 は昭和40年 代 後 半 に最 も多 く

な って いる。 これ は止 々 呂美 な どの山 間 部で の売 却 農 家数 の 多 い ことが 作用 して お り、 南 部市 域で は

30年 代 後半 か ら40年 代 に多 い と考え て よ い。主 な売 却 相 手 は 「市町 村 ・府 ・国 」が43%で 最 も多 く、

次 いで 「会 社 ・事業 所 」「不 動産会 社 」が比 較 的 多 い。 従 って、 売却 理 由 と して は 「公 共 事 業 のた め 」

が約50%、 「臨 時 的 出費 の ため 」 「周 辺が 市 街 化 し耕 作 しに くい 」「も と もと生 産 性 の低 い農地 」が

そ れぞ れ約10%で あ り、各 種 の都市 基 盤整 備 事 業が 兼 業化 の進 行 と歩 調 を あわせ て 展 開 され っ っあ る

こ とを 反 映 して い る。 半 町 ・瀬 川 な どの市街 化 の一 層 進展 した地 区 で は 「転用 自営 資 金 の必 要 の ため 」

が比 較 的 多 くな る。 一方 、 これ らの農 家の土 地 購入 は 、約35%の 農 家 がお こな って お り、 そ の うち約

3分 の1が 農 業 目的以 外 の購 入で あ る。 この こ とは、 土 地 売却 農 家 の売却 代金 使途 で も示 されて い る。

使 途 は 「住宅 の新 ・改 築 に 」が約60%、 「代 替地 の購入 に 」が約38%で ある。

す で に新稲 ・芝 地 区で の農 地転 用 申 請台 帳 か ら転 用 自営 の発 生 過 程を分 析 した。5地 区 で の ア ンケ

ー ト調査 結 果 に よれ ば、農 家 の転 用 自営 は全 体 の約30%が 行 なってお り、半町 ・瀬 川 な どの市 街化 の 進

展 した地 区 で は約60%を 占め て い る。 転 用 自営開 始時 期 は 昭和41-45年 が 最 も多 く約36%.次 いで

昭和46年 以 降 が28%で あ り、合 計約64%の 農 家が40年 代 に始 め て いる。 これ は前 述 の4条 農地 転

用 の件 数 の増 加 時期 と一 致 して いる。 転 用 自営 の 内容 は 「賃貸 住 宅 経営 」が最 も多 く約60%を 占 め、

瀬 川 ・半 町 ・小野 原 地 区で 多 い こ とは分 布 図 に も示 され て い る。 瀬 川地 区 では 賃貸 住 宅 経営 が大 部 分

を 占め て い るが 、半 町 ・小 野原 地 区で は貸 駐車 場 、貸 土地 な どの経 営が 比 較的 多 い こ とは、 賃 貸住 宅

経 営条 件 の 差異 を 示す もの と考 え て よ い。 これ らの転 用 自営 の 開始 理 由 と して は 「定 期 的収 入 の 確保 」

が約60%、 「農 業 よ り収入 が 多 い 」が23%で あ り、農 業 収 入を 補 な い 、あ る い は 農 業 経 営 との 有利

性 を個 別農 家 の条 件 の も とで比 較 した うえ で の転 用 自営 で あ る。 ま た、 「老後 の生 活 の安 定 のた め 」

が 全体 で 約20%あ り、市街 化 の 進ん だ瀬川 ・半 町地 区で 比較 的 多 い こ とは、 他地 区 にお いて も世代 交

替 時期 にお いて転 用 自営 の増 加 と市 街 化が 進 行す る ことを 示す で あ ろ う。

この よ うに して 、大 都 市周 辺 部 にお いて も 中高層 集合 住 宅 の立 地 に よ る市 街 化が 進行 しっ っ あ り、

表 一55転 用 自営有 無

止 々呂美 芝 小 野 原 瀬 川 半 町 合 計

転 用 自 営 8C8.6) 9(20.9) 36(32.1) 24(60.0) 33(55.9) 110(31.7)

一 時 転 用 自 営 、

現 在 は な し
3(3.2) 一 3C2.7) i(2.5) 2(3.4) 9C2.6)

な し 34(36.6) 19(44.2) 37(33.0) 8(20.0) 10(16.9) 108(31.1)

そ の 他 2(2.2) 一 3C2.7) 2(5.0) 2(3.4) 9(2.6)

不 明 ・ 無 記 入 46(49.5) 15(34.9) 33(29.5) 5(12.5) 12(20.3) 111(32.0)

合 計 93 43 112 40 59 347
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表 一56転 用 自営 開 始時 期

開 始 時 期 止々呂美 芝 小 野 原 瀬 川 半 町 合 計

昭 和30～35年 頃 2(25.0) 一 3(8.3) 3(12.5) 2(6.1) io(s.i)

36～40年 『 i(ii.i) 5(13.9) 3(12.5) 一 9(2)

41～45年 5(62.5) 2(22.2) 12(33.3) 8(33.3) 12(36.4) 39(36.5)

昭 和46年 以 降 1(12.5) 3(33.3) 12(33.3) 3(12.5) 12(36.4) 31(28.2)

わ か ら な い 一 } 1(2.8) 一 1(3.0) a(i.s)

不 明 ・ 無 記 入 一 3(33.3) 3(8.3) 7(29.2) s(is.a) 19(17.3)

転 用 自営農家戸 数 8 9 36 24 33 110

表 一57転 用 自営 内容

転用自営内容 止々呂美 芝 小 野 原 瀬 川 半 町 合 計

貸 家 ・ア パ ー ト ・文

化 住 宅 ・マ ン シ ョ ン

一 3(33.3) 19(52.8) 20(83.3) 22(66.6) 66(58.2)

貸 駐 車 場 一 一 5(13.9) 一 6(18.2) 11Clo.o)

貸 倉 庫 一 一 4(11.1) 一 一 4(3.6)

貸 土 地 2(25.0) 2(22.2) 9(25.0) 一 6(18.2) 19(17.3)

貸 店舗 ・貸事務所 『 『 4(11.1) 1(4.2) a(s.i) 7(6.4)

自 己 工 場 1(12.5) 一 i(z.s) 2(8.3) } 4(3.6)

自 己 店 舗
自 己 事 務 所

1(12.5) iCii.i) 3(8.3) 一 z(s.i) 7(6.4)

そ の 他 1(12.5) 一 4(11.1) 1(4.2) z(s.i) 8(7.3)

不 明 ・ 無 記 入 3(37.5) 3(33.3) i(z.s) 2C8.3) 1(3.0) lo(s.i>

転 用 自営農家戸 数 8 9 36 24 33 110

昭 和50年7月 時点 で の箕 面 市 に おけ る賃貸 、 分 譲 マ ン ションの立地 を 示 した も のが 図 一38で あ る。 当

時 の分 譲 マ ンシ ョンの立 地 は1,2件 で あ り、大 部 分 が 中層賃 貸 マ ンシ ョンで あ った。 また、農 家 の

転用 自営 も大 部分が 文 化 住 宅、 木賃 アパ ー トあ る いは低 層貸 家経営 で あ り、 前者 の分布 を示 した もの

が 図 一39で あ る。
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議鱗灘

懸鍵
図 一38調 査対 象 地 区 ・市 街化 区 域界 ・マ ンシ ョン分布 図(S.50年7月 調査)

灘難
図 一39文 化住 宅 分布 図(S.50年7月 調査)
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4-2区 画整理事業施行地区のケース ・スタディ

近郊住宅都市、近郊農村地域としての吹田市、箕面市における都市化に対応する農家の行動と中高

層集合住宅立地にっいては以上で検討 した。その中でも箕面市芝池区のように土地区画整理に伴なう

土地売却の実態や意識は示されている。 しか し、農業集落の経営農地の大部分が土地区画整理事業施

行地区となり、土地利用の全面的な転換が必要とされた事例は少ない。前節で述べた吹田市江坂地区

(南 吹田第2土 地区画整理地区)は 、そのような経営農地の大部分を施行区域とする市施行の土地区

画整理であり、昭和35年12月 頃から市と地元権利者の間で交渉が開始されていた。そして昭和39年

3月 に事業決定 し、昭和46年12月 に事業終了 している。この事業の概要は表一58に 示すようになっ

ている。

表 一58事 業 の概 要

施 行 面 積 110.5ha

平 均 減 歩 率 23.13

権 利 者 数

所 有 権 者

所有権以外の権利者

502名

432名

70名

こ の区画整 理 地 区 にお け る土 地所 有 者229名 に対 す るア ンケ ー ト調 査(有 効 回答 数142件)と 、 農

地 転 用 申請 か ら、 市街 化 に対 す る農 家 の対 応 を検 討 す る。

目的別 農地 転 用件 数 、面 積 構成 に よれば 、昭和46年 か らの3年 間 に 権利 移転 を伴 う農地 転 用(5条

転 用)が 著 しく多 く11haを 占めて い る。 この間 に約16haの 農 地 が 転用 され、 そ れは 区画 整理 後 の

農 地 の18.5%で あ る。 そ の後 の3年 間 で は約7haの 農 地 が転 用 され て い るが 、そ の大 部分 が農 地 所

有 者 自身に よ る もので あ る。昭和46年 か らの3年 間 の所有 権 移 動 と農 地転 用 の活 発 さは、 区 画整 理 事

業 そ の もの に よる市 街 化 の促 進 と土 地 ブ ーム の時 期 に よ る影響が 重 な って い る もの と考 え られ る。 そ

して、 この 時期 の転 用 件数 で は、 所 有権 の 移動 を 伴な う事 務 所 用 の占 め る比率 が 著 し く高 いこ とが 特

徴 的で ある。 これ は次 に述 べ る よ うな吹 田市 の市 街地 形成 方針 にあ る程 度一 致 す る もの であ った。

当地 区 の区 画整 理 の 施行 者 で あ る吹 田市 は、 事 業後 の土 地利 用 に 関 して は 江坂駅 周 辺 の業務 地 区 を

中心 と して土 地 の 高度 利用 を め ざ して いた。 そ れ を誘 導す るた めに ① 御 堂筋 線 沿 いの換 地 の区 画割

りを大 き く取 り、 ② 駅 前 に保 留地 を 確保 し、 高層 ビルを 建設 するとい う条 件の も とに 保留 地を 処 分す

る とい う措 置 が と られて いる。 さ らに、 将来 に お いて 健全 な市 街 地 た ら しめ る ために 、③ 保 留地を 学

校 な どの公 共 用地 と して処 分 し、④ ガス 、上 下 水道 な どの基盤 施 設を 完 備 させ て い る。 これ らは 財源

が豊 か で あ った こ とに もよ るが、 健全 な市 街 地形 成 の 誘導 計画 が か な り積 極 的 に押 し出 されて いた と

考 え られ る。

しか し、 事業 完 了後5年 の昭 和51年 末 の事 例 調査 時点 で は、 市 街化 が か な り進ん だ段 階 で の土地 利

用上 の 問題点 と して次 の よ うな指 摘 が 可能 で あ った。
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ω 市街化は地区内全域で、大きな区画割りを細分化 して進行 し、建築物 も高層化されているものは

比較的少なく、計画されていた土地の高度利用は実現されていない。

(2)市 街化、建築化の進行する中で農地が蚕食的に残存 し、立地条件が良好であるために種々の土地

利用が混在 している。これは農業経営側からも市街化側からも土地利用の適正化を困難に している

ものと考えられる。

(3)宅 地化されているにもかかわらず、未利用のまま空閑地として残されている土地が多く分布 し、

特に地下鉄江坂駅周辺には比較的規模の大きい未利用地が残存する。逆に、建築化は主として地区

の外縁部、つまり周辺既成市街地の隣接部から進行 し、駅周辺は空洞化 している。

(4)住 宅は大部分集合住宅として立地 し、高層のマンションは少なく、いわゆる文化住宅が多く、狭

小過密住宅地化の傾向がみられる。

表一59区 画整理前後の地積対照表

種 目
施 行 前

地 積(㎡)%

施 行 後

地 積(㎡)%
備 考

公

共

用

地

国

有

地

道 路

水 路

9,878,910.89

8,953,090.81

計 18,832,001.70

野
餅
協

道 路

公 園

水 路

52,197,264.72

3,963,500.36

216,217.2019.57

34,705,403.14

4,215,950.38

計 56,160,765.08 255,138.1923.09

合 計 74,992,766.78 255,138.1923.09

宅

地

民

有

地

.

田

畑

宅 地

墓 地

た め 池

学 校 用 地

水 道 用 地

雑 種 地

909,584.4082.31

9,828,100.89

30,122,982.73

429,750.04

145,450.01

30,178,512.73

1,361,980.12

396,690.04

、

>791
,503.7771.62

♂

法第95条 第1項
該当地1筆

法第95条 第1項
該当地30筆

計 982,047.8688.87 791,503.7771.62
法第95条 第1項

該 当地31筆

国
有
地

普 通 財 産 462,810.04 375,010.03

計 462:810.04 375,010.03

合 計 982,510.6788.91 791,878.7871.65

保 留 地

測 量 増 47,631,044.31

58,117,505.26

総 計 1,105,134.47100.00 1,105,134.47100
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この よ うな初 期 の傾 向 は、 主 と して土 地 所 有者 自身 によ る農地 転 用 と して進 行 した もので あ り、 そ

の後 の 中高 層集 合住 宅 街 形成 にっ いて は前 節で 述 べ た通 りで あ る。

そ れ で は農 家の 区画 整 理 に ょる 営農状 況 の 変化 、 そ れに対 す る評 価 は いか な る もの であ ろ うか。

区 画整 理以 前 にお け る地区 の専 業 農 家率 は21.5%で あ り、 昭和40年 にお け る吹 田市 全体 の専 業 農

家11.9に 比 較 して 著 しく高 い もので あ っ た。 農 家一 戸 当 りの耕 作 面積 も平均 約50ア ールで あ り、

市 平 均33.2ア ール よ りかな り大 きい。 ま た、 男性 基 幹労 働 者(16-59才)で 専 業 に行 な って い た農 家

も42.1%を 占めて い た。 区画 整 理事 業 に対 す る評 価 は全 体 と して は 高 く、特 に住 宅経 営 や 農 業 経 営

の基 盤整 理 と して 評価 し、 全体 と して は農 業経 営 縮少 あ るい は脱 農化 の方 向を やむ を え な い もの と し

て い る。 この よ うに、昭和30年 代 末 に おい て は都市 近 郊農 村 と して の景 観 を有 して いた江 坂 地 区は、

区 画 整理 にょ る市 街化 の促 進 を うけ、 そ の後 の中 高層 集合 住 宅 と小 規模 事業 所 の 集 中立地 によ って商

住 混 在市 街 地 の形 成 を まね いて い る。

表 一60目 的別 農地転用状 況

転 用 目的 転用別 昭和46年 昭和47年 昭和48年 昭和49年 昭和50年 昭和51年 計

居 宅
4条

5条

(1)259

(5)1,135

(6)2,525

(1)599

(2)239 (5)1,665

(1)205

(4)1,328

(2)154

(is)s,ois

(s>Z,osB

貸 家
4条

5条

(1)154 (1)631 C2)785

(1)183(1)183 レ

分譲住宅
4条

5条

1唱!

1'
(i)sas (1)548

社 宅14条
15条

(i>sso (i)sso

(2)7,469

i

(1)264(7)7,205'i
I

共同住宅
4条

…

i5条

1

(5)2,5351(17)1Q,123(4)1,736
1

(2)1,850Q3)10,546(1)102

(6)3,466 (9)7,125

(2)717

(2)1,788 (43)26,773

(18)13,215

i4条

ヒ

(1)892 (3)1,932
'

(i)iso (i)5i1

(i)3s3

(6)3,495

(1)363
店 舗

5条

l
I
;

i4条事 務 所i

i5条

(2)1,234(1)475
,

(8)4,998(47)29,297

j(3)2.071

(10)6,912

(9)5,371 (6)4,020

(11)4,659

(3)1,346

(4)1,308

(24)14,517

(80)47,174

14条
倉 刷

,条

(2)879j(5)2,914

(2)618(4)2,065

(8)5,361 (8)6,246

(1)495

(4)1,944

Ca)i,oio

(4)2,211

(1)380

(31)19,555

(10}4,568

車 庫
駐 車 場

4条

5条

(1)332

(3)686

…(

3)1,557

(10)3,855

(17)8,272

(is)u,izs

Cio)s,sso

(i>ssz

(9)6,368

(2)937

(6)5,790

(2)542

(46)29,179

(37)17,795

資材置場
4条

5条

(1)313 (1)523

(11)17,251

(2)2,444

(4)10,901

(2)1,365 (1)1,064 (7)5,709

(15)28,152

そ の 他
4条

5条

(3)8,377

(2)664

(1)603 (4)8,980

(s)s,22z(2)6,521 (2)70 (3)967

計
`'P.

4条

5条

(12)5,552

(22)9,848

(37)1fi,932

(95)71,477

(37)21,015

(38)29,651

C44)27,536

(5)1,422

(34)22,009

(22)8,465

(18)13,109

C8)2,539

(182)106,153

(190)123,456
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表 一61土 地 所 有 者 の構 成(1>

区画整理地区内 当 初 の 有効回数
土 地所 有規模 対象部数 部 数

5ア ール未満 14 4

5-10 40 13

10-20 56 38

20-30 42 26

30-50 49 39

50-70
.

19 15

70-100 6 5

100ア ー ル 以 上 3 2

計 229 142

表 一62土 地所 有者 の構 成(皿)

住 所
当 初 の
対象部数

有効回数
部 数

江 坂 町1丁 目 9 9
'

2丁 目 5 2

3丁 目 56 40

農 津 町 49 33

江 の木 町 7 6

広 芝 町 12 9

垂水 町1丁 目 11 6

2丁 目 49 30

3丁 目
`

11 7

計 229 142

表 一63農 業 経営 状 況

農 家 (専業農家) (兼業農家) 非 農 家 不 明 計

121 26(21.5%) 95078.5%) 12 9 142
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表一64男 性基幹労働者の農業従事者

専業者2人 以上 専業者1人 兼業者だけ 男性基幹労働者なし 計
唱

2a(is.zi) 29(24.0%) 48(39.7%) 22C18.2%) 121(100%)

表一65農 地所有規模

200ア ー ル

以 上

150-200

ア ー ル 未 満

100-

150

50-

100

30-

50

10-

30
0-10 0 不 明 計

2 2 14 53 33 24 7 2 5 142

表 一66世 帯 主 の年 令

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 不 明 計

2 19 29 33 26 22 4 1 6 142

表一67事 業開始当初の区画整理に対する態度

賛 成
どちらかと
言えば賛成

どち らで も

な い
どちらかと
言えば反対

反 対 わからない 計

38026.8%) 48(33.8%) 10(7.0%) 14(9.9%) 24(16.9%) 8(5.6%) 142(100%)

表 一68賛 成 理 由

地価が上がる

農業を縮少(やめて)住宅経営を行う

道路整備による耕作上の利便

土地の境界の明確化

市がやるから有利

わからない

そ の 他

計

表 一69反 対 理 由

26(30.2%)

35(40.7%)

38(44.2%)

isCzz.ii)

16(18.6%)

o(oi)

6(7.0%)

先祖の土地に傷をっけたくない

減歩された土地が公共用地となるー

減歩された土地の損失が大きい

農業を営みにくくなる

固定資産税が負担になる

市のやり方が不信

わからない

そ の 他

86(100.0ｰo) 計

8(21.1%)

17(44.7%)

19(50.0%)

6(15.8%)

14(36.8%}

4(10.5%)

oCoi)

2(5.3%)

38(100.0%)

表一70換 地結果に対する評価
唱

満 足 8(5.6%)

や や 満 足 19(13.4%)

ふ つ う 75(52.8%)

や や 不 満 19(13.4%)

不 満' 18(12.7%)

無 回 答 3(2.1%)

計 142(100.0%)
■

表一71換 地結果の不満内容

換地の位置

合筆 されたこと

換地の形

換地の大 きさ

換地のされ方 の公平 さ

減歩率の公平 さ

清算金の公平 さ

無 回 答

計

23(62.2%)

6(16.2io)

18(48.7%)

17(46.0%)

23(62.2%)

22(59.5%)

14(37.830)

i(z.7i)

37(100.0%)
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表一72事 業の進め方に対する評価

権利者の意見が

十分反映された

権利者の意見が反
映されず市にうま
く利用された

どち らとも言えない わからない 不 明 計

19(13.4%) 48(33.8%) 63(44.4%) 9(6.3%) 3(2.1%) 142(100%;

表 一73区 画 整 理 の良 い点

地価が上がって土地が高く売れるようになった

宅地としての条件が整い売りやすくなった

土地住宅経営がしやす くなった

道路が整備され耕作上便利になった

土地の境界がはっきりして紛争を生 じにくい

そ の 他

無 回 答

計

15(10.6%)

25(17.6%)

46(32.4%)

23(16.2%)

23(16.2%)

8(5.6%)

10(7.0%)

142(100.0%)

表 一74区 画整 理 の悪 い点

農 業 を 営み に く くな っ た 22(15.5%)

減歩による土地の損失が大きかった 31(21.8%)

地価が上がって固定資産税が負担になった 69(48.6%)

需 要者 を 失 い かえ って土 地 利 用が しに く くな った o(oi>

そ の 他 8(5.6%)

無 回 答 17(12.of)

計 142(100.0%)

表 一75区 画整 理 後 の兼 業化 ・脱 農 農 家戸 数

区画整理前の農業経営 専業継続 兼業化 兼業継続 脱 農 (不 明) 計

大 規 模 経 営

(耕 作 地100

アール以上)

専 業 者 あ り

兼業者だけあり

老人 ・女性だけ

:

一

6

3

1

5

二

:

『

:
一

11

3

1

小 規 模 経 営

(耕 作地30-

100ア ール未満)

専 業 者 あ り

兼業者だけあり

老人 ・女性だけ

1

}

1

6

4

4

22

20

3

4

5

2

一

1

1

33

30

11

小 規 模 経 営

(耕 作 地0-

30ア ール未満)

専 業 者 あ り

兼業者だけあり

老人 ・女性だけ

:

一

1

一

一

13

10

6

i

5

4

i

一

一

6

15

10

計 2 25 69 21 3

印

120

但 し専 業 者 ・兼 業 者は 男性 基 幹 労働 者(15-58才)を い う。
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5節 ま と め

北 大 阪 地域 の、 特 に吹 田市 と箕 面市 を事 例 地 区 とす る本 章に お いて は、昭 和30年 代後 半 以 降 の農 家

の 転 用 自営化 の動 向、 そ の背 景 をな して い た広 範 な住 宅 市街 地 形成 の動 き にっ いて分 析 し、 そ の中 で

転 用
.自営 と して の 賃貸 マ ンシ ョンの立地 が 進行 しつっ あ った こ とを明 らか に した。 そ の後、昭 和40年

代 初期 に は民 間 分 譲マ ンシ ョンの立地 もみ られ、45年 の 日本万 国博 覧会 にむ けて の都 市 基盤 整 備 の進

展 と と もに、 北大 阪 地域 の 市 街化 は急 速 に進 ん だこ とを 箕面 市 の事 例 に よ って 示 した。 この よ うな市

街化 の 展 開 に対応 す る土 地 所有 者 の 中心 を なす 農家 の土 地 売 買、 転 用 自営 は土 地利 用 転換 の複雑 化 を

ま ね き、 土 地 利用 の計画 化 や規 制 に よ る居 住 環境 の改善 や 保全 を 困 難 に しっ っ あ る。 こ の こ とは、 吹

田市 江坂 地 区 を事 例 とす る区画整 理施 行地 区 にっ いて も妥 当す る こ とであ る。

吹 田市 を 事例 とす る 中高層 建築 物 の 立地 研 究で は、 昭和50年 代 に入 ってか らの新 ・増 築 件 数 の減少

傾 向 に比 較 して中 高層 建 築物 の 減少 は少 な く、全 体 と して 後者 の 比率 が上 昇 しっ っ あ る こ と、 また、

件 数比 率 で み る と共 同 住 宅が38.2%、 戸 建 住 宅(3階 建 以上)が22.6%を 占め て い る こと を 明 らか

に した。 これ らの現 象 は市 街 地 の高 密化 を まね くもので あり、特 に 既成市 街 地 内 に多 い3階 建以 上 の戸

建 住宅 は 新 たな 密集 住 宅市 街地 を 形成 しつ っ あ る。 さ らに、昭和40年 代 か らの市 街地 形成 が、50年 代

に入 って住 宅 市街 地 と して の性 格 を 強 く して きた 吹 田市江 坂 地 区 にお いて も、 新 た な商 住、 業 務 ・住

居混 在地 区 と して の問題 点を 示 しっつ ある こ とを 明 らか に した。

参考文献

1)大 阪市都市再開発局編集 「新大阪の建設 」(財 団法人 大阪都市協会 昭和50年12月)

2)大 阪都市協会編集 「みんなでつくる住みよい街(南 吹田第2土 地区画整理事業)」(吹 田市 昭

和47年3月)

3)「 箕面市史 第3巻 」
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6章

中 高 層 集 合 住 宅 の 分 譲 価 格 か ら み た

居 住 地 構 造

1節 研究 の 目的 と方法

2節 大阪都市圏における立地動向と分譲価格の概要

3節 床面積当り分譲価格からみた分布構造

4節 新聞広告か らみた地域特性

5節 ま と め



1節 研 究 の 目 的 と 方 法

本 章 は、 最近4年 間(昭 和53-56年)に おけ る新 聞広 告(朝 日新聞大 阪版 の紙 面広 告 お よび折 り

込み 広 告を大 阪府 吹田 市 山 田地 区で収 集)と 、 販 売用 資料 と して のパ ン フ レ ッ トを資 料源 と して 、大

阪 都市 圏 の 中 ・北 部 地域 を 主 とす る民間分 譲中 高層 集 合住 宅 の価格 分 布構 造 を 明 らか にす る こ とを 目

的 と して い る。3章 で は大 阪 都 市 圏 で の 民 間 分 譲 マ ンシ ョ ンの立 地 動 向 と物 的諸特 性 を 地域 別 に分

析 し、4章 で は大 阪 市 内 に お け る工 場 転 出動 向 と中 高層 集合 住 宅 の立地 との 関係 にっ いて作業 を 展

開 し、 市街 地 の変 容 を 明 らか に した。 しか し、 これ らの立地 動 向 と物 的諸 特性 の地域 別 分析 は、大 阪

都 市圏 におけ る マ ク ロ分析 で あ り、市 町村 レベル あ るいは 地区 特性 別 の検 討 は残 さ れた 課題 で あ った。

一 方
、す で に述 べ た よ うに大 都 市圏 に おけ る民 間分 譲 マ ンシ ョンの立 地 に関す る問題 の中心 は、工

業 地域 や準 工業 地 域 に おけ る立 地 と既存 工 場 の操 業 との紛争 の 増大 、 お よ び都 心 周辺 部(い わ ゆ るイ

ンナ ーエ リア)に お け る夜 間人 口 回復 策 と して の期待 と、 その矛 盾 の解 決 な どに移行 して きて いる。

そ の背 景 には 、例 えば大 阪都 市 圏で は 、昭 和50年 代 に入 って か ら都 心 区部 で の立地 が 著 しく増大 しつ

っ あ る とい う事 実 が あ る。 しか し、 この よ うに都 心 区部 で の立地 が著 し く増大 した要 因 に関す る検 討

は、 十分 な され て い る とは言 え な いで あ ろ う。

そ こで本 章で は 、第1に 大 阪 都市 圏 にお け る分 譲 マ ンシ ョンの価格 分 布 を検 討 し、 都市 圏全 体 と し

て の価 格の分 布構 造を 明 らか にす るこ と、 第2に 用途 地域 別 の立 地 動 向 とそ の分譲 価格 にっ いて 検討

す る こと、第3に 紙 面 広 告 お よび折 り込 み広 告 の キ ャ ッチ フ レーズ の地 域 別集 計 に よ って 、 キ ャ ッチ

フ レー ズに反 映 され て い る地 域特 性 と立地 動 向お よ び価格 との 関係 にっ いて考 察す るこ と、第4に 、

事 例 対象 自治 体 に 関す る単 位 床面 積 当 りの価 格 の分 布 を検 討 し、 分譲 価 格 規定 要因 に っ いて考 察す る。

こ のよ うな作 業 に よ って地 域 特性 と立地 動 向お よ び分 譲価 格 との 関係 を 総合 的 に検 討す るこ とが可 能

とな り、 最近 の 立地 動 向全 体 の なか で の都 心区 分 に おけ る立地 増大 の背 景 につ いて 明 らか にす る こ と

が で き る。 さ らに、 民 間分 譲 マ ン シ ョンの立 地 や価 格 に関 す る研 究 は、.都市 計 画、 地域 計画 、 住宅 問

題 ・住宅 地計 画を 中心 に展 開 され て い るが、昭和48年 の新 用途 地 域制 実施 以 降 の都 心周 辺 部立地 や 工

業 系用 途地 域 内立 地 の増 加 傾 向 との 関連 で、 新 た なア プ ローチ が 必要 と されて いる。

本章 で使 用 す る資 料 は、 上 記 の よ うに朝 日新 聞北大 阪 版 の紙 面 お よび折 り込 み広 告 と販売 用パ ン フ

レッ ト(昭 和53-56年 の4年 間 、上 記 の新 聞広 告 に もとづ きマ ンシ ョ ン販 売主 の提 供 に よ り収 集)

で あ る。 新聞広 告 の収 集 地点 や収 集 され たパ ンフ レ ッ トの性 格 か ら、 本章 にお け る集 計 と考 察 の前 提

条 件 と範 囲は 以下 の よ うに な る。

(1)新 聞広 告やパ ンフ レ ッ トの収 集 が大 阪府 吹 田市 域 で お こな われ て い るた め、大 阪都 市 圏で あ っ

て も大 阪市 内、 北大 阪 地 域、 阪 神 間地 域を 除 く地 域 で の立地 マ ンシ ョンの 把 握率 は低 いと考 え られ るiO)

(2)そ こで本 章 では 、大 阪 都 市 圏に おけ る立地 動 向 と分譲 価格 の概要 分 析 は都 市圏全 体 の地 域 別集

計 に も とつ く もの と し、 床面 積当 りの分 譲 価格 とマ ンシ ョン広 告 のキ ャ ッチ フ レー ズの 考察 は主 と し

て大 阪市 ・北 大 阪 地域 ・阪神 間地 域(こ の範 囲を 本章 で は 「大 阪 都 市 圏 中 ・北 部 」とす る)で の集 計

に よる もの とす る。
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(3)ま た、 資料 収 集期 間が4年 間 で あ るた め、 分譲 価格 にっ いて の時 系列 集 計や 考察 には 限界 が あ

り、概 要 分 析 は比 較 的価格 動 向 の安定 して い た昭 和53,54年 の2年 間 とす る。ま た、床 面 積 当 り分 譲

価格 の算 出 と都 心 か らの直線 距離 に よる 図示 は各年 次 、各 地 域 にっ いて 検 討 したが 、 同 様 の理 由 に よ

り昭 和53年 の結 果 を 中心 に して 考 察す る。

(4)マ ンシ ョン広 告の キ ャ ッチ フ レー ズの 集計 は、昭和53年 の朝 日新 聞北 大 阪版 の広 告 に よる もの

で あ る。

(5)本 章 で の 住戸 平均 分譲 価格 とは(分 譲 住戸 価格 合 計)/(分 譲 住戸 数)で あ り、 床面 積 当 り分

譲価 格 と は(分 譲住戸 価格 合 計)/(分 譲住戸 床 面積 合 計、 但 しバ ル コニ ーな どの屋 外 空 間 は含 めな

い)で あ る。

本 章で は、 これ らの資 料 を主 とす る地域 別 比較 考 察 と、現 地 観 察調 査 や行 政 の ヒヤ リング 調査 に よ

る検討 を お こな う。

2節 大 阪 都 市 圏 に お け る 立 地 動 向 と 分 譲 価 格 の 概 要

昭和53-54年 の大 阪都 市 圏 にお け る立地 動 向 の詳細 は、 既 に3章 で 検 討 して いる の で 、 本 章 で

は主 と して地 域 区分 別に 用途 地域 別2)の 立地 動 向 にっ いて考 察す る。

日本 高 層 住宅 協 会大 阪事 務 所発 行 の 「近 畿 圏民 間分 譲 マ ンシ ョン統 計 資 料(昭 和56年 版)」 に よれ

ば 、 関西 地 区 にお け る最近4年 間(昭 和53-56年)の 分譲 マ ン シ ョン立 地棟 数 は1,529棟 、 立地 戸

数は約10万 戸(リ ゾー トマ ンシ ョンを 除 く)で あ る。 そ の うち、立 地戸 数 で は大 阪 市 内 が30.2ｰ/a、 北

大 阪 地域 が16.2%、 阪神 間(神 戸 市 を除 く)地 域 が12.3%、 神 戸 市 が9.0%,京 都 府が8.5%で あ り、

大 阪 市 内で の 立地 が 著 しい。

一 方、 朝 日新 聞北大 阪 版広 告 に よれ ば 、昭 和53年 以 降の4年 間 に お け る立 地件 数 は937件(但 し、

53年 の広 告 に は、 それ 以前 の発 売 マ ンシ ョンの継続 広 告が 含 ま れて いるた め、新 規 販売 マ ン シ ョン件

数 を大 き く上 まわ って い る)で あ り、 地 域別 で は大 阪市 内36.0%.北 大 阪 地域18.7%、 阪 神間 地域

16.0%と な って いる(表 一76)。 これ ら3地 域 で の件数 比 率 が上 記 の 立地戸 数 に よ る地域 別 比 率 よ り

いずれ も大 き い のは、 資 料収 集地 点 の偏 り と、 これ ら3地 域 で の立 地 マ ン シ ョンの1件 当 りの戸 数 規

模 が他 の地域 よ り相対 的 に小 さい こ とに よ る もの と考 え られ る。

これ らの立 地 を 用途 地 域別 にみ る と、 工 業 系地 域139件(14.8)、 商業 系 地域298件(31.8%)、

住 居 系地 域404件(43。1%)で あ る。 昭和54年 以 降 の用 途地 域 別立 地 傾 向に よれ ば 、工 業 系地 域 で の

立 地件 数 が 増大 しっっ ある こ とが わか る。 短 期間 の傾 向で あ り、 資料 の性 格 か ら は小 規 模 の分 譲 マ ン

シ ョン立地 の把 握 率が 低 い と い う限界 は あ るが、 北大 阪 、 東大 阪 、阪 神 間な どの各 地域 で 工業 系 用途

地 域 に お け る立地 が 増大 しっっ あ る と考 え られ る。 これ らの工 業 系用 途地 域 で の分 譲 マ ンシ ョン立 地

は、大 淀 区 と城 東 区(旧 行政 区)に お け る調 査 に よれば 、 工場 転 出跡 地 と空地 ・未 利用 地 で の立 地 が

多 く、 ま た、 都心 部 以外 の 地域 で は戸 建分 譲 住宅 の立地 と競 合 して い る もので あ る。 す な わ ち 、エ 業

系地 域 で の分 譲 マ ン シ ョン立地 の比 較 的 多 い大 淀、西 淀 川 、 東淀川 、東成 旭 、城 東 、淀 川 な どの都
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表 一76地 域 区 分 ・用途 地域 別 分譲 マ ンシ ョン立 地 件数

.

年次・用途鵜

地域

S.53年 以 前 S,54年 S.55年 S.56年
合計

工 商 住 不明 工 商 住 不明 工 商 住 不明 工' 商 住 不明

大 阪 市 内 23 62 16 3 12 42 7 1 10 43 12 8 12 62 14 10 337

北 大 阪 1 4 32 2 4 7 37 a 8 5 19 3 1 7 35 8 175

東 大 阪 1 5 6 4 6 6 11 1 10 一 7 一 11 一 7 4 79

南 大 阪 2 z 7 一 1 一 2 一 一 1 3 1 a 1 3 1 26

阪 神 間 4 7 31 2 2 } 27 6 3 5 17 6 7 5 ao 8 150

神戸市以西 1 5 24 2 一 1 5 3 z 5 5 3 2 4 11 7 80

奈 良 一 5 8 1 1 3 5 1 一 4 7 2 一 2 5 1 45

京 滋 5 1 9 1 2 1 4 1 12 z 3 一 4 1 5 4 45

合 計 37 91 133 15 28 60 98 15 35 65 73 23 39 82 ioo 43 937

表 一77住 戸平 均 分 譲価 格 別立 地件 数(S.53-54年)

w均 価絡

地域
goo万 円

未 満

goo-

1,099万

1,100-

1,299万

1,300-

1,499万

1,500-

1,699万

1,700-

1,899万

1,900-

2,(翻9万

2,100-

2,299万

2,300-

2,499万

2,500万

円 以 上
不明 合計

大 阪 市 内 2(
i.2)

3(
i.s)

26(
15.8)

50(
30.3)

39(
23.6)

16(
9.7)

9(
5.5)

3(
i.s)

3(
is)

14(
8.5)

165(
34.5)

北 大 阪 2(
a.z>

10(
ii.2)

isC
zoz)

is(
zoz)

10
(ii.2)

4(
4.5)

z
(2.2)

4(
4.5)

21(
23.6)

89(is
.s)

東 大 阪 1(
2.5)

7(
17.5)

13(
32.5)

ii(
27.5)

3(
7.5)

1(
2.5)

4(
io.o)

40(
8.4)

南 大 阪
1(

7.1;
1

(7.i>
8

(57.1)
i

(7.1)
1(

7.i)
z(

14.3)
14(
2.9)

阪 神 間 2(
2.5)

6(
7.4)

9

(11ユ)

7
(8.6)

10
(12.3)

2(
2.b)

4
(4.9)

20
(24.7)

21(
25.9)

81
(ls.s)

神 戸 以 西
1(

2.4)
3ト2(

7ユ)1(4.8)
5(

ii.9)
7(

16.7)
4(

9.5)
2(

4.8)
4(

9.5)
14(

33.3)

'42

(8.8)

奈 良
3

(13.0)
6(

as.i)
8(

34.8)
2(

8.7)
3

(13.0)
1

(4.3)
23(4.
8)

京 滋 1(
4.2)

4(
1s.7)

7(
29.2)

5(
20.8)

1(
4.2)

2(
8.3)

4(
16.7)

24(
5.1)

合 計 3
(o.s)

9(
1.9)

51(
10.7)

104
(zla)

90(
is.s)

54(
11.3)

35(
7.3)

12(
2.5)

6(
1.3)

33(ss) 81(
is.s)

478(
ioo.o)

表 一78住 戸 価格 別 立 地戸数(S.53-54年)

.愈＼警
700万 円

未 満

700-

899万

goo-

i,oss万

1,100-

1,299万

1,300-

1,499.万

1,500-

1,699万

1,700-

1,899万

1,900-

2,099万

2,100-

2,299万

2,300-

2,499万

2,500万

円 以 上

印

合計

大 阪 市 内 244(
i.s)

535(
3.5) 1溜 (17.9

3,920(
25.6)

3,45
(22.6

1,67(
10.9 (77Q5.1

416
(2.7) (、窮 ♂器

5,321
34.)0

北 大 阪 (113 (5045.7
1,69(19.1}2,294(25.7)

2,170(24
.3)

1,16
(13.0

426(
4.8) (鋼 (32)

8,91
(19.8

東 大 阪
(。.1)

4(
o.i) (33)(2'330(431)

1061(
17.9) (103g(錫 (。.49)8 (。.13)2

5,92(
13.1

南 大 阪
(2.器 (1易 (覇 (3摺 (1錫 (llf6.4(21.2 (i.i)(。.1i (11.0

1,82(4
.1

阪 神 間 (3.7)
652

(i2.s) (18.3
937

(18.5) (1醐 (5.9)
340

(6.7) (1913.8(、6953.7

5,061
(ii.z)

神戸 以西
(。15)7

217(
10.0)

366(
is.a)

266(
iz.z) (265)(1豊3 (謂

48(
22) (41.8 (18Q8.31星窮

奈 良 (0.5)
277(

10.3) (38男
737

(27.3)
441

(16.4)
205

(7.s)
65

C2.4) (、.書1 (、.52)9

27(
i.o)

696
.0

京 滋 (。14)4 (謂 (64920.)7(3'719
503(

is.o) (謝 (1.3)
66C

2.i) (瑠 (72)醐
合 計 (8男 (5821.3

295
.1

7,81(
17.3

1,74
26.1

9,51
(21.1

6,11(
13.6

2,75Q(6
.1 瀦 (鋼 翻 舗 葛
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心 周辺 区部 で は 、分 譲 マ ン シ ョンと同 程度 に零 細 戸 建分 譲 住宅 の立 地 が進 行 して い る。

この よ うな 立地 傾 向 を分 譲価格 の側 面か らみ た ものが 表 一77,78で あ る。 昭和53,54年 の2年 間 に

お いて 立地 の 把握 され た478件 の うち、1件 当 り(開 発 単 位)平 均 分 譲価 格 が最 も集 中 して い たのが

1,300-1,499万 円で あ り、次 いで1,500-1,699万 円が 多 い。 地域 別 で は大 阪 市 内、 東大 阪 、 南大

阪 、奈 良 、京 滋 の各 地 域 にお いて は比 較 的低 価 格で あ り、 阪神 間 、北 大 阪地域 では 高価 格 住戸 の多 い

こ とが わ か る。 しか し、阪 神 間 と北大 阪 地域 で も価 格 分布 に 差が あ り、 前者 で は平 均価 格2,500万 円

以 上 の高価 格 開 発 が著 しく多 く、価格 構 成 の二 極化 と もい うべ き現 象が 生 じて い る。 一 方 、 北大 阪 地

域 で は全 体 と して 高価 格 の方へ 偏 って い る と考 え て よい。 分 譲 価格 別住 戸 数で は1,300-1,499万 円

が 最 も多 く26.1%、 次 いで1,500-1,699万 円が21.1ｰ/aを 占め て い る。 地 域 別 には 東大 阪 、 南大 阪、

奈 良 、京 滋 で特 に1,300-1,499万 円 、1,100-1,299万 円 へ の集 中 が著 しく、一 方 、大 阪 市 内 や神

戸 市 以西 で は1,300-1,499万 円や1,500-i,699万 円 な どのや や高価 格 の方 へ 分布 して い る。 とこ

ろが北 大 阪 地域 は さ らに高 価格 の1,500-1,699万 円、1,700-1,899万 円を 中心 に分 布 し、 阪神 間

で は2,500万 円以 上 の 高価格 住戸 の比 率が 高い こ とが わか る。 以上 の価格 分 布 に よ って、 阪神 間 や北

大 阪 地域 で は 高価 格 立地 が 多 く、大 阪 市 内や 神戸 市 以西 が 次 いで 高価 格 で あ り、 そ の他 の地域 で は相

対 的に 低価 格 で あ る こ とが わか る。 また 、阪 神 間 と北大 阪 地域 では 、 と もに高 価格 で あ って も価 格 分

布 の舜 ター ンが 異 な るが、3章 で 述 べ た よ う に住 戸 床 面 積 規 模 別 立地 戸数 比率 に は大 きな 差異 は存

在 しな いの で、低 層 低 密度 開発 な どの開 発形 式 を含 めた周 辺 環境 条 件が 住戸 価格 に反 映 され て い る も

の が 多 い と考 え られ る。

3節 床 面 積 当 り 分 譲 価 格 か ら み た 分 布 構 造

これ まで述 べ た よ うな 住 宅価 格 に よる地 域 別検 討 に は、住 戸 床面 積 規 模に よ る差 異が 直接 的に 反映

され て いるため、各 マンションの販 売用パ ンフ レットか ら算 出 され た床面 積 当 りの分 譲 価格 によ って 検 討

した ものが 図 一44,45で あ る。 これ らの 図 は、 都心(大 阪 市役 所 とす る)か らの直 線 距離 に も とづ き、

大 阪 市 内、 北大 阪、 阪神 間 の3地 域 、 お よび北大 阪 、 南大 阪 の2地 域 を それ ぞ れ重 ね て 示 した もので

あ る。 特 に、 図 一44に 示 され た3地 域 の分布 か ら もわ か る よ うに、こ れ らの地 域 にっ い て 同心 円 的都

市構 造 を 想定 して結 論 を 出す に は、 さらに 詳細 な 検討 を 必要 とす る と考 え られ るため 、 こ こで は都 市

圏 全体 の マ ク ロ な傾 向 と、各 地域 別 、用 途地 域 別 の傾 向 に関 す る考 察 を お こな う。

これ らの 図 に よ る と第1に 、都 心 が ら遠 くな るに従 って床 面 積 当 り分 譲 価格 が 低下 す る とい う傾向

は 、10キ ロ メー トル まで の大 阪市 内に お いて 認め られ るが、 北大 阪や 阪神 間 な どの地 域 を 含 め る と、

ほ とん ど認 め られ な くな るこ とが指 摘 で きる。 一 方 、東大 阪 や 南大 阪 地域 で は緩 や か に床 面積 当 り分

譲 価格 が 低 下す る傾 向 が示 され て い る。 第2に 、10キ ロメー トル まで の大 阪 市 内 にお いて は 商業 系や

工 業 系 の用途 地 域で の立 地 が 非 常 に多 く、 しか も前 者で の相 対 的 高価格 立地 、 後者 で の低価 格 立 地が

明 らか で ある。 特 に大 阪 市 内で 都心 か らの距 離5-10キ ロ メー トルの 縁 辺部 で は 工業 系用 途地 域 にお

け る低価 格 立地 が 著 し く多 い。 これ らは主 と して 東 淀川 区、 淀川 区、 西 淀川 区 、城 東 区、住 之 江 区な
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どの縁辺 区部 の工 業 系 用途 地 域 で の立 地 で あ る。 さ らに、 北大 阪 、阪 神 間 地域 にお いて は住居 系 用途

地 域 で の立地 が 多 く、 特 に芦 屋市 や西 宮 市 を含む 阪 神 間地 域 に お いて は、大 阪 の都心 か らの距 離 に 関

係 な く高価格 立地 が 多 い。 これ は神戸 市 の都 心 の 影響 や 、阪神 間 に お け る高水 準 の住 宅市 街地 形 成 の

歴 史 な どの 影響 に よ る もの と考 え られ る。

以 上 の検 討 に よれ ば、 民 間分譲 マ ン シ ョン の価 格規 定 要 因 と して、 都 心か らの距 離 と同 時 に用 途地

域 制 な どの 建 築 ・都 市計 画規 制や 、 そ れ に よ って 保 証 され る居 住 環境 条件 、 お よ びそ の居 住環境 に ょ

って 想定 され て い る需 要 層 の支払 い可能 水 準 な どが指 摘 で きる こ とにな る。
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そこで分譲価格と用途地域制、およびそれによって保証される居住環境水準との関係を具体的に検

討するために、上記の地域区分では阪神間地域に含まれている西宮市にっいて用途地域制と立地マン

ションの床面積当り分譲価格とを示したものが図一46で ある。西宮市は、その市域内に戦前 ・戦後の

住宅地開発による高級住宅地と、南部の住工混在市街地とを含む居住環境水準格差の比較的大きい都

市である。その居住環境水準は、北西部で高 く東南部で比較的低い傾向がある。昭和53年 に立地の把
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図一46用 途地域別床面積当り分譲価格(西 宮市S.53年)

表 一79地 域 別 マ ン シ ョン キ ャ ッチ フ レ ー ズ(s.53年)

地 域
広告内容

大 阪 市 内 北 大 阪 阪 神 間

主要項目 副次項目 主要項目 副次項 目 主要項目 副次項目

日常生活の利便性 5(6.4) 9(11.5) 5(16.7) 10(33.3) 6(14.0) 5(11.6)

通勤の利便性 26(33.3) 34(43.6) 4(13.3) 21(70.0) 2C4.7) 27(62.8)

居 住 ・教 育 ・生 活 環境 ioCizs) 14(17.9) 3(10.0) 12(40.0) 2(4.7) 6(14.0)

土地柄 ・地域特性 19(24.4) 5(6.4) 14(46.7) 3(10.0) 25(58.1) 7(16.3)

緑 、 自然 環境 4(5.1) z(s.o) 5(16.7) 3(10.0) 4(9.3) s(is.s)

閑 静 1(1.3) 3(3.8) 1(3.3) 2(4.7)

日照(南 向 き) 5(6.4) 11(14.1) z(s.7) 5(16.7) 3(7.0) 10(23.3)

見はらし 1(1.3) 1(1.3) 1(3.3) 2(4.?)

住戸条件 15(19.2) 36(46.2) 14(46.7) 26(86.7) 12(27.9) 29(67.4)

経済条件 30(38.5) 27(34.6) 5(16.7) 15(50.0) 5(11.6) 17(39.5)

業者信用 1(2.3) 1(2.3)

そ の 他 11(14ユ) 1(1.3) 5(16.7) 7(16.3) 2(4.7)

合 計 127(162.8) 148(189.7) 59(196.7) 95(316.7) 67(155.8) 116(269.8)

集 計 広 告 件 数 7s(ioo.o) 30(100.0) 43(100.0)
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握 され た民間 分 譲 マ ン シ ョン18件 の うち、床 面積 当 り分 譲価 格 の算 出 された ものは16件 であり、12件 が

第1種 ある いは第2種 住 居 地域 、1件 が 住居 地域 、3件 が商業 あ るい は近隣 商業 地 域 で あ る。 図 一46

か ら もわか るよ うに 、第1種 あ る いは第2種 住居 地 域 で は床面 積 当 り分 譲価 格 が 高 く、 住 居地 域 や商

業系 地域 で は低 い。 こ の こ とは、 前記 の 居住 環境 水 準お よび想 定 需要 層 にっ いて の考 察を 裏づ け る も

ので あ る。

この よ うに、大 阪市 内立地 マ ンシ ョンの床面 積 当 り分 譲価 格 が、 郊 外 立地 マ ンシ ョンの価 格 に比 べ

て相 対 的に低 い ことは 、大 阪 市 内 に おけ る小 規 模 住戸(住 戸 床面 積 規 模60平 米 以上70平 米未 満 が 最

も多 い)供 給 と相 ま って、 住戸 単 位 価格 の著 しい低 価 格感 を 与 え る もの と考 え られ、 この こ とが 都 心

周 辺部 立 地 マ ン シ ョンの増大 を支 え る一 要 因に な って い ると考 えて よ い。

4節 新 聞 広 告 か ら み た 地 域 特 性

前 記 の よ うに、 昭和53年 以 降 にお け る大 阪 市 内 での 民聞 分 譲マ ンシ ョン供 給 量 の増大 は、相対 的低

価格 供給 の 実現 に よ って 支 え られて い ると考 え られ るが 、一 方 、大 阪 市 内 にお け るマ ン シ ョ ン居 住 の

利点 と して 新 聞広 告 に提 示 さ れて い る内容 によ って 、需 要者 側 で一 般 的 に必 要 と想 定 されて いる都 心

近 接居 住 の 利点 と、 大 阪市 内の居 住 環境 条 件 の特 微 を明 らか にす る こ とがで きる。 ま た、 同様 の資 料

に よ って 阪神 間 地域 や 北大 阪地 域 との地 域 特性 の 比較 や 、 これ らの地域 で の相対 的 高価格 の背景 にっ

いて も明 らかに で き る。 そ こで、昭和53年 中 に前 記 の方 法で 啄 集 され た マ ンシ ョン広 告 の全 数151件

(大 阪 市 内78件 、北大 阪30件 、 阪神 間43件)に っ いて、 そ の キ ャ ッチ フ レー ズの 内容 を分析 し、 地

域 別 に集計 した もの が 表 一79で ある。そ の結 果 に よれ ば、 マ ンシ ョン広 告 の キ ャ ッチ フ レーズは 立地

条 件(通 勤 の利便 性 、土 地 柄 ・地域 特 性 を主 とす る)、 居 住環 境 、住戸 条件 、 経済 条 件(住 戸 の 安 さ

と購入 ・融 資条 件 を主 とす る)、 そ の他 、に分 け られ る。そ して 、 最近 のマ ンションの大 量 供給 と大 衆

化 を反 映 して、 経 済条 件 や 住戸 条件 に 関す るキ ャッチ フ レー ズが大 部 分 の広 告 に含 まれ るよ うに な っ

て きて い る。 この よ うな背 景 を ふ ま えて、 事 例3地 域 別 の差異 が比 較 的 明確 に示 されて いる項 目を あ

げ る と、 通勤 利 便性 、 土地 柄 ・地 域 特性 、 住戸 条 件 、経 済 条件 で あ る。 阪 神 間 や北大 阪 地域 で は土 地

柄 ・地域 特性 を 強調 す る広 告 が 多 く、特 に 前 者で は 具体 的 な都 市名 や 町丁 名 を あ げて 高級住 宅地 イ メ

ー ジ(例 えば 「もう得 が た い
、 芦屋 の 山 ノ手 」 「甲子 園 北 口町 」な ど)を 強調 す る ものが 多 い。1一方、

大 阪市 内に おいて は土 地 柄 ・地 域 特性 が 強 調 され る例 は比 較 的少 な く、 通 勤利 便性 や 経済 条件(住 戸

の 「安 さ 」の 強調 を含 む)が 主 要 項 目とな って いる広 告 が多 い。 この よ うな 傾 向は 、昭和56年 の新 聞

広 告 の キ ャ ッチ フ レーズ で も維持 され て お り、 む しろ大 阪 市 内の通 勤 利 便性 、 北大 阪 の都 市基 盤整 備

状 況(例 えば 「東隣 りは、 万 博 公 園 」「千 里 ニ ュー タウ ンの まん 中 」な ど)、 阪神 間 の高 級住 宅地 イ

メー ジな ど、 各地 域 の 特性 を 一層 強 調す る広 告が 多 くな って いる。

この よ うに、大 阪 市 内に お いて は通 勤 利便 性 や経 済 条件 を 強 調す るキ ャ ッチ フ レーズが 比 較 的 多 く
、

需 要者 と して は必 ず し も高所 得 層で な く、 一般 的需 要層 を 想定 して い るマ ン シ ョンが 多 い と考 え られ

る。 この3地 域 の キ ャッチ フ レー ズの分 析 に よれ ば、 郊 外 立地 型 マ ン シ ョン と都 心 周辺 部 立地 型 マ ン
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シ ョンで は、 立地 条 件 や居 住環境 条件 と して強調 され て い る価値 観 に差 異 のあ る こ とが わか る。 この

こ とは、 大 阪 都市 圏 の居 住地 構 造 の特 殊 性を 反 映 して い る もの と も考 え られ るが、一 方 で は民 間分 譲

マ ン シ ョ ン供給 の増 大 に伴 な う必 然 的階 層分 化 の あ らわれ で あ る と も言 え る。 そ して、 前 記 の分 譲 価

格 の分布 構 造 は、 そ の 階層 分化 を 空間 的 に示 して い る もの と考 えて よ いで あ ろ う。

5節 ま と め

以 上 の よ うな本 章 で の考 察 を ま とめ る と、 次 の よ う にな る。

(1)昭 和50年 代 に入 って 民 間分 譲 マ ンシ ョンの供給 は 再 び増大 しっ っ あ り、大 阪都 市 圏 で は大 阪市

内(な か で も都 心 や都 心 周辺 区 部)で の 立地 が著 しく増 大 し、件 数比 率 で は都市 圏全 体 の約35ｰ/a

前後 を 占めて い る。

② こ のよ うな 立地 の増大 に対 応 して、 商 業系 や 工 業系 用途 地 域で め立地 が 増加 傾 向 に あ り、 特 に

北大 阪 、東 大 阪 、阪 神 間な どの各 地域 で 工業 系 用 途地 域 に おけ る 立地 が増 大 しつ っ あ る。

(3)大 阪 都市 圏 と して の 住戸 床面 積 当 り分 譲 価格 の分 布 で は、 用途 地 域 別の 差異 が大 き い。 特 に大

阪市 内 縁辺 部 に お け る工 業 系 用途地 域 で の床 面 積 当 り分 譲 価 格 は低 く、次 いで 都 心お よび 都心 周

辺 部 で の商 業 系 用途 地 域 に お ける相対 的低 価格 立 地が 多 い。

(4)用 途 地 域別 の床面 積 当 りの 分 譲価格 の差 異 は、 事例 都 市 西宮 市 に お け る用途 地 域 別 の検 討 に よ

って も明 らかで あ り、 阪神 間 や北大 阪地 域 に お い ては住 居 系地 域 、特 に第1種 や 第2種 住 居 地域

に お け る高価 格 立地 の件数 が 多 い。 こ の こ とが、 都市 圏 と して の都 心 か らの距離 ζ価 格 分 布 の 関

連 を 不 明 確 に して い る要 因 の1っ と考 え られ る。

㈲ この よ うな 高価 格 に よる住 宅 販売 市 場 に おけ るデ メ リッ トを回 避 す る方 法 と して、 新 聞 広告 な

どにみ られ る高 級 住宅 地 イ メー ジの 強調 と、 比較 的 高収入 層へ の 販売 目標 の設 定 が な され て いる

と考 えて よい。 一方 、 大 阪市 内 で も特 に、 都 心 や都 心 周辺 区 部 にお け る立 地マ ンシ ョンは、 通 勤

利便 性 ・経済 条 件(安 さ)の メ リッ トを 強調 して い る ものが 多 い。

大 阪 市 内 に お け る民 間分 譲 マ ンシ ョン供 給 の増 大 は 、以 上 の よ うな価 格分 布 に示 され る相 対 的低 価

格 の実 現 と、通 勤 利 便性 の 強調 に よ って 展開 されつ つ あ る。 言 いか え れば、 都 心周 辺 部 に お いて は比

較 的低 価 格 で の集 合 住 宅供給 の可 能性 は大 き く、必 要 とされ て い るの で、 そ の よ うな住 宅供 給 と一 体

化 した 、あ る いは連 動 した公 園 ・緑地 な どの居 住環 境 整備 と、地 下 鉄網 な どの交通 施設 の整 備 が 不可

欠 で あ る。

注 ・文献

1)地 域区 分 は3章 での 区分 と同一 で あ る。

2)用 途地 域 区 分 は3章 で の区分 と 同一 で あ る。

一146一



7章

都市 型社会 におけ る

中 高 層 集 合 住 宅 街 形 成 の 問 題 点

1節

2節

3節

都市型住宅地としての中高層集合住宅街の形成

中高層集合住宅街の問題点

ま と め



1節 都 市 型 住 宅 地 と し て の 中 高 層 集 合 住 宅 街 の 形 成

以上 の第1部 で は、大 阪 都市 圏 に おけ る居 住 地構 造 の変 容分 析 を 中心 と して、 都市 型集合 住 宅 地 と

して のマ ン シ ョン街 の形 成 を 明 らか に して きた。 そ こで本章 で は 、そ の ま とめ と して 都市 型集 合 住宅

地 の概 念 を 明 らか に し、 現状 の問題 点を 整 理す る。

1章 で 述 べ た よ うに、 戦 後 の都 市 住 宅 地 形 成 に おい て都 市 型集 合 住 宅地 は徐 々に その景 観 を明 ら

か に して き た。 それ は昭和30年 代 にお け る都 心周 辺 部で の民 間RCア パ ー トの立 地で あ り、40年 代 に

お け る 日本 住宅 公 団 に よ る面 開発 団地 の 建 設で あ る。 しか し、 いず れ も量 的 には 少 な く、 ま た工 場 転

出跡 地 な どで の 限定 的立 場 で あ った ため に、 住 宅市 街地 と して の特徴 を 明確 には して いな か った と考

xて よい。 とこ ろが、昭 和50年 代 に入 ってか ら、都 心周 辺 部 の高 級住 宅 地 や商 住混 在市 街地 の更 新 に

伴 って 中高 層集合 住宅 の 集 中立 地地 区 が形 成 され、 都市 住宅 地 景観 の ひ とつ と して明確 にな って き た。

特 に大 阪都 市 圏 にお いて は3章 で 述 べ たよ うに地 下 鉄 御堂 筋 線沿 線 に お いて新大 阪地 区、 江坂 地 区、

緑 地公 園地 区、上 新 田地 区、 箕面 市 船場 繊維 団 地地 区の よ うに 区画 整理 事 業施 行 後 の新 市街 地 、 あ る

いは 旧集落 周 辺で の新 市街 地形 成 と して 展 開 され っっ あ る。

こ の よ うな集 合 住 宅地 形成 は、昭和40年 代 後 半以 降 の わが 国の 都市 化 社 会 を背 景に 成立 して い る こ

と、 さ らに都 心お よ び都 心 周辺 部 の既 存 市街地 の更 新 と構 造変 革 を 意味 して い るこ とか ら考 えて 、萌

芽 的 に存 在 した都 市型 集 合 住宅 地 の本 格 的発生 と見 な して よい。 都 心 周辺 部 で の既 存市 街地 の著 しい

構 造 変革 を ともな って い る集 合 住宅 地 形成 と して は 、大 阪 で は西 区、 東 区、 南 区 な どを例 示す るこ と

が で き る。

これ らの地 区 に おけ る主 と して 民 間資 本 に よ る中 高層 集合 住宅 の 立 地が 、 い かな る意味 で 都市 型 集

合 住宅 地 の形成 に結 びっ くか は、 主 と して3っ の 側面 か ら論 じる こ とがで き る。 第1に 、汎都 市 化 社

会 、脱 工業 化 社会 、 情報 化 社会 な どと称 され る現代 都 市 の社会 構 造上 の特 徴 か らで あ り、 第2に 、 最

近 の集 合住 宅立 地 や 計画 を 条件 づ け て いる空 間 的特 徴(都 市構 造 上 の位 置 づけ も含 め て)で あ り、第

3に 法制 度 を も含 め た都 市形 成 と都市生 活 の 規範 的側面 で あ る。

そ こで第1に 、 現代 都 市 の社 会構 造 上 の特 徴を ま とめ る と以 下 の よ うに な る。 これ は必 ず し も集合

住 宅 地 のみ に妥 当す る傾 向で はな いが、 集 合 住宅 を も含 め た現 代 社会 の 都市 生 活全 体 を特 徴づ け、 都

市 生活 を 支え る都市 的 施 設 の立地 によ る都 市 空間構 成 を 方 向づ け る もの と考 え られ る。 この視点 で 現

代 都市 社会 の特徴 を列 挙す る と1)① 都 市 居 住人 口の増 大 、② 小 規模 世 帯化 、③ 人 口に対す る事業 所 数

の増大 、④ 新 中間 階 級化(ホ ワイ ト ・カ ラー とグ レー ・カ ラー)、 ⑤ 意識 の変化 、 と して示 され る。

都 市居 住人 口 の増大 は、2章 で 述 べ た よ うな広 大 な 市 街 地 連坦 地 域 の形 成 を もた ら し、昭 和50年 代

に入 ってか らは都 心周 辺 部地 域 に おけ る集合 住宅 立 地 に よ って 高密度 化 が 進行 しっつ あ る。 これ らの

集合 住宅 の 多 くは 、低 層 部 に飲 食店 、 日用品 販 売点 な どのサ ー ビス施 設 を導 入 し、 集合 住 宅そ の もの

と、 そ の周 辺 地域 の生 活 利便 性 の 向上 を実 現 して い る。 この こ と は、都 市居 住 世帯 の 著 しい変動 に よ

る家 庭 内機 能 の社 会化 ・専門 化 に対 応す る もので あ る。一 世帯 当 りの家族 人 員 は昭 和55年 に は3 .33

人 に縮 小 し、 単 独 世帯 比率 も15.8ｰ/aに まで 上昇 して い る。 こ の 中に は若年 単 身者 も 「一 人 暮 しの老人 」
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も含 まれ てお り、 今 後 も増 加す る もの と考 え られ る。

こ のよ うな 家族 構 成 の変 動 に並 行 して 、 家族 の機 能 も変 化 して きた ので あ り、 産業 、 教育 、 娯楽 、

医療 な どの機 能が 専 門 的 な施 設や 機 関で 受 け もた れ る よ うにな った。 家族 に と って必 要 な施 設 の拡 大

は、 今 日に お け る人 口に 対す る事 業所 数 の 増大 と して示 され る。 これ は、 生活 の都市 化 が 都市 空 間 の

変容 と して現 象 す る最 も顕 著 な側 面 の ひ とっ で あ る。 この こ とは、 さ らに就業 人 口構 成 か らみれ ば第

3次 産 業 就業 人 口の著 しい増 加 とな って現 わ れ、 ホワ イ ト・カ ラーや グ レー ・カ ラー な どの 新 中間 階

級 の 急増 を 示 して い る。昭和30年 代 後 半か らの高度経 済 成 長期 に お け る農 山村地 域 か ら都 市 地域 へ の

人 □の 空間 的 移動 は、 必 然 的 に人 々の階層 移 動 を と もな うもので あ り、 先祖 代 々の家 を 継承 す る こ と

に よる地 域 社会 の安定 的継続 は困難 に な りっ っ あ る。 従 って、 これ か らの 都市 社会 にお け る地域 社 会

構 成 は、 常 に移動 的 特徴 を 示す こ とが 避 け られ な い。 昭和50年 代に 入 って、 確 か に広 域 的居住 地移動

は減 少 傾 向を 示 して いるが 、都 市 圏 内 あ るいは 都 市聞 の 移動 は 急激 に は減 らな い と考え られ る。 住居

は継 承す る もので は な く、 住む もの に な って き たので ある。

一 方 、 都市 と農村 とを問 わず 人 々の 意識 も著 しい変 容を示 し、意 識 空間 は拡 大 したが 個 人化 も進 行

した。 新 聞、 雑誌 、 映 画、 テ レ ビな どの メデ ィアの発 達 に よ って 世界 中 の活 動が 即 時 的 に報 道 され る。

しか し知 識 と して の意 識空 間 の拡 大 は 、必 ず し も積極 的な 関与 空 間 の拡大 に結 びっ かず 、む しろ生 活

意 識 の個 人化 を も た ら しっ つ あ る。 そ の背 景 に は最近 まで の著 しい居 住 地移 動 や地 域 社会 の変 動が あ

り、経 済 的 な生 活 水準 の上昇 が あ る。 この 個人化 、 す な わち 「私 」の生 活 関心 や生 活 価 値へ の傾斜 は 、

そ の性 格 上 、 非 常 に多様 化す る必然 性 を もち、 個別 化 して く る。 この よ うな傾 向 は、 物 的居 住 環境 を

も含 め た地 域 社会 の維持 管 理へ の 関心 や参 加を 弱 め、 「公 」(具 体 的 に は国や 地 方 自治 体)へ の依存

意 識 を 強 め るこ とにな る。 ある いは 、 それ に替 わ り うる私 的な サ ー ビス機 関 に依 存す る場 合 が多 くな

る。

以 上 の よ うな 、 現代 都市 の社会 構 造上 の特 徴 か ら都市 的住宅 地 と して の条 件 を ま とめ ると、① 生 活

を 維持 ・向上 させ るに十分 な施 設や 機 関が 整 備 され て い る こ と、 ② それ らの施 設や 機 関 は、 地域 社 会

の 中 にっ くられ る以上 、 そ の地 域社 会 の 住民 の生 活 に何 らか の形 で むす びっ いて い るか 、少 な く と も

理 解 と協 力 の も とに 存在 して い る こと、③ こ のよ うな施 設 に よる生 活 の 「共 同 」が、 コ ミュニ テ ィの

形 成 を 支え る契 機 にな る可 能性 を有 して い るこ と、 の3つ にな るで あ ろ う。 こ の よ うな条 件 の整 備 は、

公共 と民問 の 役 割 の再 検 討が進 行 しつつ ある今 日で は、 運 営や 維持 管 理 での 十分 な 調整 をふ まえ る必

要が あ る。 また 、公 共 で もな く民 間 で もな い第3の 手 と いわれ る主体 や ボ ラ ンテ ィア活 動 の導入 も考

え られ るで あ ろ う。

第2の 都 市空 聞 に おけ る都 市 型集 合 住宅 の特 徴 と して は利 便性 の重 視 が 最初 に あ げ られ る。 この こ

とは、 後 に述 べ る居 住環 境条 件 要 求 の分析 に おいて も最 も基 本 的 な要索 と して 抽 出 され て お り、上 田

の現 代 都市 にお け る核家 族 の た めの 住宅供 給 計 画 に 関す る考 察2)で も指 摘 されて いる。 従 って 、一 定

の都 市 的、 文化 的施 設が 整備 され 、活 動 が展 開 され て い る中心 地 区 に対 して 便利 な立 地 条件 に あ る こ

とが 必要 で あ る。 ま た、 上 記 の よ うに家 庭生 活 の機 能 の社 会化 が 進行 しっ っ あ る状況 の もとで は、 日
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常的 に必要 な産 業 、 教育 、 娯楽 、 医療 な どの施 設 が整備 され て いな けれ ば な らな い。 さらに、 都 市型

集合 住 宅 の立地 計 画上 の条 件 と して 、街 区構 造 を主 とす る既存 の都 市構 造 の急 激 な変 容を 誘発 しな い

こ と、 をあ げ なけ れば な らな い。 現 代 都市 の 核 家族 の生 活 は、 一方 で は従来 の コ ミュニ テ ィに依 存 し`

な くて もよ い 自立性 を 要 求 しっ つz)し か も新 しい生 活 の 「共 同 」牲 獲 得 の可 能性 を 示 す必要 が あ る。

こ の 「共 同 」は 、新 しいサ ー ビス業 に ょ って 支 え られ る もので あ って も、や むを 得 な い と考え られ る。

第3の 都市形 成 と都 市生 活 の規 範 的側 面 は、 都 市型 集合 住 宅 地形 成 の 過程 に お ける建 築 ・都 市 計画

関 連法 規 の都市 法 と して の再編 成 で あ り、集 合 住宅 地 居 住 にお け る生活 ル ール の形成 で あ る。 前 者 に

関 して は五 十 嵐敬 喜 は 地域 性 に重点 をお いて再 編成 す る方 向 と して 都市 法 や農 村法 の可能 性 を検 討 し

て い る30)しか し、汎 都 市化 時代 と言 われ る現代 社会 にお いて農 村 と都市 の区分 によ る包括 的 法体 系 の

整 備 はそれ ほ ど現 実 的 で はな いで あ ろ う。 む しろ、 条例 や 指導 要 綱 に よ る地域 別 の 自主 的規 範の 形成

が 有効 で あ る と考 え られ る。 この こ とは 、生 活 ル ール の形成 に関 して も規約 や 協定 の 活用 を示 唆 す る

もので あ る。 物 的に も社 会 的 に も更 新 を くりか えす 現代 都 市 にお いて 、 最終 的 に必 要 と され るの は都

市居 住 の規 範を 検 討 し、合 意を 形成 し、必 要 が生 じれば 変 更や 再検 討の 可能 な 社会 的 シ ステ ムの 編成

で あ る。 今 日の 民 間分 譲 を 主 とす る集合 住宅地 形 成 で は、 その 必要 性が きわ めて大 きい ことを も って 、

都市型 集合 住 宅 地 の特 徴 を示 して い ると考 え られ る。

2節 中高 層 集 合 住 宅街 の問 題 点

昭和40年 代後半以降に本格化 した中高層集合住宅地の居住地としての問題点は、大部分は前節で述

べた現代社会の中での居住地形成の特徴にもとつくものである。それは大 きく分けると居住地形成や

整備の計画上の問題、居住者の社会学的特徴にもとつく問題、さらに居住地の維持 ・管理や運営上の

問題の3つ である。これらはいずれも相互の関連が強いことは言うまで もなく、特に最後の問題は生

活ルールの形成などの地域社会運営全般に関連 し、今後の居住環境問題に対する中心的課題であると

考えられる。

第1の 居住地再編成と整備の計画にっいては、これまでのような開発地区のみの施設計画でなく、、

既存市街地をも含めた(あ るいはそれを中心とした)居 住地整備計画の策定が必要である。特に前節

で述べたような都市型社会においては、これまでの計画原則とされたスタテックな近隣住区理論の適

合性は低く、地区の特性にもとつ く指示的計画にならざるを得ない。居住地としての望ましい目標を

模索し、設定 しつっ、新しい条件の出現に対して再検討と合意の形成を求めていくことになる。

特に、現代都市(特 に大阪)に おいて中高層集合住宅の立地が著 しく進行 しっつある地区は、都心

周辺部であることが多く、都市計画的には次のような問題を有 している90)第1に 、街区割が集合住宅

立地に必ず しも適合 していない。第2に 、容積率が高く設定されすぎている。これらの問題点は、都

市計画上の制度として集合住宅地形成地域の設定が明確にされていないこと、従って業務機能との混

在が必然的に進行 し、居住地としての管理運営においても明確な方針が設定できないことにもとつい

ている。また、第3に 集合住宅地域としての整備方針が明確にされていないため、マンション建設が
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住 み かえ や 環境 改善 に結 びっ き に くい こ と も明 らかで あ る。 以上 を まとめ ると、第4の 問題点 と して

集 合 住 宅 の立 地条 件 は良 くな い こ とが 指 摘 で き る。 こ こで の 集合 住宅 は民 間の賃 貸 、 あ る いは 分譲 マ

ン シ ョンを意 味 す るが 、現状 では 都市 型 住宅 と して の積極 的意 義 よ り も、価 格 低減 のた め の経 済 的要

因が 立 地や 配 置 計画 を 決定 して い るこ とが 多 い。

この よ うな経済 的要 因は 今 日の集 合 住宅 地 の 空 間条件 を 強 く規 定 してお り、 オ ー プ ンス ペ ース と し

て の公 共広 場 や緑 地 の不 足5)集 合 住宅 環 境 の防 犯性 能 の低 さ6)な ど も経 済 的条件 の改 善 に よ って解 決

可 能 な 部 分が 多い。

一 方 、 既存 住 宅地 に おけ る民間 集合 住 宅 立地 に ょ る高 密化 に 関 して は、居 住 地整 備 計 画 と して の指

示 的計 画 の設 定 に よ って公 共広 場 の形 成 を誘 導 し、 既 存緑 地 の保 全 や公 的 買収 を長 期 的 に推 進 して い

くこ とが 必要 で あ る。 この よ うな 居住 地整 備 計 画 の一 環 と して既 成市 街地 で の数戸 レベル で の建 て か

え事 業 が 展開 で きれば 、住 み かえ や環 境 改 善 に直接 結 びっ くもの とな る70)

第2の 社会 学 的特 徴 に も とつ く問題 点 の 中心 は、 現 代社 会 に おけ る移 動性 の高 さ と、生 活 意識 の 個

人 化 、 多様 化 で あ る。 集 合 住宅 に お いて典 型 的 に示 され る よ うに、給 排 水 やエ ネル ギ ー シス テムな ど

の都 市 基盤 施 設 の共 同 利用 部分 は拡 大 して い るに もか か わ らず 、 さ らに家庭 内機能 の社会 化 に ょって

広 義 の地 域 施 設 に依 存す る機 会 が 増 加 して い るに もか か わ らず 、 生活 意 識 の個 人化 が 著 しい。 こ の意

識 の個 人化 ・多 様化 は 、 これ まで の生 活 水準 の 上 昇や 居住 地 移 動 の増大 に と もな う結 果 で あ り、不 可

逆 的で あ る と考 えて よい。 現代 の 日本 の 都市 社 会 の状 況 は、 これ まで の地域 社 会 の崩 壊 に よ って生 活

の共 同性 の単 位 を喪 失 した もので あ り、 そ れが 最 も著 しく現 われ て い るの が民 間 中高 層集 合 住宅 の集

中立 地 地 区で あ る。 これ らの地 区 で は包括 的な 共 同性 の単 位 が 消失 し、 機能 的あ る いは 制度 的 で部 分

的な 共 同牲 が 残 されて い る。

一 方
、 民 間 分 譲集合 住 宅 の定 住性 に つ いては 、す で に 多 く指 摘 され て いる よ うに新 築入 居 後10年 で

50%以 上 が転 居 し8)定 住志 向 意識 調 査で は10‾30ｰ/aが 定 住 志 向で あ る と考え て よ い。 従 って 、居 住

地 の管 理 ・運 営組 織 も、 意 識 の個 人化 や 移動 性 の 高 さを前 提 条件 と して組 み込 んで 考 え られな けれ ば

な らな い。 こ のこ とは、集 合住 宅 地 の安 全 性確 保や 集 合住 宅 ス トックの有 効利 用 の面 か ら も強 調 され

な けれ ば な らな い。 高 野公 男 に よれば?)現 代都 市 の居 住環 境 の安 全 性 は 「個人 主 義 」化 と 「都 市管 理 」

化 に ょ って保 持 さ れ る方 向 に あ るが、 現 実 の災 害 事例 の分 析 で は近隣 環 境 の相 補性 が 重 要 で あ るこ と

が指 摘 され て い る。 現 代 の環 境安 全 の基 調 、 あ るい は基本 構 図 は 「都 市管 理 」と 「「個人 主 義 」の二 極

構 造 で あ るが 、 全体 のバ ラ ンスか ら言 えば地 区 的 な視 点 か らの 安全 の 捉 え方 と環境 計画 が 必要 で あ る

と され て い る。

現 代都 市 の生活 意 識 の個 人化 や 移 動性 の 高 さを 前提 条件 とす れば 、 行政 ・都 市 サ ー ビス ・施 設 管理

あ るい は都 市 計画 的側面 か らな され る安 全 施策 の体系 を取 りあ げ る 「都市 管 理 」や、 都 市生 活 者が 個

々 に 自らの 安全 を考 え る とき の生 活 態度 と もい うべ き 「個人 主 義 」化 は 、 安全 保持 の シ ビル ・ミニ マ

ム と して 位置 づ け る こ とが で きる。 しか し、 防犯 性能 や 複合 的 ・段 階 的 安 全性 の保 持 の ため には近 隣

社 会次 元 の相 互 協力 が 有効 で あ り、 これを 近隣 環 境 の相 補性 と規定 して いる。 そ して、 これ は現 状で
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は 行政 の リー ダ ー シ ップや 宣伝 、 環境 教 育活 動 に よ って形成 す る しか 方 法 はな いで あ ろ う。 今 日の都

市型 社会 に対応 した 新 たな 地域 社会 活 動 単位 の形 成 を誘 導 し、 そ の活 動 を通 じて環境 教 育、 都 市 計画

教育 な どを 展開 して い くこ とが必 要 で あ る。

さ らに、 こ のよ うな活 動単 位 の形 成 が既 存 住宅 ス トック の有 効利 用 や、 新 た な ス トックの整備 単 位

とな るこ とが 理 想 的で あ る。 これ はすで に、 マ ン シ ョン街 の問題 点 の第3の 側面 に入 るが 、 早川 和 男

に よれば 地域 社 会単 位毎 の大 規模 住戸 棟 の建 設 、 単 身棟 ・宿 泊棟 の設置 、 世 帯用 住宅 の共 同利 用、 住

戸 の増 築、 集 会 施設 の拡 充 、 社会 的住 宅 交換 制 度 の確 立 な どの必 要性 が 指 摘 され て い る。io)いず れ に

して も、 都市 的 で フ レキ シ ビ リテ ィの高 い住 宅地 の形成 を 実現 す るため に は、 地域 社会 単 位 内で の 多

様 な住戸 規 模構 成 の実現 を 推進 し、 それ を 管理 運営 す る自 由度 の 高 い組 織 の形 成 が重 要で あ る。

現在 の住 宅市 場 で は公 的 管理 運 営 の可能 範 囲 は きわ めて 限 られ た もの で あ り、民 間住 宅 は大 部 分が

私 的 な不動 産業 者 に よ って取 り扱 われ て い る。 従 って、 地域 社 会単 位 と して比較 的多様 な 住戸 規模 構

成が 実現 されて いて も、 地域 と して の合 理的 な 運営 を お こな う方法 は存 在 しな い。 しか し、 住 宅戸 数

が世 帯戸 数 を大 幅 に上 まわ って い る今 日では 、住戸 利用 の地 域 的合 理 化 の ため に 何らか の方 法が 今 後

一 層 重要 に な る もの と考 え られ る
。 これ まで に形成 され つつ あ る都 市 型 集合 住宅 地の 多 くは 都 心周 辺

部 で あ り、 その た め徒 歩 圏 内に シテ ィホ テル の立 地 して いる地 区 も多 く、 集会 施 設や 宿 泊用 施設 と し

て の利用 は可 能 で あ るが経 済 的 負担 は小 さ くな い。

一 方、 こ のよ うな 都 心周 辺 部 の住宅 地 で あ る ため に、 居住 地環 境 の維 持 ・管理 の ため の地 域社 会 組

織 の形 成 が困 難で あ り、 防 災 上 の相補 性 や 防犯 上 の地域 社会 管理 が不 十 分 に な る。 さ らに生 活様 式 の

異 な る多様 な 居住 者 の混 在 に よ って、 住 み方 の ル ール や 利用 調整 が 必要 と され るに もかか わ らず 、 そ

の中心 とな るべ き主 体が 確 立 しに く い状 況 にあ る。 これ らの点 を 考 え る と、 自治 体の指 導 に よ る地域

社会 単 位の 設定 と、 そ の維 持 ・運 営 の中心 とな る活 動主 体 の形 成 が 、 た とえ 困難 であ って も不 可 欠 で

あろ う。

3節 ま と め

以上 、 最近 約20年 間 の都心 周 辺 部に お け る民 間 中心 の 中高層 集合 住 宅街 形 成 を、都市 型集 合 住宅 地

と して の特 徴を 有す る もの と考 え、 それ を ま とめ る と次 の よ うに な る。

(1)都 心 あ るいは都 心 周 辺 部 に形 成 され 、 都 市 的地域 施 設利 用 の要 求 を容 易 に充 足 しうる利 便 性 を有

す るこ と。

(2)居 住 者 の生 活意 識 と しては地 域 へ の定 住 志 向は 比較 的弱 く、包 括 的 組織 と して の地 域社 会 組織 の

影 響力 は 小 さい。

(3)従 って、新 住 宅 市 街地 と して のア ノ ミー 的性 格が 強 く、 防災 上 、防 犯上 、居 住 環境 の維 持 ・管 理

や 改善 の た め に新 しい形 の地 域社会 活 動 が 必要 と され て お り、 それ に よ って生 活 ル ール の形 成 や共

同利 用施 設 の整 備 を 推進 す る こ とが 必要 と され て いる。
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第2部

大都市における中高層集合住宅居住者の意識 と行動

8章 現代大都市 における集合住宅街のア メニテ ィ要件

・章 幅 層集合住宅購入者の韓 識 、

・・章 幅 層集合饒 居住者の騨 閥 性向

11章 中高層集合住宅舘 住者の居住地志向

12章 中高 層 集 合 住 宅街 の コ弍 ユニ テ ィ構 造 、



8章

現 代 大 都 市 に お け る

集 合 住 宅 街 の ア メ ニ テ ィ 要 件

1節

2節

3節

研究 の目的 と方法

大都市近郊地域 における生活環境要求の構造

生活 環境整備論か らアメニテ ィ論への展開



1節 研 究 の 目的 と方 法

第一部で検討 してきたように、昭和30年 代後半以降の高度経済成長期における大都市への人口集中は、

都市圏全体における急激な市街化の進行と、生活様式をも含めた著 しい都市化をもたらした。この人

口の都市への集中過程は、基本的には就業機会の獲得、経済的生活基盤の確立を第一義的要因とする

経済的要因にもとつくものであるが、都市の魅力はそれだけに尽きるものではない。本章は都市の魅

力そのものを検討することが目的ではないため、都市への人口移動の要因を含めた広義の都市化を検

討することはできない。 しか し、第一部で検討してきた現代都市の居住地構造の形成と変動を規定 し

ている要因としての居住環境条件にっいての検討は、第二部での居住地移動や志向の分析のための基

礎的作業として不可欠である。

都市計画、地域計画分野での居住環境研究は昭和30年 代の住宅地計画指標の提案や既成市街地再開

発のための基礎的調査研究として開始されている1)0特に昭和30年代後半においては欧米での居住地再

開発(そ の多くはスラムクリアランスであった)政 策の影響をうけ、また、わが国でもようやく注目

され始めた既成市街地の荒廃地区整備の対象地区選定や整備順位の客観的基準の設定を目的として多

くの調査研究が展開されたzO)この間の理論的および思想的系譜については住田昌二3)や斎藤吉雄4)な

どのすぐれた整理がある。居住環境条件の指数化や生活構造論にっいての住田昌二の鋭い批判は昭和

40年 代末以降の低経済成長時代に入ったことと、それまでの都市再開発事業実施の経験、および住宅

と居住環境水準の一定の上昇によって、その役割を終えたと考えられる。 しか し、指数化論や生活構

造論と比較的近い立場にあったシビルミニマム論も5)それを理論的基礎とした都市政策の展開によっ

て、都市居住環境整備計画の立案と具体的展開を近代化 し合理化 した意義は大きい60)

このようにして、わが国の住宅と居住環境水準のある程度の上昇と、高度経済成長期における農村

から都市への膨大な人口移動の終息、都心部人口の減少や大都市から地方中心都市へのUタ ーン現象

などを背景として、都市の9'yYG合的住み良さをめぐるアメニテ ィ論が提起されてきた0)このアメニティ

論そのものは必ず しも都市のみで議論される概念ではなく、それぞれの地区や地域の個性を も重視す

る概念であり、都市計画理論の再検討とも関係すると考えられる。そこで本章では、大阪都市圏にお

ける具体的調査研究の検討にもとついて、基礎的な居住環境条件の構造把握から、アメニティ論への

展開を考察する。

すでに述べたように、居住環境整備に関する基礎的研究の成果はかなりの蓄積があり、その関連研

究分野も非常に広範囲にわたる80)その中で都市あるいは地域の物的な生活環境構成要素の抽出整理と

指数化による評価方式の研究、あるいは物的生活諸条件の作用のあり方や強さがすべて反映されてい

るものとしての住民の満足感にもとつく研究9)は、今日の生活環境の悪化と不満感がなぜ生 じている

のかという原因追求の視点を欠き、生活水準や整備水準の向上に伴なって要求内容や水準が高まると

いう住民の生活様式変化と要求との動的規定関係を充分に明らかにしえないという限界が指摘されて

いる。また、住民個人あるいは世帯の多様な生活の展開を捨象することによって、地区居住者の生活

の多様性に対応 した整備計画に結びっきにくい憾みもある。
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一方、これまでの高度経済成長政策がもたらした生活環境上の諸問題に関する経済学的分析zは 、

整備あるいは供給主体としての政府 ・自治体 ・企業そ して 「市民」の役割と機能の問題を含めて、公

共財の定義、サービスあるいは利益の性質、外部不経済の発生、所得分配に与える影響、供給方式と

しての市場メカニズムの適否などの問題が追求されていた。10)また、都市政策学的にはシビルミニマ

ム、ナショナル ミニマムなどとして供給、整備されるべき基準の規範的概念が論議された。 さらに社

会学的には地域開発に伴なう住民の生活破壊、地域社会の崩壊の進行に直面 して、地域住民の生活の

離 と、地域社会の醸 成などの現実的問題としての追求が行われていたと言えよう110)

このような多面的な研究活動の背景には、昭和30年 代後半か らの生活環境整備の必要性の増大と、

そのための調査研究の展開にもかかわらず、市民の日常生活における生活環境水準向上の実感が弱か

ったことがある。その後、一定水準の生活環境整備が実施されたが、所得の増大と労働時間の短縮に

よる生活様式と価値観の多様化、余暇時間の増加と環境要求水準の上昇、さらに社会変動の激化 と社

会移動の急速化から由来するところの異質な生活様式の併存や対立などによって今 日的問題としては

残されたところが少な くない。

生活環境整備の調査研究において住民の生活構造の把握が重要であることは、これまでの硬究の検

討でも指摘されているizO)しか し生活構造概念そのものが包括的で多様に設定されているため、研究者

間での統一的理解の成立は困難であった。 さらに、最近約20年 間の生活水準の上昇によって生活構造

概念の有効性そのものも議論になりっっある。あるいは、生活構造概念の再編成が試みられっっある。

ところが、このことは生活構造概念が本来有していた特性によるとも考えられる。言いかえれば、生

活構造概念がもっべく期待されている発想の深さを維持 しつっ、生活構造概念の内容を明確にするこ

とは困難な作業である。

地域空間における個人や世帯の生活行動を、説明概念としての生活構造によって理解することは可

能であっても、その共通部分のまとまりを空間計画に直接結びつけることによっては、本来の意味で

の人々の生活に立脚した地域空閤づ くりは出来ないことが、今日では一層明らかになりっっある。従

って、ここでは物的な空間計画に直接結びつかなくても、地域住民の日常生活を維持 し向上させるた

めに必要な人的サービスや制度を含めた要求と、生活構造との関係を明らかにし、生活環境整備のた

めの自治体 ・国 ・企業などのそれぞれの果たすべき役割 ・方法および限界などの検討に結びっけるこ

とを最終的目標としている。そこで、個人の意識を含めた記述概念としての生活構造概念のなかで、

生活環境要求として把握される意識構造が時間構造、空間構造、手段構造、社会体系によっていかに

規定されているか、また、主として空間構造、手段構造として提供される生活環境整備が時間的制約

・社会体系的制約などのいかなる変革を必要とするか、そして、それらの変革が要求構造の変化とし

てどのような結果を もたらすかを検討する方向で研究が展開される130)

ここでは生活構造のなかで特に環境要求としての意識が問題となる。一般的には日常の生活過程で

の広義の生活環境構成要素を生活行動の目的達成の程度と個人の価値意識との関係で評価 し、要求も

形成されると考えられる。従って、すでに整備 ・供給されている要素にっいては評価にもとつく要求
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として、また未整備の要素に関しては生活構造と価値意識の反映として要求が提示されると考えてよ

い。地区単位の要求率は、その地区の現況整備水準と主要な生活パ ターンによって規定される。本章

では、一般に異質な生活様式の混在や対立が生 じていると考えられる大都市近郊住宅地をとりあげ、

地区の特性として居住者の生活パターンや現状の生活環境整備水準の概要を含め、それと要求との関

係、および近郊住宅地としての要求の構造を明らかにする。

調査対象地区の選定には地域社会変動を示す主要な要因としての人口増加率と、それとの関連は大

きいが、都市的施設整備水準あるいは、その利用難易度を示す指標としての都市圏中心部からの距離

(大 阪市役所を中心とする直線距離)を 基準とした。また、 「類似的団体別市町村財政指数表 」で、

市町村の人口規模と産業別就業構造によって設定されている市町村類型(人 口都市化度類型)に よる

検討も行っている。このようにして対象6自 治体を抽出し、さらに、多様な生活様式の展開されている

地区を可能な限り広範に調査するため公的開発住宅地とその周辺、近郊農業集落およびその変質地区、

近郊中心市街地縁辺地区を抽出した。

要求把握の方法は、潜在化している要求を顕在化 させるための手法として最大限網羅的に用意され

た環境整備の項目に対する住民の選好度を測定することとし、各項目に対する5段 階要求(「 ひじょ

うに欲 しい」か ら「ぜんぜんいらない」まで)把 握とした。環境整備項目の選定は専門家グループに

よる討議によって15分 野44項 目を抽出した。分析では、まず居住者の性別、年齢、職業、勤務地、

家族構成、乗用車有無、入居時期などの指標にもとつく生活構造の概要と要求との対応を検討し、次

いで要求の構造分析をおこなう。

調査対象世帯は各地区世帯数の3分 の1か ら2分 の1の 無作為抽出とし、対象世帯の中学生以上の記

入可能な居住者全員に面接配布、留置、面接回収方式でアンケー ト調査を実施した。調査期間は昭和

48年8月 一10月 である。
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表一80距 離圏別人口増加率

(S35～40年 増 加 率)

距離
人口増加撚 1。 一Kmio

1020 2030 3040 4050 50へ60 60^一

0 東能勢 、川 能勢 、猪 名 吉 川 、東 条 島ケ原 中主 、青 山

人口減少 西 川 、宇治 田 淡路、[翻 志賀 、五個
原 、 加 茂 、 城 東 、多紀 荘 、安 曇川
高取 、 明 日 丹 南、今 田 竜王 、土 山
香 岡部 、八 木 甲 賀 、 マ キ

和 束 、笠 置 ノ 、 高 島 、

南 山城 、 月 甲南 、信楽
ケ瀬 、都iTl? 蒲 生 、今津

山 添 、大 宇 新 旭、 日野
町 陀 、榛 原 、 安 土、 能登

室 生、 吉野 川 、朽 木

下市

1 平 群 、三郷 大 山崎 、八 久御 山、井 大淀 、泉 南 囲 野洲 、守 山

0へ20% 幡 、田 辺 、 手 、干早 赤 南 海 、東鳥 岬 志 方 、石 部

木津 、精 華 坂 、田原 本 取 甲西 、水 口

安堵 、三宅 山城 愛知川
上 牧 、河 合

太 子、河 南

新 圧 、香芝

当麻 、広 陵

村 皿 生駒 斑鳩 、王寺 城陽`20 ～40%
狭 山 、忠 岡

皿 交 野 、美 原 島本
40～60%

N 向 日

60～80%

V 長岡
80%～

0 生田 三 田 、田尻 上 京 、中京 、 上 野 、 近 江八 幡 、

人口減少 椋 名張 八 日市

1 大阪市 芦屋 東 灘 、灘 、 兵庫 、長 田 三 木、 大津 草津 高砂

区
0～20% 葺合 、奈良

大 和郡 山 、

河 内長野 、

須磨 、南 、塵 到
、天 理

橿原 、桜井

北 、左京 、

東 山 、五 条

大和高 田 、 御 所 、貝 塚

岸 和 田 、和 泉佐野 、熊

泉 取

II

20～40%

尼 崎 、

守 口、

東大 阪

西宮 、[亟到

箕面 、宝 塚

八 尾 、柏原

富 田林 、

圖
右京 、 伏 見 垂 水 、明石

羽 曳野 、堺

高石

皿 豊中 伊 丹 、川 西 枚方 宇治

藤井 寺 、松

市 40～60% 原

N 吹 田 、茨 木 高槻

摂 津 、大 東

60～80% 四条畷

V
80%～

圏 寝屋 川i
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表 一81距 離 圏 別人 口増 加 率

(S40～45年 増 加 率)

試 Km
o-via

10^一20 2030 30^一40 40^一50 50^一60 60^一

0 木津 、河南 能勢 、猪 名 吉川 、東 条 島 ケ原 青 山 、竜 王

人口減少 川 、字治 田

原 、加茂 、

淡 路 、W

城 東 、多紀

土 山 、甲賀

信 楽 、蒲 生

干 早赤 坂 、 丹 南 、今 田 日野 、五 個

高取 、 明 日 園 部 、八 木 荘 、愛 知 川

香 和 束、 笠 置 朽 木 、安 曇

南 山城 、月 川 、高 島

ケ瀬 、都 祁 甲賀
町 山 添 、大 宇

陀 、室 生 、

吉 野 、下 市

1 八幡 、精 華 井 手 、山城 榛 原 、 大淀 岬 中主 、志 賀

0～20% 安 堵 、川 西
三 宅 、上牧

田原 本 、熊

取 、田尻

南 海 、東 鳥

取

石 部 、 甲 西

水 口、安 土

河 合 、太子 能 登川 、マキ

新 庄 、当麻 ス 今津、新旭

広陵 、忠岡 野 洲 、 志 方

皿 平 群 、三 郷 東 能 勢 、島 久御山

20～40% 美原 本、 田辺 、

斑 鳩 、王 寺

村 :1 香芝 噛

ID
40.60ｰ,b

i
狭山 團

、

N 向 日 、城 陽
60～80%

V 大山崎 長岡
80%～

0 大阪市 葺 合 、生 田 長 田 、南 上 京 、 中京 上野 近江八幡
人口減少 椋

区

1

0～20%

尼崎

齢 鑛 東灘 、灘、
大和高田、
岸和田、魍

薯畿
伏 見 、天 理

桜 井 、御 所

三木 、大 津

北 、左 京 、

東 山 、五条

泉 南

名張 八 日市 、高

砂 、守 山

和泉 員 塚 、泉 佐

野

a 豊 中 、 伊 丹 、宝 塚 奈 良 、大 和 右 京 、橿原 明石 草津
20x-40ｰ/a 守 口 箕面 、摂 津 郡W、 河 内

吹 田 、八 尾 長野
生駒.藤 井

寺 、堺 、 高

石

皿 圃 川 西 、 茨 木 富田林 宇治 垂水

市
40へso%

松 原 、羽 曳

野

1V 大東 高槻 、枚 方
60～80%

V
寝 屋川 、 四

80%～ 条 畷 、交 野
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表一82距 離圏別町村類型

壽綴 圏
Km

O10
io一 一一zo 20へ30 30へ40 4050 5060 60^一

0-2 月 ケ瀬

一4 笠置

1-2
城東、南山城
都祁

朽木

一3 東能勢 干早赤坂 今田

一4 安堵、上牧

皿 一2
吉 川 、 多紀 、

山添

マ キ ノ

一3 平群 宇 治 田原 、猪

名 川 、明 日香

和 束 、 東条 、

室 生

高島

一4 太 子 、川 西 、

三 宅 、河 合 /

石部

皿 一2 蒲 生 、竜 王

一3

河南 久御山、加茂
能勢

八 木 、丹 南 、

大宇 陀 、榛 原

志 賀 、中主 、

土 山 、甲賀 、

甲南 、安 土 、

愛 知 川、今津

安曇 川

一4
三郷 大 山崎 、禾 津

精 華 、新 庄 、

当麻

田尻 、高取 淡 路 、下 市 、

東鳥 取

甲西 、信 楽 、

五個 荘 、新 旭
,

N-3 團 能登川、園部

一4

島 本 、忠 岡 、

斑 鳩 、王寺 、

広 陵

態取 南 海 、大淀 野洲

V-3
日野

7

一4 美原 八 幡 、田辺 、

狭 山、香 芝

田原本 岬

VI-4 團 水口

M-4
向 日、城陽 、

長 岡

調査対象市町村距離別類型(「 類似団体別市町村財政指数表」S47年12月
財団法人 地方財務協会より)
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表一83距 離圏別都市類型

＼塵離圏
市類型＼

0～10Km 10^一20 20^一30 30^一40 4050 50^一60 60^一

1-2 團 近江八

幡

一3
八 日市

一4 御所 泉南、三木 草津 守山

一5

柏原 、藤 井寺

四条 畷 、交野

生駒

河内長 野 、

大和 高田

三 田 、桜 井 五条 名張

皿 一4 團 貝塚 、泉 佐 野 高砂

一5

箕 面 、羽 曳野

摂津 、高石 、

芦 屋

富 田林 、大

和郡 山

天理 、橿原 .と野

皿 一4 和泉

一5
匝 画 、松原
大東 、宝 塚 、

川西

宇治

N-5
守・・匝 図 茨 木 、八尾 、

寝 屋川 、伊丹

岸和 田 、枚

方 、奈良

大 津 、明石

V-5 豊中 吹 田、 西宮 高槻

W-5 尼 崎 、東 大阪 堺
,

2節 大 都 市 近 郊 地 域 に お け る 生 活 環 境 要 求 の 構 造

調 査結 果 に よれ ば全 回 収戸 数866戸 の うち、 世帯 主 職業 構成 は事 務 関係29.6%、 作業 関 係25.5%、

販 売 ・サ ー ビス 関係8.2%、 個人 業主7.3ｰ/a、 専 門 的職 業8.9%、 農 林 漁業5.4%で あ った。 また入 居

時期 別 は戦 前26.7%、 終戦 一S.29年5.8%、S.30年 一S.39年14.2%、S.40年 以 降50.2%で あ る。

各地 区 の特 性 は表 一85の よ うに な る。

ま た、 各地 区の 生 活環 境 評価 は 表 一86に 示 され る。 こ の結 果 か ら、郊 外住 宅地 で の 評価 の要 点 を ま

と め ると、 以 下 の よ う にな る。

(1)池 田 市五 月 ケ丘 地 区 の よ うに丘 陵 部 に位 置す る居 住地 は、す べ て の生 活 環境 評価 項 目にっ いて比

較 的評 価が 高 い と考 え られ る。

② 一 方、大 阪平 野 東 部 に位 置す る門真 市 の団地 、 お よ び周 辺 部 の居 住地 で は他 地 区 に比 較 して評 価
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表一84要 求調査対象地区性格,配 布回収状況

地区名 配 布 戸 数 回 収 戸 数 回 収アンケート数 回収率(戸 数)

池 田 市

五 月 ケ 斤

TOTAL

1

307 162 305 52.8(%

団 地 149 65 105 43.6

周 辺 158 97 200 61.4

門 真 市

府 営 門 真

TOTAL 330 175 320 53.0

団 地 ]79 87 155 48.6

周 辺 151 88 165 58.3

泉 大津 市

助 松

TOTAL 345 193 368 55.9

団 地 163 sa 156 49.1

周 辺 182 113 212 62.1

栗 東 町

霊 仙 寺 、 絡 、 十 里,
222 134 278 60.4

篠 山 町 西 南 部
202 133 266 62.9

亀 岡 市 保 津 町 160 69 isi 43.1

TOTAL
L

=

1,566 866 i,ns 55.3

つ

r

勧

i.,. .

一.
.

1

¥¥301Go
¥4UNm

501(m

60Nm
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IUNm

zoo
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図 一47要 求 調 査対 象 地 区位 置図
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が 低 く、 団地 で は スtｰ一 ツ施 設、 公 園 ・緑地 、 自動 車 の騒 音 や排 気 ガス、 周辺 の 道路 の混 雑程 度 につ

いて の 評価 、周辺 で は毎 日の 買物 の 便利 さ、 医 者 にか か る と きの便 利 さ、 集会 ・おけ いこ ご とな どの

場所 、 ス ポ ー ツ施設 、衛 生 条件 の 評価 が そ れぞ れ低 い。 ま た、通 勤 や外 出の便 利 さ、 公 園 ・緑地 につ

いて は門真 団 地 、そ の周 辺 地 区 と もに低 い。

㈲ 泉 大 津市 助 松団 地 で は全体 と して 比 較 的評 価 は 高 い と考 え て よいが 、 ス ポ ーツ施 設 、通 学 路 の安

全 、 工場 や 畜 舎 な どの騒 音 ・煙 ・悪 臭 な どにっ い て はやや 評 価が 低 い。 一方 、団 地周 辺 で は 買物 の便

利 さ、 集会 ・お け い こご とな どの 場所 、 スt一 ツ施 設 、 通勤 や 外 出の便 利 さ、夜 道 の明 る さにっ いて

の評 価 が低 い。

(4)京 阪神 都市 圏 の 最外縁 部 に位置 す る栗東 町 で は、 門真 団 地周 辺 と同様 の 傾 向を示 し、 買物 の 便利

さ、 医者 にか か る と きの便 利 さ、 集会 ・お け いこ ご とな どの場 所 、 スポ ーツ施 設 にっ いて の評 価 が低

い。

㈲ 一 方 、 都 市 圏外縁 部 で も比 較 的安 定 した市 街地 で あ る篠 山 町 では相 対 的 に評 価が 高 く、 また 、農

村 部 で あ る亀 岡市 保 津地 区 で も、 ま わ り の道 路 の広 さや舗 装 な どの項 目以 外 は特 に低 い評 価 の もの は

な い。

この よ うな 生活 環 境 と地 区 特性 の も とで の生 活 環境 要 求は 、 全地 区 全項 目平 均 要 求率(「 ひ じょ う

に ほ しい 」の回 答比 率)で は25.9ｰ/aで あ り、特 に要 求 率 の 高 い項 目は 「あ き地 や川 の ゴ ミ処 理 」 「通

園 ・通 学路 の安 全 」 「救 急 の場 合 の連 絡 ・輸 送 網の 整 備 」「交通 の便 利 」 「子供 の 安全 な 遊 び場 」

「路上 駐車 の と り しま り 」の項 目が あ げ られ、 次 いで 「健康 診 断 セ ンタ ー 」「医 院を ふ や す 」 「駅前

や通 りの 安全 」「タ クシ ーの台 数 ・の りや す さ 」「公 園 ・緑 地 」「図 書館 」が比 較 的 高 い。 日常 生活

での 子 供や 成 人 の安 全確 保 、居 住 周 辺環 境 の 阻害要 因 の 排除 、交 通 利 便性 の 改善 、保 健 ・医療 施 設 お

よび サ ー ビス、 さ らに基 礎 的快 適 性 向上 の た めの 施 設要 求が 高 い と言 え る。

一 方
、地 区別 で は門真 団 地が 平 均要 求 率33.0%と 特 に高 く、 次 いで 栗東29.of、 門 真団 地 周辺28.1

%、 亀 岡27.7%が 比 較 的高 い。 地 区 別 ・要 求 内容 別で は 、 門真 団地 、 そ の周 辺、 助松 団 地 周 辺、 栗 東、

亀岡 な どの地 区 で交 通条 件 の要 求 が 高 く、 門真 団 地 で教 育施 設、 門真 団地 とそ の周 辺、 助 松 団地 とそ

の周 辺 で 図書 館、 そのサ ー ビス に関す る要 求 が比 較 的 高 い。 スポ ー ツ施 設 にっ いて は 門真 団 地 、助松

団地 で 要 求 が高 く、 「子供 の 安全 な 遊 び場 」 「公 園 ・緑 地 」「通 園 ・通 学路 の安 全 」にっ いて は門 真

団地 、 そ の周 辺 、 助松 団地 周 辺、 栗 東、 亀 岡 の各 地 区で 要 求が 多 い。 集会 施 設 につ い て は各 地 区 と も

比較 的 要 求 は低 い。 一方 、 福 祉 関係 につ いて は門 真 団地 、 助松 団 地、 亀 岡で 要 求が 高 く、 排 水処 理 に

っ いて は 門真 団 地 とその周 辺 、 助松 団地 、 亀 岡で 特 に要 求 が 高 い。 「 日用品 店 」「ク リー ニ ング、 電

気品 修 理 サ ー ビスな ど 」にっ いて は栗 東、 篠 山、 亀 岡、 「遊 びや 娯楽 の楽 しめ る ところ 」な どの趣 味 、

娯 楽 にっ い て は門 真団 地、 助松 団地 とそ の周 辺、 栗 東で 比 較 的要 求が 高 い。 また 、 「地域 冷 暖 房 」

「地 域 温 水供 給 」にっ いては 門 真 団地 、助 松 団地 とそ の周 辺 で比 較 的要 求が 高 い。

以上 の結 果 を ま とめて 考察 す る と、 最 も都 心 部 に近 い池 田市五 月 ケ丘 地 区 では比 較 的高 水準 の要 求

が 全地 区平 均 よ り高 い もの と して あ らわ れ て お り、篠 山地 区 で は都 市 的余 暇施 設 ・サ ー ビス施 設 の要
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表 一86地 区別 生活 環境 の評価(5段 階 評価 の うち 、 「満足 して いる 」

「い くらか満足 して い る 」の合 計比 率、 世 帯代 表 票 の みに よ る

集計)

池 田 市

五,月ケ丘
門真市門真

泉大津市
助 松

栗東 篠山 亀岡
団地 周辺 団地 周辺 団地 周辺

① 毎 日の買物の便利さ 70.8 84.5 88.5 38.7 86.4 54.9 國 74.4 15.3

② 医者にかかるときの便利さ 86.2 88.7 43.6 國 70.1 61.0 42.6 87.9 78.2

1

(3)集 会 ・おけ い こご とな どの場 所 81.5 69.0 67.8 38.6 85.1 39.9 國 67.6 66.6

・4)さ あ嚇 ボ ーJL¥テ ニ スi水 泳 な 78.5 69.1 13.7 團 47.5 12.4 24.7 42.2 36.2

⑤ 物価の安さ、品数の豊富さ 44.0 69.1 52.S 39.8 45.1 37.2 團 34.6 37.6

⑥ 小 ・中学校の施設や運動場の広さ
1

80.0 86.6 團 71.5 62.6 71.7 77.? 82.7 69.5

⑦ 子供の遊び場の充足 ぐあい r'6.9 61.9 44.8 38.7 77.6 43.3 41.8 53.4 國
(8)通 学路 の安 全 90.8 75.3 66.6 67.1 52.6 67.2 55.2 64.0 團
(・嘆 覆 茎編 燕 一ドレールな 97.0 74.2 64.4 44.4 63.9 64.6 團 '61

.6 44.9

h4通 勤や外出の便利さ 70.8 80.5 26.4 回 88.8 sy.o 30.6 60.1 50.7

⑪ 電話や郵便の便利さ 95.3 95.9 81.6 57.9 92.6 770 79.1 88.0 79.7

⑫ 差轡 畜舎など畷 音諏 悪臭 96.9 経).7 國 65.9 66.4 77.1 88.8 72.2 76.7

⑬ 浸水やがけくずれなどの危険 96.9 90.7 98.8 國 96.3 85.8 89.6 73.7 58.0

蚊 、はえ 、下 水 のは け具 合 な どのαφ

衛 生 は
E3.1 82.4 35.6 24.9 75.i 51.4 5s.z 41.4 37.6

ごみ集めや汲み取 りなどの公衆衛㈲
生の面は

90.8 96.9 86.2 84.1 93.8 89.4 図 68.4 66.6

αe自 動車の騒音や排気ガスは 80.0 77.4 國 64.8 73.8 72.5 84.3 65.4 75.3

αの 公園 ・緑地 の充足 ぐあい は
…

'92 .3

1

94.9 國 37.5 71.3 42.5 46.3 75.1 55.0

α8ま わhの 道路の混み工合いは 83.1 79.4 37.9 54.6 87.5 70.8 68.7 72.1 52.2

⑲ 夜み ちの明るさは 75.4 68.1 57.6 54.6 80.0 國 41.8 34.7 34.7

⑳ まわ りの道路の広さや舗装は 93.8 77.3 82.7 50.0 85.1 44.3 63.4 64.7 團
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表 一87地 区別 施設 要 求順 位(世 帯 票 に よ る)

(注:3:項 目 選 択 に よ る)

五 月 ケ丘 門 真 助 松
栗東 篠山 亀岡

団地 周辺 団地 周辺 団地 周辺

(0)不 明 3.1 8.2 2.3 o.o o.o 4.4 3.0 2.3 4.3

(1)子 供 の遊 び場 23.1 43.3 24.1 25.0 is.s 46.9 36.6 32.3 44.9

② 道 路 1.5 7.2 4.6 5.7 2.5 zi 6.7 18.8 24.6

(3)公 園 ・緑 地 12.3 20.6 51.7 35.2 23.8 31.0 iza 10.5 io.i

④ ス ーパ ー・小 売店 な どの店 舗 55.4 32.a i7.2 43.2 23.8 31.9 49.3 22.6 31.9

(5)図 書 館 な どの文 化 施 設 27.7 17.5 28.7 14.8 50.0 16.8 9.7 16.5 13.0

⑥ 病院・診療所などの医療施設 38.5 21.6 66.9 58.0 47.5 35.4 44.0 20.3 ii.s

(7)保 育 所 23.1 6.2 8.0 io.z 8.8 6.2 6.0 9.0 24.6

(8)下 水 道 o.o 5.2 5.7 22.7 13.8 28.3 20.1 44.4 27.5

(9)老 人 ホ ー ムな どの福 祉施 設 18.5 27.8 6.9, 6.8 17.5 1.S 3.7 32.3 30.4

α嬉 δ隔 蕪 　 一ト・醐 場な 6.2 8.2 24.1 15.9 38.8 21.2 9,717.5 io.i

ω 通信、連絡施設 7.7 5.2 2.3 6.8 2.5 7.1 4.5 3.8 o.s

⑫ 護購 集会所などの社会教育施
●

6.2 11.3 i.i 8.0 3.8
曽ユ

.8 8.2 i2.s 2.9

¢3学 校 ・幼稚園などの教育施設 7.7 5.2 9.2 4.5 5.0 6.2 5.2 8.3 za

αφ 交 通 機 関 23.i 15.5 20.7 33.0 7.5 23.0 47.8 24.8 2f1.6

㈱ 交通事故防止施設 3.1 is.s 6.9 4.5 15.0 9.7 7.5 15.8 8.7

⑯ そ の 他 20.0 10.3 3.4 1.1 3.8 5.3 1.5 3.8 2.9

ア ン ケ ー ト 数 65 97 87 88 80 11J 134 133 69
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表 一88地 区別 要 求 項 目別 「ひ じょ うに ほ しい 」の比率

(世 帯代 表票 にょ る集 計)

(全 地区比率以上の地区Kつ いて数字を記人した)

池田市五月ケ丘 門真市府営門真 泉大津市助松 2地 区
要 求 項 目 篠 山 集計で

団 地 周 辺 団 地 周 辺 団 地 周 辺
栗 東 亀 岡

の比率

⑬ 市役所 。町役場サービス車 37.4 27.9 32.王 zsz 16.0 27.4

⑰ 公衆電話 12.3 ]3.9 iaa 13.2 24.9 1互,8

.⑳ 通園 ・通学路を安全 60.6 4S.7 47.6 bl.2 97.5

｢A近 くの駅前や通 りを安全にする 44.5 40.0 38. 42.4 38.7 378

2θ 道を舗装 A1.8 3:i.0 2ri.9 43.1 zza

69交 通の便利をよくする 7】.6 64.8 50.9 71.9 53.A 50.8

⑳ タク ンー台 数 、の りや すさ 35.2 43.2 35.2 44.2 38.7 37.1 33.fi

39駅 前に有料駐車場 23.2 Z3.6 za.s 2a3 ?0.4 19.9

幽 路上駐車のとりしま り 61.0 59.4 56.A 58.Q 49.1

⑳ 幼稚園 22.9 3'L.9 31.5 Z5.5 42.0 '.fi

Nll高 校 ・大 学を つ く り、土地 柄 を よくする asz 26.3 zai zx.a zsz ?3.3

⑤ 図書館をつくる 49.7 49.1 37.3 S3.7 32.9

⑳ 図書館サービス軍 34.8 a9.4 ss.2 30.2 32.U 29.5

闘 大学 ・研究所 。試験場などの一般利用 23.8 21.0 ¶ 20.fi zt.z 20.t 21.5 19.]

ae大 学の先生の講義 ・講演 22.9 23.0 `LZ7 24.4 ?1.9 23.N 2】.9

wz英 会 話 ・絵 。楽 器 を教 えて くれる ところ zs.z IN.2 15.H

23お 茶 。お花 ・料 理 を教えて くれ る ところ 170 ]7.0 zo.i Iti.9 zz.i 75.8

ni小 学校利 用に よ るスポー ソ ・集会 1fi.H 145 15.4 18…9 1b.3 13.7

as水 泳 、テニ ス、バ レー等のスt'一 ツので きると ころ 44.5 35.8 39.7 鈎.0 3'?.7 A9 .9

avお けい こご と、ス ボー ソな どの指導者 ・世話 人 工6.1 27.8 且8.7 iss 童6.且

i31公 園 ・緑 地 70.3 41.8 as.ii74 33.i

㈱ お祭 り、盆踊、夜店などの場所 20.6 19.4 ,H.`J 正5.5 14.4

osチ 供が安全に遊へるとこ.ろ 70.3 54.5 64.h en7 54.7 53.5

19)親 せ き、知人 の宿泊所 sn.a Z5.8 34.6 18.4 ,H

as公 民館、集会所 20.C ?7.7 18.4 IS.? 16.4

⑳ 雑談 、待ち合わせのためのたまり場 9.0 9、 玉 1Z.2 izu 8.4

④ お としよ りの休 養所 、たdり 場一
39.4 zs.z L7:i 33. ?6.5

tvl保 育所 をつ くる 2:i.8 26.5 23.fi 4互.4 zz.s

GO必 要なときに子供のめんどうをみてもらえるところ 37.] 39.2 31.4 zs.z zs.s

,

鈴 ホ ームヘ ル パーな どを呼 び やす くする 2?.9 zs.s za.s za.a 22.3 2`L.9 zz.i

Uθ あき地や川の ゴミ処理 62.6 55.8 ti?.2 56.丘 Jb.A 50.i

㈱ 排水をよくする
54.5 35.0 46.4 31.5

｢0健 康診 断 セ ンター 50.3 38.2 43.fi 43.A ;i6.]

¢θ 医院をふやす 67.7 si.z so,s Q%.8 38.6

all救 急の場合の連絡 ・輪送網
54.3 60.6 49.7 52.4 47.5 51.A 47.3

の 近 くに日用品店 15.2 13.3 2i.y 呈3.2

α8ク リーニ ング 、電 気品修 理 などの サーe'ス ?e.o ]9.8 2】.1 72.1 16.2

29貸 農園をつぐる
za.s 16.4 25.0 19.H 13.8

㈹ 園芸 ・菜園などの指導所
iz.v ,.6 12.8 13.:i 15.8 II.5

wa遊 びや娯楽の楽 しめるところ
277 z7.s 28.8 30.0 26.3 25.4

⑤ 働 く場所
20.7 iz1 9.8

(8)農 地を残す
i.8.1 22.3 22.1 17.0

tl9地 域冷暖房
26.7 26.0 35.5 30.1 za. 23.6

as地 域温水供給
22.5 23.2 25.fi 2:1.ti z_.s 2z.o

集 計 ア ン ケ ー ト 数
Los 200 is; ass 15E 212 278 ?ti6 181 1,718

平 均 要 求 率
20.5 19.7 33.0 28.1 26.9 26.4 zs.o 22.7 27.7 塞～.0
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表 一89地 区 別要 求 項 目別 「ひ じょ うにほ しい 」の 比率

(全 調 査対 象者 ア ンケ ー ト集 計 に よ る)

要 求 項 目

⑬ 市役所 ・町役場サービス車

as公 衆電話

⑳ 通園 。通学路を安全に

｢9近 くの駅前や通 りを安全に

㈲ 道路を舗装

am交 通の便利 をよくする

働 タクシー台数、の りやすさ

39駅 前に有料駐車場

⑬ 路上駐車のとりしま り

⑳ 幼稚園

caa高 校 ・大学をつくり、土地柄 をよくする

(51図 書館をつくる
.
⑳ 図書館サービス車

鴎 大学 。研究所 ・試験場などの一般利用

鈴 大学の先生の講義 ・講演

wa英 会話 ・絵 ・楽器を教えてくれるところ

⑳ 訟茶 ・む花 ・料理を教えてくれるところ

.(11小 学校利 用 に よるスポ ーツ・集会

as水 泳 、テニ ス、バ レー等 のス ボ ーソの で きる ところ

⑪ 齢けい こご と 、スポ ーツな どの指導 者 。世 話人

③ 公園 。緑地

㈱ お祭 り、盆踊 、夜店などの場所

㈹ 子供が安全に遊べるところ

⑨ 親せき、知人爾宿泊所

09公 民館 、集会所

⑫ 雑談 、待ち合わせのためのたま り場

④ おとしよhの 休養所、R#り 場

(?)保 育所をつくる

00必 要なときに子供のめんどうをみてもらえるところ

幽 ホームヘルパ_hど を呼びやすく

aeあ き地や川のゴミ処理

⑳ 排水をよくする

an健 康診断センター

⑳ 医院をふやす

an救 急の場合の連絡 ・輸送網

t2i近 くに 日用品店

p8ク リ ーニ ング ・電 気 品修理 な どのサ ービス

四 貸農園 をつくる

㈹ 園芸 。菜園 などの指導所

働 遊びや娯楽の楽 しめるところ

i61働 く場所

(8)農 地を残す

as地 域冷暖房

as地 域温水供給

集 計 ア ン ケ 卜 数

地 区 別 平 均 要 求 率

池田市五月ケ丘

団 地

16.9

35.4

35.4

50.8

zo.o

65

17.6

周 辺

57.7

]7.5

22.7

25.fi

29.E

97

18.8

門真市府営門真

団 地

36.8

10.3

63.2

42.5

77.0

41.4

58.fi

35.6

36.8

52.9

40.2

34.5

15.]

20.7

12.5

36.8

14.9

66.7

17.2

79.3

23.0

11、5

40.2

29.9

39.]

25.3

ti3.2

29.9

48.3

72.4

65.5

lFf.4

25.3

ii.s

24.1

is.a

37.9

24.夏

87

33.5

周 辺

31.8

13.6

53.4

45.5

SO.0

72.7

43.2

20.5

38.6

23.9

40.9

21.6

22.7

22.7

14.8

31.8

玉4、8

45.5

i7.0

63.6

23.9

14.A

?y.

34.:

34.1

26.1

60.2

58.0

49.3

67.O

Sti.B

19.3

170

21.fi

1tl.2

88

31.6

泉大津市助松

団 地

35.3

56.3

50.0

575

28.8

48.8

35.0

20.0

31.3

30.O

zt.

41.3

37.5

31.3

so.o

43.8

41.3

五6.3

zs.0

12.

31.3

28.8

ao

27.0

周 辺

31.U

38.9

57.5

13.3

zs.s

44.?

ta.

63.i

SA.9

4;i.4

46.O

M19.fi

15.C

21.2

25.7

113

za.s

栗 東

ss.i

16.9

58.2

44.0

29.9

73.9

39.ti

25.4

25.4

?13.4

29.9

24.6

18.7

14.'J

29、 正

3N.8

sa.7

篠 山

皇2.8

n二

?F3.6

全地区

亀 岡 集計で
の要求率

zs.a

18.8 9.8

48.2

44.5138.1

47.828.三

59.4152.7

35.235.5

23.2119.6

M17.6

4fi.4123.3

23.7

15:Y

I8.tl'.

且5.じ

36.230、5

29.0128.2

21.71]6.i

24.6122.3

18.815.4

A:i.2117.2

iis

26、124.6

18.81]4.U

32.0

15.9111.2

ti3.RIS:i.B

26、 蓋

y.7

'?5
.4

32.8

33.6

52.2

51.5

29.1

20.9

三1,9

28.4

11.2

22.9

134

zs.s

正8.o

ios

26.1123.9

59.4150.1

3'?.3147.SI29.9

35.7

39.8

47.8147.8

23.3

14.a

18.816.5

14.7

16.5113.0111…3

23.3123.2121.9

18.020.310.A

23.2116.3

25.ti23.222.6

22.6127.5122.1

133 69 86b

21.9129.2125.9
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求 が比 較的 高 いこ とが 示 され て いる。 しか し、 全体 と して 要求 率 の 高 い地 区 と、要 求率 の低 い五月 ケ

丘地 区 、篠 山地 区 との差 異 は現 況整備 水 準 と居 住者 の生 活構 造 の差 異 に も とつ く もの と考 え られ る。

低湿地 に開発 され た府 営 門真 団地 とそ の周 辺 は、 団地 内施設 の 整備 水 準 の低 い こ と と、 開 発 に伴 うべ

き団地 周 辺基 盤 施 設の 不備 、 環境 条件 の未 整備 な どの物 的条 件 と、 ブ ル ー カ ラー層が 比 較 的多 く職 場

を主 とす る機 能 集 団で の 財 ・サ ー ビス の供 給を 受 け る機 会が 少 な い ことが 要 求率 の 高 い要 因 と考え ら

れ る。 また、 栗 東地 区 で もブル ー カ ラーの 多 い こと と、近 郊農 業 集 落地 区周辺 にお け る中小 規模 宅 地

開 発 の進行 に より生 活基 盤 施 設 の不 足が 生 じて い る もの で ある。 亀 岡市 保 津地 区 は都 市化 によ り生 活

構 造 の多様 化 が進 行 して い るに もかか わ らず 、 基盤 施 設 の整備 が すす まず 、 ま た地 区 環境 の 阻害 要 因

の増大 が著 しく、 要 求 の多元 化 と要求 率 の 高 い結果 を ま ねいて いる。

生活構 造 を規 定 す る主 要属 性 別 要求 の 傾 向 と して、 性別 、年 齢 別、 世帯 主職 業別 、入 居 時 期別 の検

討 をお こ な う。 若 年層 の要 求 の高 いもの と して 「公 園 ・緑地 」 「図書 館 」「図 書館 サ ー ビス車 」「ス

ポ ーツ施 設 」「娯 楽 の楽 しめ る とこ ろ 」が あ げ られ 、 これ らは14才 以 下 か ら30才 代 まで 幅広 く要 求が

高 い。20才 代、30才 代 の男性 の要 求 の高 い もの と して は 「通 園 ・通 学路 の安 全 」「保育 所 」 「幼稚 園 」

「医 院 」 「必 要 な と きに 子供 の めん ど うを み て くれ る とこ ろ 」 「子 供 の 安全 な遊 び場 所 」な どの児 童

・幼 児保 育関 係 が あ げ られ 、家族 構成 が反 映 して いる ことが 明 らか で あ る。 男 性 で は比較 的若 い年 齢

層 で 文化 ・スポ ー ツ ・娯 楽 施 設 の要 求が 高 く、30-40才 代で は 育児 ・児童 安全 施 設 と保 健施 設、 さ ら

に50才 代 、60才 以上 の高 年齢 層 で は道路 ・交通 関連 施設 やサ ー ビス の要 求が 高 い。

女性 の場 合 に 、男 性 と比 較 して 特 に 注 目す べ き点 は、 「老 人 の休養 所 」の要 求 が60才 以 上 で44.0

ｰ/a著しく高 い こと
、 「駅 前 や通 りの 安全 」が50才 代 で50.8%と 高 く、「排 水 」 も50才 代で49.2%、

「ホ ーム ヘルパ ーを 呼 びや す く 」が60才 以上 で40.ofと 高 い こと な ど、高 年齢 層 で要 求 の特 に 高い 項

目がみ られ るこ とで あ る。 また絶 対値 は小 さ いが、50才 代 、60才 以 上 で 「たま り場 」要 求が若干 高 い

こ とな ど考 え あわ せ る と、 地域 に おけ る施設 整備 とサ ー ビス 供給 に よ る地域 社 会 活性 化の 可能 性 を示

す もの といえ よ う。

世帯主 職 業別で は専 門 的職 業 と農 林 漁業 従 事 者で 注 目す べ き傾 向が 示 されて いる。 専門 的技 術 的職

業従 事者 で は 「小 ・中学 校利 用 」「公 園 ・緑 地 」「図 書館 」「保 育所 」 「サー クル活 動 リーダ ー 」

「スポ ー ツ施 設 」 「市 役 所 ・町役 場 サ ー ビス車 」「子供 の安全 な遊 び場 」「ホー ムヘ ルパ ーを 呼 びや

す く 」「路上 駐 車 の と り しま り 」な どの 文化 体育 施 設、 児童 ・保 育施 設 に対 す る要 求 が高 い。 一 方 、

農 林 漁業従 事 世帯で は都 市 的施 設整 備、 福祉 施設 整備 要 求が 高 い。 そ の 他 に特 徴 的な 傾向 と して は販

売 ・サ ー ビス 関係従 事 者 の 「公 園 ・緑地 」 「通 園 ・通 学 路 の安 全J.個 人 業 主 の 「駅 前や通 り の安全 」

な どの緑 地 と歩 行者 の 安 全 確保要 求 、販 売 ・サ ー ビス関 係従 事 者 の 「必要 な と きに子供 の めん ど うを

みて くれ ると ころ 」の 要 求が 高 い こ とな どが あ げ られ る。

入居 時 期別 で 特徴 的傾 向を 示す の は 終戦 一S.29年 入居 とS.40年 以 降入 居 の 世帯で あ る。 前 者で は

都 市基 盤施 設 、 都市 的 サ ー ビス、 よ り高次 の施 設 要求 な ど広 範 囲 に要 求が 高 く、 後 者 では 「公 園 ・緑

地 」「健康 診 断 セ ン ター 」 「スt一 ツ施 設 」「医 院 」「必要 な ときに 子供 のめ ん ど うを み て くれ る と
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表一90要 求項目因子分析結果(主 軸法)

機 能 分 類 要.求 項 目 第1因 子 第2因.f 第3因 子 第4因f 第5因 子

行 政 ⑬ 市役Nh。 町役場サー ビス車 0,446 一 〇
.013 0,030 o.ooi 一 〇.322

公 共 qの 公衆電 話をお く 0,445 o.osa 一 〇,G77 0,331 0,115

⑳ 通 園 ・通学路 を安全にす る 0,496 一 〇.288 一 〇 .164 0,027 一 〇.zni

⑳ 近 くの駅 前や通 りを安全にする 0,468 一 〇.169 一 〇
.371 0,070 一 〇.iso

｢s道 を舗装 する 0,469 一 〇
.107

一 〇.33] 0,236 0,084

交 通 GΦ 交通 の便利 をよ くす る o.saa 一 〇.zzz 一 〇.202
一 〇

.151 0,071

a7,タ クシー台数、のJや す さ 0,394 o.iza
■

一 〇
.199

一 〇.zzz 0,168

as駅 前に有料駐車場 0,433 0,304 一 〇
.121

一 〇.oss o.ins

㈹ 路上駐車 のと りしま りを きび しくす る 0,354 0,036 一 〇.291 一 〇.ｻs 0,013

Qll幼 稚園 をっ くる 0,506 一n .ors 一 〇.osa U.35] 0,120

教 育
cav高 稼 ・大学 をつ くJ、 土地柄 をよくす る o.asa 0,239 o.om 一 〇.us 0,034

.

⑤ 図書館 をっ くる o.asa 一 〇.お2 o.zso
一 〇

.212 0,160

⑳ 図書館サー ビス車 をまわす o.ass 一 〇.ors n.ono
一 〇

.zss 0,041

闘 大学 ・研究所 ・試験場 などの_般 利用 0,445 0,36] 0.osa 一 〇.117 o.mo

文 化
6e大 学 の先生の講義 ・講 演を 自由に聞け るように 0.d4'J 0,205 一 〇

.Oli
一 〇.327 0,026

㈹ 英会話 ・絵 ・楽器 を教えて くれ るところを.=)くる o.ass 0,304 一 〇.oos 一U .159 0,038

㈱ む茶 ・お花 ・料理 を" U.190 0,130 o.ozo U.255 一 〇.iez

■.r.「.「.一

(1)小 学 校利用に よるスポーツ ・集会 0.43fi _一 〇
.2_6 0,350

一 〇.039 0,088

体 育 avお け い こ ご と、.ス ホ … ツ な ど の 指 導 著 。1:貼 人 を あ・く n.ase o.ooa ozsa 一G
,15]

一 〇.283

⑫ 水 泳、 テ ニ ス 、 バ レ.等 の}.一..ン の で きる と ころ をつ く る 0.JOi 一 〇.128 0,303 一 〇.us 一 〇.185

(3)公 園 ・緑地 0.43H 一 〇.345 0,19] 一 〇.098 0,145

広 場 as齢 祭 り.・盆踊 ・夜店な どの場 所 をつ くる 0,483 Ooar 0,227 0,133 一 〇
.19]

聞 子供 が安 全に遊べ るところ をつ くる 0,505
一U .299 一 〇

.176
一U

.189 0,G61

⑨ 親せ き、知人 の宿泊所 をつ くる o.ato 0,066 0.Ik35 0,109 o.oz$

集 会 ・ 宿 泊 as公 民館、集会所 をっ くる 0.J98 一uoze 0,039 0,287 一〇.rn

⑳ 雑 談、待ち合わせの ための たま り場 をつ くる 0,966 U.214
一 〇.007 U.263 一 〇.osa

jaiお と し よ りの 休 養所 、 た ま'JJ 0,443 一 〇.273 V.268 一 〇.on 0,055

(7)保 育所をっ くる o.asz
一U

.1}9 o.zzo 0,293 0,325

福 祉
60必 裳 なときにY供 のめん ど うをみ て もらえ るところ をつ くる 0,457 o.07s 一 〇

.012 n.ofe 0,139

e8ホ ー ムヘ ル パ ー一な どを呼ir'C'す くす る 0,457 o.aiz 一 〇.069 一 〇.176 0,工48

aeあ き地や川の ゴミ処理 をする 0,452 一 〇
.193

一 〇
.173

一 〇.oas 一 〇.198

清 掃
⑳ 排水 をよ くす る U.151 一 〇.oss 一 〇 .290 0,093 0,123

oo地 域冷暖房 0,477 0,244 0,]79 0,095 一 〇.305

供 給
oa温 水供給 U.467 0,329 o.oas 0,016 一 〇

.139

as健 康診断 センター. 0,502 一一 〇
.248

一 〇.023 一 〇.oan 一 〇.zos

医 療 2e医 院をふ やす o.asa 0,238
一 〇

.221
一 〇.093 0,003

all救 急の場 合の連絡 ・輸送網 o.as 一 〇.141
一 〇

.iss
一 〇.047 一 〇.030

② 近 くに日用品店 U.367 一 〇.gas v.iia 0,137 o.z7e

購 買
α8ク リーニング、電 気品修理 などのサー ビス をよくす る 0,446 0,102 一 〇

.i2s 0,272 一 〇 .〉 〉〉

29貸 農園 をつ くる 0,419 0,194 D,007 一 〇.025 0,工75

娯 楽 (w園 芸 ・菜園な どの指導斯 をつ くる o.aza 0,355 一 〇.osz 一 〇
.137 0,191

鱒 遊びや娯楽の楽 しめる ところをつ くる o.aaa 0,】50 0,035 一 〇.005 一 〇 .168

⑥ 働 く場所 をつ くる
0,395 0.09A U.2,51 0,243 o.zso

労 働
⑧ 農地を残す 0,305 一 〇.000 0.OSd o.onz o.is7

個 有 値 9,140 1,761 1,971 1,411
.1

.22fi

累 積 寄 与 率 ㈲ 20.7 24.7 zs., 31.3 34.1
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ころ 」 「交 通 の便 利 」「子供 の安 全 な遊 び場 」な どで あ り、 交 通 の利 便 性、 児 童関 係施 設、 保 健 ・医

療 施設 、緑 地 、 運動 施設 に関す る要 求 が 高 く、団 地 周辺 小規 模 開発 住 宅地 居 住 者 と団地 居住 者 の要 求

の複 合 され た特 徴 が示 され て い る。 戦 前入 居者 では 「老 人休 養所 」「働 く場 所 」「農地 を残 す 」「公

民館 ・集 会 所 」な どの地 域社 会 維持 の た めの 基礎 的 条件 に関す る要 求 が 高 く、近 郊 農業 集落 型 の要 求

を反 映 して い る と考え られ る。

この よ うな地 域住 民 の生 活 環 境要 求 には 、 そ の背 景を なす 個 人 ・世 帯属 性、 生 活パ タ ー ン、 価値 意

識 お よび地 区の 現 況整 備 水準 に もとつ く要 求 関連構 造 が 存 在す る もの と考え られ る。 そ こで 、 項 目別

の5段 階要 求 を 、 そ の5殺 階 尺度 の 目盛 が 等間 隔 で あ る とは考 え られ な い こ とか ら属性 と同 様 の取 扱

い を しうる もの と仮 定 し、 ク ラマ ーの コ ンテ ィン ジ ェン シ イ係 数の平 方 根 に よ って 関連 を数 値化(無

関連 の と き0、 完全 関 連 に お いて1を と る)し 、 そ の結 果 を用 いて 因子 分 析 を行 った。 そ の結 果、 第

1因 子 と して は 「総 合 要 求度 」を あ らわす と考 え られ る軸 が 抽 出 され 、負 荷量 の高 い項 目ほ ど全体 的

要 求 に関連 す る度合 が 強 い と理解 して よ い。 こ の結 果 で は、 他 の項 目と の関連 のあ り方 に よ って、 単

に単純 集 計で の 要求 率 が 高 くて も 「総合 要 求度 」に 関係す る こ との少な い項 目は負荷 量が 小 さ く出て

い る。 「路 上 駐 車 の と り しま り 」が そ の典型 例 で あ る。 一 方、 第2因 子 は要 求 の基盤 性 一 高次 性 を

示 す もの と考 え られ 、 負荷 量 の大 き い項 目ほ ど高次 の要 求 と して 、生 活 水 準 の 向上 、 要求 の 向上 に伴

な って整備 が 必要 と され る項 目で あ り、 負 の負 荷量 の大 きい 項 目ほ ど基 礎 的要 求 と して整 備 の 必要 な

施 設 ・サ ー ビス と考 え て よ い。 さらに 、第3因 子 は文 化 ・体 育 ・福 祉 を示 す 因子 と考え られ る が、 本

研 究で の分 析 に は入 れ な い。

す で に述 べ た よ うに 因子 分析 によ る要 求 の構 造 と、 要 求率 とは居 住環 境 分析 上 の異 な る側面 を 示 し

て いる と考 え て よ い。 そ こで 因子 分析 の結 果の うち、 第1因 子 と第2因 子 、先 に述べ た全 地 区平 均要

求 率 とか ら、 施設 ・サ ー ビス要 求 項 目を型 分 け す る と表 一91の よ うに な る。各 グル ープ の特性 を 述 べ

る と、 「通 園 ・通 学 路 の安 全 」以 下 の グル ープ は施 設 と して の基盤 性 を 有 し、 「総合 要求 度 」寄 与率

も高 く、要 求率 そ の もの も高 い こ とか ら、す べ て の側 面 か ら整備 の 必要 性 が 高 い項 目 と考 え て よ い。

「近 くの駅 前 や通 りを 安全 に 」の グル ープや 「市役 所 ・町 役 場サ ー ビス車 」の グル ープ は要求 率 そ の

もの の高 さは上 の グル ープ と同 じで あ るが、 前 者 は総 合要 求度 が や や低 く、後 者 は基盤 性 と総合 要 求

度 の いず れ も比較 的 小 さい。 さらに、 「幼稚 園をっ くる 」以下 のグ ル ープ は総 合要 求度 に対す る寄 与

率 は大 きいが 、要 求 階層 が 偏 る と考え られ るた め、 要 求率 はや や低 い。 また 、 「小 学 校利 用 に よ るス

ポ ー ツ ・集 会 」のグル ープ も基 盤 性 はあ るが 、 要求 階層 が 著 し く偏 る と考 え られ るため 、要 求率 は低

い。

以上 の分析 結 果 を 、地 域居 住 者 の施 設 ・サ ー ビス要 求の 構造 を 中心 に ま とめ る と以下 の よ うにな る。

(1)地 域 居住 者 の 施設 ・サ ー ビス要 求 を 規定 す る要 因 と して居 住 地 の施 設 整備 現況 水準 、 個人 ・世 帯

属性 とそれ に もとつ く生 活パ ター ン、 お よ び居 住者 自身の 価値 観 の3つ が 主 な もの と して 指摘 で き る

こ と、 さらに これ らの要 因 は相互 に深 く関連 して い るこ とが 明 らか に され た。

② 居 住 者 の要 求を 居 住地 の性格 との 関係 で マ ク ロに把 握 すれ ば 、過 密 都市 型 の要 求 、停 滞 都市 ・地
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第
2
因
子
)

oz

o.o

一 〇.a

●(33)大学 ・研究所などの一般利用

●(ao:)園芸 ・菜 園指導所

●.(32)地域 温水供給

x(39)

駅 前に有 料駐車 場

●(42)英会 話 ・絵 ・楽 器 を教 えて くれ る所

(14)地域冷暖房
　

(課≧騰 灘 訟 舞 鶴 よくする
(36)● ●●(22)雑 談,待 ち合 わせ のた めのた まり場

●29)貸 農 園

●(44)遊びや娯楽の楽 しめる所

(37)

i
タクシー台 数 ・の りやす さ

■(18)ク リーニング等の サービス
●(6)

働 く場 所
1■(9)●

親 せ き・知人 の宿泊 所(17)公 衆 電話
●(43)路 上駐車 の と りしまり

●(8)農地を耕す

●(23)お 茶・お花 ・料理 を教 えて くれ る所

i

●(1.5)お祭 り・盆踊 な どの場所
●(3D)必 要なときに子 供のめんどうをみてもらうところ

●(11)おけいこごと,ス ポーツの指 導者 ・世話人

●(13)市役所,町 役場 の サー ビス車
●(19)公民 館 ・集 会蕨

■1(20)排水●(21)幼 稚園.
　

(27)図 書館 サー ビス車

●(25)道 を舗装

●(12)スポーツの で きる所

螺 響 場合㈱1
.(2)

近 くに 日用品店 ●(is)あ ぎ池 や川の ゴ ミ処理

●(%)近 くの駅前や通 りを安全に

小学 校利用による3(%)医 院 をふやす
スポー ツ ・集会 ●(lo)健康診 断 セ ンター

●(1)
(5)図書館 ●(鋤交通の便利

i
1

●(4)お と しよ りの休 養所 ・た ま り場
ロ

●(20)通園 ・通 学路 の安全

●(35)}

子供の 安全 な遊び場

●(3)公 園 ・緑 地

o.o 0.2 0.9 0.6(第1因 子)

図一48要 求項目因子分析結果

一176一



表 一91住 民 要 求 によ る施 設 ・サ ー ビス類型

第2因 子 第1因 子 要 求 率 項 目

低 い歯 高 い 古 し(同 20通 園 ・通 学 路 を安 全 にす る

㈱ 交通 の便 利 を よ くす る

(5)図 書 館 をつ くる

幽 子 供 が安 全 に遊 べ る と ころ をつ くる

αO健 康 診 断 セ ン ター をつ く る

｢9医 院 をふ や す

低 い 中 位 高 い 24近 くの駅 前 や通 りを安 全 にす る

(3)公 園 ・緑 地 をつ くる

b⑤ あ き地 や川 の ゴ ミ処 理

中 位 中 位 Pし へ同
⑬ 市 役 所 ・町役 場 の 事務 の サ ー ビス車 に よ るサ 』 ビス

㊧ 道 を舗装

働 タク シー台数 をふ や し、 の りや す ぐす る

R4必 要 なと きに子供 の めん どうをみ て もらえ る と ころ を つ くる

28排 水 を よ くす る

馴 救 急 の場 合 の連 絡 ・輸 送 網 を よ くす る

中 位 古L(
同 低 い ⑳ 幼 稚 園 をつ ぐる

23澄 茶 ・齢花 ・料理 を教 え て くれ ると ころをつ くる

⑪ 澄 け い こご と ・ス ポ ー ソな どの 指 導者、 世 話人 を 於 く

⑫ 水泳 ・テ ニス ・バ レ』等 のス ポー ツの で き るところ をつ くる
「

⑲ 公 民 館 ・集 会所 をつ くる

低 い 中 位 低 い (1)小 学 校利 用 に よる スポー ソ ・集 会

(4)澄 と しよhの 休 養所 、 た まh場 をつ くる

(2)日 用 品店 をつ くる

中 位 盲 し(同 盲 い同 ⑳ 図書 館 サー ビス車 に よる配 本 サー ビス

中 位 低 い 低 い (8)農 地 を残 す

中 位 低 い
.古 い
同 幽 路上駐車のとhし まh
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域型 の要求 、 開発 進行 都'市型 の要 求 、安 定 中小 都市 型 の要 求 な どの型 が 考え られ る。

(3>ま た、市 街 地形 成 段 階 と の 関係で は 中心 既 成市 街地 、 周 縁既 成 市街 地 、新 開発 住 宅地 な どの型 が

設 定 で きる。

(4>本 調 査対 象地 区で は 、 門真 市府 営門 真 団地 や泉大 津市助 松 団地 の周 辺地 区 が過 密 都市 型 、栗 東 町

が 開発 進行 都 市 型 の要 求 を示 し、篠 山町 や 亀 岡市 が 安定 中小 都 市型 、 池 田市 が 開発 完 了安 定型 と もい

え る要 求型 を 示 して い る と言 え る。

(5)要 求 を地 区 別 にみ た場 合 、 団地 で は文 化 ・スポ ー ツ施設 、 児 童関 係 施設 な どの比較 的 高次 の要求

(前 記 の第2因 子 の 負荷 量 の大 き い項 目 ほ ど相 対 的 に高次 の 要 求で あ る と考 え る)が 高 く、 団 地 周辺

一 般 市街地 で は緑 地 ・公 園、 交 通機 関 ・歩 道 網 ・道 路整 備 、 医療 施 設 な どの基盤 施設 整 備要 求 が 高 い。

(6)要 求構 造 の分 析 か らは、 総合 要 求度 、 要 求 基盤 性 の因 子が 抽 出 され 、そ の結 果 と要 求率 か ら、 要

求 が 高 く、 基 礎 的で 、 しか も総合 要 求 度 に対 して 寄 与率 の大 き い もの と して 「通 園 ・通 学路 の 安全 」

「交通 の便 利 」 「図書 館 」「子供 の 安全 な 遊 び 場 」 「健 康 診 断 セ ンタ ー 」「医 院 」が あ げ られ る。 ま

た、 要 求率 は低 い が総 合要 求 度 に対 す る寄 与 率 が大 き く、 あ る程度 高次 の 要 求 と考 え られ る項 目 と し

て 「幼 稚 園 」 「公 民 館 ・集 会 所 」と、 文化 ・体育 施 設お よびサ ー ビスが あ げ られ、 地 域 居住 者 の要 求

に応 え る施 設 と して有 効 と考 え ら れ る。

3節 生 活 環 境 整 備 論 か ら ア メ ニ テ ィ 論 へ の 展 開14)

昭和50年 代 に入 って、 都 市 政策 の キ イワー ドが シ ビル ・ミニ マ ムか らア メニ テ ィに 移 って き た こ と

は1章 で 述 べ た。 しか し、 そ れ 以 前 か ら、 数 量 的表 現 の不 可 能 な居 住 環境 要 件 に も重 点 を お くべ き

こ とは指 摘 され て いた ので あ り、 本章 で もシ ビル ・ミニ マ ムを こえ る環 境施 設 や条 件 にっ いて の要 求

把 握 を試 みて い る。 と こ ろが、 アメ ニ テ ィ概 念 に は、 さら に個人 と環境 そ の もの に関す る心 理 的、 時

間 的係 わ りの強 さが含 まれ、 一 層歴 史 的 、包 括 的概 念 で あ る と され て い る。

研 究 社 の 「新 英和 大 辞典 』によれ ば 、 「1.(場 所 ・建物 ・気 候 な どの)感 じの よ さ、 快 適 さ、 快感 、

2.(建 物 ・土 地 に)住 宅(地)と して の価 値 を添 え る もの(建 物 の 様式 、 衛 生 的環境 、 周 囲 の景観 な

ど)、(以 下 省 略)」 とな って いる。 木原 啓 吉 に よれ ば ア メニ テ ィとは 「 しか るべ き もの(た とえ ば

住 居、 暖 か さ、光 、 きれ いな空 気、 家 の 中 のサ ー ビスな ど)が しか るべ き場 所 に あ るこ と(The

rightthingintherightplace.)だ 」と され て い る。 「住み 心 地 の よ さ 」と も定義 され て い る。

ま た、 宮本 憲一 に よれ ばD.B.DiamondとG.S.Tolleyは 、 ア メニ テ ィを地 域 固有 財(location-

specificgood)だ と して い る。

以 上 の よ うなア メニ テ ィ概 念 の検 討か らみ る と、 本章 で分 析 して き た居 住環 境 整備 の要件 は 、 そ の

地 域 の 固有 財 と して計画 ・整 備 さ れな けれ ば な らな い。 しか も、居 住 者 自身 に よ って 「住 み 心 地 の よ

さ 」が 感 じられ、 「 しか るべ き場 所 に あ る 」と意識 され るに は、計 画 ・整 備 過程 で の住 民参 加 が 不可

欠 で あ る。 従 って 、 本 論文 で は必 ず しも集 合住 宅 のみ に よ って 形成 され る住宅 地 を 想定 して いる わ け

で はな く、 理 想 的な 都 市型 住 宅地 形 成を 実 現 し うる方 向で の住 宅 地変 容 の コ ン トロール を考 え て い る
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た め、 よ りア メニ テ ィの高 い住宅 地 の 実 現 が 最 終 目標 とな る
。 そ の た め に は 本 章で の分析 で、 よ り

高 次 の要求 と して抽 出 され た施 設 や サ ー ビスが 、 ア メニ テ ィ要 件 と して の 物 的 ・機 能 的環 境 、歴 史 的

・文化 的環境 、 心 理 的 ・情緒 的 環境 、 社会 的 ・人 間 関係 的 環境15)を 高める方 向 で 整 備 され るこ とが不

可 欠で あ る。 ま た、 都 市型 集 合住 宅 街 の要 件 と して交 通 利便 性 な ど基 盤条 件 の充 足 は言 うま で もな い
。
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9章

中高層集合住宅購 入者 の住意識

1節 研究の 目的 と方法

2節 調査対象中高層集合住宅 と居住者の特性

3節 住意識か らみ た移動要因

4節 定住 ・転居意識

5節 ま と め



1節 研 究 の 目 的 と 方 法

本 論 文全 体 の枠 組で は居 住地 移 動 と生活 意 識 、生 活構 造 が 中心 とな って いる。 居住 地 移動 は生 活 様

式を 規 定す る重 要 な要 因 のひ とっで あ る居住 地 域 を選択 す る長期 的生活 行 動 の ひ とつ で あ る。 こ のよ

うな生活 様 式規 定 要 因群 と しては、 職業 選択 や 結婚 、 学歴 選 択な どが あ げ られ る。 さ らに 、生 活様 式

規定 要 因 と生活 意 識 と は相 互規 定 関 係に あ る と考 え る こと もで き る。 性 別 、 年齢 な どの人間 の個 体 と

して の特性 は生 活 意識 に よ って 変 革 して い くこ とは で きな いが、 学 歴や 職 業 、所 得や 家 族生 活 周 期、

居住 地域 な どは改 革 して い くこ とが可 能 で あ る。 こ のこ とは生活構 造 要 因群 と生 活様 式 規定 要 因 との

関 係に っ いて も言 え る こ とで あ る。

こ のよ うな 要 因群 の枠 組 の 中で 、主 と して 環 境要 因群 、生 活構 造 要 因群 に関す る要求 を生 活 意識 の

側面 か ら把 握 した のが 前章 の居 住 環境 構 造分 析 で あ る。 そ こで本 章 で は 、生 活 意識 の 中で も特 に 住宅

の選 択 と購 入 に 関す る意識 を 住 意識 と して抽 出 し、 現代 都市 の住 宅 地 の形 成 と変 動 を 規定 して い る要

因 を明 らか にす る。

上 で述べ た居 住地 移 動 あ る いは住 宅購 入 は、 一 般 の人 々に とっては 毎 月 あ るい は毎 年お こな われ る

とい う性格 の行 為で は な いが、 行為 のひ とっ で あ る こと に疑 問は な い。 ま た、 この居 住地 移 動 あ るい

は住宅 購入 を生 活行 為 の ひ とっ と して研 究す る必 要 性 は近 代 社会、 殊 に 現 代社 会 に お いて増大 して き

た ので ある。

そ こで 社会 学 に お いて 主 と して 展開 されて いる行 為 の理 論 に ょ って、 この 居住 地移 動や 住 宅 購入 を

理 解 す る ことが可 能 か 否 か と い う問 題 が あ る。 とこ ろが、 見 田宗 介 に よれ ば 、人 間行 為 の理 論 に は大

き く2つ の流 れ があ る。 彼 は それ らを 「動機 の 理論 」と 「目的の 理論 」と名 づ け て いる。 前者 は 原因

一結 果 の 連関 を た ぐる こ とに よ り、 そ の 行為 を い わば 「過 去 」か らっ き う こか して いる要 因 を確 定 し

ょ う と し、 後 者 は 目的 一手殻 の連 関 を た ぐる こ とに よ り、 そ の行 為 を い わば 「未 来 」か ら よびか けて

い る要 因 を確 定 しよ うとす る もので あ る とされ て い る。 そ して、 そ れ ぞれ の理論 の有 効性 と限界 を 検

討 した結果 、次 の よ うに述 べて い る。

人 間 の行 為 が 何 らか の 自動人 形 の よ うに、 機 械 的 ・モ ザイ ク的 に決定 され た もので な く、 目的意 識

・価値 意識 に よ って 主 体 的に統 合 されて いる こ とを主 張 す るか ぎ りに お いて 、 「目的 の理論 」は 正 し

い。 しか しそ の 目的意識 ・価 値意 識 そ の もの は、 社会 的(歴 史 的 ・文化 的)、 自然 的(生 理 的 ・物 理

的)諸 要 因 に よ って ふ た た び規定 されて いる。 … … …

問 題は 、機 械 的決 定 論者 の 口にす る 個 々の 「刺 激 」、 「衝 動 」、 「本 能 」、 「習 性 」な ど、な どを

主 体 的に統 合 し、一 っ の 「意 味 の ある 」脈絡 の 中に整 序 す る観念 的な 目的 意識 ・価 値 意識 その ものが 、

いか に して形 成 され るか で あ る。

この よ うに して、 彼 は 上記 の2つ の 理論 の統 合 を 目ざ して い る と考 える こと もで きるが 、本 研 究で

は2っ の理 論 の接点 の存 在そ の ものか ら出発 して いる。 す な わ ち、動 機 の理 論 によ り適 合 的で あ る欲

求 あ る い は欲 求性 向 の レベル で居 住 地移 動 と住宅 購入 の理 論化 を お こな う。 そ の理 論 的根 拠 もまた、

見 田の次 の よ うな 見解 に 求め て い る。
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欲求 と価値 意識 … …価値 意 識 はそ の大 部 分が 、 生得 的でな く習得 的 な もので あ り.生 理 的で な く

「社会 的 」な い し「文化 的 」な起 源 を有 す る もので あ る。 しか し「欲 求 ⊥の方 もま た、(「 衝 動 」と

ちが って)人 間 の ば あ い、習 得 的、 非生 理 的 な部 分を ふ くむ と考 え られ るべ きで あ る。 しか し、 こ の

よ うに規 定 して もな お、欲 求 を 価値 意識 と同一 視 す る わけ には いか な い。 そ れ は、二 っ の 理 由か らで

あ る。

{a)欲 求 は 本 来、 有機 体 に おけ る均衡 状態 の擾 乱 に よ って 生ず る緊張 を処 理す る こ とに よ り、 一定 の

終 局状 態 に達 しよ う とす る傾向 で あ る。 と こ ろで価 値 意識 の概 念 は㍉ っ ね に何 らか の客 体 にむ け られ

た志 向 を意 味 す る。 いいか えれ ば 、 この よ うな 「終 局状 態 に達 す る ことを 目的 と して 、客 体 と何 らか

の 関係 を結 ぼ うとす る性 向 」が 価 値意 識 で あ る。 す な わ ち、パ ー ソ ンズ とシル ズ の用 語 に よれ ば 、

「欲 求 」で な く 「欲 求性 向 」が 価 値意 識 で あ る。

(b)さ らに、 い っそ う重 要 な こ とは 、価 値 意識 の 中 の あ る部 分 は 、 いか なる欲 求 と も内容 的 な対応 関

係 を持 って いず 、 む しろ多 くの欲 求 と敵対 し、規 制す る立場 に ある と い うこ とであ る。 価 値意 識 の こ

の 部分 を 欲 求性 向 と区別 して 、 「規 範 意識 」とよぶ こ とに しよ う。 価 値意 識 は欲 求性 向 と規範 意 識 と

か ら成 りた って い る。

以上 の よ うな欲 求 と価 値 意識 の 関係 の 検討 、 お よび価 値 判 断 の時 間的 パ ー スペ ク テ ィブの 考察 を 参

考 に、 住宅 購 入 に おけ る調 査項 目を 位置 づ け た ものが 図 一49で あ る。
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価
値
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実
現

住宅の狭さ ・設備の悪さ ・環境の悪さ

通勤や仕事に不便 ・日常生活の不便

立ちのき要求 ・契約期限切れ

親との同居

転勤 ・転職

よ

り

遠
い

目

的

住環境の改善

間取りなど内部変更の自由さ

地価の値上り

社会的信用

生活の安定

資産の保護

借家より経済的

住まいは持家とすべき

土地っき一戸建はむり

図 一49困 窮 理 由 ・購入 決 定 理 由 と選択 行 為 と の関係
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さ らに、欲 求 性 向 の規定 要 因 と して の前住 宅 で の困 窮意 識 と持 家 志 向、 現住 宅 での 困窮状 況 、 現住

宅 で の困 窮状 況 と居 住地 移 動欲 求 性 向の 型分 けを示 した ものが 図 一50,51,52で ある。

J=.!上の枠組 み に もとづ き、大 阪 市 内、大 阪府 下 の合計3地 区に お いて 居 住者 意識 調 査を 実施 した。

調 査概 要 は表 一92に 示 され て い る。

内 訳

内 訳

困 窮 度

ぜ ん ぜ ん 困 っ

て いな か った

あ ま り困 って

い なか った

や や 困 って

い た

なん とか しなけ

ればならないほ

ど困 って いた

持

家

欲

求

度

非 常 に欲 しい

一

非 困 窮

持 家 志 向

困窮

持家志向①

同 左(II)

欲 し い

それ ほ ど欲 しい と は思 わ なか

った
非 困 窮

選択的志向

困窮

(1)

選 択 的志 向

同 左(II
ぜ んぜん 欲 しい とは 思 わなか
った

図 一50困 窮持 家欲 求 別 の型 分 け

困窮 度

住居費負担感

ぜ ん ぜ ん困 っ

て いな か った

あ ま り困 って

い なか った

やや 困 って

い た

なん とか しなけ

ればならないほ

ど困 ってい た

きわ め て きび しい負 担

困 窮 転 落 型 困 窮 継 続 型
ややきび しい負担

一 一.一 一,一 一 一 冒 響 一 薗 一 __

まあ まあで あ る

余 裕 型 困 窮 改 善 型
と くに き び しい とは 思 わな い

図 一51居 住 条件 の型 分 け

定住意向
住居費負担感

i

2・3年 で1い ず れ

転居するi鋸 する 睾鰹 艇 つづiわからない

きわ めて きび しい負 担

転 居 型

1困 窮 定 住 型1

ややきびしい負担

定 住 型

一 一 一F

ま あ まあで あ る

と くに き び しい とは思 わ な い

図 一52定 住 ・転 居 の型
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表 一92調 査 の概 要

購 入 動 機 調 査

調 査 名 民間分譲中高層集合住宅居住者意識調査

対 象 地 区
北大阪地区(吹 田市江坂、豊中市緑地公園)

大阪市内(城 東区関目)の3ケ 所

対 象 者 民 間分 譲 マ ン シ ョン居住 者(持 家 のみ)

調 査 時 期 昭 和54年12月

方 法 郵送にょる留め置き自記法

サ ン プ ル 数 1,198

有 効 回 答 618

回 収 率 51.6ｰ/a

ア ンケー ト内容

前住宅 ・希 望 住宅 ・困窮 理 由 ・困 窮度 ・持 家欲 求 度

分 譲 マ ンシ ョン購入 決定 理 由 ・マ ンシ ョン選 択条 件

貯蓄 の 有無 ・資金 源 ・購 入価 格 ・負担 感 ・定 住 意 向

現住 宅 評価 ・家族 変化 の見 通 し ・現 住宅 の 「広 さ 」

宅 地 住 宅供 給 認識 ・地域 意 識 ・問題 解 決 方法 ・つ き

あい ・室 数 ・入 居 時期 ・家族 人 員 ・年令 ・家族 型 ・

年収 ・職 業 ・学 歴

2節 調 査 対 象 中 高 層 集 合 住 宅 と 居 住 者 の 特 性

本章 で調 査 対 象 と した3地 区 の民 間分 譲 中高 層 集合 住宅 と、 そ の居 住者 の特 徴 は次 の よ うに ま とめ

られ る。

(1)調 査 対象 地 区 に よ って分 譲価 格 にか な りの差が あ るが、 こ の 要 因 は6章 で 述 べ た こ と と一 致 す

る。 さらに、 全 体 と して分 譲価 格 が1,300～1,500万 円を 中心 と して分 布 して い るこ と か ら、大 阪府

下 の平 均 価格 と大 体一 致 して いる もの と考 え られ る。 そ の価 格 は言 うまで もな く、 昭和52年 か ら54

年 まで の価 格 で あ る。

(2)居 住 室数 は4室 が73.1%を 占 め、次 いで5室 が14.6%,3室 が8.4%で あ る。

(3)年 間 所 得階 層 別 世帯数 で は 、大 阪府 平 均 に比 べ て 中お よ び高 所得 階 層で やや 比 率 が 高 くな って い

る。

(4)世 帯 主 職業 では 事務 的職 員 が21.5、 専 門 的 ・技術 的職 員、 管理 的職 員、会 社 ・団 体 な どの役 員

が そ れ ぞれ18.8ｰ/a、17.0%、10.5%を 占め 、著 しくホ ワイ トカ ラーが 多 い こ とは、分 譲 マ ンシ ョン居

住者 の一 般 的構 成 と一 致 す る。

151世 帯主 年 齢 で は30才 代 が50.6%と 著 しく多 く、50才 以 上 の 世帯 主 は合 計約11%と 少 な い。
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図 一53分 譲 マ ンシ ョン調 査対 象地 区

(6)世 帯人 員は4人 が41.1%,3人 が25.7%で あ り、 家族 型で は夫 婦 と子供 の核 家族が 著 しく多 い。

(7)世 帯主 学歴 は全 体 と して は大 学 卒以 上 が48.5%と 多 く、著 しい 高学 歴 集団 とな って い る。

(8)以 上 の居 住 者特 性 は、 地 区に よ って 若干 の 差異 が あ り、 大 阪市 内の 住工 混在 地 区に 立地 す る分 譲

マ ンシ ョンでは や や年 齢 の 高 い高校 卒 の 世帯主 の 占め る比率 が 高 い。

(9)こ の よ うな 入居 者 の 前住 宅 は、 民聞 借 家(共 同 住宅)、 民 間借 家(一 戸 建 ・長屋 建)、 公 的借 家、

給 与 住宅 がそ れ ぞれ33.8%、10.8ｰ/a、15.4%、17.2%で あ り、 これ らを合 計す ると全 体の4分 の3

以 上が 借 家 か らの転 入 で あ る。

一187一



3節 住 意 識 か ら み た 移 動 要 因

前 節 でみ た よ うな前住 宅 に おけ る困窮度 は居住 地移 動 あ るい は民間 分譲 マ ンシ ョンの購入 の動 機 と

一 定 の関連 を 有 して いる もの と考 え られ る。 前住 宅 形式 別 で は民 間借 家、 公 的借 家 を前 住 宅 とす る世

帯 で 困窮度 の強 い世 帯 が 比較 的多 く、 そ の 困窮 理 由は 前住 宅 の狭 さに著 し く集 中 して いる。 そ こで、

前節 の 図 一50の 枠 組 に従 って 動機 づ け と価値 志 向 に よ る住 宅需 要 の型 分 け を示 した ものが 表 一93で

あ る。 これ に よれば 、 前住宅 で 困 窮を 示 した もの は52.1%で あ り、 非 困窮 は46.4%で あ った。 一 方、

持 家志 向 は68.3と 全 体の3分 の2を 占め て い る。型 分 け で は困 窮 ・持 家志 向 が最 も多 く40.7で あ

り、 そ の 中で も困窮 程度 の低 い 「やや 困 って いた 」とす る ものが30.3と な って い る。 こ の よ うに 、

分譲 マ ン シ ョンの購 入が 、 前住 宅 の不 満 の改 善 とい う動機 的 側面 以外 に、持 家志 向 と い う価値 志 向 的

側面 が 強 く働 いて い るこ とが わか る。

表 一93困 窮 ・持 家 志 向別 の分 布

困窮度

持家志向度

非 困 窮 困 窮
不 明

無 記入
計ぜ んぜ ん 困

って いな か

った

あ ま り困 っ
て いな か っ

た

や や 困 って

いた

た いへ ん 困

って いた

持
家
志
向

選
択
的
志
向

非 常 に欲 しか った

欲 しい と思 って い
た

そ れ ほ ど欲 しい と

は 思 わ なか った

ぜ ん ぜ ん欲 しい と

は思 わ なか った

8(1.3)

28(4.5)

18(2.9)

lo(i.s)

9(1.5)

22(3.6)

llz(is.i)

62(10。0)

14(2.3)

4(0.6)

39(6.3)

148(23.9)

47(7.6)

s(i.o)

3(0.5)

36(5.8)

28(4.5)

12(1.9)

2(0.3)

i(o.a)

2(0.3)

2(0.3)

5(0.9)

105(17.0)

318(51.3)

141(22.8)

32(5.2)

22(3.7)不 明 ・無 記 入

計 73(11.8) 214(34.6) 243(39.3) 79(12,8) 9(1.5) 618(100.0)

表一94困 窮層の前住宅困窮理由

困窮層の型 困 窮持 家志 向 困窮選択的志向

前住宅困窮理由 1 皿 1 皿

住宅の狭さ 109(58.3) 38(59.4; 22(41.5) 7(50.0) 176(55.4)

住宅の設備の悪さ 19(10.2) 3(4.7) iiizo.s) 2(14.3) 35(11.0)

環境の悪さ 5(2.7) 5(7.8) 5(4.4) 2(14.3) 17(5.4)

通勤 ・仕事に不便 14(7.5) 5(7.8) 5(4.4) 1(7.1) 25(7.9)

日常生活に不便 4(2.1) 1(1.9) 5(1.6)

立 ち の き ・契 約期 限 切れ 3(1.6) 2(3.1) 5(1.6)

親と同居 5(2.7) 1(1.9) Ci.9)

転 勤 ・転職 の ため 3(1.6) 1(1.9) 4(1.3)

そ の 他 7(3.7) 8(12.5) 3(5.7) 2(14.3) 20(6.3)

不 明 ・無 記入 8(9.6) 3(4.7) 4(7.6) 25(7.6)
1

計 is7(ioo.o) 64(100.0) 53(100.0) 14(100.0) 318(1000)
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表 一95非 困窮層 の購入 動 機

非 困窮 層 非 困 窮

購入決定動機 持 家志 向 「 選択的志向
計

地価の値上り 2t1.2) z(i.s) 4(1.5)

社会的信用 i(o.s) 1(0.4)

生活が安定し、安心感がある 15(8.8) 6(5.8) 21(7.7)

資産の保護 8(4.7) 6(5.8) 14(5.1)

間取りなど内部の変更がやりやすい i(o.s) i(o.s) 2(0.7)

借家の家賃を払 うより経済的 62(36.5) 31(29.8) 93(33.9)

住 ま いは持 家 とす べ きだ Zz(i2.s) 2(1.9) 24(8.8)

広さや間取りの点で適当な借家がない z(1.2) 3(2.9) 5(1.8)

住環境の改善のため 7(4.1) 10(9.6) 17(6.2)

土 地 を 買 って一 戸建 を たて るの が困 難 28(16.5) 16(15.4) 44(16.1)

そ の 他 11(6.5) 18(17.3) zs(io.s)

不 明 ・無 記入 11(6.5) 19(8.7) 20(7.2)

計 170(100.0)__L104(100.0)274(100.0)

困窮 層の 理 由を み る と、 困窮持 家 志 向 の型 で は住宅 の狭 さが6割 弱 と圧 倒 的 に多 く、 っ いで住 宅 の

設備 の 悪 さ、通 勤や 仕 事 の不 便 さで ある。 選択 的志 向層 では 、 同様 に住宅 の狭 さを不 満 とす る ものが

多 いが、 持 家志 向層 に比べ る とや や 少な い。 ま た住宅 の 設備 の 悪 さに対 す る不満が 比 較 的多 くな って

い る。

非 困窮 層 の購入 動 機 で は、持 家志 向層 で は借 家 の 家賃 を払 うよ り経済 的が36.5%で 最 も多 く、土 地

購 入 に よる一戸 建 は む り16.2%,住 ま いは持 家 とす べ き12.9%、 が主 要 な動機 とな って いる。 前 者 に

は 動機 的側 面 が、 後二 者 に は価 値 志 向的 側面 が 強 く反映 して い る ことが 明 らか で あ る。 選 択的 志 向層

で は持 家 よ り経 済 的29.8%、 土 地購 入 に よ る一 戸 建 はむ り15 .4%、 住 環境 の改 善9.6で あ る。

こ の ような型 別 の住 宅 需要 と、分 譲 マ ンシ ョン需要 と して の顕 在化 要 因 との 関係 を示 した ものが 表

一96で あ る
。全 体 と して 持 家志 向型 で は分 譲 価格 を 始 め とす る経済 的条 件を重 視 す る傾 向が あ り、 選

択 的志 向層 では職 場 や 交通 の便 利 さを重 視 す る こ とが多 いと考 え られ る。

さ らに以上 の 検 討を も とに住宅 改 善志 向の型 を 設定 し、購入 者 の 前住 宅 、 世帯 主年 齢 、家 族型 、 年

収 、職 業 と の対応 を 示 した ものが 表 一97で あ る。

(1)狭 小改 善 型 …… 前 住宅 は 公 的借 家、民 間借 家(共 同建)が 多 く、 子供 の成 長 に よ って 住宅 の狭 さ

が 最 も問題 とな って いる階 層 を、 明確 に 示 して いる。 年齢 で は40才 代 が 多 く、300-450万 円 の 中所

得階 層 であ る。 世 帯主 職 業 で は どの職 業 に も一 様 に分布 して お り、 現 在 の 分譲 マ ン シ ョン需要 の 中心

的要 因 で あ る。 全 体 の約30ｰ/aを 占めて い る。

② 設備 改善 型 … …民 間 の借 家(共 同 建)を 前住 宅 とす る世帯 が 多 く、 年齢 は 若 い層 ほ ど比率 が 高 い。

従 って、 低収 入 の夫 婦 の み 世帯が 多い。 生活 の機 能 的充 実を も とめ る ものが、 若 い年 齢 層で 多 い こ と

に よる もの と考 え られ る。

一189一



逆

0

徳
)

Q
-v

㌍'

刃

§
x

樋

霧

i

w 掬 鞠 一n,

串
J J J J J柘 %

図 二Q胴 -
JQ蝦 環 二 % 二%e Q

註 劇 湘 思 胴 翼 思 t)凋 ψ 劇 ρ 鄭 螂
K 三2購 翌 fJ賭 翌

硬fJ N と2N懸 眠
照

N
ぐ{誕 坦 々 誕 坦 坦 ρ aJ 々 トJ誕 錠

転 糧 田]湛 輸{田 橿 温 購 勾 羅 勾 皿 皿

贈

翼
卵

図
酵
駆

醒
昭

粛
駆

雇
駆

雇
駆

醒
駆

帽 霜 思 思 思 思 U /J

矧 蕊 叡 霜 繍 繍 翻

嗜 醐 姻 蝦 魍 姻 姻
0 0

卵 御 御 舶 御

図
一ru(`

C` C` C`一n, 狛

註 樋 駈 蜘 窺 蜘 懐 通
K e謹 謹 謹 謹Q e

照
N

{H〕魁 畳 醤 置 悼 ㌍
黒 坦 く《 《 名 《 坦 坦

麹
序 昨 昨 旺 昨 昨 貼

{1P 簑 る 築 る 纂 纂
図 漣 漣 鯉 漣 漣 漣

坦 黙 坦 填 壇 寧 坦 坦
糊 驚 ⑩ 鰭 沿 鰭 沿 ,,,面 111面 III面

畷 虫 勺 Φh」 余 勺
`
r 魚 勺 索 勺

0 0 0

冒 笥 廿 コ ,

卵
時 謄 階 騰 暗

掬 駆 謳 狛 駆 誕 抽 駆 掬 駆 踵 担 昭
、赴 図 溝Q鵡 醒S態 醒Q 粛6館 壇Q
轍 駆rLQ 駆 胞Q 駆 漣 胆 駆 胆S .Q胆 輕

黒 K S釧 ぐ S胡 ぐ Q題X11 QtHぐ ぐ姻 坦
劉

N
昭 荘 嚢 霞 荘i懸 躍 鰭 荘 姻 聾 螂 袈 荘,,,

汎 鰍[ロw響 1(×[a狗 餐 1(×魚 田 狛 爆mw蟹 響 田 切 Φ
m

る

N
卵 ・

誕 av 鞠

h 図 盤 雇 雇
藩 輯 漣 漣 Q 駆 漣 駆
Φ 細 担 坦 ぐ e 學 Q

嗜
,,, 111 野 姻 鰭 姻
虫 虫 餐 鰍 虫 爆

蒔 K 終 トく一 ゆ ゆ
fJ 慰 慧 %Q幅 %o糊 α

一ｮ
図 翠蹄 狛 陪 翠 狛 蹄 翠 駒 羅 ね 世 尼 ね 渚

園 開 湿 腰む 秘 顯:単 鰹 腰 r<慧:コ く:ご6
く K Q・ S 6e・ S6 聾 鍛J 聾 劇 螂
聾 N ㌍ 翻 螂 藻 ㌍ 螂 面 悼 螂 翌 にk悩 寒 肢 眠
./ 坦姻駆 懸 姻 昭 想 眠蝦 脛 想眠 紹1坦 刊1旭
m

卵 嵐 嵐
パ 鞠 一n, 鞠 掬 騨 騨
h 図 然 然 愚 然 Q o

,,, 霜 6 Q e Q % '一b

魚 藺 {1P ㌍ ㌍ {tP 幡 鄭

嗜 坦 坦 坦 坦 迦 溜 迦 溜
0 0 0 0

館漏樋但8 鞍懸槌{亘且 麹転:i註槌憂 ∋ 麹1蕎溜楓璽8 鞍幅樋{璽 麹 属:密倒 互

醐

図 罵 畳 図 罵

一190一



如

ゆ

慰

曽
ゆ

麺

翁
)

却

刃

Q

愼

$
1

区 繹

罧

勾 響

1臣:

参 砂
●

●

呵

× 駆
葡

灘

陣

相.

継
樹 羅

"

1羅
罧 総
く 獄 樹

赴 螂 恥:軽 箪 ・ 赴
欝 ●

● 響 思 ・ 響 ● ■ ・H tJ 畿
画 殴 講 攣 窪 誌 侭 窪 勲 翌 嘔 遜 閏
懸 迦 蹄 1 帥 蹄 護 帥 即 鞘 瓢 1 迦

'1
J 輪

軽 煙巨:
is博

険1屯
o

圧

0 樹

輪
思
麺
二

勾
逆
脚
J

E
}fi
O 樹 樹0

寸 鍾 N 赴 璽 駆
C

母 裡

計
le 「 思 S 6`ゆ ～ iJ +J

C
O職
M蔭

0

0
N

攣
1

嘩
応

駐 麺
忘v

O

rM

攣

1

攣

1

醐

瀬
J

拳
司

担
母
思

遇

贈

含

騒

N
宴

(`

踏
漏
ゆ

鱒
幡
ゆ

檸
虫
IJ

遇

fJ

疎
円

攣

i

J

ぬS
Q超

U

嚥
引

J

Q
荘

J

S
荘

攣

1

6 思 膿 卵 6` 卵 序 羅
奪 副 刊くS QF e Q 醐

漏 世 ぬ 踏 ・ 栖 計 代 督 踏
6 Q 幡 神N 瀬Q

N
ti

N
漏

蓮 ゆ 膿 Q 廊i 廊 荘 1 i Q
卵,, +K 勾 珊o 糾 序 ¢ ① 勾

奪
世
相

翠o
督 ゆ

どo

督 寸

ゼ
栖

ゼ
督

¥o

粒 寸

¥
卜

ξ
輪

翠
価

翠
栖

荘 00 OO oc OC 00 OO 0 00 00

翌
マm NM ]D寸 MN NM. 寸 ゆ ゆ LQN Lゆ 寸

( 麺

煙 ,,

圃
(略 宇

.,

麺 艘 艘 畠 麺 囹
鯉 麺

《is is艘 名 守 la 《
坦 ・ 明く

ギ(14
・ 幡 遡 判く

■

圖) )) 日ヨ 鞍 《 .. 圏
名 漏 幡 漏 《 ・ 漏. 幡 《

症 ・ 迦

遡 誕
迦 ミ

謹
迦

幡 誕

・ 漏

遡6
迦{麟
誕Q

鯉

{H〕題

●

掴 煙
幅
Q㌍ 漏 挿

名[旺 昭 鞍[眠 《 聚 面 聚 担[田 《:起 環 初 世:渾
.. ..

h

..

8
..

0

( ..

ρ
..
]つ(

憐 N

め の 寸
雲

ζ m め ■ 獣
)

翠

.. ..

ζ
..,

m ζ ζ 盗
)(
① 藩

ti m M N ① 寸 N m
鰍
..

剰 副 醐 醐 副 副 翻 剣 副 副
Q 網ロ 糊ロ 淵ロ 糊ロ 髄 麹 郷 糊 羅
昼
槌

督 溶 督
督
起 騨 翠 梱 慰 翻

押 ぐ 翠 颯 趣 脳 韻 幡 製 典
坦 鋸 縦 隣 虞 鞍 1民 轄 胴 蝉

一191一



(3)環 境 改善型 … …持 家 を 前住宅 とす る世帯 が 多 く、 また 、比 較 的年 齢 の 高 い ものに 多 い。 しか し、

年 収 、職 業、 家族 型 にっ いて はあ ま り偏 りはみ られ な い。 よ り良 好 な居 住環 境 と近 代 的住 宅 を求 め て

分 譲 マ ンシ ョンへ の転居 が 、持 家 層か ら生 じて い る こ とを 示 す もの と考 え られ る。

(4)利 便性 改 善型 … …公 的借 家や 親 の家 、持 家 を 前住 宅 とす る世帯 にや や 多 く、 年 齢 は20才 代 ・30

才代 に比 較 的 多 い。 専 門技 術職 や 事務 職 に 多 い こ とは、通 勤 や仕 事 の上 で の職 住 近接 を求 め る もので

あ る と考 え られ る。 また、 公 的借 家 を前 住宅 とす る世帯 が 多 い ことは、 調 査 当時 の 公 団住 宅 な どの立

地 の遠 隔 化 の反 映 であ ろ う。

(5)持 家 経済 型 … …民 間 の借 家を 前 住宅 とす る世 帯 が著 しく多 く、次 いで親 の 家、 公 的借 家 を前 住宅

とす る世 帯 が 多 い。 世帯 主年 齢 階層 も若齢 層 ほ ど比 率が 高 く、20才 代で 多 い。 世帯 主 職業 で も、 どの

職 業 で もみ られ るが、 販 売 ・サ ー ビス職従 事 者 で特 に多 い。 高 い家賃 を払 うよ りは、 同程 度 の 負担 金

額 で 自分 の家 を持 て ると い う現在 の分 譲 マ ンシ ョンの資金 的条件 か ら、 借 家需 要 に対 応 す る年 齢階 層

を、 分 譲 マ ン シ ョン需要 へ と方 向づ けて い ると考 え られ る。 全 体 の約15%を 占 めて い る。

(6)戸 建 代 替 型 … …前 住宅 は 社宅 、民 間借 家(戸 建 ・長 屋建)、 持 家(共 同 建)が 多 い。 世 帯主 年令

が 高 くな る に従 って増 加 し、40才 代 で 最大 とな りこ それ 以 降 は減少 す る。 いず れ の所得 階 層 で も比 較

的 多 いが 、400-500万 円、200-250万 円層で や や比 率 が 高 い。 技 能 工 ・労 務 、事 務職 に 多 く、 全

体 の約7ｰ/aを 占 めて い る。

(7)持 家 主 義型 … …公 的借 家、 社宅 を 前 住宅 とす る世 帯で やや 多 く、高 年 齢層 で 多 い。 職 業 や 収入 階

層 にかか わ らず み られ るが、 会 社 ・団 体 の役 員 でや や 多 い。

(8)安 定資 産 型 … …前 住宅 は親 の 家 や社 宅 で 多 く、 世 帯主 年 齢 層で は50才 代 と20才 代 で や や多 い。

家族 型 や収 入 ・職 業 にか か わ らず み られ、持 家主 義型 と類似 す る面 が 多 い。

(9}転 居 強制 型 … …居 住者 側 か らの 要 因で な く、 外 的要 因(転 勤 ・立 ちの き ・契 約 期 限切 れ な ど)に

よ る転 入 で 、前 住 宅 は持 家や 社宅 が や や 多 い。

4節 定 住 ・転 居 意 識

以上 の よ うに 動機 的側 面 と長期 的価 値 志 向 的側面 に よ る居 住 地移 動 の結 果 、購 入 者 の住 意識 が 全体

と して い か な る状況 にあ るか を、 定 住 ・転 居 意識 の面 か らみ た ものが 図 一54で あ る。定 住 型 は28.oi,

困窮 定 住型 は12.8ｰ/aで あ り、合 計40.8%が 定 住型 で あ る。 転 居 型 は44.ofで あるが 、 そ の うち狭 小 困

窮 を理 由 とす る世 帯が3分 の2を 占め 、 動機 的 要因 が 継続 されて いる こ とが わ か る。 逆 に定 住型 で は、

狭 さの問 題 で 困 る こ とが な いで あ ろ うと予想 して い る世帯 が53.7%で あ り、 この 側面 か らの動 機 づけ

は少 な い と考 え られ る。 この よ うな動 機 的側 面 か らの定 住 ・転居 意 識 の型 分 けを 示す と、 狭小 転 居が

30.6%、 余 裕 定 住21.0%、 狭小 定 住20.3%、 嗜 好転 居12.6%で あ る。

一 方 、転 居 型 の将 来 の希 望住 宅 は 、庭 っ き一 戸 建 が80%と 非 常 に 多 い。長 期 的価 値 志 向 と して のP

建持 家志 向 は継 続 して い ると考 え られ る。一 方、 余 裕定 住型 で は庭っ き一 戸 建志 向35.4%、 中 高層 集

合 住宅 志 向19.2%で あ り、現 住 宅評 価 を 示す ものが 比較 的多 い と考 えて よ い。

一192一



(実 数)(%)

住居費負担感

圏

44 .

圏

噛r'一 輌 一

12 .8

a
麟
軽

28.0

團

転 居272(44.0)

困 窮 定住79(12.8)

定 住173(28.0)

団
現住宅の広さの認識

圏

30.6

匝

12.6

□

㎜

騒
202霞 藝

一一 團

21.0

狭小 転 居189(30.6)

嗜好 転 居78(12.6)

狭小 定 住125(20.2)

余 裕 定 住130(21.0)

亘
住宅 ・宅地供給状況認識

戸建あきらめ

圏E

31.6
W

7.9

m

17.2

雪>
15.9

□ あきらめ的転居

,㎜ 一戸建志嚇

橿翻 あきらめ的定住

匿当 一戸u向 定住

團

49(7.9)

195(31.6)

iosCi7.2)

98(15.9)

1戸建志向1

図 一54定 住転 居 意 向 の内容
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表一98定 住転居 ・住居費負担感別の現住宅の広さ

現 住 宅 の広 さのAC7 転 居 型 定 住 型 困窮定住型 計

現 在 で も狭 くて 困 って い る 32(11.8) 10(5.8) 3(3.8) 45(8.6)

現 在 そ うで もな いが 、 いず

れ 狭 くて 困 る だろ う
154(56.6) 69(39.9) 41(51.9) 264(50.4)

や や 狭 い が、 将来 と も困 る

こ とは な い
51(18.9) 62(35.8) 25(31.7) 138(26.3)

将来とも充分な広さ 25(9.2) 31(17.9) 8(10.1) 64(12.2)

そ の 他 6(2.2) i(o.s) z(z.s) 9(1.7)

不 明 ・無 記入 5(1.8) 5(0.8)

計 z7zCioo.o) 173(100.0) 79(100,0) 524(100.0)

表一99定 住転居 ・現住宅の広さ別の将来希望住宅

将 来 希 望 住 宅 狭小転居 嗜好転居 狭小定住 余裕定住 計

高層(6・7F以 上)の 集合 住 宅 14(7.4) z(9.0) 9(7.2) 22(16.9)
幽

52(10.0)

中 層(3～5F)の 集 合 住宅 5(2.7) 2(2.6) 3(2.3) ioCi.9)

長 屋建 ・テ ラスハ ウ スな ど 2Ci.1) 1(1.3) 1(0.8) 2(1.5) s(i.2)

庭 っ き一戸 建 157(83.1) 61(78.2) 89(71.2) 46(35.4) 353(67.6)

そ の 他 3(1.6) 1(1.3)} iCo.s) 5(3.9) 10(1.9)

と くに考 え て い ない s(a.2 5(6.4)[ 22(17.6) 51(39.2) 86(16.5)

不 明 ・無 記 入 1(1.3) 3(2.4) i(o.s> 5(1.0)

計 iss(ioo.o) 7s(ioo.o> 125(100.0) iso(too.o) 522(100.0)
■

5節 ま と め

本章では、分譲集合住宅購入における動機的側面と価値志向的側面にっいて検討 した。その結果、

前住宅での狭小困窮を理由とする動機的側面と、長期的な価値志向としての戸建持家志向が著 しく多

いことが明らかにされた。その中で一定量の定住層の存在も示されているが、11章で明らかなように

転居要因の多様化によって、長期的には大部分が移動すると考えざるを得ない。その結果、これまで

のような家代々に受けっがれる住居としての意識は当然弱まり、必要に応 じて住みかえられる装置と

しての意識が強くなっていくであろう。

現在の中高層集合住宅供給は、そのような意識の転換過程におけるス トックとして、住宅としても

市街地形成要素としても可能な限り水準の高いものを実現するものでなければならない。

注 ・文献

本章 で の理 論 的枠 組 み は、見 田宗介 「価 値意 識 の理 論 」(弘 文堂 昭和44年)に も とつ く部分 が 多

い。
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10章

中高層集合住宅居住者の居住地移動性向

1節 研究の目的 と方法

2節 居住者 の特 性

3節 居住地移動 と住宅需要要因

4節 居住地移動類型分析

5節 居 住地移動 と血 縁 ・地縁:関係

6節 定住 ・転居志向 と要因

7節 ま と め



1節 研 究 の 目 的 と 方 法

第1部 に おい て述 べ た よ うに、 東 京や大 阪を は じめ とす る我が 国 の主 要 都市 の都 心 お よび 都心 周辺

部 で は、市 街 地 の 中高 層化 の進 行 が著 しい。 こ の ことは、 最近 の住 宅市 街地 の形成 に も妥 当 し、 例 え

ば大 阪 市 内 の民 間分 譲 マ ンシ ョンの 立地戸 数 は、 昭和59年 末 で約8万7千 戸 で あ り、最近8年 間 は平

均 約8千 戸 の 増 加が 続 いて いる(日 本 高層 住宅 協会 大 阪事 務 所調 べ)1)0ま た、 住宅 供 給 公社 や住 宅 ・

都 市整 備 公団 に よ る住 宅供 給、 大 阪市 の木 造公 営 住宅 の建 て か え の推 進2)な どに よ って、 都 市 内 中高

層 住宅 によ る都 心周 辺 部 居住人 口の 回復 がす す め られて い る。

一 方 、昭和55年 の国勢 調査 に よれ ば、大 阪市 内で の共 同住 宅居 住 の 普通 世 帯数 は約41万 世帯(全 世

帯 数 の46.7%)で あ り、 そ の うち1,2階 建 は大 部 分民 営 借家 居 住、3-5階 建 は大 部分公 営 住宅 と民

営 借 家居住 で あ る。6階 建 以上 の共 同住 宅 に居 住 す る約10万 世 帯 の うち、 持 家 は約4万 世帯 、 公営 住

宅 が約2,4万 世 帯で あ り、 公 団 ・公 社借 家 が1.6万 世帯 、民 営 借家 が2万 世帯 で ある こ とか ら考 え る

と、 最近4年 間 で の持 家 の集合 住宅 の著 しい増 加 が 明 らかで ある。 また、 そ の大 部分 が 民間 分 譲マ ン

シ ョンと して供 給 され て い る こ とも、上 に述べ た こ とか ら明 らかで あ る と言 え よ う。

この よ うな都 心周 辺 部 で の民 間分 譲 マ ン シ ョンの立 地 は、 都 市 内居 住人 口の維 持 を推 進す る もの と

して 期待 されて いる。 しか し、 中高 層化 に よ って既成 市 街地 の 高密 化 が 進行 す る に もか か わ らず 、 必

ず しもバ ラ ンス の とれ た居 住 人 口構 成 の実 現 に は結 びっ かず 、 居住 環境 の改 善や 維持 管 理上 の残 され

た課題 も少 な くな い。 そ こで本 章で は、 特 に大 阪 市 内で の中高 層住 宅 市 街地 の形 成 に焦 点 を あて、 以

下 の 視点 に もとつ い て居 住者 とその 居 住地 移 動 の特 性を 分析 し、今 後 の 都市 内居 住 地 の更新 や 整備 の

方 向にっ い て検 討す る30)

(i)都 心周 辺部 にお いて 供給 されて い る中高 層集 合 住宅 居 住者 の住 宅 需 要要 因、 居 住地 選定 要 因 、居

住継 続 要因 を 明 らか にす る。

② 都 心周 辺部 で の近 年 の 中 高層集 合 住宅 立 地 が、 都市 圏 内で の 居 住地 移動 に もた ら しっつ あ る新 し

い傾 向 の抽 出を 試み る。

(3)都 心 周 辺部 で の住 宅 供給 と、血 縁 、 地縁 関 係 の維持 や 回復 との 関連 にっ いて 考察す る。

(4)都 心周辺 部 に お いて も、土 地利 用 や就 業 形態 に よる地 区特 性が 存在 す る ため、 そ れ にょ って 規定

され る居 住 者 と居 住地 移 動 の特 徴を 分析 す る。

わが 国に おけ る都 心 お よ び都 心周 辺 部 の明 確化 と、そ の土 地 利 用や 居 住環 境上 の問題 点 の抽 出作業

は、 最近 で は1970年 前後 か ら活発 化 して きた4)0し か し、す で に論 じら れて い るよ うに 、 いず れ も相

対 的概念 で あ り、一 義 的 に 明確 化す る こ とは困 難 で ある と考 え られ る。 本 章 で は都 心 あ るい は都 心周

辺 部 概念 の規定 が 直接 の 目的 と されて いな いた め、 事例 対 象 と して い る大 阪市 に お いて最 も中枢 管 理

機 能 の集 中 して いる業 務 地 区を コア と して の都 心 と し、 その周 辺 部 の既 成市 街 地連 坦 区域 で、1960

年 代 まで に形成 され た比 較 的水 準 の低 い市 街 地を 広 義 の都 市周 辺 部 と した。 それ は大 阪市 の行政 区域

を越 えて 、 隣接 都 市 の一 部を 含む も ので あ る。 さらに本 章で は、 この既 成市 街地 の縁辺 部 に位置 し、

比 較 的都 心 に近 い民 間中 高層 集 合住 宅 の集 中立地 地 区 を比 較事 例 と して 抽 出 して い る(図 一55)。
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表 一100調 査概 要(*は 賃 貸 マ ンシ ョン他111件 を含 めた 回収 率)

地区 ・住宅供給方式 配 布 回 収 回収率 調査期日 調 査 地 区
唱

大阪市内公社分譲 653 404 si.9Ci)
昭和58年

7月

城東 区鴫野 地 区図 一55(1)

旭 区高 殿 旭 地 区
大阪市内公団賃貸 328 175 53.4

大阪市内公営住宅 683 395 57.8

大阪市内民間分譲 1,379 468
*

(4z.o)
昭和59年

9月 下 旬

北 区南 森 町,東 区南 区 谷 町図 一55(II)

西 区西 長堀,港 区弁 天 町

縁辺部 民間分譲

1,322

437

50.2
昭 和58年

10,11月 図一55⑯豊中市寺内地区縁辺部 民間賃貸 138

縁辺部 給 与住宅 88
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図 一55調 査対 象 地 区

こ の よ うな対 象 地 区 の位置 づ け に もとづ き、 都心 周辺 部 民 間分 譲 マ ンシ ョ ン4地 区、 公 的施 策 集合

住 宅地6地 区、 縁 辺 部集合 住 宅 地1地 区 の合 計11地 区 に お いて 留置 回収 方 式 の ア ンケ ー ト調 査を 実施

した。 前二 者 に っ いて は対 象地 区 よ り階数 、 住戸 配 置 を 考慮 して全 戸数 の約1/4-1/3を 抽 出 し、 郵

送 配 布 、面 接 回収 方 式 と し、 後 者 の地 区 に つ いて は居 住 者 自身 に よ る班 別 面 接配 布 回収 方 式 と した。

後 者 に っ いて の調 査 の 限界 と分 析結 果 は 男・1に報 告 して お り5)章 では 都心 周辺 部 との比 蜘 ・重 点 が お

かれ て い る。 調 査期 日、 配 布 回収 状 況 を表 一100に 示 す。
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2節 居 住 者 の 特 性(図 一56-60,表 一101-103)

調 査対 象 世帯 の特 徴 を地 区 別 、住 宅供 給 方式 別 に 世帯 主年 齢、 家 族型 、世 帯 主職業 、 世帯 主勤 務 地 、

世帯主 出身地 にっ いて ま とめ る と次 の よ うに な る。

(1)世 帯 主年 齢 …… 縁辺 部 の集合 住 宅 に比較 して 都 心周辺 部 で の公 的施 策 住 宅、 民間 分 譲 マ ン シ ョン

の いず れ に お いて も相対 的 に高年 齢 世帯 数 の比 率 が 高 く、50才 代 以 上 が 多 い。 ま た民 間 、公 社 を問 わ

ず市 内の分 譲 集合 住 宅で は年 齢構 成 が著 しく類 似 して い る。 一 方 縁 辺 部 の集合 住宅 で は30才 代 、40

才 代へ の 集 中が著 しい。

(2)家 族型 … … 世帯 主年 齢 に対 応 して、 縁辺 部 集合 住宅 では 「夫 婦 と子 供 」の家 族型 の 比率 が高 く、

都心 周 辺部 で は拡 大 家族 、 欠損 家 族 を含む 「そ の他 」家族 の 比率 が 比較 的高 い。 都心 周辺 部で も公 社

分 譲マ ン シ ョンで は 「夫 婦 と子供 」家族 が著 しく多 い。

(3)世 帯主 職業 …… 都心 周 辺部 の公 的集合 住 宅 で は、 そ の立地 条 件 を反 映 して 「技能 工 、労 務 」従事

者が 多 く、 また 「販 売、 サ ー ビス 」従 事 者 も比 較 的多 い。一 方、 都 心周 辺部 の民間 分 譲 マ ン シ ョンで

(ioo>
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i

1
'

民分ll L

縁辺部民分[工=====工;=ニ ゴ=コ コ

同

同

民賃i1 1

給引1蔭 13 14151
1.20才 代230才 代3.40才 代

4.50才 代560才 代

図 一56世 帯 主 年 齢 構 成(%)

周辺部公社Q lll

同 公剛
、1

同 公削

同 民分lll

縁辺部民州

i ,」」口

14 15【611

i i

i

同 民賃口 ]

1[
i

同 給 与1112 13
＼、

ll
1.単 身者,そ のグ ル ープ2.夫 婦 のみ

3.夫 婦 と子供(長 子12才 未 満)4。 夫 婦 と子供

(長 子12才 以上)5.欠 損'6.拡 大7.そ の他

図 一57家 族型 別 世 帯構 成(%)
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図 一58世 帯 主 職 業 構 成(%)
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図 一59世 帯 主 勤務 地(%)
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図 一60
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表 一101都 心 周辺 部 マ ン シ ョン世帯 主 年齢(%)

地区 年齢 20代 30代 40代 50代 60代 70代
脚

集計数

南 森 町 4.0 31.0 29.0 32.0 4.0 o.o ioo

谷 町 3.2 34.7 29.8 25.8 4.8 1.6 124

西 長 堀 5.0 39.5 31.9 16.8 5.0 1.7 119

弁 天 町 4.2 40.6 34.4 17.7 3.1 o.o 96

表 一102都 心 周辺 部 マ ンシ ョン世 帯主 職 業(%)

,地 区 職 業
イ 口 ノ、 二 ホ へ ト

南 森 町 27.8 9.3 10.3 ss.1 2.1 9.3 5.2

谷 町 30.9 7.3 14.6 35.8 5.7 4.9 o.s

西 長 堀 33.6 7.3 12.7 30.0 2.7 10.9 2.7

弁 天 町 14.9 1.1 8.5 48.9 14.9 8.5 3.2

表 一103都 心 周 辺部 マ ンシ ョン世帯主 出身 地(%)

地区 身地 現住地 都心4区 大阪市 大阪府 京兵奈 その他
印

集計数
印

南 森 町 9.7 26.4 25.0 6.9 12.5 19.4 72

谷 町 18.0 16.9 1s.o io.i 14.6 22.5 89

西 長 堀 6.6 15.4 30.8 15.4 9.9 22.0 91

弁 天 町 12.2 5.4 18.9 9.5 8.1 45.9 74

(表 一102)職 業 区 分 イ.自 営業 ロ.自 由業 へ 役 員 ・理 事 二.事 務 ・専 門 ・技術

ホ.技 能工 ・労 務 へ.販 売 ・サ ー ビス ト.無職 ・そ の他

は工 業 や商業 の 「自営業 者 」が24.8%と 著 しく多 い。 ま た、公 営 住宅 で は 「無 職 」(主 と して 高齢 世

帯主)が 約23%を 占めて いる。

(4)世 帯 主勤 務 地 …… この よ うな住 宅 立地 条 件 と世 帯主 職業 を 反 映 して、 都 心周 辺 部 の民 間分 譲 マ ン

シ ョ ンで は 「徒 歩圏 内 」が 著 しく多い。 そ の他 の周辺 部 集合 住宅 居 住 者 で は居住 地 区周 辺 の 「大 阪 市

内 」に分 散 して い る。 一 方 、 北大 阪 縁辺 部 の民 間 集合 住宅 で は、 大 阪 の 「都 心4区 」就業 者 が 著 し く

多 い。

(5)世 帯主 出身地 … …都 心周 辺 部 の 民間 分譲 マ ン シ ョン居 住 世帯 で は 「現 住 地 」も含 め た 「大 阪 市 内」

出身者 が きわ めて 多 く、 また 公営 住宅 や 公社 分 譲住 宅 居住 者 で も比較 的多 い。 特 に民 間分 譲 マ ンシ ョ

ンで は50ｰｰ1-a上 を占 め、近 年 の都 心周 辺 部で の立地 が 、都 心近 接 居 住 の継 続 に一 定 の役割 を 果 た して

いる ことが 明 らか で あ る。 一 方 、公 団 賃貸 や 給 与住 宅 で は京 阪神(奈 良 県 を含 む)以 外 の地 域 の 出身

者が5090以 上 を 占め て い る。

以上 の傾 向を 都心 周辺 部民 間 分譲 マ ンシ ョンにつ い て さ らに詳 しくみ る と、 都心 商業 地 区 に隣 接す

る谷 町や 南森 町 地 区 と、 最近 の 中高 層集 合 住宅 に よる市 街地 更 新 の顕 著 な西 長堀 や 弁天 町 地 区 との性

格 の差 異 が明 らか にな る。 前二 者 で は 世帯主 年 齢50才 代 以上 の 比較 的高 齢層 世 帯主 が30%以 上 を 占

め 、 「徒歩 圏 内 」勤 務が 著 しく多 い。 ま た、 世帯主 出身地 は 「現住 地 」あ る いは 「都 心4区 内 」が約

35%以 上 を 占めて い る。 従 って、 都 心 内居 住 の継 続 と い う特 徴が 一 層 明確 に示 され て い る と考 えて よ
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い。～ 方 、 西 長堀 や弁 天 町地 区 で は30才 代、40才 代 の 若齢 世 帯主 が著 しく多 く、 ま た 世 帯 主 出 身 地

も都心4区 以外 の 「大 阪 市 内 」あ る いは 「京 阪神 圏 以外 」が 比 較 的多 い。 特 に弁 天 町地 区 で は 「京 阪

神 圏以 外 の地 域 」か ら転入 した ホ ワ イ トカ ラー あ るいは ブル ー カ ラー の 同～ 区 内移 動を 吸 収 して い る

こ とは表 一102,104の 移 動分析 に よ って も明 らか であ る。

3節 居 住 地 移 動 と住 宅 需 要要 因(図 一61-64)6)

このような居住者の住宅需要を、前住宅 と前住地、転居理由、現住地選択理由からみると次のよう

になる。前住宅はいずれの住宅供給形式も「民営借家(共 同建)」 が多く、特に公団、公営、民間賃

貸集合住宅では40%以 上を占めている。一方、都心周辺部の民間分譲マンションや縁辺部の集合住宅

で 「親の家 」が比較的多いことは、世帯主年齢や家族型の構成と対応 し、最近の住宅需要の第2要 因

ともいえる位置を占めていることを示 しているζ)この傾向は、都心周辺部の集合住宅居住者の前住地

では「大阪市内Jが 多く、特に公営住宅や民間分譲マンションで「同一区内 」を前住地とする世帯が一
周辺舩 社C=エ===コ;=工;];コ;=圧=コ

同

同

公団[一 工=ゴコ
公営[=〔=====コ=〔===〕 ユコ

同民分[一 二=工=エコ
縁辺部民分11「2 13固5L[7「8

同 民賃111〕 口 「
.一.,》`嘉 ぎ労興『 で貫τ三=ニニン 〆

同 給与 「.一1「 一}1[}1

i

0

i
1.親 の家2.民 借(共 同建)3.民 借(戸 建 ・長屋

建)4.公 営 住宅5.公 団 ・公社6.持 家(戸 建 ・

長屋 建)7、 持 家(共 同住宅)8.給 与 住宅

図 一61前 住宅(%)

iloo)一
周辺部公社[===コ=====〔 コ===エ コ]

同 公団

同公営[一
同 民分1 2 4151s171S

縁辺甑 分[〔 ユコ==ユ エ ユ==ココ

同 民賃[=;〔=;工;;;工 工=コニ===コ

同給与[亡工一/ .、.一 話3;警 三節,轟 響 一 一 罰『一甲

i.同 一 区 内2.大 阪 市 内3.豊 中 市 内4.北 大 阪

5.東 大 阪6.南 大 阪7.京 ・兵 ・奈8.そ の 他

図 一62前 住 地(%)
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図 一63前 住 宅 転 出理 由(%)
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図 一64現 住地 選択 理 由(%)

都心 周 辺部 公 社分 譲

縁辺 部 民間 分 譲 マ ン シ ョン

都 心 周辺 部 民 間分 譲 マ ン シ ョン

多 いこ とか ら も裏 づ け られ る。 前 者 で は建 てか え に際 して の世 帯分 離 や 住み か えの推 進 に よ る影響 も

考 え られ るが 、 もと もと居 住立 地 限定 階 層 が 多 い こと によ る。 後者 で は都 心周 辺 部 居住 者の 自主 的世

帯分 離 あ る いは近 接居 住 の実現 や 継続 によ る もので あろ う。一 方 、 都 心周 辺部 の民間 分 譲マ ンシ ョン

で 「持 家(戸 建 、 長屋 建)」 や 「持 家(共 同建)」 を 前住 宅 とす る居住 者 が比 較 的 多 い ことは、 都 市

内居 住 の新 しい傾 向を 示 す もの と考 え て よ い。

この こ とを前 住宅 転 出理 由 と現住 地 選択 理 由 か らみ る と、分 譲 方式 の集合 住 宅需 要 要因 の著 しい一

致 が明 らか に な る。 す な わ ち、 住宅 供給 主 体や 立地 地区 を 問 わず 「前 住 宅 の狭 さ 」と 「持 家欲 求 」が

住 居移 動 の最大 の要 因 とな って い る。 次 いで 「通 勤 や仕 事 に不 便 」、 「結婚 ・独立 」を指 摘す る世 帯

が 多 く、仕 事上 の利 便性 を 求 め て都 心周 辺 部へ のUタ ー ンや市 内移 動 が 少 な くな い こ とを 示 して いる。
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この こ とは現 住地 選択 理 由 で 「通 勤 に便 利 」 「日常 生活 に便 利 」 「都心 に近 い 」が 多い こ とに よ って

も示 され るが 、地 区 別 の差 異 も大 き い。 特 に、 縁辺 部 分譲 マ ン シ ョンで は 「自然環 境 が よ い 」「通 勤

に便 利 」、都 心 周辺 部 民間 分 譲マ ンシ ョンで は 「もと もと近 くに住む 」を指摘 す る比率 が 高 く、 これ ま

で に述 べ た勤 務地 や前 住地 の分 布 に対 応 し、 ま た分 譲 マ ンシ ョン需 要者 の居住 条 件評 価 の特 徴 を 示 し

て い る。

4節 居 住 地 移 動 類 型 分 析

以上 の 検 討結 果 に よれば 、 住宅 供 給方 式 別 の居 住 者の 移 動 に は一 定 の傾 向が 存 在す るこ とが 明 らか

で あ り、 そ れは 主 と して立 地 条件 と分 譲、 賃貸 の差 異 にお いて 示 され る こ とが わ か っ た。 そ こで都 心

周 辺部 にお け る居 住地 移 動 の最近 の傾 向 を 明 らか にす る ため 、 世帯主 の 出身地 と前住 地 に よ る移 動類

型 を設 定 した8)(図 一65)。 そ の結 果 に よ る と、特 に市 内 移動 型 と広域 転 入 移 動型 に差 異 が見 られ 、前

者 は 都心 周 辺 部分 譲 マ ン シ ョン居 住者 に多 く、 後者 は 公 団賃 貸 住宅 、公 営 住宅 で多 い。一 方、 公 営住

宅 で は地 区 定 住型 が約15%と 多 く、 市 内移 動型 も比較 的 多 い こ とか ら、居住 者 の二 極構 造 と も言 うべ

き傾 向 が考 え られ る。 ま た、公 社 分 譲住 宅 や公 団 賃貸 住 宅 で は広域 転 入型 や 都市 圏 転入 型 が 比較 的多

く、 いず れ も広域 か らの 都心 周辺 部 転入 を 受 け入 れ る役 割を 果 して い る と考 えて よ い(表 一104)。

さ らに、 こ の よ うな移 動類 型 の性 格 を分 析 す る ため、 都 心周 辺 部 の マ ンシ ョンにっ いて世 帯主 年 齢、

家族 型 、 世帯 主 職業 、 勤務 地 、 転居 理 由を 類 型別 に 見 る9)と 、Uタ ー ンあ る いは広 域 転 入型 な どの最

近 の都 心 周 辺部 住宅 供 給 に対 応 して 転入 して きた世 帯主 で50才 以 上 の 高齢 者が 多 い。職 業 は専 門 的、

()内 は周 辺 部民 間 分譲 マ ンシ ョンの場 合

出身地前住地 現 住地 ・同 一 区 内
都 心4区
大 阪 市 内

大 阪 ・京 都

、兵 庫 ・奈 良
そ の 他

同 一 区 内 地区定住型(22)1 都 市 圏 転 入

移 動 型(34)

広 域 転 入

移 動 型(58)都 心4区 ・大 阪 市 内 市 内 移 動 型(114)

そ の 他 Uタ ー ン 型 (30)
都 市 圏

転 入 型(36)

広 域

転 入 型(30)

図 一65移 動 類型 区 分 図

表一104供 給形式別地区別類型世帯比率(%)

移動型 給型式 公社分譲 公団賃貸 公営住宅 南 森 町 谷 町1西 長 堀 弁 天 町

地 区 定 住 型 10.0 4.8 15.2 6.9 11.4 1.1 8.1

市 内 移 ・動 型 15.0 18.1 30.9 41.7 37.5 38.9 21.6

Uタ ー ン 型 10.5 7.2 5.6 12.5 4.5 13.3 6.8

都市圏転入移動型 8.4 4.8 11.8 6.9 12.5 11.1 10.8

広 域転入移動型 22.8 35.5 32.0 8.3 15.9 10.0 39.2

都 市 圏 転 入 型 14.4 8.4 2.8 12.5 11.4 13.3 6.8

広 域 転 入 型 18.9 21.1 1.7 11.1 6.8 12.2 6.8

集 計 数 3811166 178 72 88 90 74
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技術 的、事 務 的職 業 で、 勤務 地 は都 心4区 で あ り、 転居 理 由 と して は 「通 勤 に不便 」を指摘 す る比率

が 著 しく高 い。 従 って 、地 区定 住型 、市 内移 動型 で30才 代 、40才 代 が著 し く多 い傾 向 と対 照 的 な特

徴 を 示 して い る。 職 業 で は地 区定 住 型 で 「自営業主 」が50%を 占 めて いるが 、市 内 移動 型 で は他 の型

と著 しい差 はな い。 従 って、 前者 で は 「徒 歩圏 内 」勤 務で 、 前 住宅 は 「親 の 家 」で あ った 世帯 が著 し

く多 い ことか ら、 都 心周 辺 部民 間 分譲 マ ンシ ョンの需 要層 と して 、2つ の特徴 的 グル ー プの 存 在が 考

え られ る。 ひとっ は地 区 内移動 、 市 内移 動 を主 とす る都市 内分離 層 で あ り、 もうひ とっ はUタ ー ン世

帯 を主 とす る比 較 的移 動 性 の高 い転入 層で あ る。

同様 の検 討を 都 心周 辺 部公 的 施 策住 宅で お こ な うと、 地 区定 住型 、市 内移 動型で は30才 代 、40才

代 の世帯 主 が 多 く、職 業 も 「事 務 的職 員 」「技能 工 、労 務 」「販 売 、サ ー ビス 」従 事者 が 比較 的多 い。

一 方 、広 域転 入移 動型 で は 「技能 工 、 労務 」に著 しく集 中 して い る こ とが、 前 記 の民 聞分 譲 マ ン シ ョ

ンの居 住 者 と異 な る点 で あ る。 こ の よ うな 傾 向 は、調 査 対 象地 区 と して の都 心周 辺 部、 特 に住 工混 在

地 区 の 多い大 阪市 の都 心周 辺 に おけ る 居住 地 移動 の特 徴 を示 して い る もので あ る。 従 って 、前 記 の民

間 分譲 マ ンシ ョンにっ いて の地 区定 住型 や 広域 転 入移 動型 と は異な り、経 済 的社 会 的要 因 に も とつ く ・

居 住立 地 限定 的性 格 の 強 い居 住者 が 多 い と考 え られ る。 ま た、 比較 的 若年 層 で 地区定 住型 や 市 内移 動

型 が 多い こ とは、 戦 後 の都 市 居住 第2世 代 と も い うべ き需 要 層 の存 在 を推 測 させ る。

表 一105類 型 別 世帯 主 年齢(周 辺 部 民 間分 譲 マ ンシ ョン、公 的施策 住宅)

年令型 20代 30代 40代 50代
60

以上
合計 20代 30代 40代 50代

60

以 上
合計

地 区 定 住 4.5 63.6 27.4 4.5 22 16.9 43.7 26.8 11.3 1.4 71

市 内 移 動 4.4 48.2 30.7 12.3 3.5 113 io.s 33.8 20.4 21.1 14.1 142

Uタ ー ン 3.3 36.7 20.0 33.3 6.7 30 13ユ 39.3 24.6 14.8 8.2 61

転 入 移 動 ii.s 32.4 32.4 20.6 2.9 34 3.3 26.2 19.7 32.8 18.0 61

広 域 転入 移 1.7 29.3 43.1 20.7 5.2 58 1.5 21.8 40.6 23.3 12.9 202

都 市 圏 転入 8.3 44.4 19.4 22.2 5.6 36 6.8 32.9 38.4 12.3 9.6 73

広 域 転 入 33.3 33.3 30.0 3.3 30 7.3 26.6 43.1 14.7 7.3 109

表 一106類 型 別 世帯 主職 業(同 上)
(記号 は表 一102と 同 じ)

型 職業 イ 口 ノ、 二 ホ へ ト イ 口 ノ、 二 ホ へ ト

地 区 定 住 52.4 23.8 9.5 9.5 5.5 4.1 5.5 37.0 31.5 15.1 1.4

市 内 移 動 28.9 7.0 8.8 38.6 4.4 9.6 2.6 7.9 3.6 7.9 35.3 19.4 18.7 7.2

Uタ ー ン 30.0 6.7 6.7 40.0 6.7 10.0 6.5 4.8 8.1 50.0 工7.7 8ユ 4.8

転 入 移 動 26.5 5.9 5.9 41.2 17.6 2.9 10.5 1.8 5.3 36.8 26.3 10.5 8.8

広 域 転入 移 24.1 6.9 6.9 27.6 13.8 12.1 8.6 8.2 2.0 s.1 31.6 33.2 11.7 7ユ

都 市 圏 転入 19.4 11.1 13.9 47.2 5.6 2.8 4ユ 2.? 52.7 10.8 18.9 10.8

広 域 転 入 13.8 6.9 17.2 55.2 6.9 6.5 0.9 2.8 48.1 17.6 15.7 8.3
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5節 居 住 地 移 動 と 血 縁 ・地 縁:関 係(表 一107,108)

前記 の現 住地 選 定理 由で は 「自然 環 境 」や 「前 住地 との近 接 」に地区 別 の著 しい差 異 が あ るこ とが

示 され た。 そ こで 、具 体 的な 親 の居 住 地分 布を み る と、都 心周 辺部 マ ンシ ョン居住 者 で 世帯 主親 との

近 接居 住 率 が高 い。 特 に 谷町 地 区で 「同居 」「徒歩 圏内 」合 計約44ｰ/aと 著 しく高 い こ とは都 心 周辺 部

に お け る近 接 居 住 の集 中的実 現 と して 注 目 され る。 一 方、 公 的 施策 住宅 居 住世 帯 で は公 社分 譲 集合 住

宅 や 公 営 住宅 で 「同一 区 内 」に世 帯主 親 の居 住 地 の ある比 率が 約20%を 占めて い る。都心 周 辺 部マ ン

シ ョン居 住 で 世帯主 親 のあ る世 帯 の うちの約28%は 「徒 歩 圏 内 」に親 が居 住 し、そ の うち約80%は

「週1.2回 」往 き来 して い る。 「車 で30分 圏 」に居 住 して い る場合 は 「月1、2回 」が60%、 「日

帰 りｮJに 居 住 して い る場合 は 「月1、2回 」と 「盆 、冠 婚 葬 祭 」が約 半 数ず っ の比 率 に な る。公 的施

策住 宅 の場 合 は、 上 記の 「同一 区 内 」居 住 の場 合 で も約6030'が 「週1回 以上 」の往 き来 で あ り、 「大

阪 市 内 」居 住 の場 合 で は約60%が 「月1回 以上Jの 往 き来 を して い る。 この よ うに、 都 心 周辺 部 民聞

分 譲 マ ンシ ョ ンで は 世帯主 親 との近 接 居住 を実現 して い る比率 が 高 いに もかか わ らず 、 地 区定 住型 が

現 住地 選 択 理 由(最 重 要項 目)と して 「 もと もと この近 くに住 む 」を 約30ｰ/a指 摘 す る の みで、全体 と

して血 縁 ・地縁 関 係志 向 の比 率 は高 くな い。 従 って、 都心 周 辺 部居 住 者が 「通 勤 の利 便 性 」や 「仕 事

・商 売 の都合 」を 含 めて全 体 と して の 都市 内居 住 の 利点 を評 価 し、 継 続居 住 して い る もの と考 え られ

る。

表一107地 区別世帯主親居住地、日常往来頻度別世帯比率(%)

＼ イ 口 ノ、 二 ホ 合 計 イ 口 ノ、 二 合 計

南 森 町 6.4 24.4 21.8 33.3 14.1 78 25.5 30.9 36.4 7.3 51

谷 町 12.3 32.1 is.i 31.1 9.4 106 33.3 32.1 25.6 9.0 56

西 長 堀 7.ユ 16.2 28.3 37.4 11.1 99 21.3 46.7 28.0 4.0 52

弁 天 町 8.8 26.3 18.8 20.0 26.3 88 34.4 21.9 37.5 6.3 37

(親 の居 住地)イ.同 居 ロ.徒 歩 圏 内 ハ 車 で30分 二.日 帰 り圏 ホ.日 帰 り圏外

(日 常 交流)イ.週1,2回 ロ.月1,2回 ノ＼ 盆、 冠 婚葬 祭 二.ほ とん ど会 わ な い

表一108供 給型式別世帯主親居住地、日常往来頻度別世帯比率(%)

＼ イ ・1ハ1二1ホ へ 合 計 イ 口 ノ、 二 合 計

公 社 分 12.5 18.6 14.4 12.5 9.5 32.3 263 17.8 35.6 39.0 7.6 236

公 団 賃 9.9 7.7 12.1 14.3 6.6 49.5 91 9.1 19.3 53.4 18.2 88

公 営 7.3 20.3 28.5 11.4 4.9 27.6 123 22.3 39.7 25.6 工2.4 121

(親 の居 住地)イ.同 居 ロ.旭 区、 城 東 区 へ 大 阪 市 内 二.大 阪府 下 ホ.京 都 、兵 庫 、奈良

へ そ の 他(日 常交 流)イ.週1回 以上 ロ.月1回 以上 ハ.年1回 以上 二.ほ とん ど会 わ

な い
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6節 定 住 ・転 居 志 向 と 要 因(表 一109.,110)

以上 の よ うな都 心 周辺 部集 合 住 宅地 居 住者 の 定住 志 向 は必 ず しも強 い もので は ない。 特 に、 都 心周

辺 部 にお け る世帯分 離 な どに よ って、 居 住継 続 を期 待 され る民 間分 譲 マ ンシ ョン居 住者 は 、今 後 の定

住志 向や 居 住地 志 向 にっ いて は経済 階層 を 反 映 して 、郊 外 マ ン シ ョン居 住者 と類 似 の傾 向 を示 して い

る。 転居 志 向理 由と して は、 「広 さ ・設 備 に不 満 」「騒 音 ・振 動 」「緑 が少 な い 」な どの現 住宅 や 環

境 の条件 の他 に 「老 後 の環 境 と して 良 くな い 」「同居 な ど親 族 関係 で 」が指摘 されて いる。 この よ う

な要 因は 必 然的 に郊 外 あ る いは農 村 部へ の 志 向に結 びっ きや す く、 常 識 的で は あ るが 居住 地 移動 の多

様 化 の方 向 を示 して い る と言 え よ う。 この 多様 化 は、 定住 志 向 の最 も多 い公 営住宅 居 住者 に お いて も

妥 当 す る もので あ る。

一 方、 都心周 辺部 マ ンシ ョンにお いて も約 半 数 の定 住志 向(消 極 的定 住 志 向を 含む)世 帯が あ り、

それ を定住 志 向理 由 に よ って型 分 けす る と 「生 活利 便 性 」と 「仕事 ・商 売 に便 利 」が最 も多 く、 弁天

町 を除 いて は いず れ も30%を 上 回 って いる。従 って 、 「親 族近 居型 」は 、 ほ とん ど存在 しな い西 長堀

を除 いて も、定 住 志 向 世帯 の約13-15%を 占め るにす ぎず 、全 世帯 に対 す る比 率 は数パ ーセン トにな

る もの と考え られ る。

一 方、 公 営住 宅 で は居 住 全世 帯 の うちで 明 確 に定 住志 向を 示 して い る世帯(「 住 みっ づ け る 」)は

約36%を 占め て い る。世 帯主 年 齢60才 以上 の約36%に 対応 す る比率 で あ り、 都 市 内集合 住 宅 の住 み

分け と も言 うべ き方 向を も示唆 す る もの と考 え られ る。

表 一109地 区別 居住 志 向、 定 住志 向 型別 世帯 比 率(%)

、＼ イ 口 ノ、 二 合 計 イ 口 ノ、 二 ホ 合 計

南 森 町 14.4 45.2 38.5 1.9 104 35.2 14.8 37.0 3.7 9.3 54

谷 町 14.4 49.2 32.6 3.8 132 32.3 12.9 46.8
「

12.9 11.3 62

西 長 堀 工7.9 37.4 43.1 1.6 123 38.6 1.8 45.6 14.0 3.5 57

弁 天 町
■

14.7 49.5 33.7 2.1 95 19.2 13.5 32.7 23.1 11.5 52

(居 住志 向)イ.住 み つ づ け る ロ.転 居 予定 な し へ いず れ 転居 二.近 く転居

(定 住 志 向型)イ.仕 事 ・商 売 ロ.親 族近 居 ハ.生 活 に便 利 二.自 分 の 家 ホ.そ の他(友

人 ・知人 、 住 み なれ 、そ の他)

表 一110供 給形 式 別居 住 志 向、転 居 志 向 理由(S.A)別 世帯 比率(%)

＼ イ 口 ノ、 二 合 計 イ 口 ノ、 二 ホ 合 計

分 社 分 18.8 54.2 24.9 2.1 389 18.9 19.8 8.5 rs.s 34.0 106

公 団 賃 19.1 50.9 27.? 2.3 173 3.6 58.9 12.5 5.4 19.6 56

公 営 24.7 54.3 20.4 0.5 186 2.3 20.7 27.9 20.9 27.9 43

(居 住 志 向)イ.住 みっ づ け る ロ.転 居 予 定 な し ハ.い ず れ転 居 二.近 く転 居

(転 居 志 向理 由)イ.子 供 の成 長や 教 育 を考 え て ロ.住 宅 が狭 い ハ.持 家が欲 しい
二.同 居 予定 ホ.そ の他
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7節 ま と め

最 近 約10数 年 間 に急 増 した都 市 内 分譲 集合 住 宅 の中 で も、 都心 周辺 部 の民 間分 譲 マ ンシ ョンは、世

帯分 離 あ る いは市 内移 動 に よる都 心近 接 居住 の実現 に一 定 の 役割 を果 た しっ っ あ るこ とが 示 され た。

そ れ は主 と して 世帯 主 年齢30才 代 、40才 代 の 自営 業主 あ る いは ホ ワイ トカ ラー層 の需 要 を顕 在化 させ

た。 住 宅 需要 要 因 の最大 項 目は依 然 と して 「前 住宅 の狭 さ 」や 「持 家欲 求 」で あ るが 、次 いで 「結 婚

・独 立 」 「通 勤 に不 便 」が 多 くな って い る。 この よ うな住 み か え に よ って 、 世帯 主 親 との 「徒歩 圏内 」

で の近 接 居 住 を実 現 して い る世帯 は 、都 心 周辺 部分 譲 マ ンシ ョンで は約20%存 在 す る。 さ らに、 日常

生活 で の往 き来 もか な り頻 繁 に行 わ れて いる こ とが わか った。 しか し、 この よ うな都 心 近 接居 住 の継

続 も、 「仕事 ・商 売 」の都 合 と結 びっ いて 始 めて確 実 な もの とな る ので あ り、従 って全 体 と して の定

住 志 向 は郊 外 マ ン シ ョンよ り少 し高 い程 度 で あ る。

一 方
、都 心 周辺 部 民間 分譲 マ ンシ ョンには 、大 阪 市域 外 か ら転入 して き たUタ ㌣ ン型 、 転入 型 の居

住者 も約30%存 在 し、 世帯 主年 齢 は50才 代 以上 の高 齢層 が比 較 的 多 い。 職 業 は転入 型 で は 「事 務 ・

専 門 ・技術 」が 多 いが、Uタ ー ン型 で は市 内移 動型 と類似 の構 成 を示 して い る。 これ らの世 帯 の転居

理 由 の32%(単 数 回答)は 「通 勤 に不 便 」で あ り、次 いで 「持 家欲 求 」 「結 婚 ・独 立 」が 多 いこ とは

都 市 内居 住 の再 評価 の動 き と考 えて よ い。 世帯主 出身 地 と前 住地 とに よ る居住 地 移動 の型分 け の結 果

は都 心 周 辺部 民 間 分譲 マ ンシ ョンで は、 市 内移 動型35%、 広 域 転入 移 動型18%,地 区定 住型 約7%で

あ り、 残 りの型 が それ ぞ れ約ioiを 占めて い る。

都 心 周 辺 部公 的 施策 住宅 で は広 域 転入 移 動型 が27%、 市 内移 動型 が19%,広 域 転 入型 が15%で あ

り、残 りの型 が8-10%を 占め て い る。この よ うな傾 向の 中で も、公 営住 宅居 住 者 に は市 内移 動 型 と

広 域転 入 移 動型 が いず れ もsoiyc上 を 占 めて 多 く、 全体 と して居 住 立地 限定 的居 住 者 が少 な くない と

考 え られ る。 ま た、 こ のよ うな移 動 者 の移 動 特性 は 、地 区周 辺 の土 地 利 用や就 業 形 態 を も反 映 して い

て、 地域 的住 み分 け と も言 え る よ うな傾 向 を示 して いる と考 え られ る。 しか し、 定 住 志 向 で も示 され

た よ うに、 持 家欲 求や子 供 の成 育 条件 、 老後 の望 ま しい居 住条 件 、 さらに 現住宅 規 模 の狭 小 を 要因 と

す る居 住 地移 動 は 減少す る こと はな いで あ ろ う。 従 って、 す で に住宅 数 が 世帯数 を大 幅 に上 回 って い

て も、 都 心周 辺 部 で の適正 な 規模 の住宅 供給 と同 時 に、公 園 ・緑地 を 中心 とす る多様 な 居 住環 境 の整

備 が必 要 と考 え られ る。 ま た本 章 で は、 都 心周 辺部 の事 例地 区 に おけ る 巨視 的考察 のみ で あ り、 小 地

域 単 位 の住 宅 供給 や 整備 計 画 の ため に は、 よ り詳細 な 微視 的分 析 が 必要 と考え られ る。
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1)日 本 高 層 住宅 協会大 阪事 務 所 「近 畿 圏 民間 分譲 マ ンシ ョン統 計 資料 第11巻 」(1985年2月p.12)

2)大 阪 市 都 市整 備 局 「大 阪市 の住宅 施 策 」(1983年p.41)

3)佐 藤,高 田 「都心 地域 にお け る民 間5}譲 共 同住宅 の需要 要 因 と性能 評 価 」(日 本 都 市 計画 学 会学

術研 究 発 表会 論 文集1983年pp.493-498)

大 江,中 林 「東 京都 心地 域 に おけ る新 規定 着 層 の居 住 動 向 と定 住 意識 」(同 上1984年

一208一



pp.505-510)

小 林 敏夫 「都 心 定 住型 住宅 供給 へ の 条 件 」(日 本都 市 計画 学 会学 術 発表 会 論文 集第15号1980

年PP.223-228)

4)例 えば 人 文 地理 学会 で は1968年 にCBDの 設定 、1975年 に 「都 市 地域 の都心 部周 辺 地帯 」の そ

れ ぞれ研 究会 、 シ ンポ ジウム を開 いて い る。 「人 文地 理 」20巻4号(1968年8月)pp.100-102

「同 」28巻1号(1976年2月)pp.80-85

5)安 田 孝 「都 心周 辺 部 マ ン シ ョ ン街居 住 者 の構 成 と居 住地 志 向 」日本建 築学 会 計画 系論 文報 告集

第349号1985年PP.84-92)
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%で あ る。

8)都 心周 辺部 民 間分 譲 マ ンシ ョンにつ いて は142件(30.3%)が 世帯 主 出 身地 不明で あるが 、 他 の

項 目との クロス集 計 で も特 に偏 りが存 在 しな いた め、 出身 地 の明 らか な326件 にっ いて 考 察を す す

めて よ い と考え られ る。 な お、 居 住地 移 動 に 関 しては大 阪 市建 築 局 「大 阪市 に おけ る居 住構 造 の 変

容 に関す る調 査研 究 」(昭 和53年3月)な どが あ る。

一209一



11章

中 高 層 集 合 住 宅 街 居 住 者 の 居 住 地 志 向

1節 研究の目的と方法

2節 中高層集合住宅居住者の特性と居住地志向

3節 中高層集合住宅街居住者の特性 と居住地志向

4節 ま と め



1節 研 究 の 目的 と方 法

これまで述べてきたように、都市における民間分譲マンションの立地は、都心周辺部や高級住宅地

などでの限定的立地から郊外鉄道沿線や一般市街地へ と立地範囲を拡大 してきた。そして、本研究で

の主たる調査研究対象としている大阪市内の西区や、北大阪地域の地下鉄、北大阪急行電鉄御堂筋線

沿線において集中立地地区を形成 しっっある0こ のような都心商業々務地区の周辺部における民間に

よる中高層集合住宅地区の形成は、高度経済成長期後半における大都市圏での住宅需要の量的拡大と、

郊外戸建住宅地開発のゆきづまりを背景とするものである。従って、都心周辺部における住宅地開発

の変動が注目され始めたのは最近約10年 前以降のことである。また、都心周辺部での民間中高層集合

住宅地の形成は、3章 で検討したような市街地変動 の過程とも対応 している。それは需給関係の成

立において都市の住宅および住宅地に対する居住者の一定の要求を反映しているものと考えてよいが、

区分所有方式の分譲集合住宅としては管理問題をはじめとする多くの矛盾が指摘されている。

一方、昭和40年 代後半以降の中高層分譲集合住宅供給の一般化に伴って、その需給動向に関する調

査研究 も数多く実施されてきた。 しかし、都心周辺部地域における民間中高層集合住宅地の形成その

ものに視点をあてて展開された研究は多くない。

本研究でも、前章では分譲集合住宅購入者一般の購入意識を、住意識概念の拡張という側面をも含

めて検討した。そこでは、住宅市場における需要と供給による経済合理的関係での分譲集合住宅の出

現を支えてきた購入者の欲求、期待なども明らかにすることが出来た。 さらに、構造機能分析的視点

でみれば、前住宅での困窮にもとつく動機づけ的側面の強い要因と、将来の価値志向を含めた目的志

向的側面の強い要因とが併存することも示された。これまでの都市住宅計画に関する基礎的研究にお

いては、一般に居住水準が低い状況にあったため、住宅難、住宅困窮を主とする政策的側面に重点が

おかれていたと考えられる。そこでも、西山卯三や扇田信などによる住意識、住居観の研究が精力的

に展開されてきたが、今日の高移動社会における居住地移動を理論化する方法を確立 しているとは言

えないであろう。そこで本章では、分譲方式による持家であるにもかかわらず、居住者の移動性の高

いことが指摘されている分譲マンションを中心に、現代都市における居住地移動の要因を明らかにし、

高移動社会での居住地形成理論の方向を明らかにする。

昭和47年 から大阪市内での民間分譲マンション供給が急増 しているが、その大部分は東淀川区と城

東区(い ずれも旧行政区)に おける立地であった。特に東淀川区は昭和50年 までの4年 間における大

阪市内立地総戸数の約37%を 占め、その多くが国鉄新大阪駅の周辺に立地 して民間分譲マンションに

よる商住混在市街地を出現させた。このような市街地形成は、さらに地下鉄、北大阪急行電鉄江坂駅

(吹 田市域)、 緑地公園駅(豊 中市域)周 辺において も進行 し、都心周辺部中高層集合住宅市街地の

展開とも言える状況を示している。また、いずれも用途地域制は商業地域と住居地域が混在し、商住

混在市街地となっている。 さらに、都市基盤整備事業として土地区画整理事業が施行 されていること

も共通 している。一方、都心商業業務地区に隣接 しては、大淀区、西区、北区、東区、城東区などで

集中立地地区が形成されっっあり、都心周辺部市街地の変動として注目されるものである。本章では、
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これ らの 中高 層集 合 住宅 の立 地 地区 の うち、大 阪 市 内 と北大 阪 地域 で11地 区 を抽 出 し、居 住地 移 動要

因 と居住 地 志 向 に関す るア ンケ ー ト調 査 を実 施 した。 これ らのア ンケ ー ト調査 結 果 に よ り、 各 地 区 に

おけ る分 譲 マ ンシ ョン居 住者 の 特性 が 比較 的共 通 性 の 多 い もので あ る ことを次 節 で 考察 す る。 他 方、

民間 分 譲 マ ン シ ョンの物 的特 性 につ い て は2章 で 検 討 した こ と もふ ま えて 、 こ こで は緑 地 公 園駅周

辺地 区(豊 中 市 寺 内地区)に お いて 居 住者 特 性 と居 住地 志 向 の詳細 調 査 を実 施 した。

こ こで事 例 対象 地 区 と した寺 内地 区の概 要 を ま とめ てお くと以下 の よ うにな る。 前 記 の よ うに北大

阪急 行電 鉄 緑 地公 園駅 の周辺 に 形成 され た こ の地 区は、 昭和43年 か ら52年 まで の組合 施 行 の土 地 区

画整 理事 業 に よ って 都市 基盤 整 備 が な され、51年 頃か ら民 間 分譲 マ ンシ ョンと賃 貸 マ ンシ ョン、 給 与

住宅 の 立地 が 進行 し、現 在(昭 和58年2月 時 点)は 分 譲 マ ン シ ョン41棟 、賃 貸 マ ンシ ョン74棟 、 その

他 に若 干 のオ フ ィス ビル や店 舗 建 築 が混 在す る商住 混 在地 区 とな って い る。 また 、地 区 の東 端 に は民

間 に よ る宅 地 分 譲地 区が 若 干存 在 し、 戸 建住 宅 地 と して形 成 されて い る。 こ の新 し く形成 され た 住宅

地 に おい て 昭和50年 以 降 には 自治 会活 動が 展 開 されて い る。 そ の活 動 内容 や コ ミュニ ティ意識 につ い

て は 別に 考察 す るこ とに な るが、 居 住者 有 志 に よ る任 意 加入 団 体 と して の 自治 会 は、 寺 内地 区 と東寺

内地 区 にわ か れて 組織 され、 夏祭 り、 運 動会 、敬 老会 、 年4回 の 町内大 掃 除 、地 区 内 自動 車交 通 や駅

前 広 場整 備 問題 の検 討な どの活 動 を展 開 して いる。 こ のよ うな住 民活 動が 展 開 され っつ あ るの は、豊

中市 の東 端 の 孤立 地 区で あ る とい う地 区 の立 地条 件 と、 新大 阪 や 江坂 地 区 と異 な り商業 業 務機 能 の立

地 が少 な く、 住宅 地 と して の性格 が強 いと い う特 徴 に よる もので あ ろ う。 また、 寺 内 と東 寺 内 の2っ

の地 区で ひ とっ の小 学校 区で あ り、 この範 囲 は将 来 も変 わ りよ うが な い、 とい うま と まり の良 さも活

動を 支 え る要 因の ひ とっ と考え て よ い。 本章 で は、 中 高層集 合 住 宅地 に関す る一 般 的 ア ンケー トの結

果 と、 こ の2っ の 自治会 の うちの西 側 の 寺 内 自治 会 の 協力 の もと に実 施 したア ンケ ー ト調 査 を 中心 に

して 、 居 住者 の構 成 と居 住地 志 向 の あ り方 を分析 し、 今後 の 都心 周辺 部 中 高層 集合 住 宅 街形 成 の方 向

を 検討す る もので あ る。

調 査 の 方法 は11地 区 調査 で は各 地 区 立地 分譲 マ ンシ ョン戸 数 の約 半数 に対す る郵 送配 布、訪 問回 収

方式 のア ンケ ー トであ り、 寺 内地 区詳 細 調 査で は 自治 会 加入 者 に よ る組別 班別 訪 問 配布 、 留 め置 き、

訪 問 回収 方式 で あ る。 ま た、 次 章 で 検 討 す る よ うに 、 新 大 阪 、江 坂、 緑 地公 園地 区 な どの民 間 中 高

層 集合 住 宅市 街 地 の形 成 は、 分譲 によ る持 家 、賃 貸 の集合 住宅 、給 与 住宅 のいず れ を も含 む もので あ

り、 しか もそ れぞ れ の居 住者 の居 住 地 移動 要 因が 異 な る もの と考 え られ る ため、 本 章 で は住宅 所 有 関

係 を 中心 に して分析 をす す め る もの とす る。 た だ し、 居 住 者構 成 の項 で も述 べ る よ うに、 本 調査 で は

単 身 世帯 にっ い て の把 握 が不 十 分 で あ るが、 そ れ は最近 注 目され っっ あ る小 規 模住 戸 の集 合 住宅(い

わゆ る ワ ンル ー ム マ ンシ ョン)の 需 給 実態 を も含 めて 別 に検 討 され る べ き課題 と考 え て い る。

す で に述 べ たよ うに、 わ が 国に お け る生活 水 準 が全 般 的 に向上 し、 国民 の8割 以 上 が 中流 意識 を 有

す ると い う現 代 社会 に お いて 、 これ ま で の生 活 構 造概 念 に もとつ く都 市生 活 研 究の 適用 可 能範 囲 は大

き くな い。 そ こで本 研 究 で は、 住宅 や 住宅 地 志 向を も含 め た広 義 の生 活構 造 分析 一 都 市 的生 活 様式

研 究 と も言 うべ き方法 に よ って 居 住地 移動 の 理論 化 を試 み る もの で あ る。
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2節 中 高 層 集 合 住 宅 居 住 者 の 特 性 と 居 住 地 志 向

本研 究 で都 心周 辺部 地 区 と して 位置 づ けて いる大 阪市 内 と北大 阪 地 域 にお け る民 間分 譲 マ ン シ ョン

集 中立地 地 区11地 区 の 調査 か ら居 住者 の 特性 を まとめ る と以下 の よ うに な る。

(1)世 帯 主職 業 階 層で は 労働 者 層が39.0%、 自営 業者 層 が16.3%、 経 営者 層が17.1%、 使 用人 層が

9.3%で あ り、 官公 吏 が7.1を 占め て い る。 従 業 員30人 以上 の 会 社 ・団 体 の労 働者 と して 区分 され

た労 働者 階 層が特 に多 く、 そ の中で も専門 的 ・技 術 的 ・事 務 的職 業 に従 事 す るホ ワイ ト ・カ ラーが 全

体 の約25%を 占め 、課 長 以上 の経 営 者 層(約17%)と と もに最 も多 い。

{2)こ の よ うな職 業 階 層 によ る世 帯主 の 年齢 は 、30才 代が46.4と 最 も多 く、40才 代が26.4%、20

才 代 と50才 代 が それ ぞ れ12.7%、11.3%を 占め て い る。 この 世帯 主年 齢 と世帯 主職 業 階層 も密 接 に関

連 して い るこ とは言 う まで もな い。

(3)さ らに、 世帯 主 年齢 や職 業 階 層 と収入 階 層 も関連 が強 く、 相対 的に 高齢 層 の 多 い地 区 で比 較 的収

入 の 多い 世帯 の比 率が 高 い。

(4)家 族人 員、 家 族構 成 に関 して も地 区別 の 差異 は小 さ く、4人 、3人 、2人 の核 家族が そ れ ぞれ

38.1%,27.7%,18.siを 占め 、1人 や5人 以上 の 世帯 はそ れ ぞ れ数パ ー セ ン トを 占め るにす ぎな い
。

こ の こと は、 夫婦 の み、 あ る いは夫 婦 と子供 の核 家族 世 帯が大 部分 を 占め る こ と と対 応 して い る
。

表 一111地 区別 職業 階 層

野 畑 緑地公園 江 坂 新 大 阪 関 目 合 計

経 営 者 層 54(24.5) 59(26.8) 41(22.2) 2s(is.o) 38(21.2) Zzi(zzs)

自営

業
者層

自 営 業 者

名 目 自 営 業 者

12(5.5)

7(3.2)

21(9.5)

9(4.1)

8(4.3)

6(3.3)

14(8.7)

8(5.0)

13(7.3)

8(4.5)

ss(7.o)

38(3.9)

小 計 19(8.6) 30(13.6) 14(7.6) 22(13.7) 21(11.7) 106(11.0)

使
用
人
層

専 門 的技 術 的事 務 的

販 売 ・ サ ー ビ ス

技 術 工 ・ 労 務

5(2.3)

a(o.9)

3(1.3)

4(1.8)

5(2.3)

3(1.3)

5(2.7)

3(1.6)

一

6(3.7)

3(1.9)

3(1.9)

6(3.4)

6(3.4)

4(2.1)

26(2.7)

19(2.0)

13(1.3)

小 計 10(4.5) 12(5.5) 8(4.3) 12(7.5) 16(8.9) 58(6.0)

労
働
者
層

専門 的 技術 的事務 的

販 売 ・サ ー ビ ス

技 術 工 ・ 労 務

72(32.7)

14(6.4)

8(3.6)

61(27.7)

7(3.2)

17(7.7)

67(36.2)

27(14.6)

2(i.i)

39(24.2)

is(ii.z)

li(s.s)

42(23.5)

is(s.7)

16(8.9)

Zsi(a9.i)

78(8ユ)

54(5.6)

小 計 94(42.7) 85(38.6) 96(51.9) 68(42.2) 70(39.1) 413(42.8)

官 公 吏 、 23(10.5) 9(4.1) 9(4.9) 9(5.6) 13(7.3) 63(6.5)

無 職 ・ そ の 他

不 明

7(3.2)

13(5.9)

7(3.2)

18(8.2)

3(1.6)

14(7.6)

7(4.3)

14(8.7)

3(1.7)

18(10ユ)

27(2.8)

77(8.0)

合 計 azoCioo.o) 220(100.0) 185(エ00.0) 161(100.0) 179(100,0) 965(100.0)
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(5)大 阪 市 内 と北大 阪 地域 にお け る11地 区 の 調査 結果 か ら判 断す る と、一 般 的 には大 阪 市 内 の都 心隣

接 地区 にお いて 自営業 者が 多 く、 外縁 地 区 で は経営 者 層や ホ ワ イ トカ ラーを主 とす る労 働 者層 が 比較

的多 い と言 え る。

(6)従 って 、 世帯 主 の勤務 先所 在地 は必 ず しも徒歩 圏 内や 同一 区 内に集 中す る こ とは な く、 む しろ都

心 区部 に著 しい集 中を 示 して い るこ と が多 い。

(7)北 大 阪 地域 を も含 め た民 間分 譲 マ ン シ ョ ン居住 の世帯 主 の 出身地 は広 く 日本全 国 に分 布 して い る。

これ は 高度 経済 成 長期 後半 にお け る農村 部 か ら都 市部 へ の人 口移動 と、 今 日の地 域 間 居 住地 移 動 の活

発 さを反 映 して いる もの と考 えて よ い。

(8)一 方 、大 阪 市 内 の分 譲 マ ンシ ョンで は大 阪 市 内 出身 の 世帯 主が 著 しく多 く約40%を 占 めて いる。

次 いで四 国 ・九 州 地方 出身が18.5、 大 阪 府 以外 の近 畿地 方 が17.8%を 占めて いる。

⑨ こ の よ うな世 帯主 出 身地 の構 成 は、 地 区別 の差異 が大 き く、大 淀 区や新 大 阪な どの北 部 の 都心 周

辺 部 で は大 阪市 内出 身者 が比 較 的少 な く、 大阪 市 以外 の 近畿 圏 の 出身者 が 多 い ことが 示 され て い る。

㈹ さ らに、大 阪 市 内 の分譲 マ ンシ ョンで は 、居 住者 の 前住 地 は現 住宅 と同一 区 内 が約25%,大 阪 市

内 の他 区が34%で あ り、全 体 の約60%が 大 阪市 内を 前住 地 と して い る。

αDこ れ に対応 して前 住宅 は共 同建 の 民営 借 家が31.8%、 親 の 家が14.9%,公 営 ・公 団 借 家が12,4%、

持 家'(戸 建 ・長屋 建)が11.3%、 給 与 住宅 が10.4で あ り、親 の家、 給与 住宅 が 比 較 的多 い こ とが 注

目され る。

U2)一 般的 傾 向 と して は大 阪 市 内 の親 の 家、 民 営借 家(共 同住 宅)、 大 阪 府下 の民 営借 家 ・持 家(戸

建 ・長 屋建)か らの転入 が 比較 的 多 い と言 え る。

(13)こ の よ うな前 住地 、 前住 宅 に関 して も新大 阪 駅 周辺 地 区は 異 な る傾 向を示 し、 大 阪 府下 を主 とす

る民 営借 家(共 同住 宅)か らの入居 者 が 比較 的 多 い。

㈲ 地下 鉄 ・北大 阪 急行 電 鉄江 坂駅 、 緑地 公 園 駅周辺 地 区 で は 同様 に大 阪府下(特 に北 大 阪地 域 を主

とす る)を 前 住地 とす る世帯 が 多 くな るが、 江 坂地 区 のみ は大 阪 市 内を 前住 地 とす る 世帯 が比 較 的 多

い。

㈲ この よ うな 世帯 の 前住 居転 出理 由は 、 「前 住宅 の広 さに不 満 」と 「持家 が 欲 しい 」に集 中 して い

る。 前 者 は民 営 借家(共 同住宅)、 公 団 ・公営 借 家、持 家(共 同住宅)で 特 に 多 く、 後者 は 民営 借 家

(共 同 住宅)、 同(戸 建 ・長屋 建)、 給 与住 宅 か ら の購入 者 で著 しく多 い。

cps)次 いで 「通 勤や 仕事 に不便 」 「前住 宅 の設 備 に不 満 」を 転 出理 由 と して指 摘す る世 帯主 が 多 く、

前者 は公 営 ・公団 借 家、持 家(戸 建 ・長屋 建)、 持 家(共 同住 宅)を 前 住宅 とす る世帯 主 で 比較 的 多

い。

⑳ しか し、 現 在 の民 間分 譲 マ ンシ ョン の大 部 分 は、 将 来の 家 族 の成長 に十分 対応 しう るほ ど広 くは

な い ので 、 現住 宅購 入 理 由は 「価 格 が手 頃 」、 現 住地 選択 理 由で は 「通 勤 に便 利 」に著 しい集 中 を示

して いる。 北大 阪 の郊 外 に位 置す る野畑 地 区(豊 中市)や 緑 地公 園地 区 で は 「自然 環境 が良 い 」も比

較 的 多 く指摘 されて い る。
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(18)こ のような民間分譲マンション居住者を、その居住意向によって定住志向と転居志向に分けると、

大体半数ずっに分かれる。 さらに定住志向を消極的と積極的、転居志向を長期的と短期的に分けると、

いずれも前者が約40%、 後者が数%と なる。

α9定 住志向理由としては「資金不足 」「生活利便性評価」「仕事利便性評価」が主な理由としてあ

げられ、転居志向理由としては「土地 ・庭付志向型」「自然環境志向型 」「狭小改善志向型 」が比較

的多い。

以上のような民間分譲集合住宅居住者の特性は、郊外部と都心周辺部では若干の差異は存在するが、

全体としては極めて均質化 したものと考えてよい。

3節 中高層 集 合 住 宅街 居 住 者 の特性 と居 住地 志 向

前節で検討したような民間中高層分譲集合住宅居住者の特性の均質性を前提として、ここでは典型

事例の詳細分析をおこなう。ここで現代都市における都心周辺部市街地形成の特徴を抽出するために

選定された地区は豊中市寺内地区(緑 地公園駅周辺)で ある。大部分が民間による中高層集合住宅に

よって形成された寺内地区の特性は表一112の 国勢調査(昭 和55年10月)小 学校区別集計結果でも

明らかに示されている。 さらに表一113,114,115,116の 国勢調査結果か ら、この地区の特徴をまとめ

ると以下のようになる。

表 一112住 宅形 式 別住 宅 数(S.55年 国 調)

「

宅 形式

.地 区

一戸 建 長屋建 共同住宅 その他 合 計

寺 内
33

(1.4)
2,374
(98.4)

6
(0.2)

2,413
(ioo.o)

東 寺 内 町
108

(io.i)
3

(0.3)
832

(77.6)
129

(i2.o)
1,072

(ioo.o)

合 計
141
(4.0)

3
Co.i)

3,206
(92.0)

135
C3.9)

3,485
(100.0)

F

表 一113住 居 の 所有 関係 別主 世帯数(S.55年 国 調)

試 1室 2室 3室 4室 5室 6室
7室
以 上 合 計

持 家
1

(o.i)
3

(0.2)
107
(7.0)

958
(62.3)

356
C23.2)

68
(4.4)

44
(a.s)

幽

1,537
(ioo.o)

給 与 住宅
16

(5.3)
io

(3.3)
72

023.9)
152

(50.5)
45

(i5.o)
5

(1,7)
1

(0.3)
301

(ioo.o)

民 営 借 家
60

(4.1)
70

(4.7)
464

(31.5)
814

(55.2)
60

(4ユ)

3
(0.2)

3
(o.z)

1,474
(ioo.o)

そ の 他
1

(so.o)

1

(50.0)

2

(ioo.o)

主世帯合計
77

(2.3)
84

(2.5)
643

(19.4)
1,925
(58.1)

461
(13.9)

76
C2.3)

48
(1.4)

3,314
(ioo.o)
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表 一114世 帯人 員 別 世帯 数(S.55年 国 調)

「

帯人員

地区
1人 2人 3人 4人 5人 6人

7人
以 上

合 計

寺 内
503

(ao.s>
527

(ai.s)
525

(2i.s)

710

(29.4)

133
(5.5)

15
(0.6)

2,413
(ioo.o>

東 寺 内町
347

(32.4)
233

(21.7)
200

(18.7)
222

(zap)
60

(5.6)

9
(o.s)

1
(o.i)

1,072
(ioo.o)

合 計
s50

(24.4)
760

(ai.s)
725

(zo.s)
932

(26.7)

193
(5.5)

24
(0.7)

1
(o.o)

3,485
(ioo.o)

表 一115家 族 類型 別 世帯 数(S.55年 国調)

護 夫婦のみ 夫婦と
子 供

片親 と
子 供

夫婦と
親

三世代
その他の
親族家族

非親族
世 帯

単 独
世 帯

合 計

寺 内
406

(16.8)
1,268
(52.6)

120
(5.0)

8
(0.3)

40
(1.7)

62
(z.s)

5
(0.2)

503
C20.9)

2,412
(ioo.o)

東 寺 内町
180

(16.9)
440

(41.4)
55

(5.2)
3

(0.3)

22
C2.i)

20
(1.9)

5
(0.5)

339
(32.9)

1,064
(100.0)

合 計
586

(is.9)
1,708
(49.1)

175
(5.0)

11
(0.3)

62
C1.8)

82
(2.4)

10
(0.3)

842
(24.2)

3,476
(ioo.o>

表 一116年 齢 各 歳 別人 口比 率(S,55年 国調)

年齢区分
地区

0-4才 5-9才 10-14才 15-19・ 才 20-24才 25-29才 30-34才

寺 内
961

(14.2)
694

(10.3)
395
(5.9)

21?
(3.2)

270
(4.0)

889
(13.2)

1,216
(is.o)

東 寺 内町
297

(11.2)
212
(s.o)

147
(5.5)

117
(4.4)

232
(8.7)

402
(15.1)

409
(15.4)

合 計
1,258
(13.4)

906
(9.6)

542
C5.8)

334
(3.6)

502
(5.3)

1,291
(13.7)

1,625

(17.3)

35-39才 40-44才 45-49才

,

50-54才 55-59才 60-64才 65才 以上 合 計

714
(io.s)

503
(7.5)

327
(4.8)

221

(3.3)

138
(z.o)

66

(i.o)

134
(Z.o)

6,745
(ioo.o)

230

G8.6)

185
C6.9)

136

(5ユ)

104
(3.9)

88
(3.3)

34
(1.3)

70
(z.s)

2,663
(100.0)

944
(io.o)

688
C7.3)

463
(4.9)

325

(3.5)

226
(2.4)

ioo
Ci.1)

204
C2.2)

9,408

(ioo.o>

(1)単 身世 帯が24.4%を 占め非 常 に 多い。 これ は近 年 急速 に形 成 され っつ あ る都 心 周辺 部 中高層 集合

住宅 地 の共 通 の特 徴 で あ り、新大 阪 、 江 坂地 区で も妥 当す る もの と考 え て よ い。

(2)65才 以上 の老齢 人 口が約2%と きわ め て少 な く、20才 代 後 半か ら30才 代 の人 口が著 しく多 い。

これ らの 多 くは 若齢 の核 家族 世帯 か単 身世帯 に属 して い る と考 え られ る。 こ の ことは 、10才 未満 の乳

幼児 の構 成 比 率 が 高 いこ と、 家族 類型 で 「夫 婦 のみ 」 「夫婦 と子供 」の核 家族 が それ ぞ れ16.9%,

49.1%と 非 常に 多 い こ とによ って も裏づ け られ る。

(3)い ず れ の所 有 関係 の住宅 に お いて も室数 は4室 の住居 が 多 いが 、持 家 で は5室 住 居 、 給与 住宅 や

民 営借 家(そ の うち の大 部分 は賃 貸 マ ンシ ョン)で は3室 住 居が そ れ ぞれ 相対 的に 多 くな って いる。
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こ のよ うな地 区 で実 施 され たア ンケ ー ト調 査 の住宅 所有 関 係 別構 成 は表 一117に 示 され て い る。 す

で に 多 くの 調 査研 究 に よ って指 摘 され て い るよ うに 、民 間分 譲 マ ン シ ョンで は夫 婦 と子供 よ り構 成 さ

れ る核 家族 世帯 の 入居 が 多 い。 そ れを 表 一118の 住宅 所 有 関係 別家 族型 で さ らに詳 しくみ る と、 「夫

婦 ζ子供(長 子0-5才)」 と 「夫 婦 と子供(長 子6-11才)」 の 乳 幼児 、学 童 期 の子供 を もつ核 家

族 の多 い こ とが わ か る。 ただ し、 本 調 査で は単 身 世帯 の把 握 率が 低 い た め、 全体 と して他 の家族 型 の

世帯 比率 が 高 くな って い る ことに 注意す る必要 が あ る。 住宅 所 有 関係 別で は、 民 営借 家居 住 世帯 で 若

齢 の核 家族 世帯 比 率が 高 い。 この こ とは表 一119の 世帯主 年 齢 別 世帯 数 で も30才 代 の世帯 主比率 が 民

営 借家 で61.5%と 著 し く高 い こ とか ら もわか る よ うに、都 心 周辺 部 賃 貸マ ンシ ョンはこ の年齢 層 の需

要 に よ って 支 え られて い る と考 え てよ い。一 方 、 持 家で あ る分譲 マ ンシ ョンで は30才 代 は41.4%で あ

り、40才 代 が32.1%、50才 代が13.ofと 中 ・高年 齢 層 の世 帯主 の比 率が 比較 的 高 くな る。 したが って

世帯 人 員別 世帯 数 で も持 家居 住 世帯 で は2人 世帯 や5人 世帯 の比 率 が 高 く、 民 営借 家で は3人 と4人

表 一117所 有 関 係別 住宅 形 式(ア ンケ ー ト回 収 世帯)

宅形式

所有関係
一 戸 建 共同建 長屋建 その他 不 明 合 計

持 家
18

(3.9)
437

(94.8)
1

(0.2)
1

(o.z>
4

(0.9)
461

(ioo.o)

給 与 住 宅
2

(2.7)
ss

(97.8)
90

(100.0)

民 営 借 家
1

(0,7)
138

(96.5)

1

(0.7)

2

(1.4)

1

(0.7)

143

(ioo.o>

不 明
14

(66.7)
2

(9.5)
5

(23.8)
21

(ioo.o>

合 計
21

C2.9)
677

(94.7)
2

(0.3)
5

(0.7)
10

(1.4)
715

(ioo.o)

表一118住 宅所有関係別家族型

家族型

住宅
所有関係

単身 または

そ の
グ ル ー プ

夫婦のみ
夫婦と子供

癖,才)

夫婦と子供

(長子6-11才)

夫婦 と子供

(長魏)
夫婦と子供

(長子12才以上両性)
欠損家族 そ の 他 不 明 合 計

1

持 家 24(5.2) 63(13.7) 80(17.4) 117(25.4) 69(15.0) 52(11.3) H(is) 33(7.2) 16(3.5) 461(100.0)

給与住宅 3(3.3) 15(16.7) is(zi.i) 27(30.0) 12(13.3) 9(10.0) 3(3.3) 2(2.2) so(ioo.o)

民営借家 4(2.8) 14(9.8) aoc2s.oJ 50(35.0) 12(8.4) 3(2.1) 7(4.9) 6(4.2) 7(4.9) 143(100.0)

不 明 2(9.5) z(ss) 6(28.6) 2(9.5) z(ss) 3(14.3) 1(4.8) 3(14.3) zi(ioo.o)
1

合 計 33(4.6) 94(13.1) 195(20.3) 196(27.4) 95(13.3) 67(9.4) is(z.i) 92(5.9) 28(3.9) 715(100.0)
1

表 一119住 宅 所 有 関係 別世 帯主 年 齢

世帯主年齢住宅

所有関係
20-29才 30-39才 40-49才 50-59才 60-69才 70才 以 上 不 明 合 計

持 家 19(4.1) 191(41.4) 148(32.1) 60(13.0) 20(4.3) s(a.o) 14(3.0) 4si(ioo.o)

給 与 住宅 7(7.8) 43(47.8) 26028.9) io(li.i) 3(3.3) 1(1.1) 90(100.0)

民 営 借家 12(8.4) 88(61.5) ZO(14.0) 9(6.3) 7(4.9) 1(0.7) 6(4.2) 143(100.0)

不 明 4(19.0) 9C42.9) 4(19.0) 2(9.5) 209.5) 21(100.0)
`

合 計 42(5.9)1331(46.3)1198(27.7)81(11.3) 30(4.2) 10(1.4) 23(3.2) 715(100.0)
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表一120住 宅所有関係別世帯人員

世帯人員住宅

所有関係
1人 2人 3人 4人 5人

6人
以 上

不 明 合 計

持 家
24

(5.2)
72

(15.6)
94

(20.4)
198

(43.0)
53

(11.5)
8

(1.7)
12

(2.6)
461

(ioo.o>

給 与 住宅
4

(4.4)
15

(16.7)
27

(30.0)
35

038.9)
8

C8.9)
1

Ci.i)
90

(ioo.o>

民 営 借 家
5

(3.5)
1?

(11.9)
37

(25.9)
66

(46.2)

11

(7.7)

1

(a7)

6
(4.2)

143
(ioo.o)

不 明
z

(9.5)
3

(14.3)
6

(zs.s)

7
(33.3)

2
(9.5)

1
(4.8)

21
(ioo.o)

合 計
35

(4.9)

107
(15.0)

164
(za.s)

306
(42.8)

74
(10.3)

9
(1.3)

20
(2.s)

715

(100.0)

世帯 へ の 集 中が 著 しくな って いる。

この よ うな 世帯構 成上 の特徴 を示 す 居住 者 の世 帯 主職 業 は、 地 区全 体 と しては 「管理 的職 員 」が最

も多 く27.6%で あ り、 次 いで 「専 門 的 ・技 術 的職 員 」「事務 的職 員 」 「会 社 ・団 体役 員 」が それ ぞれ

15.1%、13.4%、12.3%を 占め て い る。 一 方、 「技 能工 ・労 務 」が2.4ｰ/aし かな く、 「販 売 ・サー ビ

ス 」就 業 者 もiosiで あ るこ とか ら、職 業 構 成 と して は著 しくホ ワイ ト ・カ ラー の多 い地 区 で あ ると

考 え て よ い。 住宅 所 有 関係別 で は民 営借 家居 住の 世 帯主 は 「個人業 主 」や 「販売 ・サ ー ビス 」就 業者

の比率 が 高 く、給 与 住宅 居 住で は 「会 社 ・団 体役 員 」や 「管理 的 職員 」の構成 比 率 が 著 し く高 い。 そ

して持 家居 住 の 世帯 主で は 「専 門 的 ・技術 的職員 」や 「事 務 的職 員 」の 占 め る割 合 が大 き い。 大 阪市

内 と北大 阪 地 域 にお け る一 般 的調査 結 果 で も寺 内(緑 地 公 園)地 区 は経 営者 層が 最 も多か った よ うに、

世帯 主職 業 構 成 に は民聞 中 高 層住宅 地 区 の特 徴 が一 層 顕著 な か た ちで示 され て いる と考 え られ る。 言

いか え る と、 他 の地 区 で は も っと 「個人 業主 」や ブル ー ・カ ラー の比率 が 高 く、分 譲 マ ン シ ョンにお

いて も 「管理 的職 員 」や 「専門 的 ・技術 的職 員 」の占 め る比 率 は低 い と考 え て よ い。

従 って 、 これ らの世帯 主 の勤 務 地 の分 布 は 「大 阪市 内 」が 最 も多 く65.7%,大 阪府 下 が16.6%で あ

り、 自宅 や徒 歩 圏 内 はき わめ て少 な い。 大 阪市 内で も北 、東 、西 、南 の都 心4区 を勤 務 地 とす る世帯

主が 全 体 の約42%を 占め て著 しく多 い。 住 宅 所有 関 係別 で は給 与住 宅 居 住 の世帯 主 で北 区、東 区な ど

の都 心部 就業 者 が 非 常に 多 く、持 家 や 民 営借 家居 住者 で は大 阪 府下 、 特 に北大 阪 に勤 務地 を もっ 世帯

主 が比 較 的 多 い。・こ のよ うな 職業 と勤務 地 の分布 を み る と、寺 内地 区が著 しく大 阪 の 都心 に依存 した

居 住者 構 成 を示 して い る ことが 明 らか で あ る。 さ らに、 これ らの世帯 主 の約40%が 従 業 員数500人 以

上 の 中 ・大企 業 に勤 めて お り、 こ の傾 向 は給 与住 宅居 住の 世 帯主 で 最 も著 しい。 そ して 、 この よ うな

特 徴 は、 寺 内地 区 ほ ど顕 著 で はな くて も新大 阪地 区や江 坂 地 区 の居 住者構 成 に も妥 当す るこ とは、 す

で に 述べ た通 りで ある。

前 節 で述 べ たよ うに、 世帯 主 出 身地 や 前 住地 につ いて は大 阪市 内 ど北 大 阪地 域 で は差 異 が あ り、寺

内地 区は 都心 周辺 部 の 非 常に 利便 性 のす ぐれ た住宅 地 と して の特 徴 を 有 して い る。 こ の寺 内地 区 の特

徴 は、 国 内 の他 地域 との 関係 にっ いて も妥 当 し、 こ の こ とが 寺 内地 区 の居 住者 の性格 を 若 干特 殊化 さ
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表一121住 宅所有関係別世帯主職業

職 業住宅

所有関係
個人業主 自 由 業 役 員 管理的職員

専門的 ・技
術 的 職 員

事務的職員

「

持 家 32(6.9) 16(3.5) 53(11.5) 120(26.0) 81(17.6) 68(14.8)

給 与 住宅 1(1.1) a(z.z) 15(16.7) 43(47.8) 7(7.8) io(ii.i)

民 営 借 家 15(10.5) 13(9.1) 20(14.0) 30(21.0) 17(11.9) 16(11.2)

不 明 2(9.5) 4(19.0) 3(14.3) 2(9.5)

合 計 50(7。0) 31(4.3) 88(12.3) 197(27.6) 108(15ユ) 96(13.4)

技 能 工
労 務

販 売
サ ー ビス

そ の 他 無 職 不 明 合 計

11(2.4) 43(9.3) 7(1.5) s(z.o) 21(4.6) 461(100.0)

io(ii.i) 2(2.2) so(ioo.o)

5(3.5) is(iz.s) 3(2.1) 3(2.1) 3(2.1) 143(100.0)

1(4.8) 6(28.6; 1(4.8) 2(9.5) 21(100.0)

17(2.4) 77(10.8) 11(1.5) 12(1.7) 2803.9) 715(100.0)

表 一122住 宅所 有 関 係別 世帯 主 就業 地(1)

就業地住宅

所有関係
自宅

一 定

せ ず

徒歩15

分以 内

大 阪
市 内

大 阪
府 下

他府県 不 明 合 計

持 家
9

(a.o)
9

(z.o)
4

(0.9)

299

(64.9)
81

(17.6)
33

(7.2)

26

(5.6)

461

(ioo.o)

給 与 住 宅
2

(2.2)
1

(i.i)
1

Cl.i)
74

(sz.2)
9

(io.o)
1

(i.i)
2

(2.2)
90

(ioo.o)

民 営 借 家
6

(4.2)
2

(1.4)
8

(5.6)
86

(60ユ)

28
(i9.s)

4
(z.s)

9
(6.3)

143
(ioo.o)

不 明
1

(4.8)

11
(52.4)

1
(4.8)

4
(19.0)

4
(is.o)

21
(ioo.o)

合 計
18

(2.5)

12
(L7)

13
Ci.s)

470
(65.7)

119
(16.6)

42
(5.9)

41
(5.7)

715
(ioo.o)

表 一123住 宅所 有 関係 別 世帯 主就 業 地(2)

地 区住宅

所有関係

」

北大阪襟 護 蘭 県
1

北 区 東 区1西 区
E

1・ ・1翻 侵 その他の1該当なし
大阪納 杯 明

合 計

痔 家 JL
「工L6

,

25i36
f5.a1:7.s; 12.4

J%173132
t15.H'.1'6.9;

17i29

(3.711(6.3)

74167
his.1}t!14.5>

461

(ユ00.0'・

給 与住 宅 s
「6.7㌧

32
;3.3;i'z.2)

24
;2G."

253
'27

.8!(3.31 、。;、i55.6)
8i7

'8.9)1(7.8)
so

(100.0

民 営 借 家 is
(12 ,6)

9',3
6.3;iX2.1',

zs
'18 .2i

15
(10.5

io
(7.o)1

sl8
i4.Zii(6.6j

12
:'8.4)

36

(25.2;

143
(100.0)

不 明 ,14.8/ais.o,
33

×14.3)(14 .3.

3
×14.3;

1
「4

,8)

6
!28.61

21
「100,0)

合 計 、1♂8レ 轟i5.3 ・11}1、レ1と1塁、

r
(,4533.3'.1!4.611、azs.s、

95116
13.3;(163,

is
'100.0:
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せ て い ると も考 え られ るが、 そ の こ と によ って都 心 周辺 部 の 利便 性 の高 い住 宅地 の特性 を 一 層明 確 に

して い る と考 えて よ い。

この よ うな 立地 条 件に あ る寺 内地 区 居 住の 世帯 主 の 出 身地 は広 く 日本 全 国に分 布 して い るが、 量 的

には 近畿 地 方 、大 阪 市 内、大 阪 府下 が 多 く、 そ れ ぞれ21.0%、15.9%、14.0%を 占め て い る。 住宅所

有 関 係別 で は持 家居 住 の世帯 主 で近 畿 地方 、大 阪市 、大 阪 府 な どの近 接 地域 出 身者 が 比較 的多 く、 給

与 住 宅居 住 の 世帯 主 で は関東 地 方、 中部 地方 、 九州 地 方、 東北 ・北海 道 地方 な どの遠 隔地 の出 身者 が

多 い。 後 者 は 、 住宅 の性 格を 反 映 して い る もの と考 え て よ い。

この よ うな 出 身地 か ら前 住宅 ま で の居 住歴 は把 握 され て いな いが 、前 住地 は大 阪府 下 が全 体 で66.4

%を 占 め、 そ の うち豊 中市が 全 体 の23.4%、 大 阪市 が14.4%で あ る0大 阪府 以 外 の近 畿地 方 や 関東 地

方 を 前住 地 とす る世 帯 もそ れ ぞれ13.8%、11.0%ず っ存 在 す るが 、特 に後者 は 給 与住 宅居 住者 と民 営

借 家 居住 者 で の比 率 が著 しく高い。 一 方 、持 家 で は豊 中市 、大 阪 市、 そ れ 以外 の大 阪 府 を前 住 地 とす

る世 帯 の比 率 が それ ぞれ26.7%、17.8ｰ/a、37.1%と 著 しく多 い。 そ れ以 外 の大 阪府 の うち、 全 体 の

22.iiが 北大 阪地 域 を前 住地 と して お り、豊 中市を 含 め る と分譲 マ ン シ ョンでは約 半 数 が北 大 阪 地域

か ら転入 して いる こ とにな る。

こ の よ うな前 住地 に お け る前住 宅 は共 同建 の民 営借 家が29.9%を 占 め、 次 いで給 与 住 宅 、親 の家が

それ ぞ れ15.2ｰ/a、14.ofを 占めて 多 い。 公 団、 公 社の借 家、 持 家(戸 建 ・長屋 建)、 持 家(共 同 建)

を前 住宅 とす る世帯 も多 く、近 年 の居 住 地移 動 の 多様 性 を反 映 して い るもの と考 えて よ い。 前 住 宅 と

の 関係 で の居 住 地移 動 の特 徴 は、 給 与住 宅 と民 営 借家 居 住世 帯 に よ く示 され てお り、 前 者 で は給 与住

宅 と持 家(戸 建 ・長 屋建)を 前住 宅 とす る世帯 が 多 く、 後者 では民 営 借家(共 同建)を 前 住宅 とす る

世帯 が大 部 分 を 占 めて い る。 さら に前住 地 に おけ る前 住 宅 の あ り方 で 注 目す べ き事 実 は、 豊 中市 な ど

の近 接地 域 を 前 住地 とす る場合 には 民 営借 家(共 同建)が 多 く、他 府 県が 前 住地 の 場合 に は持 家(戸

建 ・長 屋 建)が 比較 的 多 い こ とで あ る。 前 住宅 が 親 の家 で あ る場合 は 別 に集 計 され て い る ので、 他 府

県 で 持 家居 住 の世帯 が転 勤 な どに よ って都 心 周辺 部居 住 を選 択 して い るこ とが少 な くな い もの と考 え

られ る。

一 方 、 前住 宅 転 出理 由 は 「前住 宅 の広 さに 不満 」が 最 も多 く30.3%、 次 いで持 家購入 者 のみ に あて

は ま る 「持 家 が 欲 しか った 」が28.8%で あ る。 これ まで 検 討 して きた居 住地 移 動 の背 景が 前 住宅 転 出

理 由 に ょ って明 らか に され るの で あ り、分 譲 マ ンシ ョ ン購入 で は 「持 家 が欲 しか った 」「前 住宅 の広

さに不 満 」が 最 も多 く、給 与 住宅 で は 「転職 ・転 勤 な ど 」 「結 婚 ・親 か らの独立 」が 主要 な転 出理 由

とな って い る。一 方、 民 営借 家(賃 貸 マ ン シ ョン)居 住世 帯で は 「転 職 ・転勤 な ど 」 「結 婚 ・親 か ら

の 独立 」 「前 住 宅 の広 さに不 満 」な どが主 要 な 転 出理 由で あ り、 世帯 主 年齢 が 若 年層 に集 中 して い る

こ とと考 え合 わせ ると、 持家 購入 の前段 階 に あ る世 帯 の都 心 周辺 部 居住 の 要求 に対 応 して い る もの と

考 え て よ い。

この よ うな 前住 宅 の転 出理 由に対 して 現住 地選 択 理 由 は 「通勤 に便 利 」と 「自然環 境 が 良 い 」に著

し く集 中 して いる。 さら に 「都 心 に近 い 」「住宅 の価 格が 手 頃 」な どが指 摘 され て い るが、 価 格 や仕
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表一124住 宅所有関係別世帯主出身地

地 区住宅

所有関係
大 阪 市 大阪府下 近畿地方 東 北

北 海 道 関東地方 中部地方 中 国
四 国 九州地方 外 国 不 明

印

合 計

持 家 .89(19.3) 76(16.5) 104(22.6) 8(1.7) 3A(7.4) 7S(5.41 58(12,6) as(zs; i(o.z; 31(6.7) 461(100.0)

給 与 住 宅 4(4.4) S(5.6, 13(14.4) ac8s) 28(31.1) 12(13.3) 7(7.8) 12(13.3/ i(i.i) 90(100.0)

民 営 借 家 21(14.7) 18(12.6) 29('LO3) 5(3.5) 14(9.8; 9(6.3) 17(11.9) 16(112. 14(9.8) 143(100.0)

不 明 1(4.S) 4(19.0) 2(9.5) 5(23.8; z(ss) 2(9.5) 2(9.5) 3(14.3) 21(100.0)1
合 計 114(15.9) 100(14.0) iso(zi.o; 23(3.2) 51(11.3) 48(6.7) 84(ユ1.7) 65(9.1) 1(0.工) 49(6.8) His(ioo.o)

幽

表 一125住 宅 所 有 関係 別 前住地

地 区住宅

所有関係
豊 中 市 大 阪 市

豊 中 ・大

阪 以外の
大阪 府

近畿地方
東 北 】
北 海 道 関東地方 中部地方

中 国
四 国 九州地方 不 明 合 計

持 家 123(26.7) 82(17.8; 171(37.1) 69(15.0) 1(0.2) 9(2.0) 1(0.2) 5(1.1) 461(100.0)

給 与 住宅 7(7,8) 4(4.4; 9(4.4) 8(8.9; 4(4.4) 36(40.Oi 13(14.4', 5(5.6) 7(7.8) 2(2.2, 90(100.0)

民 営 借家 33(23.1) 16(11.2; 28(19.6) 20(14.0; 3(2.1) 18(19.6) '2(1 .4j 6(4.2 5(3.5) 2(1.4) 143(100.0)

不 明 4(19.0) 1(4.8) 2(9.5) 2(9.5) 6(28.6) 2(9.5) 4(19.0 21(100.0)

合 計 167/,23.4) 103(14.4) 205(28.7,; 99(13.8) 8(1.li 79(11.0) 16(2.2) 16(22) 14(2.0) 8(1.1) 715(100.0)
1

表 一126住 宅 所 有 関係別 前 住宅

前住宅
住宅
所有関係

[

綱・騰 1民蜜借家

ド営住宅(購)

1一 劇 蕪塵 國 不 明 合 計

1

持 家
,1釧 、、lti6.T

14

(52i

2sj61
(5.211;13.2;

44
'9 .5)i(、 剰 、1♂1淑1劃

v

(0.41
461

ぐ100.0)

給 与 住宅
151'L5

!16.i'i'13.・31`0.6'

113
1.1Ij!3.3i 、2函,8鼻 購1[

so

(100.0.

民 裳 借家 ・1・ ・21・111・i・7

q4・7)L5・ ・3㍉一5創(7・ ・} ・2劃 (11.9、 噛 「Z.s?2/1.4/
z

1.41

143

(100.Oi

不 明
,1、.33('3、.;i(4.8き

1 刷,贔 隔d,誌 煽,
4

i19.0:!
21

×100..0)

合 計
1001zia38

(ia.o?1(29.9;[(5.3}
16

(3.61

69

(9.7)

8'2611098
(11.5)(8.5'(152!1.1;

8

イ1
.11

715
(100.0'

表 一127住 宅所 有 関係 別 住宅 転 出理 由(M.A.)
.

転出理由住宅

所有関係
イ 口 ノ、 二 ホ へ 卜 チ リ

5

ヌ ル

」

ヲ ワ 世帯数

持 家 27
(s.9)

14
(3.0

68
(19.8;

52
(11.3)

180

;39.07

57
11.1)

zs

(62)

L

56
(12.1)

88
(19.1)

19
(a.i;

2G6

×44.7)

is

(3.0

25

(5.4)

asi

(100.0)

給 与 住宅
68

(75.6)
1

(ユ.1)

iz

(13.3
61

(6.7)i(1.1;
i

(1.i;
4

(9.9;

z

(2.2)

3
(3.31

i

(1.1)
so

i100.Oi

民 営 借家 53
37.11

'

7
(4.9;

30
('L1.0;

S
(5.6> (2L7?

3112
(8.4;

1
(0.7)

is

(ユ3.3)

is
(11.2i

9
(6.3)

3
('1!j

9
(6.31

143
(100.0)

不 明 8
(38.1/

3
(14.3)

i
(9.8) 1

】

I

C4.8

1

(4.8)

i

(4.8J
3

(14.31

zi

(100.0

合 計 iss
(21.8)

22
(3.1)

113
(15.8)

61

(S.s) ,、2170.3)、 、18)

30
(a.z)

7i
(10.8)

109

(15.2)

3]
(4.3)

zos
(28.5)

20
(2.8)

38
C5.3;

His
(100.01

イ.転 職 ・軽勤 な ど
へ.前 住宅 設備 不満

ヌ.日 常生活 不便

ロ.就 学 ハ.結 婚 ・独立 二.家 族 数増加

卜.前住宅家賃 高い チ.前 住宅環境 悪い

ル,持 家欲 しい ヲ.立 のき,期 隈切れ

ホ.前 住宅広さ不満

リ.通 勤 ・仕事に不便
ワ.そ の他

表 一128住 宅所 有 関 係 別現 住地 選択 理 由(M.A.)

理 由住宅

所有関係
イ 口 ノ、 二 ホ へ 卜 チ り ヌ ノレ ヲ 世帯数

持 家 340
(73.8)

27

(5,9)
so

(13.0;
S7

(18.9
195

(42.3)
49

(ios)
soz

(ss.s)
59

(12.5)
70

(15.2)
179

(38.8)
10

(2.2)
19

(4.1)

461
(100.0)

給 与 住 宅 73
(8i.i)

9
(9.9)

13
(14.4)

14
(is.s)

ZO
(22.2;

3
(3.3

50
(55.6)

5
(ss;

3
(3.3)

3
(3.3;

正3

(14.4i

sa
(ioo.o)

艮 営 借 家
96

(szi)
is

(13.3)
21

(14.7)
is

(13.3)
45

(31.5'.
15

(10.5)
ss

(69.21
is

(9.8)

27
(iss)

7
(4.9)

6
(4.2;

4
(2.Sj

143
!100.0)

不 明 11
(52.4)

1
(4.8)

2
(ss)

4
(is.o)

S

(23.8)

12
(57.1)

1
(as)

2
(ss)

1
(4.8

2
(9.5)

2ユ

(100.0)1

合 計 520
(72.7)

51
(zi)

ss
(13.9)

129
(17.3)

265
(37.1)

67
(9.4;

463
C6a.8)

74
(10.31

109
(14.5)

iss
(26,4!

20
(zs)

3S
(5.3)

715

(ioo.o)

イ.通 勤に便利 ロ.仕 事 ・商売に好都合 ハ.通 学便利,学 校良 い 二,日 常生活 に便利

ホ.都 心に近 い へ,親 せ き ・知人が近住 ト.自然環境が良 い チ.前 住地 に近 い,土 地 柄

リ.住 宅その ものが気 に入 る ヌ.住 宅価格が手 頃 ル。どこでもよい ヲ.そ の他
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表一129住 宅所有関係別現住地選択理由(最 大理由)

理 由住宅

所有関係
イ 口 ノ、 二 ・ 卜F 1チ 、■ ヌ ノレ ヲ 世帯数

持 家
149

r32 ,3、

3
ro.7

4
<0.91

i
CO.li ,、isss),X2.0、 鵬 、

6

(工3)

13

C2.S)

31
(6.7)

3
(0.7)

139
(30.2)

asi

(100.0)

給 与 住宅
ze

'31.1'

a

で2.2)

2
(22)

II
14

(15.6;
i

(1.1,
4

(4.4)
39

(43.3)
so

(100.0)

民 営 借 家 3314
(23.1)(2.8)

z

(1.4)

i
(0.7;

514

(3.5)(2.8)

32

(22.47

415
(2.8)(3.5)

1
(0,7)

z
(0.7)

51
(35.7)

143

(100.0

不 明 6
(28.6).

.

1

(9.8/

3

×19.3)

1
(a.s)

1
(4.8)

9
(42.9)

zi
i100.01

合 計
us

(30.2)
7

(1.0)
e

:i.i
4

(0.6'

'll

(3!i

13
(is)

136
(19.0

11
(1.5,

ie
(2.5)

33
i4.6

9
(1.3;

238

(33.3)

715

(100.0)
r

イ.通 勤 に便利 ロ.仕 事 ・商売 に好 都合 ハ,通 学便利,学 校良 い 二.日 常生活 に便利

ホ.都 心に近い へ 親せ き ・知 人が近住 ト.自然環境 が良 い チ.前 住地 に近 い,土 地 柄

リ.住 宅 そのものが気に入 る ヌ.住 宅 価格が手頃 ル,ど こで もよい,そ の他 ヲ.不 明

表一130住 宅所有関係別定住意向

定住意向住宅

所有関係

住みっづ
ける

転居考え
ていない

いずれ転
居する

近いうち
転居する

不 明 合 計

持 家 57(12.4) 212(46.0) 171(37ユ) 15(3.3) .6(1.3) 461(100.0)

i(i.i) 15(16.7) 61(67.8) 12(13.3) i(i.i) so(ioo.o)

呵

給 与 住 宅

民 営 借 家

`

2(1.4) 35(24.5) 90062.9) 15(10.5) 1(0.7) 143(100.0)

不 明 2(9.5) 14(66.7) 4(19.0) 1(4.8) 21(100.0;

合 計 60(8.4) 264(36.9) 336(47.0) 46(6.4) 9(1.3) 715(100.0)
脚

表一131住 宅所有関係別住宅志向
■

住宅志向住宅

所有関係
戸建持家 持 家 条件ft'借家 借 家 無記入 合 計

持 家 242(52.5) 133(28.9) 35(7.6) 51(11.1) 461(100.0)

給 与 住宅 50(55.6) 15(16.7) 12(13.3) 202.2) 11(12.2) so(ioo.o)

民 営 借 家 62(43.4} 32(22.4} 38(26.6) 4(2.8) 7(4.9) 143(100.0)

不 明 6(28.6) 12(57.1) 2(9.5) 1(4.8) 21(100.0)

合 計 360(50.3) 192(26.9) s7(iz.a) 6(0.8) 70(9.8) 715(100.0)

表一132住 宅所有関係別職住近接志向

職住志向住宅

所有関係
立地限定 近接志向 近接不要 その他 無記入 合 計

持 家 57(12.4) 338(73.3) 4)(8.7) 11(2.4) 15(3.3) 461(100.0)

給 与 住宅 10(11.1) 72(80,0) 7(7.8) i(i.i) so(ioo.o)

民 営 借 家 36(25.2) 89062.2) 11(7.7) 4(2.8) 3(2.1) 143(100.0)

不 明 2(9.5) 15(71.4) 2(9.5) 2(9.5) 21(100.0)

合 計 105(14.7) 514(71.9) 60(8.4) 15(2.1) 2i(z.s) 715(100.0)
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事 ・商売 の都合 を除 くと賃 貸 と分 譲 のマ ンシ ョンの選択 理 由 には ほ とん ど差が な い。 「自然環 境 が良

い 」は大 阪 府 の大 規 模都 市 計画 公 園で あ る服 部緑 地 に隣 接す る寺 内地 区 の特 殊条 件 を反 映す る もので

あ り、 新大 阪地 区 や江 坂 地 区 にあ て はま らな いと考 え られ る が、北 大 阪 地域 にお ける近 年 の民 間分 譲

マ ンシ ョンの需 要 を支 え る大 きな要 因 の ひ とっ と考 えて よ い。 こ の こと は現 住地 選 択理 由 の選択 を 一

項 目 のみ に 限定 した場 合 、 「通 勤 に便 利 」と 「自然 環境 が良 い 」に集 中 して しま うこ と によ って も明

らか で あ る。

以 上で み て き たよ うに 、 寺 内地 区居住 者 は 「通 勤 の便 利 さ 」を主 な理 由 と して現 在 の住宅 地 を選 択

して いる と考え て よ い。 こ の こ とは 、新大 阪 や江 坂地 区 を は じめ とす る地下 鉄御 堂 筋線 沿線 で の 中高

層住宅 市 街 地の 形成 を 支 え る重 要な 要 因の ひ とっ で あ る。 また 、 この 「通 勤 の便 利 さ 」の重 視 は持 家

で あ る分 譲 マ ンシ ョ ンで あ って も、 借 家で あ る賃 貸 マ ン シ ョ ンで あ って も著 しい差 は存 在 しな い。 と

ころが、 現 住宅 で の定 住 意識 には大 きな差 異が 顕 在化 す る。 す なわ ちY将 来 に おけ る転 居を 明確 に意

識 して い る世帯 の比 率 が 民営 借 家で は約73%、 給 与 住宅 で は81%を 占め るの に対 して、分 譲セ ンシ ョ

ンで は約40%で あ る。 この差 異 の大 部分 が 「今 の とこ ろ転居 は考え て いな い 」に属す るので あり、 分

譲マ ンシ ョンで は約46ｰ/aを 占め て い る。

この よ うな居 住地 志 向 の うち、 転 居予 定 を 長期 的 転居 志向 と短 期 的転 居 志 向 に区分 し、転 居予 定 の

な い世帯 を 積極 的定 住 志 向 と消 極 的定 住志 向 に 区分 し、 それ ぞ れを 居 住地 志 向規 定 要因 に よ って さ ら

に類 型化 す るこ とが可 能 に な る。 そ の場 合 の 基本 的 要因 と して は、 上 に述 べ た よ うに居 住地 選択 の最

も重 要 な条 件 と して の 「通 勤 の便利 さ 」、 言 い かえ ると職 住近 接志 向 と、 これ まで の 多 くの調査 研 究

に よ って長 期 的価値 志 向 と して 無視 しえな い もの と され て き た戸 建 持 家 志 向で あ る。 さ らに、 日常生

活全 般 を含 め た価値 志 向と して 都心 近接 居 住 志 向や 、将 来 を も含 め た住 宅 困窮 意識 を規 定す る もの と

して 最 も重 要 な要 因 であ る家族 の成 長 に伴 う 「狭 小 困窮 意識 」の検 討 も必要 で あ る。 しか し、 居 住者

の居 住地 志 向 の規 定要 因 に よ る類型 化 を考 え る うえで、 これ らの 要 因のす べて を組 み 込む こ とは類 型

化 を 複雑 に す るた め、 本 節 で は前二 者 を 中心 に分析 をす す め るこ と と した。 そ の類 型化 の枠 組 を 示 し

た ものが 図 一66で あ る。

翻灘購
32(4.5%)

長 期 的転 居 志向

336(47.0%)

短 期 的転 居 志 向

46(6.4%)

}一 型一

図一66居 住地志向類型
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表一133住 宅所有関係別転居志向型

住宅 転居志向型
所有関係

環 境 改 善型 土地柄一

致志向型

教育環境

改 善 型

狭 小

困窮型騒 音 ・振 動 大気汚染

持 家
長期 13(7.6) 3(1.8) z(i.a) 14(8.2) 68(39.8)

短期 206.7) 6(40.0)

給 与 住宅
長期 1(1.6) 3(4.9)

短期

民 営 借 家
長期 iCi.i) i(i.i) 3(3.3) io(ii.i)

短期 3(20.0)

そ の 他
長期 2(14.3)

短期

合 計
長期 14(4.2) 3(0.9) 3(0.9) 18(5.4) 83(24.7)

短期 3(6.5) i(z.2) 6(13.0)

持 家

志向型

同 居

予定型

転 勤

出張型

家賃負担

回 避 型
その他

不 明

無記入
合 計

18(10.5) 21(12.3) 24(8.2) ia(7.0) 6(3.5) 171(100.0)

2(13.3) 5(33.3) 1(6.7) is(ioo.o>

4(6.6) 3(4.9) 47(77.0} 1(正..6) 2(3.3} 61(100.0}

2(16.7) 2(16.7) 7(58.3) 1(8.3) 12(100.0)

23(25.6) 5(5.6) 34(37.8} 7(7,8)
「

3(3.3) 3(3.3) 90(ioo.o)

1(6.7) 2(13.3) 9(60.0) 15(100.0)

2(14.3) 8(57.Y) 1(7.1) 1(7.め . 14(100.0)

2(50.0) 1(25.0) i(zs.ｩ) 4(100.0)

47(14.0) 29(8.6) 103(30.2) .9(2.7) 1S(5.4) 9C2.7) 336(100.0)

7(15.2) 4(8.7) 22(47.8) 1(2.2) 2(4.3) 46(100.0)

この よ う に して 賃貸 マ ンシ ョンや 給与 住 宅 居住 者 に 多 い転 居 志 向層 を 、そ の転 居 志 向要 因 と短 期、

長 期別 によ って 型分 け した ものが 表 一133で あ る。全 体 と して6.4%を 占 め る短 期 的転居 志 向 層で は

「転勤 ・出 張型 」が最 も多 く、 その うちの 約半 分 を構 成 し、 次 いで 「狭 小 困 窮型 」と 「持 家 志 向型 」

が比 較 的 多 い。 一 方.全 体 の約47%を 占め る長期 的 転居 志 向層 で は 「転勤 ・出 張型 」が30.7%で あ り、

む しろ 「狭 小 困 窮型 」が24.7ｰ/aと 比 較 的多 くな る。 「持 家志 向 型 」や 「同居 予定 型 」は短 期 的転 居志

向層 とほ とん ど同 じ く、そ れ ぞれ 約14%、9%で あ る。 こ の よ うな転 居志 向型 を 現在 の住宅 所 有 関係

別 にみ る と、 そ の 多 くが 分 譲 マ ン シ ョンで あ る持 家居 住者 で は 「狭 小 困窮型 」と 「同居 予定 型 」がそ

れぞ れ 約40%、11%と 比率 が 高 くな り、 「転 勤 ・出張型 」は約10%の み と非 常 に少 な くな る。 一 方 、

給 与 住宅 で は 「転 勤 ・出張 型 」が 約74%、 民 営借 家(賃 貸 マ ン シ ョン)居 住者 で は 「転 勤 ・出張型 」

が 約41%、 「持 家志 向型 」が約23%を 占 めて、 持 家居 住 者 と は対 照 的な構 成 を示 す こと にな る。

一方
、 定 住 志 向層 と考 え られ る世帯 は 全 体 の約45%を 占め 、そ の うち の約81%が 「今 の とこ ろ転 居

は考 え て い な い 」とす る消 極 的定 住志 向層 で あ る。 この 定住 志 向層 を職 住近 接 志 向 の側 面 か らみ ると、
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表 一134職 業 別職 住近 接志 向

職住近接
志向世帯

主職業

居住立地

限定
近接志向 近接不要 その他

不 明

無記入
合 計

個 人 業 主 i4(as.o) 30(60.0) 3(6.0) 3(6.0) 50(100.0)

自 由 業 5(16.1) 17(54.8) 4(12.9) 2(6.5) 3(9.7) 31(100.0)

会 社 ・団体 役 員 12(13.6) 68(77.3) 6(6.8) 2(2.3) ss(ioo.o)

管 理 的 職 員 24(12.2) 152(77.2) 15(7.6) a(i.o) 4(2.0) 1971(100.0)

専 門 的 ・技術 的 23(21.3) 74(68.5) 10(9.3) 1(0.9) ios(ioo.o>

事 務 的 職 員 8(8.3) 79082.3) 8C8.3) i(i.o) 96(100.0)

技 能 工 ・労 務 3(17.6) 10(58.8) 3(17.6) 1(5.9) 17(100.0)

販 売 ・サ ー ビ ス 14(18.2) 56(72.7) 5(6.5) 1(1.3) 1(1.3) 77(100.0)

そ の 他 7(63.6) 2(18.2) 2(18.2) 11(100.0)

無 職 1(8.3) 3(25.0) 2(16.7) 1(8.3) 5(41.7) iz(ioo.o)

不 明 ・無 記 入 1(4.3) 14(60.9) 2(8.7) 1(4.3) 5(21.7) 23(100.0)

合 計 105(14.7)1514(71.9)160(8.4)115(2.1)121(2.9)715(100.0)

「居 住 立地 限 定型 」は約12%で あ り、 これ は積 極的 定住 志 向 で も消 極 的定住 志 向 で も差は な い。ま た、

職 住近 接 志 向型 は約73%を 占 めて お り、そ の うちの約83%が 消 極的 定 住 層 で ある。こ のよ うに 、都 心、

周 辺部 中高層 集合 住 宅地 の居 住者 の定 住 意識 は 、一 定 の居 住 水準 の 実 現 の うえで 、将 来 の居 住地 志 向

を 規定 す る強 い要 因 を見 い出せ な い状 況 に あ る もの と考 え られ る。 こ の こ とは、定 住 志 向層 に お いて

も長期 的価 値志 向 と して の 「持 家志 向 」の検 討 を必 要 とさせ る もので ある。 定 住志 向 層全 体 の中 で も、

戸 建持 家志 向は41%を 占め 、持 家志 向は31%を 占 めて い る。これ は積 極 的定 住 志 向でも消 極 的定住 志

向で も大 き な差 は ない。 こ の持 家志 向を 住 宅形 式 別 にみ ると、 分譲 マ ンシ ョン居 住者 で は約44%が 戸

建持 家志 向で あ り、約33%が 戸 建 で は な くて も持 家居 住志 向 とな って い る。給 与 住宅 や賃 貸 マ ンシ ョ

ン居 住 者で は さらに戸 建 持 家志 向 の比 率 が高 く、 後 者で は また、 条件 付 借 家志 向 も比 較的 多 い。

こ のよ うな 「持 家志 向 」と 「職 住 近接 志 向 」には 、 世帯主 年 齢 に よ って概 略 が代 替可 能 な世 帯 の ラ

イ フステ ー ジと、全 体 的 な生 活様 式 を 強 く規 定す る世帯 主職 業 の 影響 が大 き く作 用 して い る もの と考

えて よい。 す で に述 べ た よ うに、 中 高層 集合 住 宅 市街 地 にお け る居 住 世帯 構成 そ の ものが著 しく若年

層 に偏 って い るが 、 全体 と しては 世帯 主年 齢30才 代 の世帯 で戸 建 持 家 志 向が 非常 に 多 く、 同 時 に30

才代 、40才 代 で は 「職 住 近接 志 向型 」の比 率 が約75%と 非 常 に 高い。一方 、世帯 主 職業 別 で は個人 業

主 や専 門 的 ・技 術 的職業 従 事 者 で 「居 住 立 地 限定 型 」が 比較 的多 い傾 向が あ る。 地 区居 住 世帯 主 の構

成 そ の ものが ・30才 代 の専 門 的 ・技 術 的職 員、 事務 的 職業 と40才 代 の 管 理 的職員 を主 とす る もの で あ

るた め、 地 区 と して は 「戸 建持 家志 向 」を有 す る働 き盛 りのホ ワイ トカ ラー の著 しく多 い地 区 と 考え

て よ い。

4節 ま と め

以上の大阪の都心周辺部に立地す る民間分譲マンションと集中立地地区としての寺内地区の調査研
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究 か ら、 都 心周 辺 部集合 住 宅 居住 者 の新 しい傾 向 を ま とめ る と、次 の よ うに な る。

(1)世 帯 主職 業 階 層で は 、中 ・大 規 模企 業 に勤 め る ホ ワイ トカ ラーが著 しく多 く、そ の年 齢 は30才 代 、

40才 代 が大 部 分 で あ る。 老齢 人 口 は非 常 に少な い。

② 都 心 周辺 部 に立 地す る民 間分 譲 マ ン シ ョンの一 般 的 傾 向 と して は、 家 族人 員2-4人 の核 家 族 世

帯 の比 率が 高 いが 、賃 貸 マ ン シ ョン も含 めて集 中立地 して い る薪大 阪、 江 坂 、緑 地公 園な どで は単 身

居 住 者 が非 常 に 多 い。

(3)世 帯 主 の勤 務先 所 在地 は、 必 ず し も徒 歩 圏内 や 同一 区 内に な く、 む しろ都心 区 部 に集 中 して い る。

(4)大 阪 市 内 の分譲 マ ンシ ョンで は大 阪 市 内 出身 の世帯 主 が 著 しく多 い。 この こ とは、大 阪市 内 の都

心周 辺 部 に立 地 す るマ ンシ ョンは、 もと もと の大 阪市 内生 まれ の 人 々の継 続 居住 や転 入 を 実現 す る こ

とに よ って、 市 内人 口減少 を くい止 め る こ とに一 定 の役 割 を果 して い るもの と考 え られ る。 一 方 、北

大 阪 地域 の地 下 鉄御 堂筋 線 沿 線の 地 区で は、 大 阪 市以 外 の近 畿 圏の 出身者 が 多 い。

(・)げ れにしても前住宅は共騨 の民営脚 多揃 脚 難 齢 鍬

(6)前 住 宅 の転 出理 由は 「前住 宅 め広 ざ に不 溝 」と 「持 家が 欲 しい 」が主 で あ り、境 往 宅 ・現 住地 の

選択 理 由 は 「価格 が 手 頃 」 「通 勤 に 便利 」に 集中 して いる。

(7)都 心周 辺 部 民間 マ ンシ ョン居 住 者 は・ そ の居 住歴 と居 住地 志 向 によ って大 き く2っ の グル ープ に

分 け る こ とが で きる。 ひ とっ は持 家 で あ る分 譲マ ンシ ョン居 住 グ ルー プで あり、 も うひ とっ は借 家 と

して の給 与住 宅 、賃 貸 マ ンシ ョン居 住 グル ー プで あ る。

(8)分 譲 マ ンシ ョン居 住者 は 前住 地 が比 較 的近 く、 出身 地 も近 畿地 方 内を 主 と して近 接 地域 が 多 い。

⑨ 賃 貸 マ ンシ ョン居 住 者の 出 身地 は分 譲マ ンシ ョン居 住者 と差 異 は少な いが 、 前者 で は前 住地 が 関

東 な ど遠距 離 であ る こ とが 多 く、 この傾 向は給 与住 宅 居 住者 で最 も著 しい。

⑳ さ らに、 賃 貸 マ ン シ ョン と分 譲 マ ンシ ョンの 差異 は 、 前住 宅 転 出理 由、 現住 地 選択 理 由にっ いて

も存在 し、 それ は 主 と して戸 建持 家 志 向 と世帯 主 年齢(世 帯 の ライ フ ステ ー ジ)に よ る もので あ る。

⑳ 現 住地 選 択 理 由 と して 通勤 の利 便性 を重 視 して い るこ とは、分 譲 マ ンシ ョ ン居 住者 で も賃 貸 マ ン

シ ョン居 住者 で も同 じで ある。

働 定 住 意識 と して は特 に分 譲マ ンシ ョン居 住者 で消 極 的定 住 層 と もい うべ き 世帯 の 占め る比 率 が 高

く、そ の 背景 には根 強 い一戸 建持 家 志 向が あ る。

(13)賃 貸 マ ンシ ョンで は 長期 的価 値 志 向 と して の転 居志 向層が 多 く、 そ の大 部分 は転 勤 ・出張 な どの

就業 上 の 理 由 と持 家志 向で あ る。

以 上 の よ うな結 果か ら判 断 す る と、大 阪 の都心 周辺 部 地域 にお け る職 住造 接志 向型 の住 宅 需要 は比

較 的 多い と考 え られ る。 そ れ は世 帯 主 が30才 代 や40才 代 の比 較 的若 い核 家 族世 帯 と単 身世帯 に よる

もので あ り、そ れ ぞ れの就 業 上 と ライ フサ イ クル 上 の要 因 が賃 貸 マ ンシ ョンと分 譲マ ンシ ョンの住 み

分 け と も言 うべ き現象 を生 じさせ て い る。 しか し.世 帯 主 年齢 が 若 い こ とか ら長期 的 価 値志 向 と して

の戸 建 持 家 志 向を 有す る世帯 も多 く、 この こ とが地 区へ の定 住志 向 を低 めて いる と考 え て よ い。 ま た、

現 在 の住 宅が 、 将 来 の家 族 の成長 に対 応 し うるに十 分 な だけ 広 くな いこ と も、 地 区定 住 の 意 向を低 め
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ていると考えられる。 したがって、都心周辺部地域における環境水準の高い、 しかも家族の成長に対

応しうる規模の住戸を も含めた住宅地形成が必要である。 さらに、住宅や居住地の管理、幼児や児童

の生活行動、防災や安全性、維持管理費用の軽減などを考慮すれば、中低層の賃貸集合住宅を適正家

賃で供給することが必要であり、分譲マンションによって必ずしも高まるとは言えない定住性の矛盾

を回避する方向であると考えられる。
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12章

中高 層 集 合 住 宅 街 の コ ミュニ テ ィ構 造

1節

2節

3節

中高層集合住宅街の景観とコミュニティ活動

中高層集合住宅街の生活領域形成

移動社会における都市型集合住宅街



1節 中 高 層 集 合 住 宅 街 の 景 観 と コ ミ ュ ニ テ ィ活 動

大 阪 の千 里 丘 陵で 万 国博 が 開催 され た のは 昭和45年 で あ る。大 阪 に おけ る新 住宅 地形 成 の 景観 は、

この 頃か ら再 び 変容 しつ つ あ る と考 え られ る。 それ は、戦 後 の公 団集 合 住宅 団 地 の景 観か ら、民 間企

業 に よ る一 戸 建 の建 売住 宅 地 と分 譲 中高 層集 合 住宅 の景 観へ の転 換 で あ る。

東京 で も大 阪で も分譲 集 合住 宅 は、 そ の 出現 の初 期 にお いて は都 市 圏 内 の特 定 の地 区 にお ける 固有

の現 象 で あ った。す な わ ち東京 にお いて は都 心 に おけ る高収 入 階 層 の需 要 を対象 と した立地 と して発

生 し、大 阪 都心 圏で は阪神 間 と神戸 市東 灘 区 に おけ る 同様 の立 地が 目立 って いたiO)そ の後、東 京 では

地 価 の低 い 北多 摩 の鉄 道 沿線 へ 立地 範 囲が 拡大 しi;大 阪 では 北大 阪 の千 里 ニ ュー タウ ン周 辺 や大 阪 市

内 一 特 に新 幹 線 の大 阪 の玄 関 口、 新大 阪 地 区に お け るマ ン シ ョ ン市街 地(以 下 で は民 間中 高層 住 宅

の集 中立 地地 区 を こ う呼 ぶ)の 形成 が進 行 し、 都 市 にお け る住宅 地 景観 の ひ とっ とな った。大 阪 に お

け るマ ンシ ョン市 街 地 の形 成 は 、万 国博 会 場へ の 都 心お よび 新大 阪 駅か らの交 通 手段 と して延 伸 され

た地下 鉄御 堂 筋 線に 沿 って新大 阪 周辺 か ら次 第 に吹 田市江 坂地 区 、豊 中市 寺 内地 区(緑 地 公 園駅)へ

と漸進 して い った。 さら に、千 里 ニ ュー タ ウ ン計画 の除 外 地区 で あ る豊 中市 上 新 田地 区や 、地 下 鉄 の

延 伸 して いな い箕 面 市船 場 繊維 団地 地 区 で も多 くの民間 分 譲 マ ン シ ョン立地 によ る住宅 地形 成 が 進 行

した。 そ の結果 、大 阪 の都 市軸 御堂 筋 を北 へ 延 伸 した新 御堂 筋 線(府 道 大 阪 箕面 線2))沿 線 にマ ンシ

ョンベ ル トと も呼 べ る市 街地 が 形成 され た。

この よ うなマ ンシ ョン街 の形 成 には 、千 里 ニ ュー タウ ンの建 設(昭 和32年 計 画 開始)、 東海 道新 幹

線 の新大 阪 駅 の立 地(昭 和39年 開業)、 大 阪 の都 市軸 御 堂筋 の 北へ の 延 伸(府 道 大 阪箕 面線 の 建設 、

昭和45年3月 開 通)、 大 阪 万国博 覧 会 の千 里丘 陵 で の開 催(昭 和45年)、 地下 鉄 御 堂 筋 線 と北大 阪

急行 電鉄 の 開通(昭 和45年2月)と い う一 連 の背 景 が ある。 そ して 、 新大 阪 、江 坂、 緑地 公 園 、千 里

中央、 船 場繊 維 団地 な どの地 区が 、 それ ぞ れ当 時 の 計画 思潮 を反 映 して 、 いず れ も副 都 心あ る いは 業

務 地 区 と して 想定 され て い たの であ る。 ま た千 里 中央 と上 新 田以 外 はす べ て 都市基 盤 整備 を 目的 と し

て 区画 整理 事業 が 施行 されて い る。 したが って 、 区画 整理 後 の地 区 整備 の 方針 は、用途 地 域 制が 決 定

され たのみ で 、都 市 機能 の立地 は 民間 の活 動 に まか されて いた と考 えて よ い。 そ の後 約10年 、現 在 で

は 民間 賃貸 マ ンシ ョン、 分 譲 マ ンシ ョン、若 干 の公 的 住宅 の立 地 、事 務 所 建築 や ホテル の立地 、 レス

トランのチ ェー ン店や 小 売店 舗 と飲 食店 の立 地 に よ って商業 業 務 と住 居 の 混在 市街 地が 形成 され て い

る。 そ の 中に、 さ らに多 くの駐 車場 と空地 や農 地 が 散在 して い る風 景 は 、確 か に都市 の新 しい住宅 地

景観 と言 って よ い。

本 章 で事例 調 査地 区 と して いる豊 中市 寺 内地 区は 、上 に述 べ た よ うな 新 しい景観 を も った住 宅地 の

ひ とっで あ る。北 大 阪 急行 電 鉄緑 地 公 園駅 を 中心 に 東西 に形 成 され た マ ンシ ョン街 であ り、 居住 者 の

中か ら もコ ンク リー トジ ャングル とい う声 が あ る。 地 区 の西 側 に は大 阪府 の管 理す る比 較 的規 模の大

きい都 市公 園 と して服 部緑 地が あ り、駅 名 の 由来 とな って いる。 地 区 全体 は東 か ら西 へ と低 くな る緩

やか な 丘陵 地 とな って いて 、 地区 内 にお け る坂 道 と階 段 、地上 面 の レベル 差が 街 の景 観 に快 い変化 を

もた ら して い る。 オー プ ン カ ッ ト:方式 の緑 地 公 園駅 か ら同一 レベル で西 へ ま っす ぐに抜 け る道 が服 部
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緑 地 の メイ ンア プ ローチ とな り、 樹木 が 植 え られ ベ ンチ の置 かれ た歩行 者空 間 とな って い る。

一 方 、 住宅 地 と して の寺 内地 区 は も うひとっ上 の レベ ルに 形成 され、 こ の レベ ル差 が服 部 緑地 訪 問

者 と地 区 居住 者 を分 離 し、 地 区 の住宅 地 と して の静 穏 を維 持 す る のに有 効 に作 用 して いる と考 え られ

る。 また 、 こ の地 区 の東側 、吹 田市 域 には 区 画整 理 に よる一戸 建 住宅 地 と戦 前 の 私鉄 の 開発 に よる千

里 山住宅 地が あ る こと も、 住宅 地 と して の地 区 の イ メー ジを 高 めて い る。

と ころが 、 寺 内地 区 に おけ るマ ンシ ョン街 の景 観は 、今 日の 都市形 成 に お ける 計画 的 側面 と無 計画

的側 面 、す なわ ち公 的合 理 性 と私 的 経済 的合理 性 の両 者 の合 成 に よ ってつ くられ た もの どい え る。 前

者 は私 的 無秩 序 開発 を 公 的規 制 に よ って制 御 しよ うと い う意志 の反 映 であ り、後 者 は公 的 規制 の網 の

目を く ぐり抜 けて都 市 に おけ る欲 求 の顕 在化 と して の活 動 の分 布空 間 を作 り上 げ よ うとす る意 志 で あ

る。 さ らに、 寺 内地 区を は じめ とす る こ のマ ンシ ョンベ ル トは、大 阪 の都 心 で あ る御堂 筋 に直結 し、

地下 鉄 で20分 以 内で到 達で きる し、日本 の鉄道 幹 線で ある東 海 道 新幹 線 に も直結 して い る。 こ の特徴

は、 最 近 の都 市 空 間形 成を 捉 え る うえ で重 要 な視 点 の ひ とっ であ る。

こ の よ うに大 阪 の都 心 と直結 して いる 寺 内地 区 で あ るが 、行 政 的 に は豊 中市 の東 端 に位 置 し、市 の

中心市 街 地 とは服 部緑 地 で分 離 され て い る。 駅 の東 側 の東寺 内地 区 と西側 の寺 内地 区 で 昭和58年2月

末 に は 世帯数 約3,400、 人 口約9,400人 とな って い る。

これ は住 民 登録 に よる数 値 で あ るか ら、人 口移 動 の

著 しい寺 内地 区 の こ とゆ え、 実 際 の人 口、 世帯数 は

これ よ り若 干 多 い と考え られ る。 上 記 の よ うに、 現

状 は 小学 校1校 の規 模に 相 当 し、地 区 の 南部 に 市立

寺内小 学 校 と市立 て ら うち幼 稚 園が あ る。 豊 中市 域

だけ でみ る と近隣 住 区 に相 当す る 規模 で あ るが 、地

区 の東 側 には 吹 田市 域 の住宅 地 が 駅勢 圏 内 に あ り、

ま た服 部緑 地 の利用 者 も地 区 の活性 化 に寄与 して い

る と考 え られ る。

住 宅地 と して の寺 内 地 区は 約120棟 の民 聞 マ ン シ

ョンと、地 区の西 端 、東 端 に お け る若干 の戸 建住宅

とか ら構 成 され て いる。 地 区 の 中心 部 とな って いる

寺 内二 丁 目地 区 の大 部 分が マ ンシ ョン市街 地 とな っ

て い る こ とか ら、 コン ク リー トジ ャング ル と呼ば れ

る ほ どコ ンク リー ト造 集 合住 宅地 の印 象が 強 い。 こ

の 住宅 地 区 の 東寄 りを府 道大 阪 箕面 線 が通 って い る

図 一67ケ ース タデ ィ地 区/ほ ぼ 中央 に
が 、 こ の道路 の 両側 は 高 層マ ン シ ョンの林 立す る景 緑 地 公園 駅が あ る

観 が特 徴 的で あ り、 都市 に おけ る景 観 の新 しい『 面

を 示す もので あ る。
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纏rli、lI噂 二、「 ロ.、.鋪 ユ

=ヨ 賃貸 マ ンシ ョン

ロ$:&マ ンシ ョン

く歩行 者 アブ ローチ

く 都 市計画 街路(計 画 方 向) ill垂1講購 難 「
図 一68寺 内地 区住 区構 成 図

これ らの マ ンシ ョンの うち、 約3分 の1が 分 譲マ ンシ ョンで あ り、 残 りが賃 貸 マ ン シ ョンと給 与住

宅で ある。分 譲マ ンシ ョンの場 合 は戸 数 も多 く高層 の ものが 多 いた め、戸 数で は半 数 弱で あ る。一 方 、

中層 の 多 い民間 賃貸 マ ン シ ョンの1階 レベル に は喫茶 、食堂 、不 動産 事 務 所な どの店舗 利 用が 比 較 的

多 く、地 区 の景 観 形成 や 都市 的活 性 化 に寄 与 して い る場 合が 多 い。 全 体 と して は御堂 筋貫通 部 分 で最

も高層高 密度 利用 がす す み 、東西 両端 へ行 くほ ど中 ・低 層 住宅 が 多 くな って い る。

寺 内地 区 の施 設 立 地調 査 に よれば 、 喫茶 店 を は じめ とす る飲 食 関 係が68軒 、不 動産事 務 所を 主 とす

る オ フ ィスが39件 、 歯科 を 主 とす る 医院 が17件 、 文化 教 室 ・学 習 塾 が11件 、 そ の他 の店舗 が66件 で

あ る。 ま たス ーパ ー な どの総合 店舗 が4件 立 地 して いる。 しか し、 駅 ビル 、 ステ ー シ ョ ン ビル と呼 ば

れ て いる2件 の複 合 ビル の 中 の事 務所 や 、地 区 の 中央 に立 地す る駿台 予 備 校 な どは含 まれ て い な いの

で、 業務 的空 間利 用 は さらに 多 い。

こ のよ うな 施設 立 地 は、近 隣 住 区理 論 で 想定 され る件数 を は るか に 越え て い る。 ま た東 側 の吹 田市

域 の居 住者 に よ る利 用 を考 え て も、多 す ぎ る と考 え られ るが 、地 区 の活 性 化を もた ら して いる こ とは
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明 らかで あ る。 また、 不 動産 事務 所 や 文化 教 室は 地 区 の特徴 を 示 す 明 らか な 要素 の ひ とつ で あ り、 前

者 は地 区 内 に賃 貸 マ ン シ ョンの 多 いこ と も関連 して い ると考 え て よ い。 この こ とは ま た、 地区 内居 住

者 の転 出入 が 多い こ とと も関 係が あ る。

これ だ け 多 くの店 舗が あ りなが ら、 最 近 増 加 しっ っ あ る チ ェー ン方式 の郊 外 立 地型 レス トランはな

い。 この こ と は、 地 区が 幹 線道 路 に直 接 開か れ て いな いこ とに よ る もの と考え られ る。 あ る いは、 地

区内 に業 務 施 設が 比 較 的少 な い こ と も影 響 して い る と考え て よ い。

一 方
、 こ の よ うな多 くの店 舗 の 分布 は 、住 宅地 と しての地 区の ア ーバ ニ テ ィを 高め る要 素 の ひ とつ

にな って いる こ とは確 か であ る。 緑 地 公 園駅 を降 りて ホー ムを 西 へ 出 る とす ぐ、 飲 食 店 を含む 数 軒 の

店 舗が あ り、 そ の上 が 駅 ビル で あ る。 こ の道 を ま っす ぐ西へ 行 くと服 部緑 地 に達 し、 そ の上へ1階 分

上が った とこ ろ に区画 整 理事 業で 整 備 された 寺内 の住 宅 地が ある。 服 部緑 地へ 通 じる こ の歩行 者 空 間

化 され た緑 道 と直交 す る よ うに2本 の南 北 方 向 の道 路 が 設 け られ 、そ れが 北 側 と南側 で 結 ばれ て 縦長

の ロの字 型 にな って いる。 駅西 側 の 寺 内地 区 の店 舗 は大 部分 この ロの字 型 の 道路 に面 して 立地 して い

る。 そ の他 は駅 西側 す ぐ上 の 駅 ビル 、 ス テー シ ョン ビル と、 御堂 筋 に面 した賃貸 マ ンシ ョンの、1,2

階部 分 を 占め て い る。

地 区全 体 の セ ン ター と して の景 観 は駅 の西 側 と東 側 に不 完 全 に しか形 成 され て いな いが 、そ のこ と

が 逆 に地 区 全 体 のア ーバ ニ テ ィと居 住 者 の住 み良 さ意識 の醸 成 に寄与 して い る と考え られ る。 っ ま り

地 区 の あち こ ち に喫茶 店 や タバ コ屋 、 食料 品 店 が あ り、 都 市 の街 角 の雰 囲気 を不 完全 なが ら も形 成 し

っ っ あ る。 そ して 、 これ らの店 舗 の立地 に は、そ れ ぞれ の背 景 が 考 え られ るの で ある。.駅 の西側 と東

側 の集 中は 、 いず れ に して も 日常生 活 行 動の 集 中 して くる結節 点 に おけ る立 地 と して 当然 の こ とで あ

る。 と ころが 、 ロの字 型道 路 の北 側 の 賃貸 マ ンシ ョン1階 部 分 の店 舗 群 は、 そ の南 側 の駿 台 予備 校 と

の 関連 も少 な くな い。 す なわ ち、 予 備校 を も含 め て地 区 外部 か らの人 び との 集 中 して くる とこ ろ と し

て ア ーバ ニ テ ィの形 成が す す みっ っ あ る地 区 で ある。

一 方 、南 側 の端 に集 中 して い る店 舗群 は どのよ うな背 景を 持 って いる ので あ ろ うか。 こ の地区 に マ

ンシ ョンが 建 設 され、居 住者 が 増 加 し始 め た とき住 民 に よ る地域 施 設整 備 の 要求 運動 が 展 開 され 、そ

れ は 現 在 も続 い て い る。 この活 動 の結 果 と して 地 区 に整備 され た施 設 の うち、 駐 在所 と集 会 所が この

南 部 地 区 の東端 に設 置 され て い る。 ま た幼稚 園 や小 学 校 も地 区 の南 端 に位 置 し、 児童 や 主 婦 の生 活 の

もうひ とっ の 集 中点 で もあ る と い う背 景 が考 え られ る。 それ が3棟 の店 舗併 用 賃貸 マ ン シ ョンの 並ん

だ景観 と して現 われ て いる。 実 際、 豊 中市 の学 校開 放 に よ って、 小 学校 を利 用す る子 供 や主 婦 の クラ

ブ活 動 は 非 常 に活発 で あ る。

こ の よ うに、 地 区 には賃 貸 マ ンシ ョンを主 と して 、か な りの店 舗併 用 住宅 が あ る。 これ らの店 舗 と

住宅 との 間 の矛 盾 も徐 々に顕 在化 しっっ あ る。 静穏 と喧 躁 、住 居 とカ ラオ ケの対 立 で ある。 さ らに、

一 部 の 店舗 は新 御堂 筋 に面 して立 地 して い るが
、 これ は地区 形 成上 の混 乱を 最 も良 く表 わ して い る。

実際 、 住居 のみ の マ ン シ ョンの場 合 に も新 御堂 筋 に面 して メ イ ンア プ ローチ を設 定 して い る もの と、

背 を向 け て い る もの とが あ り、不 思 議 な景 観 が 出現 して いる。
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す で に述 べ た よ うに寺 内地 区 は大 阪 の都 心へ も近 く、 新大 阪 や伊 丹 空港 に も非 常 に便 利 で、 しか も

服 部緑 地 に隣 接 し、 万博 跡地 の公 園に も比 較 的便 利 と い う余 暇 活 動上 の メ リッ トも大 き いに もか か わ

らず 地区 内 に は車 が 多い。 マ ン シ ョン建 設 に よ って半 ば 以上 は市 街化 した とい う印象 を受 け るが 、残

され た空 地 の大 部 分 が駐 車場 で あ る。 もち ろん地 区 の縁 辺 部 に は農 地 や空 地 と して 残 され た土 地 も少

な くな いが 、 マ ン シ ョンそ の他 の地 下 駐車 場 も含 め る とか な り の駐車 場が ある。 地 区 内 で の車 の台 数

を 約1,000台 と推 定 した ミニ コ ミ記 事3)も ある。3世 帯 に1台 で あ り、妥 当 な 推定 値 と思 われ る。 そ

して 、 この駐 車 場 の 位置 がそ れ ぞ れ の住棟 の南側 で あ った り、 地 下 で あ った り、1階 レベル で あ った

り して、 地 区 の景 観 を不統 一 に して い る最 も大 き な要素 の ひ とっ で あ る。 その 駐車 場 が誰 で も通 り抜

け 可能 で あ った り、地 下 の場 合 は昼 で も暗 い うえ に どこか らで も侵入 可能 で あ った り して、 居 住者 の

安全 面 で も問題 を 残 して い る。 ま た駐 車場 の境界 が ブ ロ ック塀や 金網 や コ ンク リー ト塀、 あ る いは全

く不 明 の もの な ど多 様性 と混 乱が 著 しい。

この よ うな 屋外 空 間 と非 常階段 、 住 棟 廊下 、屋 内階段 や エ レベ ータ ーを連 絡 して い く と複 雑 な経 路

が 構 成 され 、 コン ク リー トジ ャングル そ の もので あ る。 歩 行者 のア プ ロー チ に も裏か ら と表か らの2

っ あ る場 合 が 多 く、 通 り抜 け道 が 形成 され て い る例 もい くっ か あ る。 高密 度 に立 地 して いる地 区 では

住 棟 間 の距 離 が非 常 に短 いた め、 視線 や 音 の混 乱 も少 な くな い と考 え られ る。 さ らに 、 この ジ ャ ング

ル景 観 の構 成 に大 きな役 割 を はた して い る要 素 と して電 柱 と電 線が あ る。 コン ク リー ト造 の街 並 み の

中の コ ンク リー ト製 の電 柱 に 張 りめ ぐら され た クモの 巣 の よ うな電 線 は、新 しい住宅 地 景 観 の特 徴 の

ひ とっで ある。

住宅 地 と 自動車 交 通 の問 題 は、 ここ寺 内地 区に お いて も現 在 で は重 要な 課題 とな って い る。 現 在 の

最 もわか りや す い進入 路 は、地 区 の北 部 、 新御 堂 筋下 の交 差 点 か ら西へ 出てす ぐ左 折す る部分 に限 ら

れて いる。 これ は服 部緑 地 へ の東 側か らの出入 口 と もな って いる。 こ の部 分 が恒 常 的 に混 雑 し、 寺 内

地 区 へ の進 入 を 困難 に して い る こ と、新 御 堂筋 か らの直 接 の 出入 口が な い こ とが 地 区 内 の 自動 車交通

量 の増大 を防 ぎ、 ま た通過 交 通を 排 除 して いる こ とは 明 らか で あ る。 す な わち、 ドライバ ーに と って

寺 内地 区へ の アプ ロー チ がわ か り に くい こ とが居 住地 と して の アメニ テ ィを 高 めて いる の であ る。

しか し、 もと もとそ の よ うな方 針 で居 住 地 と して 明確 に 意図 され て 自動車 が排 除 されて い るので は

な い。 事 実、 新 御 堂筋 線 の北 方 向車 線側 道 には3カ 所 、 南方 向側 道 に は2カ 所 の接 道 可能 部 分 が残 さ

れて い る。 ま た、 寺 内地 区の 中心 を南北 に通 る道路 は都市 計画道路 千里 園熊野 田線 、南 部 を 東西 に通 る

道 路 は勝部 寺 内線 に組 み込 まれて お り、そ の 道路 が 開通 す る と西 側 の地 区 は大 き く3分 され る こと に

な り、 東寺 内地 区 も細 分化 され る こ とに な る。 新御堂 筋 との 直接 接 続 と、 これ らの道 路 計 画 によ って

地 区 内通 過交 通 が 増加 す る と居住 地 と して の寺 内地 区 は寸 断 され るこ とが 明 らか で ある。 地 区 外 か ら

の ア プ ロ ーチ は わか りに く く、 少 々不 便 で あ って も 自動車 交通 量 を 増 加 させ ない こ とが、 居 住 地 と し

て の 住み 良 さを維持 す る第1の 条件 で あ る。

区 画整 理 の 計画 段階 で 想定 され て い た と伝 え られる よ うに、 都 心 か ら近 い と い う現在 の立 地 条件 か

らす れば 、 今 夜 は さ らに業務 地 化 が進 行 す る こ と も予 想 され る。 とす れば 、効 率性 を重 視 す るそ の よ
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うな機 能 と、 居住 地 と して の環境 の保 全 との 間 の矛 盾 も、第 一 に 自動 車交 通 をめ ぐ って生 じる こ とは

明 ら かで あ る。

寺 内地区 にお け る 自治会 活 動 は、 昭和50年 に土 地所 有 者 と区画 整 理 以前 か らの 居住 者 との発 案で 開

始 され て いる。 駅 の 西側 が 寺 内 自治会 で あ り、 東側 は東 寺内 町会 と称 して いる。 両地 区 の居 住 地面 積

の大 き さを 反映 して、 寺 内地 区 の世 帯数2,300世 帯 に対 して 東 寺内地 区は 約i,ooo世 帯で あ る4)(昭

和57年3月 末現 在)。 しか し自治会 は任 意 加入 で あ るか ら、 西側 の 寺 内地 区 の ヒア リング結 果 に よ る

と約 半数 の 加入 とい うこ とで あ る。

これ らの 自治 会 活 動 は、 建設 途上 の各 種 の問 題 を検 討す る と同時 に、 居 住者 間 の交流 を はか るた め

に始 ま った。 そ れ は 多分 に、 この地 区 の立 地 条 件 に よる もの と言え る。 す な わち 、豊 中市 の東 端 の孤

立 地 区で あ る こ と、 したが って 居 住環 境水 準 の向上 を はか る に は、 居 住 者が 行 政 に対 して積 極 的 に働

きか けて い く必 要 が あ った。 そ して 、 この 自治 会活 動 は郵 便局 、 派 出所 、 集会 所、 自転 車置 き場 な ど

の施設 を 獲得 して き た。

一 方
、 自治 会 ・町会 の 会 員相 互 の交 流 を はか る た め、 祭 りと 運動会 を 行 って いる。 寺 内地 区 の祭 り

は夏祭 りと して8月 末 か ら9,月 始 め に 自治会主 催 で行 われ て い る。 ミニ コ ミ紙 「こん にち は!TER

AUCHI」 第2号 にはそ の反 省会 の記録 が 残 され て い る。 そ れ に よ る と昭和53年 が 初 めて の祭 り であ

った。 当 時 の 自治会 長 の 言 に よれば 、 「触 れ あ い と連帯 感 が街 づ く りを す る上 で大 切 だ 」、 とい う発

想が 祭 りの 出発点 と され て い る。 自治会 内を 数 組 に分 けて手 作 りの樽 御 輿 を準 備 し、地 区 内巡 回 と小

学 校校 庭で の行事 が 中 心で あ る。
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ま た同 年10月 下旬 には寺 内 小学 校 校庭 で 、や は り寺 内 自治 会 主催 の運動会 が 行 われ て いる。これ は

前 年 に続 き2回 目で あ る。 運動 会 も祭 り も始 めは寺 内 自治 会 の主 導 の もとに開催 され て い たが、 最 近

では 東寺 内 町会 と の共催 とな って い る。 運動 会 も参 加 者が 数 組 に分 か れて楽 しん だ よ うす が 、 ミニ コ

ミ紙 に は よ く現 われ て い る。

こ の他 に 自治会 ・町会 の活 動 と して は年4回 の町 内大 掃 除、 敬 老会 な どが ある。

寺 内の よ うな新 しい町 で祭 や 運動 会、 敬 老会 な どの わが 国 の伝統 的行事 に類す る ものが 再 生 され て

い る こ と は 注 目 され る。 賃 貸 住宅 が 多 く転 出入 が頻 繁 にあ る まちで あるが、 そ れ 故 に い っそ うこの

よ うな コ ミュニ テ ィ活 動が 必要 と され て い る と も言 え る。 それ は、 日常 生活 の中で は ほ とん ど交 流す

る こ との な い人 び とが、 日常 とは違 うひ とっ の異 世界 を っ くる場、 っ まり メデ ィアで あ る4)と いえ る。

非 日常 的 な場 を一 時 的 にっ くる こ とで、 異 質 な者 同士 の 間 には コ ミュニ ケ ー シ ョンが 生 まれ る5)と す

れば 、 そ の こ と 自体 が街 づ くり の ひとっ の側 面 を構 成 す る もの とな る。 さ らに、 この よ うな コ ミュニ

ケ ー シ ョ ンを ベ ー ス に して、 寺 内 地 区 にはバ ス ツア ーや スキ ーツ アー、 ハ イ キ ング、 趣 味 の 会、 文化

教 室 な ど6)の 企画 と実行、 老人 会活 動、 こ ど も会活 動 、年 末 の 防犯パ トロール も実施 され て い る。 ま

た、市 の学 校 開放 を 利用 して の少 年野 球 チ ー ムや剣 道 チ ー ムな どのス ポ ーツ活 動 も活 発 に 展 開 され、

ミニ コ ミ紙 の紙 面 を に ぎわ して いる。 これ らの活動 は、 主 と して 巨治会 ・町会 を 中心 と して展 開 され

て い るが 、 必 ず しもそ れ と直 接 関連 して い な い活動 も多 い。 そ の よ うな活 動展 開 の メデ ィア と して ミ

ニ コ ミ紙 「こん に ちは/TERAUCHI」 の 果 して い る役 割は大 きい0現 在で は寺 内 自治会 報 も発 行 さ

れ て い るが、 自治 会 のみ に閉 じて い な い ミニ コ ミ活 動 は、 そ れ 自.体の存 在 意義 を主 張 して、 地域 社会

の 価値 観 の 多様 化 に有 効 に対応 して い る と言 え る。 ま た、地 区 内に は い くつ か の文 化 教 室経 営 が行 わ

れ てお り、 これ らの 多様 な活 動 の展 開 が地 区 の活性 化を もた ら して い る。

一 方 、住 宅 地 と して の寺 内地 区に は地 区内 に おけ る 自動 車交 通 問題 、 都市 計 画道 路 の 整備 に いか に

対 応 す るか と い う問 題 が あ るこ とは す で に述 べ たが、 自治会 ・町 会 は各 種 コ ミュニテ ィ活動 で居 住 者

者 の交 流を はか りっ っ、 昭和56年5月 に道 路問 題 対 策委 員会 を発 足 させ て検 討 をす す め、昭 和58年4

月、 市 へ の陳 情 書を 提 出 して い る。 寺 内地 区 を基 本 的 には 住宅 地 と して 考え 、地 区 北 部 で の 自動車 出

入 口の拡 張 整 備、 駅 西側 の駅 ビル とス テ ー シ ョン ビル の 間 の道 路 の広 場化 な どを 提 案 し、 新 御堂 筋 と

の直接 接道 にっ いて は 結論 を示 して いな いよ うであ る。 そ して 、 こ の問題 に っ いて 豊 中市 は、居 住 者

と の合 意 の上 で 決定 した い と考 え て い る と言 われ る。

さ らに、 自治会 活 動 と は別 に地域 メデ ィア と して の ミニ コ ミ紙 「こん にち は/TERAUCHI」 が 、

この 問題 に対す る居 住者 間 の意 見交 換 の場 と もな ってい る。 この ミニ コ ミ紙 は昭 和53年8月 下 旬 に創

刊 号 を 出 し、 そ のB5版4～8頁 の 内容 は、 居 住者 の 自己紹介 、 寺 内 ・東 寺 内地 区 の地 図 、 告知 板

(行 事 案内)、 自治会 ・町会 だよ り、 投稿 な どで あ る。 この ミニ コ ミ紙 活 動 開始 の 由来 を 創刊 号 の

「編集 室 よ り 」か ら引用す る と次 の よ うに な って い る。

寺 内の 街が 、 マ ンシ ョンの 林立 す る よそ よそ しい コ ンク リー トジ ャングル に感 じられ た こ とはあ

り ませ ん か 。 せ っか く住 ん だ こ の街 な ら、人 々の交 流 しあ え るあ たた か い街 で あ り たい。 子 供が
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育っ 豊か な環 境 を 作 り たい、 と話す うちに 「こん に ちは/寺 内 」が 生 まれ ま した。 もっ と人 間

関係や 情 報が 豊 か に なれ ば、生 活 が楽 しく、 安 心 して住 め るよ うにな る で しょう。 寺 内 のみ な さ

ん が編 集 ス タ ッフ とな り、 あ ち らの 情報 、 こ ち らの 出来 事 を交 換 し、 住み 良 い楽 しい街 に した い

ものです 。 皆様 の ご意見 、 ご参 加 を お待 ち して います。

こ のよ うな発 想か ら有 志 に よ って 始 め られ た活 動 は毎 月1回 の発 行 で 約1年 半 、 そ の後 隔月 に な っ

て現 在 まで に35号 を 出 して い る。最 近 の発 行 部数 は4,500部 で あ る。 この ミニ コ ミ紙 が コ ミュニ テ ィ

活 動 の情報 提 供 に果 して い る役割 りにっ いて はす で に述 べ た。 さ らに、 地区 の街 づ くりの 問題 に 関す

る意見 交換 の場 とな って い る ことが 注 目 され る。 昭和53年9月 の第2号 か ら寺 内 の道 路 問題 と して、

新 御堂 筋(府 道大 阪 箕面 線)と 地 区 内道 路 と の接 道 計画 の経 過 とそ の 影 響、 賛成 意見 、 反対 意見 を の

せ て い る。 そ の 後、 通学 路 に関す るア ンケ ー ト調 査、 居 住環 境整 備 の 手 法 な どの調 査結 果7)を 記事 に

し、 自動車 交 通か ら地 区 の居 住環境 を 守 る方 法 を 模索 しつっ あ る。 地 区 内 には 当初 の計 画通 りの道 路

交通 の実現 を 求 め る声 もあ り、 自治会 活 動 と は別 の こ のよ うなオ ープ ンな 意見 交 換の メデ ィア は、 新

しい型 の都 市 の住 宅 地 を活 性化 す るの に非常 に有効 に作 用 して い る と考 え られて い る。

2節 中高 層 集合 住宅 街 の生 活 領域 形 成

木賃アパー トの大都市への登場は明治43年(1910年)の 東京下谷千富館、上野クラブである邑)一方、

RC造 集合住宅の始まりは大正5年(1916年)建 設の長崎県端島にある三菱石炭砿業の砿員住宅であ

る9)いずれも近代産業社会の発展過程の産物であるといえる。このような住宅地景観の出現する以前

の都市の住宅地は、主として棟割長屋によって形成されていた。この棟割長屋の起源は遠 く鎌倉 ・室
ま

町時 代 に まで さか の ぼ るゆ と され るが、江戸 時 代 に は特 に発 達 した と言 われ る。 とこ ろが 、 そ の ま ま

明治 に受け っが れ、 さ らに一 段 と普及 を見 る にい た ったlo)し たが って、都 市 に おけ る木 賃 アパ ー トや

鉄筋 コ ンク リー ト造共 同住 宅 の出現 は、近 代 産 業 社会 の発 展 の第 二段 階 にお け る もの といえ る。

そ の 後、大 正12年 に は 東京市 に よる労 働者 ・下 級 俸給 者 向住 宅 と して の中層RCア パ ー トが 出現 し、

昭和 に入 ってか らは大 阪 市 や名 古屋 市 、「神 戸 市 で の不 良 住宅 地 区改 良事 業 と して の建 設、 また 民間 会

社に よる不 動産 投 資 の対 象 や給 与住 宅 と して の建設 が み られ る よ うに な る9)RC造 や 鉄 骨造 の共 同住

宅(主 と して3階 建 以上)を マ ンシ ョンの系 譜 に位 置 づ ければ 、 戦 前 の 同潤会 アパ ー ト、 戦 後 の公 団

・公 営 の住宅 の多 く もこ の中 に入 る。 ま た、 都市 の住 ま い と して 、 そ の居 住様 式 を確 立 して きた の も

これ らの公 的住宅 にお いて で あ る。 この よ うに、 中層共 同住宅 が 都 市 に お ける住 宅地 景 観 の主要 な構

成 要素 にな ったの は戦 後 で あ り、 特 に注 目され 始 め たの は昭 和30年 発足 の 日本 住 宅公 団 に よる 中層 住

宅 団地 の建 設以 降 の こ とで あ る。 この住 宅 公 団 の住 宅地 開 発 と並 行 して 、 都市 へ の急 激 な流 入人 口を

吸収 したの が木 賃 アパ ー トや文化 住 宅 で ある。 これ が 高度 経済 成 長 期 の初 め の住宅 地 景観 の 動 向 であ

った。

こ の時期 に、都 市 の 住宅 地 景 観 と して 出現 した木 賃 アパ ー トとRC造 アパ ー トは、 居住 様 式 と して

は対 照 的な相 違 を示 して いる と言わ れ るξ)すな わち 木賃 アパ ー トとは、 そ の不 十 分性 を、 近 隣 あ る い
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は都 市 の 特定 また は不特 定 な地 域 ・空 間 に おけ る共 同性 で補 な わ れて 成 立す る住 居 で あ る8)と 言 わ れ

る。 高度 経 済成 長 期 の初 め、 農 村部 か ら都 市 部へ 転 出 して きた 学生 や 若年 勤労 者 は、 都 心 周辺 部 の木

賃 アパ ー トに 仮の 住 ま いを設 ける。 この住 ま い に は最 小 限 の私 的 空間 一 それ も完全 な意 味で のプ ラ

イ ヴ ァシ ーの 欠落 した 一 しか 用意 され て いな いが ゆ えに、 住 居 に住 む ので はな く都 市 に棲む8)こ と

を 余 儀な くされ る。 したが って、 木 賃 アパ ー トの居 住者 に とって、 住居 周 辺で の定 食 屋 や 喫茶店 、パ

チ ンコ屋 、銭 湯、 タバ コ屋、 ク リーニ ング屋 な どは欠 かせ ない 都市 施 設 なので あ る。 ま た、木 賃 アパ

ー トの密 集 した都 心周辺 部 の 住宅 地 に は、 これ らの都 市施 設 によ って 形成 され る とこ ろの 乱雑 で は あ

るが 、そ れ な りの街 の景 観が あ り雰 囲 気 もあ った。子 供 の いな い共稼 ぎ夫 婦や 独 身者 に と っては、 単

な る ネ グ ラで しか な い この住 ま い には 、そ の後 問 題 と な った 日照 権や 通風 権 は最 初 か ら考 え られ て い

な い。 この よ うに積 極 的 に形成 され た とは い えな い共 同性で は あるが、 そ こには ま だ人 び と の、 あ る

いは都 市 との コ ミュニ ケ ー シ ョンの 可能 性 が残 されて いた。

しか し、 こ の木賃 アパ ー トに よ って形 成 され る住宅 地 の拡 大 を公 的 に くい止 め よ うと した 中層 アパ

ー ト団 地 に は、 生活 が あ って もまち の雰 囲 気 は欠 け て いた。 そ の生 活 も、 い わば 時聞 や 場所 が 相対 化

され画 一 化 され た もの とな った。 計 画者 が 意 図 した よ うに、 木 賃 アパ ー トや文 化 住宅 か ら転入 した家

族 は一 様 に核 家 族 で あ り、 そ の生 活 を応 援 す るか の よ うに核 家族 論 が 展開 され た の もこの 頃で ある。

そ して、 画一 化 され た狭 小な 空間 に お け る人 び との住 み方 や 団樂 空 間 にっ いて の検 討が な され 、 日常

生活 の施 設 の利 用 につ いて も調査 や 計画 提 案 はな され たが 、 現 実 の人 び との生 活 は 「都 市 で働 き、 住

居 に住む 」と い う性 格 を 強め て いた ので あ る。

一 方
、 当時 の住宅 地 に おけ る住 み 良 さの 心 理的 、社 会 的側 面 の 考察 は団 地 にお け る近 隣 関係 や コ ミ

ュニ ケー シ ョン、 子供 の遊 び場 にっ い て展 開 され て いた。 そ れ は 昭和30年 代後 半 の ことで あ り、社会

心 理学 的 側面 か らの都 市生 活者 の コ ミュニ テ ィに っ いて の考 察 も現 われ 始 め、 そ の特 徴 と して 地域 社

会 に対 す る無 関心 と無 気力 、無 責 任 な どが 指摘 されて いた1]0)

昭和40年 頃 にな って 、計 画 的住 宅 団地 の 画一 的 、無 機 的 表情 や狭 小 な住 居が 居 住者 に及 ぼす心理的

影 響 にっ い て の関 心が 現 われ 、そ れ は 「生 活領 域 」や 「近 隣 空 間 」に 関す る考 察 と して 展 開 され 始 め

た。 それ は 「空 間構 成 は、機 能 的 利便 性 の み によ って 決定 す る ことは で きな い。 む しろ、 人 び とへ の

心 理 的 な影 響 を重 視 すべ きで あ ろ う。 た とえば 、居 住 の安 定 性 な い しは安 心感 、 あ る いは 、子 供 の心

身 の成長 に及 ぼす 影響 な どは、 居 住環 境 に よ って大 いに左 右 され るで あ ろ う12)」と い う問 題意 識 に基

づ くもの で あ った。

そ して、 ナ ワバ リとか テ リ トリーとか に 対応 す る概 念 と して 「生 活 領域 」が 考 え られ た。 そ の後、

最近 まで の検 討 を もとに 「生活 領 域 」を2っ の側面 を もっ もの と して い る13a)その ひ とっ と して、日常

の生 活行 動 を 通 して 自己 の手 足 の 延長 と して慣 れ親 ん だ 空間 を 考 え、 これ は英 語 の ホ ー ム ・レン ジあ

る い はオ ー ビ ッ トとい う概 念 に近 い もの13)で あ る と され て い る。一 方 、 もうひ とっ の側 面 と しては領

有意 識 や集 団 へ の帰 属 意識 に支 え られ 、 外 か らの 侵入 に対 して 守 る空 間を 考 え、 これ が英 語 の テ リ ト

リー に近 い もの3)と して いる。 これ だ けで は 両者 の違 いは必 ず しも明 確で は な いが、 前者 は後 者 に比
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べ て相 対 的に 開か れ た領 域 と も言 え るので ある。 いず れ に して も、 純 粋 な 住宅 地 とい う前提 条件 が あ

る よ うに思 わ れ る。

ホ ーム ・レ ンジ とい う領域 は、 た とえば 通勤 地 と しての職 場 や都 心 との 関連 で考 え る と も う少 しは

14)」が 考 え られ て い る例 もあ る
。 この場っき りす る。 「生 活領 域 」と よ く似 た概 念 と して 「居 住領域

合 には 「安堵 地点 」や 「安堵 園 」とい う興 味 深 い概 念が 使 われ て い る。 そ れぞ れ 「通勤 先、 外 出先か

ら帰 宅す る とき、 あ る所 ま で来 ると何 とな く、 ホ ッとする 地点 」「安 堵地 点 が あ る とい うこ とは、 そ

れ よ り内側 は、 い ろ いろ 様子 もわ か って いて 、安 心 で き る範 囲 」と い うこ とで、 そ の存 在 が確 か め ら

れ てい る190)これ は 居 住 の安 定性 や安 心 感そ の ものを 検討 して い る と考え て よ い。 動 物 の テ リトリー は

捕 食 行 動を も含 め た明 確 な 守 るた めの 領域 で あ るが、 「安堵 圏 」で は 職場 や 外部 社会 との 関係 で のや

す らぎの感 覚が 検 討 され て い るよ うだ。 そ れ が積 極 的 に守 る ため の領域 に転 換 す るの は、環 境 破壊 に

対 す る反 対 な どの よ うな住民 運 動 にお いて で あ ろ う。 これ は 「環境 権15)」 のよ うな考 えに 関連 して く

る と も思 われ るが、 範 囲 の画 定 が困 難 であ る。 特 に、 高密度 の 混合 市 街地 で は存 在 の確 認 も難 しい と

考え られ る。 しか し、 この領 域概 念 の 方が 、 寺 内地 区 でみ た よ うな コ ミュニテ ィ活 動 との接 点 が見 い

出せ る よ うに思 われ る。 上 に述べ たよ うな 領域 形 成活 動 の一 環 と して 祭 や 運動会 、 防犯パ トロール な

どの コ ミュニ テ ィ活 動 を 考 え るこ とも可能 で あ る。 さ らに、 そ れが 地 区 と して の表 出活 動 とな り、 ア

イ デ ンテ ィテ ィの 形成 にな り、 さらに 住み 良 さの 向上 や ふ る さ と意識 の 形成 に つ なが って い くと も言

え る。

一 方、 動物 のテ リ トリー に近 い 意味 で の領 域 は、 あ くまで も外か らの 侵入 に対 して 守る とい う側 面

が 強調 され て いる130)たとえ ば私 室→ 家→ 小 集 団→ 住 棟群→ 団地 とい う段 階 を考 え た場合 、な るべ く小

さい単位 で の領 有 意識 や 集団 へ の帰 属 意識 に 支え られ13)共 同で 守 る インフ ォー マル な 社会 関係 の形 成

される空 間 を意 味 して い る。 そ して 、 こ の よ うな領域 意識 の核 と して 住戸 周 辺 に共 同領 域 の形 成 を検

証 して いる。 さ らに共 有 領域 化 の た めの 空間 的 ・社 会 的条 件を 検 討 し、.住戸 に お ける 表 出や 近 隣交 際 、

15)を 示 して い る
。 しか し、住居 周生 活 行為 の近 隣 空 間へ の はみ 出 しな どが共 有 領域 化 を促 進す る こと

辺 で の近 隣交 際 や共 有 領 域 の形成 が 、 さらに 広 い共有 領 域で の コ ミュニ テ ィ活 動へ 展 開す る には 社会

的 しかけ が必 要 で あ る。

一方 、 今 日の都 市に お いて大 量 に建設 され て い る民間 の 賃貸 や分 譲 の マ ンシ ョンは、 住宅 と して は

RC造 中高 層アパ ー トの系譜 に属す る わ けで は あ るが、 領域 形成 にっ い て は どの よ うに考 え る こ とが

で きる だ ろ うか。 これ ま で の領域 形 成 にっ い て の 多 くの考 察で も述 べ られ てい るよ うに、 住戸 以 外 の

用 途 と の混在 市街 地 で は 複雑 な 要素 が 組み 込 まれ て きて、 共有 領域 概 念 で の守 りやす い空 間 の確 保 は

困難 で ある。 特 に都 心 に比較 的近 い既成 市 街 地 に立 地す る マ ン シ ョン には、 住 居 と商業 の 混在 す る も

のが 多 く、 ま た住戸 を 事 務所 と して 使用 す る 事例 も少な くな い。 た とえ ば 関西 に おけ る分 譲マ ンシ ョ

ンの 調査 に よれ ば、 住 戸 のみ のマ ンシ ョンが 全 体の6割 で あ り、 残 りの4割 が 店舗 、事 務所 、 倉庫 な

どの 用途 区画 を含む もの とな って いるisO)これ は 郊外 立地 型 の マ ン ションを含 め て の実態 で あ るか ら、

都 心近 接地 域 で の用 途 混 在 は も っと多 い と考 え られ る。
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この よ うに住戸 以外 の用 途 区画 が 含 まれ て い る多 くの マ ンシ ョンで は、 見知 らぬ人 の 出入 りや通 行

を チ ェ ックす る方 法 は それ ほ ど有 効 で はな い。 さら に、 マ ンシ ョンに お いて は領域 形 成上 の い くっ か

の 困難 な要 因 が あ る。 第 一 に 、居 住者 の移 動が 多 い。 す な わち、 新 築入 居 して か ら4,5年 目か ら転 居

が増 え る。 マ ン シ ョンに よ ってか な り の差 は あ るが、 例 えば 分 譲開 始 後10年 近 くた っ と、分譲 時 か ら

の入 居者 は3割 ぐ らいにな ると い う事 例 もあ る160)そして居 住 者 の移 動 も住戸 の大 き さによ って 差 が あ

り、 専有 面 積90㎡ 以 上 とい うよ うな規 模 の大 き い住戸 で は移 動 が少 な くな り、 定 住性 が 高 い160)し か

し、 一般 的 に は移 動 の頻 繁 な住居 で は近隣 交 際 は成 立 しに くい し、 居 住者 自身が近 隣 交 際 の少 な い こ

とを 評価 して い る面 もあ る。 第二 に、 現 住居 に対 す る 定住 意識 が比 較 的弱 い17)と い うことが あ る。 今

後 の 移動 に関 す る多 くの意識 調 査 で も、 過半 数 が転 居 した い と考え て い る ことは一 致 す る。 そ して、

転 居 した い と考 えて い る人 の大 部分 は、 いず れ一 戸 建持 家 に移 りたい と思 って い る。 実 際、 分 譲 マ ン

シ ョン居 住 者 の 多 くは30歳 代 か ら40歳 代で あ り、 いずれ 収 入 が増 えれ ば 郊外 に一 戸 建 を購 入 す る可

能 性 は大 いに あ る。 ま た、 これ ま で に供給 され て き たマ ンシ ョンには専 有 面積60-70㎡ 前後 の ものが

多 く、30代 、40代 の核 家 族 世帯 は子 供 の成 長 な ど に対応 して、 よ り広 い 住宅 へ と移 動 して い くこ と

が 予 想 される160)こ のような定住 意 識 の弱 さが、地 域 社 会 に対す る無 関 心や 無責 任 に結 びっ きやす い こ

とは 言 うまで もな い。 これ は 明 らか に、 「都市 に棲 む ので な く、住 居 に住む 」の延長 上 にあ る意 識で

あ り、 ア イデ ンテ ィテ ィや 共 有領域 の形成 へ と展 開 され に くい。 さ らに第 三 の要 因 と して、 頻 繁 な移

動 の結 果、 マ ン シ ョンのセ カ ン ドハ ウ ス利用 や 借 家利 用が 増 加 しlfi)不特定 多 数 の人 の 出入 りは増 加 こ

そ す れ、 減 少 す る こ とは考 え られ な い こ とが挙 げ られ る。 す な わ ち、 特 定 の共 同住 宅 に関 わ りを もつ

人 が 急 速 に増 加す る ことが 考 え られ る ので あ る。 これ は、 そ の共 同住宅 そ の ものの維 持 管 理上 の困難

を も多 くす る と考 え られ る。 そ して、 第 四 の要 因 と して、 もと もと高 層 高密 開発 に よ って 安 く提 供す

る こ とを至 上 命令 とす るマ ンシ ョンに おい て、 領域 形 成を 考 え た空 間 計画 を 求 める こ と は、非 常 に 困

難 で あ る こ とが あ げ られ る。 これ は、 今 日の都 市 住宅 政 策 の最大 の問 題で あ り、 マ ンシ ョンに よる住

宅 地 の 景観 を 規定 して い る もので あ る。 以上 の よ うな 要 因を 乗 り越 え て領 域形 成 を進 め るに は、 積極

的 に 「生 活 領 域 」を 形成 す るコ ミュニ テ ィ活動 を 展開 す る以 外 の方 法 は な いと考 え て よ い。

今 日の集 合 住宅 居 住 にっ い ては、 上 に述 べ た よ うな無 関心 、 無貴 任 の他 に近 隣 関 係 の形 成 を 阻害す

る要 因が あ る。 それ は、 集合 住宅 に お け る生活 ル ール の 欠如 と も言 うべ き現 象を 通 じて 発 生 してい る。

一 般 的 には マ ンシ ョンの近 隣 トラブル は
、 上 下 階や 隣戸 か らの騒 音、 お よび上 階 か らの漏 水 に よ る

こ とが 多 い180)ところが 日常 生活 にお け る交 流 が少 な く、お互 い に ほ とん ど知 らない 居 住者 同士 の間 で

こ のよ うな問 題が 発 生す るた め、 ひ とっ 間 違 えば 殺人 事件 に まで発 展 して しま う。 一 方 、 空 間 的に は

フ ラ ッ ト型 の 構成 に しろ スキ ップ フ ロアや 階段 室 型 に しろ、 積 極 的 に働 きか け な い限 り面 識 や交 流 の

生 じな い隣 接 住戸 が で きるよ うにな って い る。 集合 住 宅居 住の 経 験の ほとん どな い都 市生 活 者 で あ り、

都 市 的 生 活様 式 の未 確 立な状 況で の近 隣 トラブル の発 生 は、 集 合住 宅 へ の定 住 意識 を弱 め、 生活 領 域

の形 成 を一 層 弱 め る。

マ ン シ ョ ンに おけ る近 隣 関係 の形 成 と トラブル 発生 につ い て の研 究 事例 にょれ ば 、交 際 と トラ ブル
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発 生 の関連 が 強 い こ とが 明 らか に されて い る。 す な わち近 隣交 際 が 多 い ほ ど トラブル 発生 は少 な く、

トラブル にっ いて の加害 者側 の 自覚 も高 い と され て い る。 よ く言 われ る よ うに、 同 じピア ノの音 で も

知人 の場 合 は騒 音 と感 じられ な い ことが あ る。 これ は一 種 の共 有 領域 の 形 成 と も言え る。 そ して、 近

隣 交 際 は子 供 の 関係や サ ー クル活 動を 通 じて と、 隣 接 関係や よ く顔を 合 わ せ てい る うち に、 と い う発

生過 程 が 多い190)後者 は空 間 的 計画 で促 進す る こ とが可 能で あ るが 、前者 に は積 極 的な コ ミュニ テ ィ活

動が 有効 で あ る。

昭和30年 代 に指 摘 され た集合 住 宅居 住 者 の社会 的性格 も、約20年 後 の今 日で はか な り変 容 しっ っ あ

る こ とが 明 らか に され、 積極 的 コ ミュニ テ ィ活動 の 活発 な 展開 も見 られ る こ とが 多い。 す な わち、 当

時 と比べ て年 齢 、教 育 程 度、 職 業な どの 諸属性 で、 住民 は著 しく多様 化 し、 したが って そ れ だけ 異質

化 して い る。 また、 人 間 関係 へ の態 度 と して は、 全 体 と して社交 型 が 目立 って増 えて はい るが 、 特殊

なプ ライ ヴ ァシ ー型 もや や強 化 され る傾 向に あ る20)こ とが 指摘 されて いる。この よ うな傾 向 と、 寺 内

地 区 にお け る活 動 とか ら考 え る と、 都 市生 活 者 の人 間 関係へ の態度 と してプ ライ ヴ ァシー重 視 派 と人

ii)と もい う
べ き2っ の型 が そ れぞ れ 明確 にな りっっ あ る と もいえ る。間関 係派

都 市に お け る この よ うな生 活 様式 の動 向 を踏 ま え て、 居 住者 自身に よる生 活ル ール の確立 や 生活 領

域 の形成 ・整 備 が必 要 で あ る。 その こと によ って 初 めて 「都 市 に住 み、 住居 に住 む 」とい う都市 的生

活 様 式へ の 展望が 開か れ る ものと思 われ る。

3節 移 動 社 会 に お け る 都 市 型 集 合 住 宅 街

昭和48年 のオ イ ル シ ョック、 あ る いはそ の 後 の低成 長 経済 の 時代 を む か えて、 特 に都 市 の住み よ さ

をめ ぐる論 調が 変化 して き た と考え て よ い。 こ の変化 は また、都 市 の 基盤 的な生 活環 境 施設 の整 備 を

目標 とす る方 向 か ら、 も っと心 理的 ・情緒 的 な住 み よ さを 目標 とす る 方 向へ の転 換 と も言 え る。 こ の

背 景 には近 代 工 業社 会が もた ら した無 機 的経済 合 理 的都 市 の景 観 に対す る批 判 の視点 が あ る。 あ る い

は また、 高度 経済 成 長 期 に おけ る都 市 と農 村 の急激 な変 化が 終 わ り、 住 まい や都 市や 地域 にっ いて 新

たな視 点か ら考 え る こ とが 可能 にな って きた と も言 え る。 しか し、最近 約20年 間 におけ る急 激 な社 会

の変動 は、 これ か ら の都 市 や 住 まい を考 え る前 提 条件 をな して い る こ と も明 らかで あ る。 とす れば 、

そ の よ うな 変化 に よ って もた らされ た前 提条 件 とは 何で あ ろ うか 。

F・ レ ンツ=ロ ーマ イ スに よれ ば、 そ れ はモ ビ リテ ィの増大 で あるzi)0彼女 は モ ビ リティを 垂 直方 向

のモ ビ リテ ィ、 精 神 の モ ビ リテ ィ、 水平 方 向 のモ ビ リテ ィの3つ と して と りあ げ、そ れ ぞれ 今 日の都

市 社会 を考 え る前 提 条件 を 大 き く変 え た もの と して位 置づ け て い る210)垂直方 向 のモ ビ リテ ィとは社 会

階層 や 階級 制度 の 中で の地 位 の移 動 であ る。 そ して、 このモ ビ リテ ィの 増大 に与 え た教育 の影 響が大

きい と して い る。 この こ とは今 日の われ わ れの 生活 の背景 を 考え て み る と明 らかで あ り、一 億総 中流

論 も垂 直方 向 のモ ビ リテ ィと、 そ れ に よ って 形 成 され た意識 の(あ る い は幻 想 の)結 果 で あ る。 また、

マ ス コ ミの著 しい発 達 も新 た な情報 メデ ィア の登場 一 た とえば コ ミュニ テ ィ新 聞、 フ リーペ ーパ ー

(無 代 郊外 紙)、 タウ ン紙、CATVな ど22)一 は 精神 のモ ビ リテ ィを著 しく活 発 に して いる こ と も
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明 らか で あ る。 ローマ イ スの い うよ うに、 われ われ は もはや 生 まれ な が らに持 って い る感覚 の及 ぶ狭

い範 囲 内 に縛 られ てい る必 要 は ない し、 また実 際 に縛 られ た ま まで いる こ と もで き な い。 世界 の新 し

い様 相 は、 今や われ われ 人 聞 の手 の届 く範 囲内 に あ る210)一方 、水平 方 向の モ ビ リテ ィは交通 手 段 と し

て の 自動 車、 鉄道 、 航 空機 な どの発達 と、 そ の利 用 しやす い 位 置へ の居 住 に よ って、 そ の価 値 の 高 ま

り を示 して いる。 これ らの 傾 向は、 ケー ス ス タデ ィ地 区 と して の寺 内地 区 にす べ て示 され て いる と考

え て よ い。 地 区 に おけ る分譲 マ ンシ ョンは もち ろん の こ と、 賃貸 マ ンシ ョン も都市 にお け る比較 的移

動 性 の 高 い居 住者(転 勤 な ど)を 吸収 して い ると考 え られ る。 そ して、 そ の居 住者 は多 分、 今 日の典

型 的 中流 階 層 に属 す る人 び とで あ る。 ミニ コ ミ紙 に よる情 報 や 意見 交換 は、 テ レ ビや 新 聞、 雑 誌 な ど

に よ る一方 的広 域 マ ス コ ミュニ ケ ー シ ョ ンに対す る欲 求 不 満 の反 映 と して、 地域 情 報 の 交流 を 求 めた

もの と も言 える。 す な わち、 日常生 活 圏 に おけ る精神 のモ ビ リテ ィの獲 得 と、 ま ちづ く りへ の反 映の

意 志が あ る と考 え られ る。 なぜ な ら、 マ ス コ ミに よ って 実 現 され た精 神 のモ ビ リテ ィに は次 のよ うな

ひず みが 生 じっ っ あ るか ら だ。 す な わち、 かっ ての農 村 社会 で典型 的 に見 られ た 日常 生 活圏 域 と情 報

収 集 圏 域 あ る いは よ く知 って い る空 間 と の一 致 の状 態か ら、 そ の著 しい不 一 致 の状 態へ の転 換 で あ る。

あ る いは、 住 まい を 中心 とす る なれ親 しん だ空間 の段 階 構成 の ひずみ と もいえ る。 た とえば、 日常生

活 圏域 で は な いが新 しい情 報 メ デ ィア に よ って非 常 に良 く知 って い る空 間や 、 訪問 した こ とは な いが

慣 れ 親 しん で いる 空間、 な どの新 た な 空間 経 験 の可能 性 が拡 大 しっ っ あ る。 ミニ コ ミ紙 な どの地 域 メ

デ ィア 活動 の活 況 は、 こ の よ うなひず みを 補 正す る動 き と も考 え られ る。

一 方
、 こ の よ うなモ ビ リテ ィの増大 に よ って失 われ つ っ あ る もの は何 で あ ろうか。 今 日の都市 居 住

者 の多 くが 故 郷 を もっ農 村 か らの移 住者 で あ る とす れ ば、 そ の心 的傾 向 を さ ぐるに は 明治 期 まで さか

の ぼ るこ とが 可能 であ る。 わが 国で は生 まれ育 った 故郷 を去 って 異郷 の地 に 自由を 求 め る よ うに な っ

た のは、 い うま で もな く明 治 に入 って か らの こ とで あ る。 都 市 に移住 す る人 び とは 、 以後 、 少 しず っ

増 加 して い くが、 量 的 には、 明治 中 頃 まで 都市 へ の人 口移 動は あま り目立 って いな い。 日清 戦争 、 産

業 革命 、 日露 戦争 を経 て、 資本 主 義体 制 の基礎 が 確立 して くる と と もに、 人 口 の都 市集 中が は っき り

と現 われ 始 める230)このよ うに 明治 期 以後 、第2次 世界 大 戦 まで にお いて もか な りの 人 口 の都 市集 中 が

あ った。 した が って、 日本 の近 代 都市 の形成 は農村 との 深 い関 係 を基盤 に して お り、 そ れは 最近 まで

ほ とん ど変 化 して いな い と言 って よ い。 そ して 、 こ の都 市 と農 村 との関係 が、 わが 国 に おけ る都 市生

活 様 式 を根 本 に お いて規 定 し、 今 日に おけ る都 市 問題 発生 の背 景 を形成 して い る こ とは、 よ く指 摘 さ

れ て い る と ころ で ある230)この 中心 を な して い る もの は市 民 意識 あ る いは都 市 生活 観23)と も言 うべ き

もの の弱 さで あ る。 す な わ ち、 都 市 と農 村 は空 間 的 に も連続 して い るだけ で な く、 社会 的に も連 続 し

て い た。大 半 の都 市 住民 は 家郷 を もち、 そ の家 郷 はか れ らに と って は終 局 的 な生 活 の根 拠 地 と な って

いた。 っ ま り、 都 市 にお い ては 労 働が 主 で あ り、 生 活 は従 で あ った。 それ は ま さに 出稼 ぎ的 生活 、 出

稼 ぎ的態 度 で あ り、 「都 市生 活 観 」と い うべ き もの(強 くいえ ば都 市生 活 主義)は 確 立 され る余 地 は

な か った23)の で あ る。

とこ ろが 、 戦後 の高度 経済 成 長期 に おけ る農 村 の変 動 に よ って、 都市 に対 して農 村 の もっ 意味 が大
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き く転換 した。 す な わち 、農村 は大 き く変 わ った。 そ れ はひ と こ とで いえ ば近 代化 あ るい は大衆 化 が

農 村 に及ん だ結 果、 い わば 村 の解 体を 推 し進 め た こ とを意味 す る。 農 村 へ の商 業経 済 の浸透 、 そ の 日

常化 、農 業 の機 械 化、 農 業 経営 の合 理化 、 行 政 の一 元化 な どに よ って 、 かっ て の村 落共 同 体 は急 速 に

解 体 して い った。 同 時 に また、 マ ス ・メデ ィアや 運輸 通信 機 関 の発 達は 都 市 と農村 の 社会 的距離 を大

幅 に縮 め、 村落 共 同 体 の解 体 に拍車 を か け た23)の で ある。 この よ うに して、 都市生 活 者 の精 神的 拠点

と して の農 村 は 失われ て しま った の であ る。 これ は戦 前 に はま だ見 られ な か った戦後 のモ ビ リテ ィ社

会 の特徴 とい え る。 そ して、 農 村 に依 存するこ とので きな くな った精神 的拠 点を 都 市 にお いて 模索 しよ

うと した と き、 そ こに あ った のは 公 害 と居 住 者 相互 の 無 関心 で あ り、 コン ク リー トジ ャ ングルで あ っ

た。

こ の よ うな背 景の も とに昭 和40年 代 中頃 か ら問 題 に され だ した のが コ ミュニ テ ィであ った。今 日の

都 市 にお け る 「ふ る さ と 」性や 「住 み良 さ 」の追 求 の 出発点 も、 そ こに設 定 す る ことが で き る。 それ

はま た、 これ ま で に形 成 され るこ との なか った都 市生 活 観 の模 索を 意 味す ると もい え る。

しか し、 今 日のモ ビ リテ ィ社会 にお け る住 ま いや 「ふ るさ と 」の問 題を 、 都市 計 画 との 関連 で 系統

的 に考え た ものは少 ない。 そ うした中で 、 ローマ イ ス は多 くの都市 社 会 に 関す る考 察 を踏 まえ て、 都

市がふ る さと にな りう る条件 を追 求 して いる。 彼 女 に よ ると、 「ふ る さ と 」と最 も密接 な 関係 を 常 に

持 って きた とみ な され る人 間 は農 民 で あ る とい う。 そ の理 由 は、 彼 が 毎 日、 自然 と土 に接 し、 そ の よ

21)
うな 自然 な人 聞 の生 まれ っ い た土 地 は、特 別 不 思議 な力 を 保有 して い る よ うに思 われ るか らで ある

と い う。 そ して 、 「ふ る さ と 」とい う感 覚は 、慣 れ 親 しん だ 世界 に お いて 守 られ、 調 和を 保 ち、 情緒

的 に安 ら かで あ る とい う感覚 を包 含す る21)と も述べ て い る。こ のよ うに 「ふ る さと 」意識 が個 々の人

び と の記憶 の 中 にあ る もの だ とす れば 、 そ れ は唱歌24)な どに も表 現 され て いる よ うに、広 い意味 で の

人 間行 動 に関連 して い る もの と考 え て よい。 さ らに、 ローマ ィ ス は、 さま ざま な状 況 にお ける人 び と

の行 動 は、 場所 に 関連性 が あ る。 都市 にお いて は、 こ のこ とは他 の どん な所 に おけ る よ り も著 しい。

明確 な、 か つ 限 定 され た 「鰍 」は、 燗 性 の発揮 に と 。て 最 も大 き腫 難 を もっ21)と 指 摘 し、哺

乳 動物 におけ る こ のよ うな場 所 に 関連 のあ る行 動 は 「テ リ トリー ・ビヘ イ ビア(な わば り行 動)」 と

して 知 られて い る、 と して い る。 そ して 、 ア レキサ ンダー ・ミッチ ェ リッ ヒが分 析 した よ うに、 こ の

な わば り鰐 を、 ふ る さ との 関係 にお いて 囎 的な生 物 学 的論 拠 と して 考 え るこ と は可 能 で あ る21)と

い う。 この よ うな 考察 を も とに、 彼 女 は 現代 都市 を、 ふ る さとの 感情 のベ ー ス と して 認知 す る こ と も

可 能 で ある21)と して、そ の条 件 にっ い て論 述 を 進 め る。 こ う して 場 所 と行 動 の関 係 にっ い ての 考察 を

進 めて い く と、 確 か に現 代 都市 を ふ る さ との感 情 のベ ー ス と して 考 え ざ るを え ない今 日の状 況 が明 ら

か にな り、 したが って 、 ふ る さと 一 そ れ は彼 女 に よ って、 社会 的に い えば 「場 所へ の象徴 的 な愛 着 」

と され て い る 一 の イ メー ジそ の ものが い ずれ 変化 す るで あろ うこ とが 了解 され る。 す な わ ち、都 市

に お いて も空 間 的環境 は、 行 為す るす べ て の個 人 に とり、 自己 の動 機 の条 件 とな る状況 的 な もの の一

部分 で ある こ とに なる。 そ の状況 的 な もの は物 理 的構 成 要素 、 社会 的構成 要素 、そ して記 号 的かつ 象

徴 的構 成要 素21)に 分 け られ、 これ らの構 成 要素 によ って 作 られ る場 所 が 上 に述 べ た 「な わば り領域 」
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と して 明確 に意識 され る には、 象 徴 的 な愛 着が 形成 され る こ とを必 要 とす る。 そ して、 この よ うな愛

着 の形成 にお い て重 要な 役 割を 果 た した ものが シ ンボルで あ る。

ロー マ イス に よれ ば、 居 住地 にお いて わ か りやす い と い うこ とは、 同時 に 「この場 所 は私 に適 して

い る 」とい う感覚 を 引 き起 こ させ る21)と い う.そ して、 に の場 所 が私 に適 して い る 」とい う感覚 は、

場 所へ の 愛 着 の 出発点 で あ る と考え て よい。 さら に、 そ の場所 が 日常生 活 のあ る行 動 と象徴 的関連 を

もっ こ とに な れば 、 「ふ る さ と意識 」の形 成 にっ な が る と考え て よ いで あ ろ う。 彼 女 が 「場 所へ の象

徴 的愛 着 」と呼 ん だ ものを 、 シ ュ トラウ スは、 町は い わば言 語 的概 念 一 す な わ ち シ ンボル で 覆 われ

て いる もの で あ り、 そ の シ ンボル を通 じて 人 は町 との間 に諸 関係 を発 展 させ て ゆ く21)と説 明 して いる。

す な わ ち、 われ われ の 日常 生活 にお け る コ ミュニ ケ ー シ ョンにお い て もシ ンボル が 人 と人 、 あ る いは

人 と町 の間 に往 き来 して い る ので あ り、 そ れ は シ ンボル の集 合 体 と して往 き来 して い る のが 普通 で あ

るzi)と され て い る。 そ して 、 シ ンボル が 、 こ の よ うに集合 した 形 を とる とい うこ とは、 な ぜ われ われ

の 環境 が コ ミュニ ケー シ ョンによ って 構 造化 され る のか、 す な わ ち、 なぜ われ われ は都 市 環境 と の コ

ミュニ ケ ー シ ョ ンを通 じて空 間を把 握 理解 し、 次第 に 自分 自身 の方 向 を見 出す よ うに な るの か とい う

こ との説 明 に もな る210)場所 と人 と コ ミュニ ケー シ ョン とシ ンボル は、 われ われ の環境 把 握 に とって重

要 な メデ ィア な の であ るσ

この よ うに して 考え て くる と、 これ まで の農 民 と関 連 したふ る さ とは、都 市 に お いて 「こ の場所 は

私 に適 して い ない 」と い う感 覚 の 裏返 しであ り、 近代 社 会 の都 市 にお いて農 村 か らの転入 者 が 形成 し

て き たイ メ ー ジの ひ とつ にす ぎな い と も言 え る。 これ まで も都 市 は激 しい競 争 社会 で あ り、 今 後 もそ

れ は変 わ らな い。 しか し、 今 日で は農 村 も同 じよ うに競 争 社会 で あ り、 さ らに モ ビ リテ ィ社 会 で もあ

る。 したが って、 かつ て の都市 へ の移住 者 が 「この場 所 は私 に適 して いな い 」と感 じ、都 市 との コ ミ

ュニケ ー シ ョンを断 念 したた め に形成 され な か った都 市生 活 観 は、 よ うや くそ の成 立 の条 件 を 獲得 し

た と い うこ と もで き る。 しか し、 一方 で は モ ビ リテ ィ社会 に おけ る都 市生 活 観 のあ り方 とい う新 たな

課題 が提 起 されて いる の であ る。

コ ミュニテ ィに関 す る古典 的概 念 にっ いて こ こで再 び述 べ る余裕 は ないが 、 多 くの人 び とに よ って

ほぼ一 致 して い る 内容 と して は、一 定 の地域 性 と共 同性 を含 ん で い る23)とい うこ とで あ る。 とこ ろが、

一 般 的 には この地 域性 、 共 同性 の概念 を明確 にす る こ とが容 易 で は ない。 さ らに今 日の よ うに モ ビ リ

テ ィの著 しい 社会 にお いて は、 現 実 の コ ミュニテ ィそ の ものが 急速 に変容 しっつ あ る。 したが って、

具 体 的な 地域 集 団 や そ の活 動 の観察 か らは 限定 的 コ ミュニ テ ィ概念 や、 機 能 的 コ ミュニ テ ィ概 念25)が

抽 出 され て くる。 さらに 、 これ ま で に述 べ て きた よ うに、 今 日に おけ る都 市 の住 み良 さ と人 び との行

為 との 関係 を 考え るには、 具 体 的 な活 動 を踏 まえ ざ るをえ ない で あ ろ う。

機能 的 コ ミ ュニ テ ィ論 に よれば 、 人 び との 日常 的な生 活 行 動 を地域 性 とい う空 間 的制 約 に結 びっ け

て 全体 的 にみ る と、 そ の行動 の 展 開す る一 定 の生 活 空 間は 、 「コ ミュニ テ ィ」と して 捉 え るこ とがで

25)とい う
。 この よ うに生 活 行 動 の地域 的展 開を 中心 に して コ ミュニ テ ィを 考 え る と、 人 び との生きる

活 行 動が 展 開 す るにっ れ て、 他 の さま ざま な集 団 ・組 織 ・階 層 を含む い ろい ろな コ ミュニ テ ィへ拡 大
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す る ことが で き25)そ して都 市生 活 を 営む生 活 者 が 自らの生 活上 の欲 求や 関心 を充 たす た めに は、 い ろ

いろ な コ ミュニ テ ィに 同時 に分 属 して 、 さま ざま な生活 連 関を と り結 び、 それ ぞれ に お いて 多少 と も

帰属 意 識を 高 めな が ら生 活 を共 にす る開 いた 「共 同 性 」を もっ の が普 通 だ か らで あるzs)とい うこ とに

な る。 この よ うな 開か れ た共 同性 は 、今 日の よ う なモ ビ リテ ィ社会 では 当然 の姿 で あ る と考え て よ い。

そ して、生 活 上 の機 能 的 関連 に重 点 を お くこ とか ら、 都 市 コ ミュニ テ ィは、 生活 者 の空 間 的時 間 的な

生 活行 動 の シス テ ムの 展開 す る 「コ ミュニ ケ ー シ ョンの場 」と して 捉 え られ る250)

わ れ われ がケ ー スス タ デ ィで見 て き た寺 内地 区 の 自治会 ・町 会を 中心 とす る活 動 もこの よ うな 限定

的 ・機 能 的 コ ミュニ テ ィと して理 解す る こ とが で きる。 ミニ コ ミや 日常 的交流 を もち、祭 り、 運動 会、

敬 老会 、生 活 環境 管 理、 歳 末 防犯 活 動な どの 多 くの活 動 を展 開 してい るが、 個 々 の居住者 の生活 行 動

や 関心 は、 この地 区 を 越 え、 都市 や、 さ らに広 域 の都 市 生活 圏 に まで拡 大 して い るこ とは 明 らか で あ

る。 したが って、 か つ て の地域 共 同体 に おけ る よ うな包括 的な活 動 を行 って い るが、 そ れ は明 らか に

新 しい型 の コ ミュニ テ ィで ある とい え る。

この よ うに、 モ ビ リテ ィ社 会 に おけ る人 び との行 動 は多次 元 的 で あ り、拡 散 的で あ る ため、 「ふ る

さ と意識 」の形 成 の た め には シ ンボル を有 効 に活 用 す る こ とが 必要 とな る。 特 にか って の農 村 と違 い 、

コ ミュニ テ ィの風景 そ の ものが 多様 で あ り急 速 に変 容す るため 、 コ ミュニ テ ィ活 動 の場 一 そ れ は コ

ミュニ ケ ー シ ョンの場 で もあ る 一 に お け る シン ボル の活 用が 特 に重 要 で あ る。

戦 後 の住宅 地 景 観 の形 成 は、 整然 と計 画 され た静 か な住宅 地 の イ メー ジを もとに展 開 され た ものが

多 い。 それ は千 里 ニ ュー タウ ンを は じめ とす る 住宅 地計 画 に 明 らか に示 され て い る理想 像で ある。 さ

らに住宅 に 関 して は狭 小 、 画一、 均 質 な ど の無 機的 特性 が 加 わる こ と も多 い。 高度 経済 成長 期 の スプ

ロール 、特 に木 賃 アパ ー トや文 化住 宅、 建 売 り住宅 に よ る住宅 地景 観 の 混乱 が、 そ の よ うな理 想像 追

求 の方 向へ 導 いた こ とはやむ を えな いこ とと言 え る。

しか し、 そ の結 果 はR・ セ ネ ッ トの い うよ うな 「他 者 性 」の喪 失、 青 年 期 的 首 尾 一 貫 性 一 純 粋

な アイ デ ンテ ィテ ィの維持 の要 求25)を もた ら した と も言 え る。 こ の よ うな近 代都 市 計画 の典 型、 機 能

的都 市計 画 のモ デル と も言 え るオ ース マ ンのパ リ改 造計 画 は、 基 本 的に は わが 国 にお け る戦 後 の 住宅

地 計 画 にお いて 採用 され た近 隣 住区 論 と同 じ系譜 の もの で あ る。

この よ うな合 理 的計 画 に よ って形 成 され た 住宅 地 にお いて は 居住 者 相 互 の関 心 も薄 く、 ま た地 区 に

対 す る 関心 も非 常 に弱 い と言 われ た。 セ ネ ッ トによ れば 、そ れ は居 住 者 間 にお け る同一 性 の信 念 に よ

る もので あ る26)とい う。 そ の例 と して彼 はデ ィ ビッ ド ・リー スマ ンや モ ー リス ・スタ イ ン とい った社

会 学 者 によ る次 の よ うな 確信 の表明 を挙 げて い る。 それ に は、 人 び とは、 「われ われ は何者 か 」とい

うイ メ ー ジを 集 団 的1¥ｰ一 ソナ リテ ィと して 、彼 らが共 有 して いる性 格 とは全 く異 った地 平 に、 しか も

それ に先 だ って投 影 す るの を見 た ので あ る。 す な わち、 これ らの研 究者 達 が 明 らか に した ものは、 共

26)同連帯 のイ メ
ー ジが、 互 い に交 渉 しあ うこ とを 避 け るた めにつ く り出 され る傾 向 に あ るこ とで あ る。

今 日の共 同住 宅、 特 に 分譲 マ ンシ ョンにお け る管 理組 合総 会 、 自治会 活動 な どに対す る参 加率 の低

さは よ く知 られ た事 実 で あ る。 そ こに は共 同 連帯 の イ メー ジ と呼 ばれ るよ うな 意識 は形 成 され て い な
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いと考 え られ るが、今 日の 人 び とに共 通 す る青年 期 的首 尾一 貫 性 を維 持す る ため に葛藤 を避 け よ うと

す る意識 は ある。 さ らに、 同 じょ うな居 住者が 住 ん で い るの で あ り、 問 題が 生 じる よ うな こ とが あ れ

ば 誰 かが 解 決 して くれ るで あ ろ う、 とい う意 識 もあ るか も しれ ない。 これ らの 意識 傾 向が 、 都市 にお

いて は共 同居 住が 避 け られ な くな った今 日にお いて も、共 同 居 住に伴 う問題 を ま ともに 考え よ うと し

な い態 度 を もた ら して い る のであ る。

そ こに は、 セ ネ ッ トの い うよ うな コ ミュニテ ィが 連帯 して い る とい う神話 はな い と思 われ るが、3

つ の社 会 的帰 結26)は明 らか に存 在す る。 そ れ は第1に 、 コ ミュニ テ ィ生 活へ の実 際 の参 加 の欠 如、 個

々の集 団 の間 の対面 や探 求 とい う状 況の 欠 如で あ り、第2は 逸 脱者 の抑 圧 で あ り、 第3は 暴 力 的対 決

の段 階 を避 け るこ とが で きに く くな る こ とで ある。 前 の2っ に っ いて は今 日のわ が 国の コ ミュニ テ ィ

に お いて も明 らか に認 め られ る傾 向で あ る。 ケー ス ス タデ ィで 述べ た寺 内地 区 の コ ミュニ テ ィ活 動は 、

そ の 中で の特 異 な事 例 であ り、 そ れ は リー ダ ーグ ル ープ の熱 心 な活 動 の展 開 に支 え られ て い る とこ ろ

が 多 い とい え る。

さ らに、 コ ミュニテ ィにお け る物 的豊 か さの実 現が 首 尾一 貫 した コ ミュニ テ ィ生活 とい う神 話 を 強

く押 しすす め る26)こと も、 木 賃 アパ ー トや 文化 住宅 に よる住 宅 地 とマ ンシ ョン街 にお け る人 ぴ との生

活 観察 か ら明 らか に なる。 つ ま り、 物 的豊 か さの実現 によ って 、 かっ て の よ うな相 互交 流 の必要 性が

弱 くな り、 神 話 と して の コ ミュニ テ ィ意識 のみ が 残 る ので あ る。 都市 コ ミュニ テ ィー般 の、 この よ う

な 傾 向 の中 で、 無 秩序 に形 成 されっ っ あ る寺 内地 区 に お いて、 活 発 な活 動の 展 開が み られ る こ とは注

目 され る。 それ は、 セネ ッ トの い う無 秩序 の活 用そ の もので あ る と も言 え る。

今 日の都市 社会 は モ ビ リテ ィ社会 で あ る。 居 住者 の生 活様 式は 多様 化 し、 意識 は多元 化 し、生 活 圏

は拡大 した。 そ こで は もはや 、 かっ て の よ うな地 域 共 同体 の形 成 は望む べ く もな い。 しか し、 高 密な

都 市社 会 にお け る生活 様 式 と生 活 意識 、生 活 ル ール の形 成 の 萌芽 は確か に あ る。 永 い歴 史 の 中で蓄 積

され て き た わが地 域 社会 に おけ る生 活 様 式 は、近 代 社会 の変 動で 崩 壊 した。 特 に、 第2次 世界大 戦以

後 の 変 動 に よる混 乱 は、 今 日にお いて 最 も重 大 な 問題 を提 示 して い る。 そ れ は ロー マ イス の い う状況

的な もの を構 成 す る3っ の 要素 す べ て に あて はま る。 この よ うな状 況 を経 て、 「ふ る さ と 」観 も大 き

く変 わ る と考 え られ る。 これ まで の 「ふ る さ と 」意識 の 評価 す べ き側面 を 、今 日の都 市 で 考 え る と ど

うな るで あ ろ うか。 今 日の都市 景 観 は あ ま りに も変化 が 速 い ため、 人 び と の行動 の記憶 と状 況 との連

続性 が 失 われ や す い。 行 動の記 憶 といっ まで も連 続 して い る今 まで の わか りやす い 「ふ る さ と 」を、

都 市 で 実現 す るこ とは困難 か も しれ な い。 しか し、 われ われ には今 日の都市 に しか生 きる場 は な い。

こ の都 市 を 「こ の場 所 は私 に 適 して い る 」と感 じられ る よ うにす る必 要 が あ る。 そ の 手掛 りは よ うや

く明 らか に な りっっ ある。

シ ンボ ル とコ ミュニケ ー シ ョン、 場 所 と人 と無 秩 序 の活 用で あ る、 とい って も簡単 には いか な いか

も しれ な い。 しか し、 「場 所 へ の象 徴 的 な愛 着 」を 実 現す る に は積極 的な コ ミュニ テ ィ活 動 の展 開 と

参 加 しか 方 法 は な い。 さ らに、 開放 的で 多元 的 コ ミュニ ケ ー シ ョンの場 と、 シ ンボ リ ックな状 況 の設

定 が 必要 で あ り、 しか もそれ が 比 較 的安 定 した状態 で あ る こ とが重 要 であ る。
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結 章

現代大都市における中高層集合住宅街形成の条件

1節

2節

3節

4節

本研究の結論

居住地構造の変容と中高層集合住宅街の形成

都市型社会における中高層集合住宅街の計画化

集合住宅街形成の計画化における公民の役割分担



1節 本 研 究 の 結 論

まず、1章 で戦 後 の都 市形 成 過 程 にお い て集合 住 宅 に期 待 され た役 割 を検 討 した結果 、 それ ぞれ の

時代 的 ・社 会 的背 景 の もとで著 しく変 化 して き た こ とが わか った。 そ れ は 同時 代で あ って も、 供 給主

体 に よ って 異 な る こ と も明 らか に した。 そ して 、脱 工業 化社 会 、情 報化 社会 、汎 都 市化 社 会 と称 され

る今 日にお いて 、 よ うや く集 合 住宅 に 都市 的機 能 が 期待 され るよ うに な って きた と考え られ る。 従 っ

て 、 最終 的 に本 研 究で 想定 され る都 市型 社 会 に おけ る集合 住宅 街の 条 件 は、 立地 地 区の 地域 性 を重 視

した、 アメ ニ テ ィを高 め る こ とに寄 与 す る集 合 住宅 に よ って構 成 され、 新 たな集合 住 宅 の立 地 を許 容

しつ つ、 地 区の 更新 を 推進 して いけ る こ とで あ る。 さ らに、 必ず しも地 区全 体が集 合 住宅 によ って構

成 され る住宅 地 で ある 必要 はな く、 相互 調 整、 住 民参 加、 指 示 的計 画 な どの方 法で 居 住者 自身 の環境

を 維持 ・管理 し、 地 区 の更 新 を実 現 して い くこ との可 能 な、 ま た、そ の ため の社会 的 シス テム を有 し

て い る住宅 地 の こ とを都 市 型(集 合)住 宅 街 と考 え る。 この よ うな 更新 活 動 の展 開を 支 え る社会 的 制

度 の整 備が 必 要 とされ て い る。

2章 で は、 具体 的 に大 阪 都 市圏 を対 象 と して居 住 地構 造 と、そ の 変容 過 程を 分析 した。 そ の結 果 と

して大 阪 の居 住地 構造 の同 心 円1¥ｰター ンを確 認 し、 都 心商 業業 務 地(コ ア)一 都 心周 辺 部(イ ンナー

エ リア)一 近 郊地 域(イ ンナ ー エ リアの 縁辺 部)一 郊 外 地域(ア ウ ター エ リア)一 大 都 市 圏域(メ

トロポ リタ ンエ リア)と い う地 域 設定 を お こな った。 こ の地域 設 定 に よ って、 それ ぞ れの 地域 にお け

る 中高 層集合 住 宅 街形 成 の 現段 階 と、 今 後の 整備 方 向 の検 討が 可 能 にな った。 例 えば、 都 心地 区(コ

ア)で は 昭和40年 代後 半 か らの民間 資本 に よ る集合 住宅 建 設 に よ って、新 たな 商住 あ るい は業 務 と住

居 の混 在す る住宅 地 の形 成 が進 行 しっ っ あ る。 ま た、 こ のよ うな集 合 住宅 街 の形 成 は、 都市 基 盤施 設

整 備 と、 既 存 のオ ープ ンス ペ ース の豊富 さ、 都心 地 区へ の利 便 性 な どを活 用 して豊 中 ・吹 田市 域へ 展

開 しっっ ある。一 方、大 阪市 内の縁 辺 区部 や 、 それ に隣 接す るイ ンナ ーエ リア(近 郊地域)で は民 間

中 高層集合 住 宅 の立 地 が点 的 に進 行 しっっ あ るが 、周 辺 地 区の都 市 的 ア メ ニテ ィ形成 や 都心 へ の利 便

性 が 十分 整備 され てい る とは言 えな い こ と、 な どが3章 の分 析 か ら明 らか に され た。 さ らに、3章 で

は、 この よ うな民 間 分 譲 マ ン シ ョンの立 地 形態 が 、立 地地 区 の 用途 地 域制 や 居 住地 特性(こ れ は2章

の居 住地構 造 分析 に よ って明 らか に され た)に よ って規 定 され 、住 居 水準 、 周辺 環境 水 準 の いずれ に

っ いて も著 しい 差異 を もた ら しっ っ あ る こ とを示 した。

4章 で は、大 阪 市 内 の 縁辺 区 部で の 中高 層集 合 住宅 立地 の うち、 分 譲 マ ン シ ョンは従 前 の土 地利 用

が 工場 あ る い は空 地 ・未利 用 地 であ った もの が多 く、 賃貸 マ ンシ ョンで は住宅(戸 建 ・長 屋 建)や 店

舗 ・オ フ ィスで あ った ものが 多 い こ とを明 らか に して いる。 さ らに、 分譲 マ ンシ ョンの立 地 す る敷 地

面 積規 模が 近 年 に な るほ ど小 規模 化 しっ っ あ る こ と も示 され た。 す で に述 べ た よ うに、 これ ら・の居 住

地 更 新あ るい は土 地 利 用 の転 換は 、一 部 を 除 いて点 的 に進 行 しっ っ あ る た め、 特 に都 心周 辺部 住 工 混

在地 域 で は、 都市 的 ア メニ テ ィ条件 の整 備が 不 十分 で あ る。

5章 で は、 戦前 か らの郊 外 住宅 都市 で あ る吹 田 と箕 面市 域 を事 例 地 区 と して、 中 高層集 合住 宅 の 立

地 に よる変 容 と、 新 しい住 商業 務 混在 市 街地 の 形成 動 向を 分析 して い る。 そ れ に よれ ば、昭 和50年 代
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中頃 か ら全 体 と して の建築 確 認 申請 件数 が 減少 して い るに もか か わ らず、 吹 田市 で は 中高層 建 築物 の

件数 比率 が 高 ま りつ っ あ る こ とが 明 らか に され た。 そ の大 部 分 が3,4階 建 の建物 で あ り、 共 同住宅 は

全 体 の38.2ｰ/a、 住宅(戸 建、 長屋 建)が22.6%を 占 めて い る。 さ らに本章 で は、 事例 研 究 地 区 と して

中高層 建 築物 の集 中立 地 しっ っ あ る住商 業 務 混在 地 区江 坂 を と りあ げ、居 住 環境 上 の 問題 点 を考 察 し

た。 一 方 、 箕面 市 域 で は昭和40年 代 中頃か ら大 規 模 開発 が 始 ま る と同時 に、農 地 転 用 申請 が増 加 し、

そ れ 以前 の40年 代 前 半か ら農 家 自身 によ る転 用 自営 と して の 文化 住宅 ・マ ン ション建 設が 開 始 され て

い るこ とを 明 らか に した。

この よ うな 中 高層 集合 住宅 街 形成 の動 向 を、 民 間分 譲 マ ンシ ョンの価 格 と、 新 聞広 告 の キ ャ ッチ フ

レーズか ら考 察 したのが6章 で あ る。 そ れ に よれば 、 都心 周辺 部 の工業 系 用途地 域 で 相対 的 に低価 格

の分 譲 マ ン シ ョン立 地が 展 開 され て い る こ と、 キ ャ ッチ フ レー ズ の強 調点 が住 戸 の経 済 的有 利 さ と通

勤 の利 便性 に ある こ とが 明 らか とな った。 一 方、 豊 中、 吹 田、 箕面 な どの北大 阪 や 阪神 間 で は土 地柄

・地 域 特 性 と住戸 条 件(間 取 りや 広 さ)を 強調 す る ものが 多 い こ とが 示 され、 また西 宮 市 を事 例 とす

る 用途 地域 別 の ミク ロ分析 で も、 良 好 な居 住環 境 を有 す る一 種 、二 種 の 住居 専 用地 域で 比 較 的 高価格

の 住戸 が 立地 して い る こ とが わ か った。

以上 の第1部 にお け る居 住地構 造 の形成 と変容 の 分析 か ら、 結 論 と して導 か れ る主 要 論点 は次 の よ

うにな る。

(1)現 代都 市 に お ける集合 住宅 は 、単 なる居 住 機能 の みで な く、 都 市 の アメ ニテ ィを高 め る よ うな包

括 的機能 を 必 要 とされ る よ うにな って きた こ と。

② 大 阪都 市 圏 の居 住地 構 造変 容 分析 に よれば 、民 間企 業 に よ る集 合 住宅 の立 地 が 都心 部 で 進行 しっ

っ ある こ と、 広 範 な都 心周 辺部 で は点 的立 地 が 多 く、 都 市 的 ア メニ テ ィ条 件 を備 え た 住戸 水 準、 周辺

環境 水 準 の 高 い住宅 地 は少 な い ことが 明 らか に な った。

(3)ま た、分 譲 価 格分 析 に よれば 、 都 心周 辺 部 の住 工混 在 地 区で 比較 的 低価 格 の立 地 が 進行 しつつ あ

る こ とが 示 され る。 従 って、 都 市的 ア メニ テ ィの充 足 され た 中 高層 集合 住宅 街形 成 の戦 略 的拠点 は、

都 心周 辺 部 の居 住 環境 改 善 の必 要 とされ る地 区 に存 在 す る と考 え られ る。

(4)そ の よ うな地 区 で展 開 され るべ き施 策 と して は、 利便 性 の 改善 と、 緑地 ・オ ー プ ンスペ ー スの整

備 に重 点 を おい た居 住環 境 整備 事 業、 そ れ と一 体化 した 都市 型 集合 住宅 街 の形 成 で あ る。

一 方 、現 代 都 市で の 中 高層集 合 住宅 街 形 成 の も って いる問 題 点 を整 理 したのが7章 で あ る。

第1部 で の居 住地 変 容分 析 か ら得 られ る以上 のよ うな 知見 を 、 さ らに居住 者 ・購 入 者 の住 意識 ・生

活 意識 の分 析 に よ って 確か め た のが 第2部 で あ る。

まず 、8章 で は大 阪 都市 圏 内6地 区 の居 住 者 の居 住環 境整 備 要 求 の分析 か ら要 求内 容 の基 盤 性 を示

す 軸 と、総 合 要 求度 を示す 軸 を抽 出 した。 この 基盤 性 の対 極 に位 置 す る のが本 研究 で 高 次 要求 と称 し

て い る文 化 ・体育 ・レク リ活 動 施設 や サ ー ビスで あ り、最 近 の 住宅 地 開発 で は整備 され る事例 も報告

され て い る。 この よ うな施 設 ・サ ー ビスを、 地 域性 を重 視 しっ っ整 備す る こ とが 、 ア メニ テ ィの向上

に結 び っ くと考 え られ る。 一方 、 都 心周 辺 部 で は、 これ ま で の市街 地形 成 の 蓄積 を も とに、 比較 的容.
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易 に都市 的 ア メニ テ ィ施 設 の活用 や 実現 が可 能 な地 区 が 多い。 これが 都 心 周辺 部 で、 計画 的 中高 層 集

合 住宅 街形 成 を 提案 す る第1の 要 因で あ る。

さ らに、9章 で は、 これ まで に供給 され た民 間分 譲 マ ン シ ョ ン購入 者 の住意 識 か ら、都 市型 集 合 住

宅街 と して 実現 す べ き 住居 水準 、 居住 環 境水 準 の方 向を 明 らか に して い る。 現 在 の分 譲 マ ン シ ョン購

入 は 「前住 宅 の狭 さ 」を第1要 因 とす る動機 的 側面 が 強 く、 この 要 因が 分 譲マ ン シ ョン入 居後 も継 続

して いる居 住者 が約 半数 を 占 めて い る。 従 って、 今 後 の都市 型 集合 住宅 と して 実 現す べ き住戸 規 模 は

80-90㎡J%(上 の広 さが 必要 で あ る。 一方 、 長 期 的価 値志 向 と して の戸 建持 家 志 向 も約 半 数 は存 在 し

て い るが 、住 戸 規模 水準 の上 昇 と周 辺 環境 の 整備 、 さ らに維 持 ・管理 体 制 の充 実 によ って集 合 住 宅 の

価値 を保 全す る方法 が確 立す れ ば、 集合 住 宅 志 向を 高 め うる と考 え られ る。

10章 で は大 阪 市 内 の 中 高層集合 住宅 居住 者 を対 象 と して 、そ の居 住 地移 動 のパ ター ンと要 因 を分 析

し、 都心 隣接 地 域で の近 年 の分 譲 マ ン シ ョン立 地 が、 従 来か らの 都心 居 住者 の親 子近 接 居住 を 実現 す

る方 向で 新 しい居住 様 式 を成 立 させ つっ ある こ とを 明 らか に した。 一 方で は 、公 的賃貸 住宅 は 昭 和30

年 代 以降 の大 阪 市 内転 入者 の居住 地 移動 を 受 け入 れ 、都 心近 接居 住 の継続 を可能 と しっ っ あ る。 従 っ

て、 現在 進行 しっっ あ る公営 住宅 の 建て か え事 業 が、 さ らに都市 的ア メニ テ ィを高 め る方 向で 展 開 さ

れ る必要 が あ る。

11章 で は決 して理 想 的 集合 住宅 街 とは言 え な いが、 民 間分 譲 マ ン シ ョ ン、 賃貸 マ ンシ ョン、 給与 住

宅 の 立地 に よ って形 成 され た豊 中市 寺 内 地 区 を 事 例 と して と りあ げ て い る。 こ の 寺 内 地 区 で は単

身世帯 と世帯 主30才 代 、40才 代 の若 齢 核家 族世 帯 が著 しく多 く、高年 齢居 住 者 が少 な い。 この よ うな

地 区 の居 住者 は通 勤 ・通 学 の利便 性 と周 辺環 境 の良 好 さを求 めて 中高 層集 合 住宅 街へ 転入 して お り、

一 方で は今 日の 高移 動 社会 を 反映 して将 来 の転 居 予定
、 転居 志向 世 帯 はか な り多 い。 そ の よ うな移 動

姓 の 高い階 層 に は賃 貸 マ ンシ ョンや給 与 住宅(あ る いは給 与 住宅 化 した集 合 住宅)が 対応 して い る。

しか し、 分 譲 マ ン シ ョンお よび賃貸 マ ン シ ョンに は一 定量 の 定住 志 向層 が 居 住 し、地 区全 体で は約10

%を 占めて い る と考 えて よ い。 こ の よ うな定 住性 の低 さは、 公 団 住宅 の普及 当時 は住戸 規 模 の狭 小 さ

の ため と指 摘 され 、そ の後 の住 戸 規模拡 大 によ って も改 善 され な い こ とが 問題 視 され たが 、今 日で は

む しろ移 動 性を 考 慮 した住宅 地 形成 と維持 管 理制 度 の整 備 が追 求 され るべ きと考 え る。

都 市 的集 合住 宅 街 の今 後 の展 開 は、 い うまで もな く現代 都市 社会 の 高い 移 動性 と関 心領域 の多 元化

を前 提 と しなけ れ ば な らな い。12章 で は、そ の よ うな都 市 的生活 様式 の 展 開 され てい る事 例地 区 と し

て豊 中市 寺 内地 区を と りあ げ、 集合 住宅 街 形 成 の うえ で必 要 とされ る社 会 的仕 組み を 検討 した。 そ の

結 果、 機 能 的集 団 のみ で な く、 そ の連 合 体 と して の包括 的 組織 の 形成 が 、 地域 社会 の活動 展 開や 居住

環 境 の維持 ・管 理 に は不 可欠 で あ る こ とが 明 らか にな った。

さ らに、 現 代 の情 報 化 社会 や 生活 空 間 ・関 心領 域 の拡 大 傾 向を 、地 域 社会 形成 や 居 住環境 の維持 ・

管 理活 動へ の意見 表 明、 参 加 へ と収 れん させ る に は地域 情報 メデ ィアが 有効 で あ る こ とも示 され た。

事 例対 象地 区で は ミニ コ ミ紙 が そ の機能 を 果 た して い る。 地 区内 の分 譲 マ ンシ ョンに は当然 管 理 組合

が 組織 され て い る ので あ り、 そ のよ うな機能 集 団、 包 括 的集 団 な どの複合 的で 自由度 の高 い活 動 が、
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都 市型 集 合 住宅 街 の形 成 と更新 には 有効 で あ る こ とが明 らか に され っっ あ る。 この こ とは、 本 研究 の

直接 的研 究対 象 と され て は いな いが 、大 阪 都心 にお ける都 住創 グル ー プ の活 動 に も見 られ る特 徴 と考

え て よ いで あ ろ う。

2節 居 住地 構 造 の変 容 と中高 層 集合 住 宅街 の形 成

本研究での知見にもとついて、大阪都市圏での居住地構造の変容を、中高層集合住宅街の形成とい

う視点から地域別に検討する。考察は空間、経済S生 活、意識の4側 面と全体的な評価についておこ

なう。

(1)都 心部

西区、東区を主として全体的に著 しい高容積、高建ペイ率立地が進行 している。これは大阪の都市

軸と想定される御堂筋を中心とする広範な都心商業業務用の用途地域指定にもとつくものであり、業

務用利用との混在も少なくない。このような高密度立地では、規準 日照を満足 しない住戸も多く、ま

た周辺居住環境条件も必ず しも乳幼児育成に適 しているとは言えない。従って、これまでに立地 して

いる集合住宅で も、 ビジネスタイプのワンルームマンションを含めた小規模住戸が比較的多い。これ

は又、都心部の土地価格がきわめて高いことにもよるものであり、それを高密度開発と住戸規模縮小

によって需要者の支払い可能水準にまで引ぎ下げようとしていると考えられる。 しか し、供給量の増

大にともなって豊富になった60平 方メートル以上の床面積の住戸には、世帯分離によって都心居住を

継続している親夫婦あるいは子世帯が入居 している例も多い。従って、現在の条件の下での都心居住

政策の推進には大きな矛盾があり、都心居住を推進すればするほど環境条件の悪化が進行する。すな

わち、都心空間の高密化が著しくなるのである。また、世帯分離などによって都心居住を継続してい

る世帯においても定住意識は必ず しも高くなく、むしろ職場との近接居住を評価 していると考えてよ

い。すなわち居住立地限定あるいは職住近接選好層なのである。このように考えてくると、都心部の

居住地更新は必然的に居住者を実際にも意識上も流動化させるのであり、これを逆転させる方法は存

在 しないであろう。

以上の居住地構造の変容を、都心居住地の整備という視点から評価すると、特に用途地域指定のあ

り方に問題が存在するものと言える。都心の居住環境改善の視点からみれば、容積率が高すぎるので

ある。また、現在のように平面的 ・連続的指定にも問題があり、 もっと具体的利用に密着した用途地

域指定が必要 と考えられる。

一方、現在の都心部の居住環境条件は都市の土地利用構造そのものによって規定されていると考え

られるか ら、土地利用構造の変更をリー ドできるような改善手法が検討されなければならない。さら

に居住環境条件を規定する重要な要因として、都心部では自然環境と都市騒音が指摘 されることが多

いため、これらの条件を総合的に実現する方法として も有効でなければならない。そのためには街

(ス トリー ト)と しての車道の整備と自動車通行の制限(例 えば制限速度の強化)、 歩道の拡幅 ・緑

化、1階 部分都市施設の充実が必要である。 このような街並み整備と一体化 した都市型集合住宅の供
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給 計 画 の単 位 と して、 本 研究 で は 「地 区環 境整 備 単 位 」を提 案す る。 それ は地 区交通 計 画を含 む 総 合

的、長 期 的制 御計 画 とな る。

② 都 心周 辺 部(イ ンナー エ リア)

本 研 究で の都 心 周辺 部 は、 近 郊住 宅 都 市 の一 部を も含む広 大 な 地域 で あ り、 そ の大 部分 は 住工 、 住

商 の混在 す る居 住 環境 悪 化地 域 で あ る。 そ の中 で も大 阪市 域 に属 す る部 分 は人 口密度130人/ha以 上

で あ り、 縁辺 部分 よ り著 し く高 密度 で あ る こ とか ら、 内環 と外 環 と い う大 き く2っ の ゾ ー ンに分 け る

こ とが で き る。 本 研 究 で は さ らにい くっ か の小 地 区 に区分 して い るが 、大 量 輸送 機 関 の整備 によ って

都 心部 との時 聞距 離 が短 縮 されて い る こ と も考慮 して 都心 周 辺 部(イ ンナ ー江 リア)と した。

これ らの地域 の 中に は、 新大 阪 、江 坂 、緑 地 公 園、 船場 繊 維団 地 な どの 中高層 集合 住宅 の集 中立 地

地区 が形 成 され て い る地 域 もあ る。 そ れ は いず れ も都 心部 へ の利 便性 と道 路、 下 水道 な どの都市 基 盤
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施設の整備された地区である。一方、人口密度、市街化密度が低いため、地区周辺の自然環境条件も

比較的豊富である。 しか し、この地域の大部分を占める戦後のスプロール地域は、都心への利便性 も

良 くなく、都市基盤施設の整備も十分ではない。従って、工場転出跡地や空地 ・未利用地などでの中

高層集合住宅立地は比較的低価格分譲であり、地区居住人口の維持に寄与している。 しかし、このよ

うな集合住宅立地が中高層集合住宅街の形成に役立っている事例は少なく、居住環境改善施策との計

画的調整が必要とされている。従って、都心部と同様に「地区環境整備単位」の提案が必要である。

それは群馬県渋川市における渋川駅前再開発のような区画整理事業方式、あるいは建築線設定や条例、

建築協定などの方法を総合的に利用することによって実現可能となる。いずれに して も住民や権利者

を中心とする協議会にょる運営が必要であろう。戦後のスプロール地区を含む広大な都市基盤未整備

地区の計画的整備は、建築物の計画をも含めた総合的地区計画の実施にょらざるを得ない。

本研究で検討 したように、都心周辺部における中高層集合住宅需要者は比較的移動性の高い職住近

接選好層である。一方、立地 している中高層集合住宅の住戸規模は分譲価格や賃貸料を低くおさえる

ため、比較的小規模である。従 って、都心部と同様に居住者の定住意識は高くない。このような条件

を考えると、居住水準改善施策 としては今後さらにス トック管理 ・運営方法が重要かっ有効になるの

であり、公的セクターであれ民間セクターであれ、必然的に活動が増加するであろう。その中にはボ

ランティア活動やノンプロフィットグループの活動も含まれ、自治体レベルではその全体的調整が重

要な役割となってくる。公営住宅、公団住宅などの改善や建てかえなども、このような視点を含めて

検討されるべきであり、民間集合住宅の一部の公的買収なども含めた柔軟な制度の設定が必要とされ

ている。

一方、これまでの中高層集合住宅立地のコントロールには開発指導要綱による指導行政が重要な役

割を果たしてきた。この行政展開には開発負担金をはじめとして若干の疑義が残 されているが、基礎

的自治体としての都市計画行政の積極的展開として充実をはかるべきであろう。すでに神戸市や尼崎

市のように「まちづくり条例 」の制定の方向へ発展させている自治体もあり、ここでの都心周辺部自

治体にとっては、最も有効な政策のひとっと考えてよい。このことは、本研究において検討してきた

ようなアメニテ ィ向上型の市街地整備 と住宅供給の実現のための前提条件と考えてよい。 さらに積極

的に都心周辺部の整備を推進するには、渋川市や横浜市で展開されたような近隣商店街をはじめとす

る共同再開発方式が必要である。

③ 郊外地域(ア ウターエリア)

本研究で設定 したアウターエリアにおいても、西宮市、宝塚市、茨木市、枚方市など、郊外型の分

譲集合住宅立地の多い地区がある。このような地区では余暇利用施設併設型の集合住宅地開発も出現

しっっある。 しかし、現在進行しっっある集合住宅立地を、既成市街地の居住環境整備と一体化する

ためには、計画的な中高層集合住宅街の形成へと誘導する必要がある。そのためには、開発指導要綱、

まちづくり条例などの整備とともに地区計画制度や建築線、建築協定などの導入が必要である。
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3節 都 市 型 社 会 に お け る 中 高 層 集 合 住 宅 街 の 計 画 化

以上 の検 討を もとに、 集 合 住宅 立地 の 計画 化 に よ る居住 環境 整 備 の条 件 を整 理す る と以 下 の よ う に

な る。

(1)中 高層集 合 住 宅 を も含 め た住宅 市 街地 形 成 の規 制 ・誘 導 ・計画 主体 と して の基礎 的 自治 体 の活 動

条 件 を 強化す る。

(2)都 心 周辺 部 、 郊外 の いず れの 自治 体 にっ い て も、 それ ぞ れ の市 街化 段 階 に対応 した 住宅 市 街地 整

備 計 画 の策定 が 必 要 であ る。

(3)各 自治体 にお いて 「地 区環 境整 備単 位 」を 小学 校 区、 あ る いは 中学 校 区、 地 区 の居 住地形 成 過 程

や 生 活圏構 成 を 基 礎 と して設 定 し、 計 画 と参 加 、統 計 整理 の基本 単 位 とす る。

(4)そ の 「地区 環境 整 備 単位 」の 中 に、近 隣 商 店街 な どの核地 区 の 地 区計 画 を設 定 し、 中 高層 集合 住

宅 街 の形 成へ と方 向づ ける。

(5)こ の 中高層 集合 住 宅 街 の形 成 にお いて は、 第1部 の市 街地 形 成分 析 で も述 べ た よ うに、 水路 空 間、

緑 化 街路(パ ー クウ エイ)、 路 地 空間 な どを 計 画 的 に導入 し、 オー プ ン スペ ー スに よる地 区 環境 価 値

の 向上 を実現 す る必 要 が あ る。

⑥ こ の よ うな 都 市 的ア メ ニ テ ィの実 現 は、 都 心地 区 で も必 要で あ り、 現 在 の や1Anい 許容 容 積率 を

計画 的オ ープ ンス ペ ー ス創 出 の方 向へ 誘導 す る こ とが 考 え られ る。 都 心部 お よび都 心に 隣接 す る周 辺

部地 域 にお いては 、 高密 化 の弊 害 を少 な くす る ため、 計画 的制御 が 必 要で ある。

(7)こ の よ うに して 計画 化 され る集合 住宅 立地 は、 基 盤 的施 設 は言 うま で もな く、 余暇 利 用施 設 や ア

メ ニテ ィ条件 を備 えて い なけ れば な らない。 これ らの施設 と集合 住 宅 は、 地 区 内歩 車交 通 の計 画 を も

含 めて 中 高層集 合 住宅 街 と して整 備 され る よ うに方 向づ け られ る必 要 が あ る。

(8)都 市 型 社会 の集合 住 宅 計画 とそ の立 地 は、 移 動性 の高 い世 帯を 想 定 して 検 討 され るべ きで あ り、

特 に住宅 ・環境 を 維持 ・管 理す る社会 的 シス テ ムが整 備 されな けれ ば な らな い。

(9)そ こで 再 検討 の 必要 が大 きいの は、 現 在 の公 的 施策 と民間 活動 の区 分、 縦 割 り行 政で あ り、 ボ ラ

ンテ ィア や ノ ンプ ロフ ィ ッ ト活動 の 援助 で あ る。 現状 で も公共 と民間 の 中 間 的な活 動 が増 加 しっ っ あ

り、 そ れ は地 域社 会 に 密着 した活 動 と して住宅 や 居 住環 境 の維 持 ・管 理 や 改善 に果 たす 役割が 大 き く

な る と考 え られ る。

⑩ こ めこ とは、 前 記 の 居住 環境 整 備単 位 で の土 地 所有 者、 住 宅所 有 者 、 借地 権者 な どの活 動 を、 協

議会 あ るい は組合 方 式 で 展開 して い く場 合 に もあて は ま る。

⑳ この よ うな 「地 区 環境 整 備単 位 」に よ る計画 と活 動 の戦略 的展 開拠 点 と して 、 本 研究 か らは広 義

の 都心 周辺 部(イ ンナ ー エ リア)が 提 案 され る。 そ れ は第2部 で 検 討 した よ うに職 住 近接 居 住 選好 層

や 居住 立地 限 定 層 の志 向 に最 も適 合 的 かっ 現 実 的で ある こ とに よる もので あ る。

(12)そ の 場合 の立 地 住宅 の規 模 は、 成 長期 に あ る若 年核 家 族で は80-90平 米 の床面 積 が必 要 で あ る。

しか し、 現在 も世帯 規 模 が全 体 と して 縮小 過 程 に あ り、 さらに 家族 の居 住 様 式が 多 様化 しっ っ あ る こ

とか ら考 え る と、 一 定 の地 域 的範 囲で 多様 な 規 模 の住 宅が 購入 あ るい は賃 借 可能 な 価格 で供 給 されて
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い る ことが一 層 重要 で あ る と言 え る。

4節 集合 住 宅 街 形成 の計 画 化 にお け る公 民 の役 割 分担

本研究では現代大都市における居住地構造の変容を、民間企業による分譲方式の集合住宅を指標と

して分析 してきた。 しかし、現実の都市では集合住宅のみで形成された単位地区(小 学校区あるいは

中学校区程度の規模)は 少ない。また、都市の居住地構造は、その市街地形成過程を反映して、公的

賃貸集合住宅の卓越地区や戸建住宅卓越地区などのモザイク状を示しているとも考えられる。

一方、本研究では居住地構造の変容過程を規制 ・誘導 しっっ中高層集合住宅街の形成を計画化する

ことを提案するものであるから、居住地の形成と維持 ・管理における物的側面(ハ ー ド)と 人的 ・社

会的側面(ソ フ ト)の 検討も必要である。

そこで本節では居住地形成 ・整備における公共セクターと民間セクターの役割分担、ハー ドとソフ

トの関係にっいての今日的問題点を検討 し、前節で提案した 「地区環境整備単位 」にもとつく中高層

集合住宅街形成の計画化のための運営システムのモデルを提示する。

包括的概念としての都市の計画化、経営や運営における公共セクターと民間セクターの役割分担の

理論的根拠は公共財と私的財との区分に求められる。そこでは社会的外部性の度合いによって公共財、

私的財に分けられるが、完全な非排除性 と消費の非競合性を満足するものは少なく、その度合いによ

。て準公共財とも言 うべき鵬 澱 定せざるをえないね に誕 会的搬 労働手段 と社会的共剛 肖費

手段としての社会資本概念においても公共と民間の分担区5?ま明確にはならないぎ)特に、社会資本概

念は高度経済成長期における生産基盤、生活基盤施設の整備昌標の設定のためにナショナル ・ミニマ

ム論との関連で注目されたが、ある程度の生産と生活の水準が実現された今日では、詳細な議論の根

拠にはなりえない。

このように都市を構成する物的要素の整備主体区分に関する議論は、1章 で検討 した戦後日本の都

市発展の段階に対応 して少しずっ変化 してきたものと考えられる。このことは特に、本研究の中心概

念である住宅の建設供給主体にっいて妥当し、現実には公的住宅供給の著 しい減少として示されてい

る。

このような過程で明らかにされた公共と民間の役割分担の新 しい方向は、住宅供給の物的側面にお

ける公共化拡大の試み9)自治体都市行政と住宅行政の総合化の可能性の追求である。

前者は集合住宅の構成要素を立地基盤まで含めて検討し、住戸基幹部分、共用施設基幹部分の公共

化と住戸や共用施設の未端部分の自由化(需 要者による自由な建設)を 提案するものであり、住宅供

給と街並み形成の総合的計画化の可能性を示す試みとして注目される。

一方、自治体都市行政と住宅行政の総合化の試みは、横浜市5)や神戸市6)を はじめとする多 くの自

治体で展開されっつあり、公共住宅 との関連でも地方公共団体の役割の重要性は早くから指摘されて

いたa)さ らに近年では地域住宅政策としてのHOPE計 画においても街並み形成主体の役割分担が検

討されっっある80)
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都市 整備 のため の総合 的施 策を 展開 して き た横 浜市 にお いては 、 既存 自治体 担 当部 課 のハ ー ド部 門

を総 合 的に 調整 し、 誘 導 す る ソ フ ト部 門 と して の企 画 調整局 の活 動を 有 効 に展 開 して い る。 そ こ には

現代 都市 の居 住 環境 整 備 の た めの あ らゆ る手 法が 含 ま れて い るが 、本 研 究 の居 住地 整 備 に 関連 す る も

の と して は宅 地 開発 指導 要 綱、 用 途 地域 規 制 、容 積制 、 高 さ制 限、 市 街地 環 境 設計 制度 、 景観 風 致保

全要 綱 、 アーバ ンデ ザ イ ン、 市民 参 加、 街づ くり協定 な どの方 法が 導入 されて い る。 これ らの手 法 は、

いず れ も企 画、 計 画 と して の ソフ トな技 術が 重 視 され 、 自治 体 の行 政 と して強 力 に推進 され た もの と

考 え られ る。 こ の よ うな方 向 はス トック とプ ロゼ スの 公共 化 とい う概 念 で も指摘 されて い る90)すな わ

ち道 路や 公 営 住宅 な どの直接 建 設 は ス トック と して の公共 化 で あ り、 企画 ・計画 や調 整、 規 制や 誘 導

は都 市建 設 の プ ロセ ス の公共 化 と考 え られ る ので あ る。 前者 は ま た、ハ ー ドの公 共化 で あ り、 後 者 は

ソフ トの 公共 化 で あ る と も言 え る。

この考 え 方を 、本 研 究 で の 中高層 集合 住宅 街 の計 画化 に適 用す る とすれ ば、 特 に地 区 環境 整備 単 位

の中 心 とな る街 区群 詳 細 計画 の 策定 へ の誘 導 が重 要 で あ る。 これ は 最終 的 な街 区構 成 を 示す リジ ッ ド

な計画 で は な く、 街 づ くり憲 章 と して の協 定 と して 開始 され るべ きで ある。 序 章 で述 べ た よ うに命 令

的計画 と してで な く、 指 示 的計 画 と して 展開 され なけれ ば な らな い。 さらに、 これ まで の公 共 セ ク タ

ー と民 間 セ ク ター の二元 論を 克服 す る街 づ くりの主 体 と して共 同 あ る いは 協 同方 式 の公 的機 関 の必要

性 と可 能牲 が うか び あが って くるisa)この街 づ く り組 織 は 自治 体 レベル で の 計画 主 体 と協議 す る民 間 の

協 同機 関で あ る。

このよ うな居 住者 ある いは 権 利者 、 さ ら に需要 者 や建 築 ・都 市 計画 専 門 家 を含 む 自主 的 なま ちづ く

り組織 の事 例 は 商業 地 区 のみ で な く区画 整 理施 行 地 区ミ1)集合 住 宅 建築 グル ー プ(コ ープ住 宅)i2)農 住

組合 な ど、 具 体 的な 目的 や方 法、 規模 な どの 異な る多様 な 展開 が 示 され て い る。 また 、そ の 共 同化 や

規制 の強 さ も憲 章の よ うに弱 い もの か ら条例 や協 定 の よ うに拘 束 の強 い もの まで 多 くの段 階 が あ る。

本 研 究 で提 案す る 「地 区環境 整 備 単位 」の 中に は 、そ の よ うな 自主 的 な ま ちづ くり組織 が い くっ か

含 まれ るで あろ う し、 既 存 の 町 内会 ・自治 会 組織、 管理 組合 、 さ らに住 宅形 式 と土 地 ・住宅 の権 利 関

係を 異 にす る多 くの 開発 単 位 が存 在 す る のが一 般 的 で あ る。 特 に 銀行 や 大型 店舗 な どが ま ちづ くり活

動 を 展 開す るこ とが 多 くな りっっ あ る。 従 って 、 地 区環境 整 備単 位で のま ちづ くり協 議会 を構 成 す る

主 要 な活 動主 体 を 示す と、図 一74の ように地 域 住 民、 既 成 の各 種地 域 組 織、 民 聞経 営 組織 、 計画 立 案

グル ー プの4つ とな る。 この 協議会 の活 動 は 、既 存 の活 動主 体や 組織 の 情報 交 換が 出 発点 とな り、 そ

の ため には 行政 の援 助 ある い は リー ダ ー シ ップが 必要 で あ る。 そ の よ うな 協議 会方 式 の場 で 街路 や公

的住宅 を も含 め た地 区環 境 整備 の方針 が 検 討 され、 都 市 的 ア メニ テ ィを 高 め る方 向で の中 高 層集 合 住

宅 街形 成 の計 画 化 が推 進 され るべ きで あ る。 少 な く とも 「地 区 環境 整 備 基本 方 針 」の 明確化 と コ ンセ

ンサ ス の確 立が 必 要で あ る。

一方 、 自治 体行 政 レベ ル で は議会 で の条例 や 計 画 の討 議 に よる コンセ ンサ スの確 保や ま ちづ くり支

援 体制 の整備 が 必要 であ る。

す でに述 べ られて い る よ うに、 イ ンナ ー エ リアで は昭 和30-40年 代 に建 設 され た 公的 借 家比 率 の
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高い地区があり、その多くは中高層集合住宅である。住宅の公共財としての性格や、公的住宅供給政

策についての議論の展開は別にして、公的住宅も街並みのアメニティ形成に寄与すべきことは言うま

でもないであろう。このことは福祉政策に極限されがちな公的住宅供給を、基本的な都市アメニティ

実現手段として積極的に位置づける方向を示している。一方での福祉政策的あるいは低収入階層向け

の住宅供給とは別に、都市の居住環境改善の目標水準を示すものとしてのモデル的公的住宅地整備が、

自治体行政として総合的に計画化される必要がある。

以上の検討を、地区環境整備計画組織の体系として提案したものが図一74で ある。また、地区環境
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整 備単 位 と街 区 群 計画 に も とつ く中高層 集合 住 宅街 形 成 で の公民 の 役割 分 担 と、 ハ ー ドとソ フ トの関

係 の今 後 の方 向 を要 約 す る と次 の よ うにな る。

(1)こ れ ま で の 自治 体 行 政 の担 当事 業や 制 度を 横 断 的 に計 画化す る部 局 の創 設 と リー ダー シ ップ が必

要 で あ る。

② そ の部局 は 主 と して計 画 や事 業 の総 合 的(ソ フ ト)調 整 を お こな うが、 集合 住 宅街 の ス トリー ト

な どの公 的ハ ー ド部 門 の デザ イ ンも担 当す る こ とが あ る。

(3)自 治 体 内の 住宅 の供給 ・管 理 ・運 営 につ いて は 都市 の ア メニ テ ィを 高 め るため の計 画や デ ザ イ ン

が必要 で あ り、 ま た 自治 体住 宅行 政 の 柔軟 性を 拡大 す るに は現 行法 制度 の改 善 が必 要 と され るで あ ろ

う。

(4)地 区環境 整 備 単位 の中 で も新 たな 計画 立 案 グル ー プの 組織 化 と、 そ の活 動 に対 す る助成 が 必要 で

あ る。

㈲ そ こで は まちづ くり憲章 か ら共 同事 業 ま で各 種 の レベ ル と形態 の 活 動展 開 が可能 で な けれ ば な ら

な い。

(6)そ のた め には、 公 的な民 間 活動 グ ル ープ 、英 国 で のハ ウ ジ ング ・ア ソシエ ー シ ョンの よ うな ノン

プ ロフ ィッ トグル ープ の活 動 の育成 と、そ の条 件 整備 が 必 要で ある。

以上 の よ うに、 中 高層 集合 住 宅街 形 成 の計 画化 の た め の条件 を整 理 す る と、 現状 で は公 共部 門 の 分

担 す べ き役 割 と民 間活 動 の展 開 とが 分 離 され す ぎて お り、 両者 の中 間を 豊 か にす る地域 社 会 での 活 動

が きわ めて 少な く、 ま た困 難 にな りつ っ あ る と考え られ る。 ま た、公 共 ・民 間 の いず れ の部 門 も外 部

か らの 意見 を と り入 れ る公 開性 、柔 軟 性 を欠 いて い る と も言 え る。 都市 政策 にお いて も、 住宅 政 策 に

お いて も公 共部 門 の 水準 向上 が 、ハ ー ド、 ソ フ トの いず れに お いて も必 要 で あ る。

公共 事業 に おけ る民 間 活 力導 入や 行 政 改革 が 推進 され てい る 中で、 真 に望 ま しい民 聞活 動 とは いか

な る ものか 、公 的 リー ダー シ ップ とは ど うあ るべ きか が、 議論 され な けれ ば な らな い190)それ に もとつ

いて、 コー ポ ラテ ィブ活 動 や 管理 組合 活 動、 民 間再 開発 事 業 の活 性化 を 可 能 とす る法 的、 財政 的制度

の 整備 が必 要で あ る。

以上 、住 宅立 地 と市 街 地 整備 の 計画 化 に 関す る本 研 究 は、 い ま だに 出発 点 の段 階 にあ る にす ぎ ない。

今 後 の課題 は あ ま りに も多 いが、 次 の段 階 と して先 ず 必要 と され る のは 自治 体 あ るいは 地区 レベ ルで

の 具体 的事 例 の研 究 で あ る。
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あ と が き

本研究の展開、まとめに際しましては大阪大学工学部環境工学科、建築エ学科の諸先生の御指導、

御協力をいただきました。ここでは諸先生の御研究と本研究の関連あるいは位置づけを考察 し、感謝

の意を表します。

上田教授の研究の中で、本研究に関連する部分は多いが、特に都市居住者の移動と住みょさに関す

る考察からは示唆されるところが多い。本文中でも引用 しているように結論として共通 している部分

も少なくない。む しろ先生の研究に対 して本研究が付加すべきところがないことを危惧するものであ

る。人ロポテンシャルの算出にもとつく「住みよさ理論」や都市の住まいに関する考察からは、利便

性とアメニティを備えた比較的密度の高い都市居住地の実現を提唱されていると考えられる。この理

解に誤りがないとすれば、本研究での最終的目標と大きなへだたりはなく、 「住みよさ理論 」の結論

で北大阪地域の池田市を中心とする地区が最も住みよさの高い場所 として指摘されていることは・そ

の後の住宅市街地形成を予測したものとして注目される。 しか し、現在までの住宅市街地形成、特に

中高層集合住宅街形成では、法制度や行政的指導、調整などの仕組みが必ず しも十分整備されていな

い状況のもとに進行しっっあるため、居住環境としても都市環境としても改善すべきことが少なくな

い。本研究は、このような高密度な都市型住宅市街地の環境形成と改善のための、主として社会的条

件整備のための基礎的研究として位置づけるべきであろう。

岡田教授は 「住宅の計画学 」(鹿 島出版会 昭和48年)と いう住宅計画に関する体系的著書を発表

されており、示唆されるところが多い。その延長上には群としての住戸、住棟に関する計画学的研究

が、特に今後の既成市街地内住宅の計画の基礎として必要であろうと考えるが、本研究でも残された

課題としていただきたい。.

紙野教授の 「建築計画における空間処理に関する基礎的研究 」では社会的階層や意識などの概念の

再検討、深化の必要性が指摘され、その延長上には住居や都市の意識、知覚、行動にっいての現象学

的方法の適用が考えられるのであろう。 しか し、バゼ ットやショーrも 述べているように、居住地行

動や居住地構造研究と現象学的方法の距離はまだ大きい(*)0本研究では問題点の指摘にとどまったが、

高密度集合住宅地における空間認識や領域形成の研究は、居住地の防犯 ・防災機能を高め、アメニテ

ィ水準を向上させるための基礎的研究として重要であろう。

東教授の「住居に於ける空間連結手法の研究 」では「構成的空間連結法 」が提唱され、住宅的の単

位空間相互と住宅内外空間の有機的、重層的連結の可能性が示されている。住宅の計画 ・設計と地区

や地域の計画との間には大きな距離が存在すると考えられ、また単純なアナロジーの危険はあるが、集

合住宅市街地の計画や設計においても住戸間、住棟間、街区間の連結空間の質がアメニティ形成に大

きく影響すると言えるであろう。また、計画 ・設計における参加と主体性に関しても示唆されるとこ

ろが多く、それをいかに共同 ・協同方式として地区や地域の計画において実現していくかが、今後の
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都市住宅地形成の方向を決定すると考えられる。

また、本研究は中高層集合住宅街の計画化を目標とすることで鳴海助教授、加藤助手の研究からも

多くの示唆を受けていることを記 して、謝意を表 します。

さらに、この研究は足立 孝 大阪大学名誉教授を主査とする「地域融和の観点からみた公共公益施

設の立地ならびに整備基準に関する研究 」(日 本住宅公団昭和47年 度委託研究)を 出発点とするもの

であり、主査をはじめ共同研究を通じて御指導いただいた大久保昌一先生、片倉健雄先生、舟橋國男

先生に謝意を表 します。

また、上田研究室の院生、卒業生には共同研究や調査を通 じて大変お世話になり、大阪の集合住宅

居住者の皆様には調査で大変ご迷惑をおかけしました。心よりお礼申し上げます。

(*)KeithBassettandJohnR.Short;Housingandresidentialstructure,

Alternativeapproaches;Routledge&KeganPaulLtd1980

オ ッ トー ・フ リ ー ドリ ッ ヒ ・ボ ル ノ ウ,大 塚 恵 一 ・池 川 健 司 訳 「人 間 と 空 間 」(せ りか 書 房

1985年5月)

ガ ス ト ン ・バ シ ュ ラ ー ル,岩 村 行 雄 訳 「空 間 の 詩 学 」(思 潮 社1969年1月)
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